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危機管理課 

 

決算書掲載頁 101 

１．防犯活動推進事業                        

犯罪のない安全で安心して暮らせるまちづくりのため、河内長野警察署を始め、河内長野防犯協

議会や生活安全に関係する団体と連携しながら防犯について広く啓発し、市民による自主的な防犯

活動を推進することで犯罪抑止を図った。 

また、本市における犯罪発生率は、平成１４年ごろに最も多い時期を迎えていたが、地域住民に

よる自主防犯活動の活発化などによって、犯罪の発生件数は減少傾向となり、令和３年中の全刑法

犯認知件数は３０４件となり、人口１０万人当たりの犯罪発生率は、令和元年から引き続き３年連

続で大阪府内３３市で最小となった。 

 

防犯活動推進事業 

 ① 河内長野市生活安全推進協議会 

  ア．河内長野市生活安全推進協議会の開催 

    市が実施する生活安全対策をより効果的に推進するために、毎年１回、河内長野市生活安

全推進協議会を開催しているが、令和３年度は新型コロナウイルス感染拡大防止の観点より、

書面開催とした。 

    開催期間：令和３年８月４日～８月３１日 

  イ．安全・安心まちづくり市民大会 

    より安全で、安心して暮らせる河内長野市をめざし、生活安全に係る団体が一体となって、

効果的な諸活動を誓い、また、市民一人ひとりの安全に対する意識の高揚を図ることを目的

に安全・安心まちづくり市民大会を市民交流センター(キックス)イベントホールにて例年開

催している。令和３年度においては、新型コロナウイルス感染拡大防止のため規模を縮小し

開催することは、大会の目的を果たせないことから、生活安全推進協議会（書面開催）にお

いて中止を決定した。 

 ② 自主的な防犯活動への支援 

  ア．地域住民による自主防犯活動を推進するため、自治会などの自主防犯活動団体が行う防犯

活動に要する経費の一部を助成した。 

    交付対象団体数：９団体 

    助 成 額：２０１，２７５円 

  イ．安全・安心パトロールの実施 

    ｢安全・安心パトロール車｣ステッカーを、市民や市内事業者の自動車等及び公用車に貼付

し運行することで、防犯意識の高揚と犯罪の抑止を図り、市民の安心感の醸成に努めた。 

  ウ．防犯声かけ運動の実施 

    個人でも気軽にできる防犯活動として、地域でのウォーキング時などに出会った人に声を

かけ、顔見知りを増やしていただくことで、地域の連携を強め、犯罪の抑止力を高めること

を目的に、市民による防犯声かけ運動を実施。参加者には、声かけ運動時に着用するベスト

または腕章を貸与した。 

    貸与実績：ベスト４着、腕章９個 

  エ．子ども見守りベストの提供 

    ＪＡ大阪南とＪＡ共済連から寄贈されたベストを自治会などの団体に提供している。 

    令和３年度の提供実績は無し。 

  

危機管理課 
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 ③ 防犯活動の推進 

   犯罪と少年非行を防ぎ、明るく住みよい河内長野市をめざして、市、河内長野警察署、河内

長野防犯協議会、河内長野地区少年補導員連絡会などが一体となって、市民の防犯意識の浸透

を図るとともに各種防犯活動を推進するため、各種事業を委託した。 

   令和３年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、規模を縮小して事業を行った。 

  ア．防犯事業の委託 

   ・防犯活動事業 

     全国地域安全運動(新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止) 

     一戸一灯運動の推進(新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止) 

     防犯研修会(新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止) 

     防犯パトロール・歳末警戒運動 

   ・自主防犯活動指導事業 

     防犯講演会・防犯教室の開催(新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止) 

   ・広報・啓発活動事業 

     啓発ポスター・チラシの配布 

     街頭での啓発キャンペーンの実施(新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止) 

     特殊詐欺被害防止に関するチラシの新聞折り込み 

     防犯情報紙｢防犯かわちながの｣の発行 

   ・その他事業 

     関係機関との連携等 

   委託先：河内長野防犯協議会 

   委託料：１，４８１，２１４円 

    (詳細)契約金額 1,921,000円 

       実績金額 1,481,214円 

       返納金額  439,786円 

         今年度は、市民まつりの中止等で啓発活動を行う機会が減った影響や、新型コ

ロナウイルス感染拡大防止のため、規模を縮小して事業を実施したことにより

未執行額が生じた。 

  イ．少年補導事業の委託 

   ・街頭における補導活動(新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止) 

   ・少年非行防止に関する啓発イベントや教室の開催(新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止) 

   ・広報・啓発活動事業 

   ・少年補導員の知識及び指導育成技術の研修(新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止) 

   委託先：河内長野地区少年補導員連絡会 

   委託料：４９，４４５円 

    (詳細)契約金額 110,000円 

       実績金額  49,445円 

       返納金額  60,555円 

         今年度は新型コロナウイルス感染拡大防止のため、街頭補導や研修会等の事業

を中止したことにより、未執行額が生じた。 

 ④ 自動通話録音装置の無償貸出 

   特殊詐欺被害の防止策の一つとして、市民に対して無償貸出を行う自動通話録音装置を整備

した。 

   購入費（消耗品費）：５，３５７，０００円 （購入台数：７００台） 

   業者：徳永電器商会 
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（財源）国庫補助金  ４，５７６，０００円 

府補助金     ７８１，０００円 

      ※購入台数７００台のうち２００台が府補助金（大阪府特殊詐欺対策機器普及促進事 

業補助金：補助率 1/2）対象 

     

今までに整備した台数・・・・・・・・・・・・・・・・１，５００台 

    貸出実績：令和３年度貸出台数・・・・・・・・・・３９１台 

         事業開始時からの貸出総台数・・・・１，０６８台 

   修繕料：４９，５００円    故障した１７台の自動通話録音装置を修理した。 

 ⑤ 大阪府内３３市中、犯罪発生率最小のＰＲ実施 

   令和３年１月１日から１２月３１日までの河内長野市内における犯罪発生率(人口１０万人

あたりの全刑法犯認知件数)が、令和元年から３年連続で大阪府内３３市の中で最小となったこ

とから、横断幕を市役所庁舎内に掲げＰＲを行った。 

 ⑥ 防犯カメラの維持管理 

   市内幹線道路沿いに設置している公設防犯カメラ４４台の維持管理を行った。 

    平成２８年度設置分 １４台 リース料：日立キャピタル㈱    ４７４，１４４円 

    令和元年度前期設置分 ７台 リース料：㈱関電Ｌ＆Ａ      ４５８，０４０円 

    令和元年度後期設置分 ８台 リース料：日立キャピタル㈱    ４１７，１２０円 

    令和２年度設置分  １５台 リース料：三菱ＨＣキャピタル㈱  ７７２，２００円 

    供架料   関西電力送配電㈱ ２４，６４０円 

          西日本電信電話㈱  ７，９２０円 

 ⑦ 防犯カメラ新規設置 

   市内幹線道路沿いに新たに公設防犯カメラ１５台を設置した。 

    設置箇所：烏帽子形公園､木戸 2丁目付近交差点､松ケ丘公園､向野第 1 公園､ 

         日東町 15付近交差点､喜多町交差点､大師町 26付近､野作町南交差点､ 

         岩湧の森第 6駐車場付近､河合寺交差点､石仏北交差点､ 

         下里町 257付近交差点､下里町 251付近交差点､錦町 10付近交差点､ 

         栄町 14付近交差点 

    リース料：㈱関電Ｌ＆Ａ ２２４，４００円(５年間総額４，４８８，０００円) 

    供 架 料：関西電力送配電㈱ １８，４８０円 

         西日本電信電話㈱  １，３２０円 

 ⑧ 市内公設防犯カメラの増設と適正配置計画 

防犯カメラの設置基準を定め、市域全体における防犯カメラ設置必要台数を算出し、令和４

年度からの防犯カメラ公設設置における適正配置計画を策定した。今後はこの計画に基づき、

設置台数が不足する地区への設置を促進し、地域間の格差と不公平感の解消に取り組む。また、

すでに自治会が独自に設置している防犯カメラをより効果的に設置するため、設置場所や画角

について協議を行ったうえで段階的に公設化していく。 

 ⑨ 犯罪被害防止対策に関する協定 

   本市での全刑法犯罪認知件数は最も少ないが、全国的には特殊詐欺や悲惨な事件などが発生

しており、本市においても油断できない状況であることから令和元年度に河内長野市と河内長

野警察、河内長野ガス㈱において犯罪被害防止対策に関する協定を締結した。令和３年度にお

いても同協定に基づき、引き続き安全で安心なまちづくりを推進した。 

  ＜おもな取組＞ 

   ・市民への広報啓発 

     社用車による広報での防犯啓発：河内長野ガス㈱ 
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     広報誌への犯罪記事の掲載：河内長野ガス㈱ 

   ・市民への注意喚起 

     訪問時の注意喚起：河内長野ガス㈱ 

     チラシを用いた注意喚起：河内長野ガス㈱・河内長野市 

   ・犯罪に関する情報共有 

     犯罪発生状況に関する情報提供：河内長野警察 

     巡回時の見守り活動：河内長野ガス㈱ 

⑩ 団体からの寄贈 

    河内長野ライオンズクラブから、ランニングパトロール用のＴシャツが１００着寄贈され 

た。なお、寄贈されたＴシャツは、河内長野市より河内長野警察へ贈呈し、河内長野警察か 

ら河内長野ランニングクラブに寄贈された。 

 

決算書掲載頁 153 

２．新型コロナウイルス対策事業                   

 新型コロナウイルス感染症(ＣＯＶＩＤ-１９)が国内で発生した事に対して、新型コロナウイル

ス感染症の拡大に備え、｢河内長野市新型インフルエンザ等対策行動計画｣、｢河内長野市新型イン

フルエンザ等対策マニュアル｣を踏まえ｢新型コロナウイルス関連肺炎緊急行動対策(第１版)｣及び

｢河内長野市新型コロナウイルス関連肺炎発生時業務継続計画｣を作成し、事態を的確に把握すると

ともに、国･大阪府の行動対策等を踏まえ、市民の安全を確保し、緊急かつ総合的な対応を行った。 

 

新型コロナウイルス対策事業 

①  対応方針等 

   令和２年２月１４日に新型コロナウイルス関連肺炎対策本部を設置し、｢新型コロナウイル

ス関連肺炎緊急行動対策(第１版)｣、｢新型コロナウイルス関連肺炎発生時等における対処方

針｣、｢河内長野市新型コロナウイルス関連肺炎発生時業務継続計画｣に基づき、国内での感染

者の増加や隣接他府県での感染者発生などを踏まえ、以下のとおり会議を行った。 

会議 

回数 

対応 

期間 

大阪府 

緊急事態 

まん延防

止等要請 

【開催日】開催場所等 

会議内容 

第 

34 

回 

4/5 

～ 

5/5 

- 

4/5 

～ 

5/5 

【４月２日】議会全員協議会室 

・市民への呼びかけ(少しでも症状がある場合早めに検査を受診すること、4 人以下でのマスク会食

の徹底、営業時間短縮を要請した時間以降、飲食店等にみだりに出入りをしない、歓送迎会、宴会を伴う花見

は控える、大阪市内・大阪府外への不要不急の外出・移動の自粛)・イベントの開催(業種別ガイドラ

インの遵守、国の接触確認アプリ｢ＣＯＣＯＡ｣、大阪コロナ追跡システムの導入、名簿作成などの追跡対策の

徹底・全国的な移動を伴うイベント又は参加者が 1,000 人を超えるようなイベントの開催には、開催要件等に

ついて、大阪府に事前に相談・国が業種別ガイドラインの見直しや収容率要件･人数上限の見直しを行った場合

には、国に準じて対応・イベント開催の要件に基づき、適切な感染防止策が講じられること)・施設(事業

者)(営業時間短縮(５時～２１時)を要請。ただし、酒類の提供は１１時から２０時３０分まで、利用者へのマ

スク会食実施の周知及び正当な理由なく応じない利用者の入場禁止（退場を含む）、アクリル板の設置等、上記

のほか、特措法施行令第５条の５第１項各号に規定される措置、CO2 ｾﾝｻｰの設置、カラオケ設備の利用自粛)・

経済界へのお願い(市民への呼びかけと同・研修時の懇親会を控える)・大学等へのお願い(市

民への呼びかけと同・感染防止と面接授業･遠隔授業の効果的実施等による学修機会確保・部活動、課外活動、

学生寮における感染防止策などについて、学生等に注意喚起を徹底・行事(入学式等)は、人と人との間隔を十

分に確保する等、適切な開催方法を検討)・公共施設(施設ごとに設けた制限を継続・娯楽機能は停止)・

市立学校の対応(大阪府教育庁から通知される指導･助言に応じる)・事業やイベントの開催
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の可否や延期など(今一度、事業の必要性を再考し、実施の判断を見直す議論を進める・実施の場合、

感染対策(マスク･消毒･検温･換気･参加者の把握)の強化に努める)・職場体制(職員及び来庁者の感染予防

対策を強化・窓口対応から電話やメール又は郵送等への切り替えを行い､可能な限り対面での接触を減らす・会

議などのあり方を再検討し、対面による会議は、中止または延期し、電話やＦＡＸ、メール等を利用する他、

積極的にＷＥＢ会議システムを利用するなどの措置を講じる・河内長野市職員の早出遅出勤務に関する規則に

基づき、公共交通機関を利用する職員の時差出勤を実施。また、自転車通勤も推奨・テレワークについては、

所属長の判断により引き続き実施する・全庁的な交替制勤務は実施しないが、業務継続の観点から実施が必要

な場合は人事課と協議を行う・計画的な年次休暇の取得を行う。)・職員への周知(経済会へのお願いと

同・研修時の懇親会を控える)・啓発ポスター「感染拡大 第４波襲来 感染力の高い変異株が急増して

います 大阪市内、大阪府外への不要不急の外出・移動の自粛」 

第 

35 

回 

4/5 

～ 

5/5 

- 

4/5 

～ 

5/5 

【４月７日】庁舎８０２会議室 

・市民への呼びかけ・イベントの開催・施設(事業者) (４月９日～５月５日協力依

頼 運動施設、劇場、集会場、博物館、図書館、旅館（集会の用に供する部分に限る）について ・営業時間

短縮(５時～21 時)ただし、酒類の提供は 11 時～20 時 30 分・催物の開催制限に係る施設は、イベントの開催要

件を守る・入場者の整理誘導等を行う 遊興施設※物品販売業を営む店舗（1,000 ㎡超）（生活必需物資を除く）、

サービス業を営む店舗（1,000 ㎡超）（生活必需サービスを除く）について ・営業時間短縮(５時～21 時)ただ

し、酒類の提供は 11 時～20 時 30 分・入場者の整理誘導等を行う)・経済界へのお願い・大学等

へのお願い・公共施設(４月９日～５月５日公共施設の開館時間を 21 時迄・交流スペースや娯楽ス

ペースなどの閉鎖)・市立学校の対応・事業やイベントの開催の可否や延期な

ど・職場体制・職員への周知・啓発ポスター「不要不急の外出・移動の自粛」 

第 

36 

回 

4/5 

～ 

5/5 

- 

4/5 

～ 

5/5 

【４月１５日】議会全員協議会室 

・市民への呼びかけ（大阪府全域における外出自粛の要請 4 月 8 日からは大阪府外への不要不急

の外出・移動※１自粛の要請※１医療機関への通院、食料・医薬品・生活必需品の買い出し、必要な職場への

出勤、屋外での運動や散歩など、生活や健康の維持のために必要なものについては対象外）・大学等への

お願い(授業は、原則オンラインとし、困難な場合は、クラスを分割した授業や大教室の活用等により密を

回避すること※【４月 15 日から要請】・学生に対し、部活動の自粛を徹底※【４月 15 日から要請】、新歓コン

パを控えるよう求める)・経済界へのお願い(「出勤者数の７割削減」をめざし、テレワークを徹底)・

イベントの開催・公共施設(４月 17 日～５月５日学校開放事業の利用中止)・市立学校の

対応(４月 15 日～５月５日教育活動等について 感染リスクの高い活動は実施せず通常形態を継続。修学旅

行、府県間の移動は中止または延期。部活動は原則休止。)・事業やイベントの開催の可否や

延期など(今一度事業の必要性を再考し、中止や延期を検討)・職場体制(テレワークについては、所

属長の判断により積極的に実施 全庁的な交替制勤務は実施しないが、業務に支障のない範囲で積極的に実施

し、実施する場合は人事課と協議を行う)・職員への周知(市民への呼びかけと同) 

第 

37 

回 

4/25 

～ 

5/11 

4/25 

～ 

5/11 

- 

【４月２３日】庁舎８０２会議室 

・周知方法(・防災行政無線､ヤフー防災アプリ､市ホームペ－ジ､ＳＮＳ等での周知・災害対策車や青パト 

等で周知看板貼り付けの上巡回音声無・公園等の集団利用自粛要請の為の啓発看板の設置など)・市民への 

呼びかけ（不要不急の外出自粛・不要不急の都道府県間移動自粛・路上、公園等における集団での飲酒は 

しないこと・感染対策が徹底されていない飲食店等や休業要請等に応じていない飲食店等の利用を厳に控える） 

・大学等へのお願い・経済界へのお願い（時差出勤、自転車通勤等の人との接触を低減す 

る取組みを強力に推進事業の継続に必要な場合を除き、20 時以降の勤務を抑制・屋外照明（防犯対策上、必要 

なもの等を除く）の夜間消灯・業種別ガイドラインを遵守）・イベントの開催(主催者に対し、規模や 

場所に関わらず、無観客開催を要請)・施設(事業者)(飲食店 酒類提供又はカラオケ設備提供をする場 

合 施設の休止・酒類提供又はカラオケ設備提供をしない場合 営業時間短縮（20 時まで） 飲食店以外 休 

止要請をしない施設-社会福祉施設・学校などの社会活動に欠かせない施設 休止を要請する施設-1,000 ㎡以上 

の映画館等の娯楽施設（1,000 ㎡以下は適切な入場整理、酒類提供・カラオケ設備の使用自粛、営業時間 20 時 
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まで イベントに準じた取り扱いを要請する施設-施設規模に関わらず劇場・運動施設など）・公共施設(府 

有施設に準じ休館。公園駐車場(原則閉鎖するが､車いす利用など、自動車を使用しなければ来園が困難な方は､ 

利用可)、休館していない公共施設の開館時間を 21 時まで、福祉センターなどの娯楽機能は停止、市が管理す 

る道路・公園等における集団での飲酒など、感染リスクが高い行動に対して必要な注意喚起等の取組を行う） 

・市立学校の対応(府内における校外学習等の中止または延期)・事業やイベントの開催 

の可否や延期など・職場体制(事業の継続に必要な場合を除き、20 時以降の勤務を抑制）・職 

員への周知(市民への呼びかけと同)・啓発ポスター「緊急事態宣言、不要不急の外出・移動の自 

粛、路上公園等における集団での飲酒はしないこと」・飲食店の見回り（5/8 実施 大阪府 

に同行） 

第 

38 

回 

5/12 

～ 

5/31 

5/12 

～ 

5/31

延長 

- 

【５月１０日】庁舎８０２会議室 

・周知方法・市民への呼びかけ・大学等へのお願い（発熱等の症状がある学生は、 

登校や活動参加を控えるよう、周知徹底すること）・経済界へのお願い（出勤者数削減の実施状況を 

各事業者が公表し、取組みを促進すること、高齢者や基礎疾患を有する方等、重症化リスクのある従業者、妊 

娠している従業者、同居家族に該当者がいる従業者について、テレワークや時差出勤等の配慮を行うこと） 

・イベントの開催・施設(事業者)・公共施設・市立学校の対応・事業や 

イベントの開催の可否や延期など・職場体制(経済界へのお願いと同)・職員への 

周知 

第 

39 

回 

6/1 

～ 

6/20 

6/1 

～ 

6/20

延長 

- 

【５月２８日】庁舎８０２会議室 

・周知方法・市民への呼びかけ・大学等へのお願い・経済界へのお願い（休 

憩室、喫煙所、更衣室などでマスクを外した会話を控える）・イベントの開催（平日：収容率 50％以内 

かつ人数上限 5,000 人営業時間 21 時まで 休日：無観客・ｵﾝﾗｲﾝ配信等での開催）・施設(事業者)(飲食 

店以外 1,000 ㎡以上の商業施設、遊戯施設等 平日営業時間 20 時まで 休日休止 1,000 ㎡以下の商業施設、 

遊戯施設等 営業時間 20 時まで 運動・遊戯施設等-平日人数上限 5,000 人かつ収容率 50％、イベント 21 時ま 

でそれ以外 20 時まで、休日 1,000 ㎡超は無観客・ｵﾝﾗｲﾝ配信等以外は中止、1,000 ㎡以下は無観客・ｵﾝﾗｲﾝ配信 

等以外人数上限 5,000 人かつ収容率 50％、イベント 21 時までそれ以外 20 時まで イベントに準じた取り扱い 

を要請する施設-平日人数上限 5,000 人かつ収容率 50％、イベント 21 時までそれ以外 20 時まで 休日 1,000 ㎡ 

超は無観客・ｵﾝﾗｲﾝ配信等以外人数上限 5,000 人かつ収容率 50％営業時間 20 時まで、1,000 ㎡以下はイベント 

無観客・ｵﾝﾗｲﾝ配信等以外中止など）・公共施設・市立学校の対応(部活動について 公式大会へ 

の出場等、学校が必要がある場合、活動時間を短縮して実施する。文化部は、平日に限り活動時間を短縮して 

行う）・事業やイベントの開催の可否や延期など（寺ケ池公園プールの休止）・職場体 

制・職員への周知 

第 

40 

回 

6/21 

～ 

7/11 

- 

6/21 

～ 

7/11 

【６月１８日】庁舎８０２会議室 

・市民への呼びかけ（緊急事態措置区域との往来は、極力控える・営業時間短縮を要請した時間以降、 

飲食店にみだりに出入りしない・２人以下のマスク会食の徹底・防犯青色パトロール車でのまん延防止等啓発 

継続）・大学等へのお願い（多人数が接触する活動及び前後の会食、旅行（合宿を含む）や自宅、友 

人宅での飲み会の自粛）・経済界へのお願い・イベントの開催(人数上限 5,000 人営業時間 

21 時迄、収容率：大声なし 100％・大声あり 50％以内)・施設(事業者)(飲食店 酒類提供自粛（ゴール 

ドステッカー認証店舗入店２人以内は提供可能）・カラオケ設備の利用自粛 営業時間：措置区域 20 時迄、そ 

の他の区域 21 時迄 飲食店以外 措置区域※１内 1,000 ㎡超営業 20 時迄イベント 21 時迄、その他の区域と 

1,000 ㎡以下営業 21 時迄※１町村以外）・公共施設（休館していた公共施設の開館時間を 21 時までとし 

開館・1,000 ㎡超の施設はイベント開催を除き 20 時まで開館・学校開放事業の再開）・市立学校の対 

応（教育活動等について 移動先の都道府県が大阪からの受け入れを拒否している場合または移動先が緊急事 

態宣言措置区域については、中止または延期・学校行事と部活動は感染防止対策を徹底し実施）・事業やイ 

ベントの中止や延期など・職場体制・職員への周知（市民への呼びかけ同）・啓発 

ポスター「ＳＴＯＰ！第五波！リバウンド（再拡大）防止！」 
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第 

41 

回 

7/12 

～ 

8/22 

- 

7/12 

～ 

8/22 

【７月９日】議会全員協議会室 

・市民への呼びかけ（4 人以下のマスク会食の徹底）・大学等へのお願い・経済界へ 

のお願い・イベントの開催・施設について（飲食店：入店を原則 4 人以内とする）・公 

共施設（公共施設の開館時間を通常どおり開館・1,000 ㎡超の施設は 21 時まで開館・福祉センター等の開 

館時間を通常どおり、娯楽機能は停止等）・市立学校の対応・事業やイベントの中止や 

延期など・職場体制（8 月は 19 時以降の勤務を抑制）・職員への周知（市民への呼びかけと 

同）・啓発ポスター「ＳＴＯＰ！第五波！リバウンド（再拡大）防止！※2 人以下のマスク会食の徹底 

を 4 人に修正」 

第 

42 

回 

8/2 

～ 

8/31 

8/2 

～ 

8/31 

- 

【７月３１日】庁舎８０２会議室 

・周知方法(・防災行政無線､ヤフー防災アプリ､市ホームペ－ジ､ＳＮＳ等での周知・災害対策車や青パト 

等で周知看板貼り付けの上巡回音声無・公園等の集団利用自粛要請の為の啓発看板の設置など)・市民へ 

の呼びかけ（・不要不急の帰省や旅行など都道府県間移動は極力控える 避けられない場合、出発前又 

は到着地での検査を受診・要請に応じず、酒類やカラオケを提供している飲食店等の利用を厳に控える・オリ 

ンピック、パラリンピックは自宅で応援する）・大学等へのお願い（授業は、原則オンライン・クラ 

スを分割した授業や大教室の活用等により密を回避）・経済界へのお願い（出勤者数削減の実施状況 

を各事業者が公表し、取組みを促進・高齢者や基礎疾患を有する方等、重症化リスクのある従業者、妊娠して 

いる従業者、同居家族に該当者がいる従業者について、テレワークや時差出勤等の配慮・事業の継続に必要な 

場合を除き、20 時以降の勤務を抑制・屋外照明(防犯対策上、必要なもの等を除く)の夜間消灯）・イベン 

トの開催(主催者に対し、収容率 50％以内かつ人数上限 5,000 人、営業時間短縮 21時迄を要請)・施設(「飲 

食店」酒類提供、カラオケ設備を提供をする施設の休止・酒類提供、カラオケ設備を提供をしない施設の 20 時 

まで営業時間短縮「飲食店以外」営業時間 20 時まで、「劇場等」収容率 50％以内かつ人数上限 5,000 人、営業 

時間：イベント 21 時迄、イベント以外 20 時迄)・公共施設(収容率 50％以内・開館時間を 21 時迄・1,000 

㎡超の施設はイベント開催を除き 20 時迄・福祉センター等の開館時間を 21 時迄）・市立学校の対応・ 

事業やイベントの開催の可否や延期など・職場体制(経済界へのお願いと同)・職 

員への周知（市民への呼びかけと同）・啓発ポスター「緊急事態宣言」 

第 

43 

回 

8/20 

～ 

9/12 

8/27 

～ 

9/12 

延長 

- 

【８月１９日】議会全員協議会室 

・周知方法・市民への呼びかけ（・混雑した場所への外出は半減する・重症化リスクが高い 

40 代・50 代は、特に感染防止対策を徹底）・大学等へのお願い（部活動(特に、合宿や練習試合）の 

自粛）・経済界へのお願い・イベントの開催・施設(「百貨店地下の食品売場」通常の半 

数程度の人数制限し、入場整理等の状況を周知)・公共施設(開館時間：20 時迄・イベント開催時は 21 時 

迄 学校開放事業８月 27 日以降中止※１）・市立学校の対応(9/1 出発分から修学旅行等、泊や府県間 

の移動を伴う行事は原則延期・発熱や風邪症状がある場合は活動への参加を見合わせるよう改めて指導を徹底 

・合宿や他校との練習試合(合同練習を含む)は実施しない。8 月 27 日以降の部活動原則休止※１ ※1 8 月 

26 日文書開催により方針追加）・事業やイベントの開催の可否や延期など・職場体 

制(19 時(9 月からは 20 時)以降の勤務を抑制)・職員への周知（市民への呼びかけと同）・啓発ポ 

スター「期間延長 緊急事態宣言」 

第 

44 

回 

9/13 

～ 

9/30 

9/13 

～ 

9/30 

延長 

- 

【９月１０日】議会全員協議会室 

・周知方法・市民への呼びかけ・大学等へのお願い・経済界へのお願い・ 

イベントの開催・施設・公共施設・市立学校の対応・事業やイベントの 

開催の可否や延期など・職場体制・職員への周知 

第 

45 

回 

10/1 

～ 

10/31 

- - 

【９月２８日】議会全員協議会室 

・市民への呼びかけ（混雑している場所や時間を避けて少人数で行動・要請時間以降に営業したりカ 

ラオケを提供している飲食店等の利用を厳に控える・都道府県間の移動の際は､感染防止対策を徹底・４人以下 

でのマスク会食の徹底・テレワーク等､柔軟な働き方を行う）・大学等へのお願い・経済界への 
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お願い・イベントの開催(人数上限 5,000 人以下又は収容定員 50％以内（≦10,000 人）のいずれか 

大きい方)・施設(「飲食店」 カラオケ施設の利用自粛、同一ｸﾞﾙｰﾌﾟ・同一テーブル 4 人以内・ゴールドス 

テッカ―認証店舗：営業時間 21 時迄、酒類提供 11 時～20 時 30 分 その他の店舗：営業時間 20 時迄、酒類提 

供自粛 「飲食店以外」 1,000 ㎡超の施設・劇場等：営業時間 21 時迄）・公共施設(開館時間：21 時迄  

学校開放事業：21 時迄開放）・市立学校の対応(修学旅行等、泊や府県間の移動を伴う行事、学校行事、 

部活動：感染対策を徹底し実施）・事業やイベントの開催の可否や延期など・職場体 

制・職員への周知（市民への呼びかけと同）・啓発ポスター「引き続き感染症対策の徹底をお 

願いします」 

第 

46 

回 

10/25 

～ 

11/30 

- - 

【１０月２２日】庁舎８０２会議室 

・市民への呼びかけ（感染防止対策(３密の回避､マスク着用､手洗い､こまめな換気等)の徹底・会食 

を行う際は､４ルール（同一テーブル４人以内・２時間程度以内での飲食・ゴールドステッカー認証店舗を推奨・ 

マスク会食の徹底・ハロウィン等の主催者がいない集まりへの参加を控えること）・大学等へのお願い 

（学生に対し､ハロウィン等の主催者がいない集まりへの参加は、控えるよう徹底）・経済界へのお願 

い（時差出勤、自転車通勤等、人との接触を低減する取組みを進める）・イベントの開催(11 月１日 

～11 月 30 日人数上限 5,000 人以下又は収容定員 50％以内のいずれか大きい方)・施設(「飲食店」 ２時間 

程以内の利用、マスク会食の徹底を求める・カラオケ施設利用者の密を避け、換気の確保、感染対策徹底・ゴ 

ールドステッカ―認証店舗：同一テーブル 4 人以内、5 人以上テーブル 2 つ以上に分ける・その他の店舗：同一 

テーブル 4 人以内、5 人以上の入店案内は控える 「飲食店以外」 営業時間制限解除）・公共施設(開館 

時間：開館時間等通常どおり、適切な入場整理等、利用者の密を避け、換気の確保、感染対策徹底）・市立 

学校の対応・事業やイベントの開催の可否や延期など(事業の必要性を再考し、縮 

小や延期を検討、実施する場合、適切な入場整理等､参加者の密を避ける､換気の確保､感染防止等を徹底）・職 

場体制・職員への周知（市民への呼びかけと同）・啓発ポスター「ルールを守って安全で楽 

しい会食・秋」 

第 

47 

回 

12/1 

～ 

12/31 

- - 

【１１月２６日】庁舎８０２会議室 

・市民への呼びかけ（・特にクリスマスや忘年会など、多人数が集まる場合は、４ルールを徹底）・ 

大学等へのお願い（学生に対し､特に、クリスマスや忘年会など、多人数が集まる会食について感染防 

止対策の徹底）・経済界へのお願い・イベントの開催(感染防災安全計画策定 人数上限：収 

容定員迄 収容率：100％ 安全計画を策定しないイベント 人数上限：5,000 人又は収容定員 50％のいずれか 

大きい方) 収容率：大声なし 100％・大声あり 50％）・施設(「飲食店以外」 クラスター発生しているよ 

うな施設や３密のある施設は適切な入場整理等の実施）・公共施設・市立学校の対応・事業 

やイベントの開催の可否や延期など・職場体制・職員への周知（市民への呼び 

かけと同） ・啓発ポスター「ルールを守って安全で楽しい会食・冬」 

第 

48 

回 

1/1 

～ 

1/31 

- - 

【１２月２３日】議会全員協議会室 

・市民への呼びかけ（・特に新年会や成人式前後の懇親会など、多人数が集まる場合は、４ルール 

を徹底）・大学等へのお願い（市民への呼びかけと同）・経済界へのお願い・イベント 

の開催・施設・公共施設・市立学校の対応・事業やイベントの開催の可 

否や延期など・職場体制・職員への周知（市民への呼びかけと同） 

第 

49 

回 

12/24 

～ 

1/31 

- - 

【１２月２４日】書面開催 第４８回の方針に下記を遡及追加 

・市民への呼びかけ（・特にクリスマスや忘年会、新年会や成人式前後の懇親会など、多人数が集 

まる場合は、４ルールを徹底・感染不安を感じる無症状者は、検査を受診）・大学等へのお願い（市 

民への呼びかけと同）・職員への周知（市民への呼びかけと同） 
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第 

50 

回 

1/27 

～ 

2/20 

- 

1/27 

～ 

2/20 

【１月２６日】議会全員協議会室 

・市民への呼びかけ（・混雑した場所や感染リスクが高い場所への外出･移動を自粛・営業時間短縮 

を要請した時間以降､飲食店に出入りしない）・大学等へのお願い（部活動や課外活動における感染リ 

スクの高い活動(合宿等)や前後の会食を自粛(対象者全員検査を実施する場合は活動可能)・感染リスクの高い､ 

自宅・友人宅での飲み会や多人数が集まる会食を自粛・感染防止と､面接授業･遠隔授業の効果的実施による学 

修機会の確保の両立を図る）・経済界へのお願い（国民生活･国民経済の安定確保に不可欠な業務を行 

う事業者及びこれらの業務を支援する事業者は､ＢＣＰ(事業継続計画)の点検を行い､必要な業務を継続）・イ 

ベントの開催(感染防災安全計画策定 人数上限：20,000 人迄＜対象者全員検査：収容定員迄可 収容 

率：100％＞ 安全計画を策定しないイベント 人数上限：5,000 人 収容率：大声なし 100％・大声あり 50％）・ 

施設(「飲食店」 業種別ガイドライン遵守徹底 2 時間程度以内での利用要請 カラオケ施設は利用者の密 

を避ける、換気の確保等、感染対策徹底、同一ｸﾞﾙｰﾌﾟ・同一テーブル 4 人以内・ゴールドステッカ―認証店舗： 

5 人以上テーブル 2 つ以上に分ける、①営業時間 5 時～21 時迄かつ酒類提供 11 時～20 時 30 分または②営業時 

間 5 時～20 時迄かつ酒類提供自粛 その他の店舗：営業時間 5 時～20 時迄、酒類提供自粛、5 人以上の入店案 

内は控える 「飲食店以外」 1,000 ㎡超の施設・劇場等：入場者整理等、マスク着用周知、アクリル板設置又 

は適切な距離確保）・公共施設(施設ごとに設けた制限を継続するとともに､さらなる制限が必要な場合､新 

たな制限を設ける）・市立学校の対応(感染リスクの高い活動は実施しない・不安を感じて登校しない 

児童生徒等については､オンライン等を活用して十分な学習支援を実施・部活動：感染リスクの高い活動は実施 

しない、府県間の移動を伴う練習試合(合同練習を含む)は実施しない）・事業やイベントの開催の 

可否や延期など・職場体制・職員への周知（市民への呼びかけと同）・啓発ポスタ 

ー「新型コロナウイルスまんえんぼうしにご協力ください」 

第 

51 

回 

2/21 

～ 

3/6 

- 

2/21 

～ 

3/6 

【２月１８日】庁舎８０２会議室 

オミクロン株の特性を踏まえた感染防止対策 

・市民への呼びかけ（自らの命と健康を守るため、高齢者及び同居家族等日常的に接する方は、感 

染リスクが高い場所への外出・移動を自粛・高齢者施設での面会は原則自粛・高齢者の同居家族が感染した場 

合、高齢者の命を守るため、積極的に大規模医療・療養センターもしくは宿泊療養施設において療養する） 

・高齢者施設への要請（施設での面会は原則自粛・施設管理者は、市町村によるワクチンの早期追 

加接種に協力する・施設で陽性者や疑似症患者が発生した場合には、施設管理者は配置医師や連携医療機関、 

往診医療機関等と連携し速やかな治療に協力する）・医療機関への要請（連携医療機関・往診医療機 

関等は、市町村による高齢者施設に対するワクチンの早期追加接種に協力する・地域の中核的な医療機関や往 

診医療機関は、保健所から高齢者施設への往診依頼があった場合には、地域単位での往診体制の確保など協力 

を行う・地域の感染症の中核的な医療機関等は、高齢者施設の感染制御の支援を推進する） 

継続した感染防止対策 

・市民への呼びかけ・大学等へのお願い・経済界へのお願い・イベント 

の開催・施設・公共施設(福祉センター等の娯楽施設（カラオケなど）については、一部使用制限・ 

生涯学習部の施設（公民館など）は、職員の感染状況により、施設の管理運営に支障が出る場合、一部休館や 

サービスの一部停止）・市立学校の対応・事業やイベントの開催の可否や延期な 

ど・職場体制・職員への周知（市民への呼びかけと同） 

第 

52 

回 

3/7 

～ 

3/21 

- 

3/7 

～ 

3/21 

【３月４日】庁舎８０２会議室 

オミクロン株の特性を踏まえた感染防止対策 

・市民への呼びかけ（高齢者の命と健康を守るため、高齢者及び同居家族等日常的に接する方は、 

感染リスクが高い場所への外出・移動自粛）・高齢者施設への要請・医療機関への要請 

継続した感染防止対策 

・市民への呼びかけ・大学等へのお願い・経済界へのお願い・イベント 

の開催・施設・公共施設・市立学校の対応・事業やイベントの開催の可 

否や延期など・職場体制・職員への周知 
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第 

53 

回 

3/22 

～ 

4/24 

- - 

【３月１８日】庁舎８０２会議室 

オミクロン株の特性を踏まえた感染防止対策 

・市民への呼びかけ(高齢者に少しでも症状がある場合、早めに検査の受診をすること)・高齢者 

施設への要請(施設での感染防止対策を徹底し､面会は原則自粛)・医療機関への要請 

継続した感染防止対策 

・市民への呼びかけ(会食を行う際は､４ルールに遵守、特に、歓送迎会、謝恩会、宴会をともなう花 

見は、感染リスクが高いため、感染防止対策を徹底・子どもの感染防止対策を徹底・都道府県間の移動は、基 

本的な感染防止対策を徹底するとともに、移動先での感染リスクの高い行動を控える)・大学等へのお 

願い(感染リスクの高い旅行や、自宅・友人宅での飲み会、歓送迎会、謝恩会、宴会をともなう花見など、多 

人数が集まる会食、部活動や課外活動における感染リスクの高い活動（合宿等）や前後の会食の行動について 

感染防止対策を徹底すること）・経済界へのお願い(歓送迎会や宴会をともなう花見など､多人数が 

集まる会食では､感染防止対策を徹底）・イベントの開催(感染防災安全計画策定 人数上限：収容定員 

迄 収容率：100％ 安全計画を策定しないイベント 人数上限：5,000 人又は収容定員 50％のいずれか大きい 

方 収容率：大声なし 100％・大声あり 50％）・施設(「飲食店」 営業時間及び酒類提供の制限なし 「飲 

食店以外」 クラスターが発生しているような施設や３密のある施設は適切な入場者整理等の実施、感染防止 

対策の徹底）・公共施設・市立学校の対応(部活動：感染防止対策を徹底したうえで実施・同一部 

内で陽性者や濃厚接触者が複数（15%以上）確認された場合は、当該部活動を一時停止）・事業やイベン 

トの開催の可否や延期など・職場体制・職員への周知（市民への呼びかけと同）・ 

啓発ポスター｢リバウンド（感染再拡大）ぜったい防ぐんジャー｣ 

 

 ② 新型コロナウイルス感染症対策用物品の購入 

     新型コロナウイルス感染症対策に必要な空気清浄機等を購入し、市庁舎等公共施設に設

置した。 

   ＜備品の購入＞ ３，４１５，５００円（国庫補助金） 

    品 名：UVストリーマ空気清浄機 ４５台 ２，８７１，０００円 

    業者名：㈱ライオン事務器 

    品 名：サーキュレーター    ４５台   ５４４，５００円 

    業者名：Ｎスポーツ㈱ 

 ③ 事業者等からの寄贈 

  市内の事業者等から、感染症対策の物品の提供を受けた。 

寄贈元 品名 数量 

4 月 5 日 ㈱木谷工務店 マスク 7,200 枚 

4 月 6 日 医療法人錦秀会 ストレッチャー 2 台 

9 月 17日 サンキョウプラテック㈱ プラスチックガウン 1,000 枚 

12月 13日 
カップリーディング工業㈱ マスク 

9,013 枚 

12月 20日 6,075 枚 

1 月 28日 ㈱せいき 
消毒液（ポンプ式） 40 個 

消毒液（詰め替え） 80 個 

2 月 3 日 やなぎプロダクツ㈱ 除菌ウェットティッシュ 300,000 枚 

 

決算書掲載頁 211 

３．防災対策事業                          

 各種訓練の実施、自主防災組織の設立及び育成に向けた支援や、河内長野市地域防災計画※の整
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備すべき事項の推進を継続して行った。 
※ 河内長野市地域防災計画 

  …河内長野市地域防災計画(令和３年３月修正)は、市域に係る災害予防対策、災害応急対策、災害復旧・

復興対策等に関し、市及び関係機関(市域に関係する公共的団体をいう)が処理すべき事務又は業務の

大綱等を定めることにより、防災活動の総合的かつ計画的な推進を図り、もって災害から市民の生命・

財産・生活を守るとともに、防災行政の強力な推進を図ることを目的として作成されたものである。 

 

(１)自主防災組織育成事業 

 住民一人ひとりが｢自分たちの地域は自分たちで守る｣という考え方で、地域住民が協力し合って

防災活動を行ってもらうために、自主防災組織の設立及び育成に努めた。 

 令和３年度末時点の組織数 ６６団体 組織率：６８．９％ 

 ① まちづくり出前講座やその他防災訓練を通じて、地域防災力の向上に努めるべきところでは

あるが、新型コロナウイルス感染拡大防止のため実施できなかった。 

   まちづくり出前講座等回数：実施無し  地域防災活動参加者数 ０名 

 ② 自主防災組織の育成事業及び活動推進事業にかかる助成金交付事業の実施及び啓発に努め

た。 

  ア．育成事業            １団体   １９０，９９９円 

  イ．育成事業（自治総合センター助成金） １団体 １，８００，０００円（高向自主防災委員会） 

  ウ．活動推進事業          ９団体   ３０４，４７１円 

 ③ 自主防災活動の推進 

   災害時に命を守るための｢自助｣｢共助｣を浸透させるため、河内長野市自主防災協議会に補助

金を交付し、市民への啓蒙活動や各自主防災組織の活動支援などを行った。 

   補助金：５００，０００円 

   交付先：河内長野市自主防災協議会 

 

(２)地域防災計画推進事業 

 ① 避難行動要支援者支援制度 

   災害時における避難行動要支援者への支援に役立てるため、避難行動要支援者名簿を作成し、

地域の支援者である、自治会、自主防災組織、民生･児童委員、地区福祉委員等へ名簿情報を

提供し、避難支援や安否確認などに役立てるとともに、平常時の地域の見守りや日常的な支

え合い活動などの、地域の支援体制などの構築を図った。 

   令和３年度末時点の登録者：９，９２１件 

 ② 河内長野市防災リーダーフォローアップ講座 

   地域における自主防災活動の核となる人材を育成することを目的に、防災リーダー養成講座

を実施し、平成３０年度までの３か年で、１２０名の防災リーダーを養成した。 

   令和３年度は、活動を継続している１１２名に対し、知識や技術、活動をフォローするため、

フォローアップ講座を計画したが、新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止となった。そ

こで、職員が作成し、研修で使用する予定であった資料をＣＤ－ＲＯＭに保存し、他の資料と

ともに全員に配布した。 

   需用費：データ保存用ＣＤ-Ｒ及び送付用小包封筒 １３，８００円 

③ 要配慮者利用施設避難確保計画策定支援 

浸水想定区域や土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設のうち、河内長野市地域防災計画に 

位置付けられた施設に対し、災害時の避難確保計画の作成促進及び支援を行った。 

   ◆避難確保計画作成状況（令和 4年 3月末時点） 

   ・作成済        ８０施設 

   ・未提出         ２施設（うち１施設は現在作成中） 
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(３)防災の啓発・訓練事業 

 ① 防災訓練 

  ア．大阪８８０万人訓練 

   日時：令和３年９月３日１３時３０分～ （中止） 

   内容：府内地域で大雨警報が発表されていたことにより訓練中止となった。  

  イ．感染症対策避難所運営訓練支援 

    新型コロナウイルス感染症に対応するため、風水害など災害の発生を見据え、避難所への

到着から受付、３密対策、体調不良者の専用スペース確保、段ボールベッドの組み立てなど、

避難所開設における、感染症対策に重点を置いた訓練支援を行った。 

   実施主体：南花台自治会 

   実 施 日：令和３年１１月１３日  場所 学校法人阪和学園 錦秀会看護専門学校体育館 

   実施主体：河内長野市社会福祉協議会 

   実 施 日:令和３年１１月１６日  場所 障がい者福祉センターあかみね 

  ウ．自治会防災訓練支援 

    自主防災組織の自立支援として、指導員の養成を目的に、応急処置や避難所での生活、家

庭での備えなどについての指導方法などを事前に学ぶ機会を設けた。 

   【事前訓練を実施し地域で訓練を行った自主防災組織】 

     寺ケ池自治会自主防災組織、清見台自主防災委員会、南花台防災委員会、 

     南貴望ケ丘自治会防災特別部会 

 ② 防犯・防災情報表示付き電柱広告の活用 

   情報提供と防犯・防災意識を高めるツールとして、電柱広告の一部スペースを広告主から無

償で得て、避難所の方向や防犯啓発の表示ができる事業を、関電サービス㈱と覚書を締結し、

事業をスタートさせた。今後も継続的に実施し、看板の増設に努める。 

  令和元年度：１か所 (南海千代田駅東側ロータリーに避難所(千代田公民館)の看板) 

  令和２年度、令和３年度は増設なし 

 ③ 防災の啓発 

  ア．地域版ハザードマップの作成 

    地域の安全安心に備えるため、土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域や土砂災害特別

警戒区域に指定された地域を対象に、地域の住民とのワークショップを開催し、過去の災

害の被害状況や危険な箇所及び一時避難場所等を記載した｢地域版ハザードマップ｣を作

成・配布している。令和３年度は、地域住民とのワークショップの実施を新型コロナウイル

ス感染症対策を講じながら石仏地区、神ガ丘地区にて実施した。また、昨年度より繰り越し

た岩瀬地区の地域版ハザードマップの作成も実施した。 

   作 成 枚 数：    １１０枚(石仏地区) 

              ７０枚(神ガ丘地区) 

             １３０枚(上岩瀬・下岩瀬地区 令和２年度繰越分) 

   作成委託料：９９８，８００円（令和３年度分） ９６８，０００円(令和２年度繰越分) 

   委 託 先：㈱ゼンリン大阪営業所 

   特 定 財 源：社会資本整備総合交付金（1/2） 

４９９，４００円（令和３年度分） ４８４，０００円(令和２年度繰越分) 

  イ．地域安全マップの作成 

    小学校区で活動する地域まちづくり協議会によるワークショップを新型コロナウイルス

感染症対策を講じたうえで実施し、小学校区における防犯・防災の分野や、地域としての問

題点などを掲載した小学校区単位のハザードマップを作成した。小学校区単位で取り組み、

校区内の自主防災組織や自治会・町会などのつながりを強化し、避難所運営マニュアルの作
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成や災害時の連携強化につなげていく。 

   三日市小学校区３，２００枚 印刷製本費１６１，９２０円  印刷業者：㈱シーエム大阪 

 

決算書掲載頁 211 

４．防災管理事業                          

災害発生時に、迅速かつ効率的に対応することを目的に、必要物資の備蓄や防災設備の整備・点

検を実施した。 

 

(１)防災設備管理事業 

 ① 自動体外式除細動器(ＡＥＤ)の維持管理 

   突然の心停止による応急救命処置のツールであるＡＥＤ６４台を、平成１８年度から市内の

公共施設に配置している。令和元年度からは、使用できる環境を整備するため、市内公共施設

の７か所８台を広告費用で設置することで抑制できた費用を活用し、２４時間営業の市内２５

か所のコンビニエンスストアのうち８か所へ配置した。残り１７か所については、令和２年度

に配置を完了した。今後、コンビニエンスストアの増減に対応する。 

   また、市各課の行事、自治会などの市民団体が実施する行事等に参加する方々が心肺停止状

態に陥ったときの救命活動に備えるために、貸出用ＡＥＤを３台確保している。令和３年度に

ついては、新型コロナウイルス感染拡大防止のため行事が減少したので、貸し出しについては

延べ４件だった。 

  ＡＥＤ設置数 ８９台 ３，１２７，９６０円 (うち８台は広告付き事業により無料設置) 

  業者名：国際セーフティー㈱ 

   ア．平成２８年６月リース開始分（令和３年６月更新）：２０台 

１１６，６００円(４･５月分)  ５３９，０００円(６～３月分) 

   イ．平成３１年４月リース開始分：１４台 ５７２，８８０円 

   ウ．令和 １年７月リース開始分：１２台 ４９１，０４０円 

   エ．令和 ２年４月リース開始分：１７台 ６９５，６４０円 

   オ．令和 ２年６月リース開始分：１８台 ７１２，８００円 

平成 28年 6月･令和 3年 6月 

 リース開始分 

 

 

ア    ２０台 

川上公民館､加賀田公民館､高向公民館､天見公民館､天野公民館､南花台公民館､ふ

るさと歴史学習館､寺ケ池公園､岩湧の森｢四季彩館｣､日野コミュニティセンター

｢みのでホール｣､赤峰市民広場､危機管理課(貸出用)２台､千代田こども園､汐の宮

保育園､子ども･子育て総合センター｢あいっく｣､武道館､美加の台コミュニティー

ルーム｢さくら｣､セブンイレブン２店舗(市役所前､本多町) 

平成 31年 4 月 

リース開始分 

イ    １４台 

福祉センター｢錦渓苑｣､危機管理課(貸出用)､消費生活センター､あやたホール､く

すのかホール､消防署(本署)､消防署(北出張所)､消防署(南出張所)､観光案内所､セ

ブンイレブン５店舗(本町､向野町､小山田町､楠町西､三日市町駅前) 

令和元年 7月 

リース開始分 

ウ    １２台 

長野中､東中､千代田中､西中､加賀田中､南花台中､美加の台中､千代田公民館､三日

市公民館､滝畑ふるさと文化財の森センター､障がい者福祉センター｢あかみね｣､セ

ブンイレブン１店舗(南花台) 

令和 2年 4月 

リース開始分 

エ    １７台 

ファミリーマート１３店舗(西之山町､南貴望ケ丘､錦町､向野､千代田駅前､喜多町､

木戸､松ケ丘、市町､ミナミ高向､高向東､三日市､北青葉台)､ローソン３店舗(三日市

駅前､高向､昭栄)､ミニストップ１店舗(加賀田) 

令和 2年 6月 

リース開始分 

オ    １８台 

千代田小､長野小､小山田小､加賀田小､三日市小､天野小､高向小､天見小､楠小､石仏

小､川上小､南花台小､美加の台小､ふれあいプラザ(錦秀会看護専門学校敷地内)､加

賀田上集会所､大地の里｢友邦｣､滝畑湖畔観光農林組合､行者湧水直売所 
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② ＡＥＤ収納ケース設置 

   市立小中学校２０校の校内に設置している自動体外式除細動器（AED）２台のうち１台（危

機管理課設置分）を屋外に設置するため収納ケースを購入した。 

   自動体外式除細動器（AED）収納ケース購入費用：６６０，０００円(33,000 円×20個） 

   業者名：国際セーフティー㈱ 

③ 災害情報の収集・伝達 

   被害状況や災害関連情報の正確かつ迅速な収集伝達を図ることにより、災害応急対策を円滑

に実施し、また地域住民に正しい災害情報を適切な時期に提供するために、災害時情報伝達手

段を確保している。 

  ア．防災行政無線 

   Ａ．防災行政無線(同報系)屋外拡声子局 市内４７箇所 

     災害情報を迅速かつ一斉に広範な地域の住民へ伝達することができるように、整備・維

持している。 

     保守点検委託料：３，９６０，０００円   業者名：㈱日電商会 

   Ｂ．防災行政無線(移動系)３５台(半固定型１台、携帯型５台、車載型２９台) 

     災害現場の情報を迅速かつ的確に収集し、現場及び避難所などの応急対策を円滑に実施

するため、２６０ＭＨｚ帯移動系無線を導入・維持している。 

   Ｃ．大阪府防災行政無線共同利用 

     大阪府及び周辺市町村と大阪府行政防災無線を共同で利用し、移動系無線機を利用した

通信手段を確保することで、情報通信手段の多重化を図っている。 

     共同利用負担金：１１０，４６９円 

     大阪府防災情報充実強化事業負担金：４９５，０００円 

   Ｄ．災害テレホン案内 

     防災行政無線の不感地帯への情報伝達を行うため、防災行政無線の放送内容を確認する

ことができる、災害テレホン案内システムを維持管理した。 

     システム利用料(６回線)：１５５，２６３円  業者名：西日本電信電話㈱ 

   Ｅ．防災行政無線用地購入 

     防災行政無線（ぼうさいひろの）用地を無償で使用し設置していたが、取得する必要性 

が生じたため購入した。 

対象用地  所在及び地番：小山田町１０５番３    地 積：実測２８．１９㎡ 

      不動産鑑定料：   ３４５，４００円 業者名：日本不動産研究所 

      防災無線用地購入費 ５２１，５１５円 

  イ．衛星携帯電話の更新 

    山間部と本庁との情報手段の確保を目的に、衛星携帯電話を導入・維持した。平成２７年

度から３カ年をかけ６台を㈱セルビスから寄贈いただいたが、電池パックの劣化と機器の製

造中止により、機器の更新が必要となった。 

    利用料：３５２，８００円 (２９，４００円×１２ヶ月)  業者名：ソフトバンク㈱ 

    機器更新(購入)：１９９，５４０円（９９，７７０円×２台）業者名：ソフトバンク㈱ 

  ウ．液晶テレビ等購入 

    デジタル放送を活用し情報収集している液晶テレビが経年劣化したため買い替えた。 

     液晶テレビ等：７１，５００円 

     業者名   ：Ｎスポーツ㈱ 

広告付きＡＥＤの導入により、リース料が

無料になった施設及び台数。   ８台 

市役所 2 台､下里運動公園､市民総合体育館､キックス､ラブ

リーホール､保健センター､市営斎場 
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  エ．土石流監視システム保守点検業務 

    市内１２ケ所に設置された雨量観測局及び市役所に設置された監視局、富田林市金胎寺山

に設置された中継局の維持管理を行っている。 

    保守点検委託料：１，２４２，４５０円  業者名：ＪＲＣシステムサービス㈱関西支店 

  オ．おおさか防災ネット 

    大阪府及び市町村が共同で、災害などの発生時に安全に行動することができるよう、幅広

い防災情報をインターネットにより提供している。 

    大阪府防災情報充実強化事業負担金：４９５，０００円(再掲) 

   Ａ．防災ポータルサイト 

     気象台から発表される気象に関する注意報や警報情報、地震・津波情報、災害発生時に

市から出される避難勧告・指示、被災・対策状況、交通・道路・ライフラインの運行・稼

働状況など幅広い防災情報を一元的に集約して掲載している。 

   Ｂ．防災情報メール 

     メールアドレスを登録することで、地震・津波の緊急情報、気象予警報や災害時の避難

勧告などの情報をメールで受信できる。 

   Ｃ．高所カメラ 

     高所カメラの整備により、災害発生時の被害の様子を防災関係機関が一目で把握し、迅

速な応急対策ができるようにしている。 

  カ．全国瞬時警報システム(Ｊアラート) ※ 

    大規模地震発生時や武力攻撃事態に消防庁から発信される情報を受信するため、全国瞬時

警報システムを配備し、防災行政無線と一体的に維持管理している。 

 

 

 

 

 

 

  キ．震度計設置環境基準保守業務 

    市有地に設置されている震度計の環境基準を維持するため、樹木の伐採等を行った。 

    震度計設置環境基準保守業務委託料：２６４，０００円  業者名：高向造園土木 

 

(２)災害用物資・応急資機材備蓄整備事業 

 ① 災害用物資・応急資機材の備蓄 

   災害時に備え、食糧や資機材などを購入し、指定避難所や市役所などに備蓄した。 

 ＜物資(食糧及び生活用品)＞ 

品  名 
令和２年度末 

備蓄数量 

令和３年度 

新規数量 

令和３年度 

使用･廃棄等 

令和３年度末 

備蓄数量 

備蓄場所 

市役所 避難所等 

アルファ化米※1 16,000食 2,100食 ｱ.ｲ) 5,200食 12,900食 2,950食 9,950食 

主菜・副菜※2 8928食 740食 960食 8,708食 3,190食 5,518食 

飲料水 10,440本 2,592本 ｱ.ｲ) 3,692本 9,340本 3,960本 5,380本 

粉ミルク 12缶 384食 ｳ)     12 缶 384食 384食 0缶 

哺乳瓶 147本 192本 － 339本 339本 0本 

おむつ(乳幼児) 2,054枚 － － 2,054枚 2,054枚 0枚 

おむつ(成人用) 1,973枚 － － 1,973枚 1,973枚 0枚 

簡易ﾄｲﾚ(組立ﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙ) 140基 － － 140基 0基 140基 

※ Jアラート 

  ･･･弾道ミサイル情報、緊急地震速報等、対処に時間的余裕のない事態に関する情報を、人工衛

星及び地上回線を用いて国(内閣官房・気象庁から消防庁を経由)から送信し、市防災行政無線

(同報系)等を自動起動することにより、国から住民まで緊急情報を瞬時に伝達するシステム。 
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ポータブルトイレ 42基 － － 42基 0基 42基 

パーソナルテント(S) 42張 － － 42張 5張 37張 

パーソナルテント(M) 21張 － － 21張 0張 21張 

パーソナルテント(L) 21張 － － 21張 0張 21張 

トイレ処理セット 5,600 ｾｯﾄ 1,000 ｾｯﾄ ｴ)  400 ｾｯﾄ 6,200 ｾｯﾄ 1,100 ｾｯﾄ 5,100 ｾｯﾄ 

生理用品 8,254枚 － ｵ)   200枚 8,054枚 8,054枚 0枚 

毛布 6,541枚 － － 6,541枚 611枚 5,930枚 

アルミシート 6,670枚 － － 6,670枚 1,170枚 5,500枚 

トイレットペーパー 504巻 84巻 － 588巻 90巻 498巻 

避難所運営キット 42 ｾｯﾄ － － 42 ｾｯﾄ 0 ｾｯﾄ 42 ｾｯﾄ 

スピーカーラジオ 42 台 － － 42 台 0 台 42 台 

特設公衆電話 115台 － － 115台 0 台 115台 

照明器具(ＬＥＤランタン) 41 台 － － 41 台 0 台 41 台 

多人数用救急箱 6 箱 － － 6 箱 6 箱 0 箱 

マスク 363,600 枚 － 24,480 枚 339,120 枚 339,120枚 0 枚 

フェイスシールド 1,272 枚 － 1,113 枚 159枚 159枚 0 枚 

アルコール消毒液 ※3 23,557ℓ － 4,355ℓ 19,202ℓ 5,342ℓ 13,860ℓ 

次亜塩素酸水  ※4 60,000ℓ － － 60,000ℓ 60,000ℓ 0ℓ 

避難所感染対策セット ※5 19 ｾｯﾄ － － 19 ｾｯﾄ 19 ｾｯﾄ 0 ｾｯﾄ 

ｱ)期限切れ前に自主防等へ配布 

ｲ)期限切れのため職員訓練に使用 

ｳ)期限切れ前に千代田台こども園へ提供（令和３年度よりｷｭｰﾌﾞﾀｲﾌﾟを備蓄） 

ｴ)損耗廃棄 

ｵ)コロナ禍の女性支援に活用するため人権推進課へ提供 

※1高齢者食は府の基準でアルファ化米の５％（市備蓄 1200食）とするとなっており、アルフ

ァ化米備蓄のうちに、そしゃく、嚥下の容易な食品を混在させ一定数を確保。 

※2主菜とはタンパク質の摂取を主とした「おかず」類、副菜とは「その他の栄養素」や「おや

つ」などで、エネルギー摂取を目的としたアルファ化米（主食として炭水化物の摂取を主とす

る）とは異なり、避難所での健康維持やストレスの軽減を目的とした食品。クッキーのみであ

った備蓄を見直し、多種多様な食品の備蓄を行う。 

※3アルコール消毒液は公共施設での分散備蓄を含む。 

※4次亜塩素酸水にあっては、60,000ℓが作成できる粉末の寄贈分を備蓄。 

※5セット内容は､非接触体温計､アルコール消毒液､マスク､ガウン､手袋等の避難所開設時に必

要な感染対策用品。 

 

 ＜応急資機材＞ 

品  名 
令和２年度 

備蓄数量 

令和３年度 

新規数量 

令和３年度 

使用･廃棄等 

令和３年度末 

備蓄数量 
備 考 

防災倉庫(コンテナ) 19 台 － － 19 台 小･中学校 19 ヶ所 

防災倉庫(物置) 7 台 － － 7 台 公民館等 7 ヶ所 

発電機(ガス) 55 台 － － 55 台 避難所 48 ヶ所/別館 

カセットガスボンベ 1,289 本 － － 1,289 本 避難所 48 ヶ所/別館 

投光器(三脚付) 105台 － － 105台 避難所 48 ヶ所/別館 

杭(Φ7.5cm 長 1.2m) 180本 － － 180本 
 

土のう袋 6,650 枚 － 100枚 6,550 枚  

土のう(土入り) 350袋 100袋 － 450袋 作成 

ブルーシート 503枚 － － 503枚 風水害対策で使用 

カラーコーン 194個 － － 194個 風水害対策で使用 
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コーンバー 130本 － － 130本 風水害対策で使用 

コーンベッド 139個 － － 139個 風水害対策で使用 

掛矢 25 丁 － － 25 丁  

剣スコップ 34 本 － － 34 本  

角スコップ 18 本 － － 18 本  

ツルハシ 17 本 － － 17 本  

ノコギリ 13 本 － － 13 本  

ハンマー(大:10･小:8) 18 本 － － 18 本  

鍬 14 本 － － 14 本  

ジョレン 20 本 － － 20 本  

伸縮脚立梯子 2.5ｍ 0 台 1 台 － 1 台  

マルチマイク型ワイヤレスメガホン 1 台 － － 1 台  

配水用ポリタンク 104個 － － 104個  

携帯型デジタル簡易無線機 9 基 － － 9 基  

エレベーターチェア 7 基 － － 7 基 市役所 4.キックス 2.図書館 1 

小型ポータブル電源 2 台 － － 2 台  

ＣＯ２センサー 84 台 － － 84 台  

非接触体温計 100個 － － 100個  

サーマルカメラ(ﾄﾞｰﾑ型) 2 台 － － 2 台  

サーマルカメラ(ﾊﾝﾃﾞｨ型) 3 台 － － 3 台  

UV ストリーマ空気清浄機 0 台 45 台 － 45 台  

サーキュレーター 0 台 45 台 － 45 台  

段ボールベッド※１ 200台 － 12 台 188台 訓練用として使用 

段ボールパーテーション※１ 250組 － 10 組 240組 訓練用として使用 

簡易ベッド 100台 － － 100台  

ポップアップ式テント 100張 － － 100張  

飛沫防止パーテーション 20 台 － － 20 台  

3000W ポータブル電源 1 台 － － 1 台 災害対策本部用 

ソーラーパネル 1 台 － － 1 台 災害対策本部用 

43型ディスプレイ(移動用スタンド含む) 1 台 － － 1 台 災害対策本部用 

55型ディスプレイ(移動用スタンド含む) 1 台 － － 1 台 災害対策本部用 

高感度マイク 3 台 － － 3 台 災害対策本部用 

システム用パソコン 1 台 － － 1 台 災害対策本部用 

※1 訓練用として自主防災等の訓練で繰り返し使用し、破損・汚れたものは再利用せず廃棄するた

め、訓練使用時に使用・廃棄として計上。 

 

 ② マンホールトイレ整備事業 

   河内長野市地域防災計画において示されている避難所において、災害発生時の避難収容可能

人数に併せたトイレ設置が必要であることから、令和２年度より１１か所の小中学校等に計画

的にマンホールトイレの整備を予定しており、令和３年度は小山田小学校・川上小学校・美加

の台中学校の整備を行った。 

  ○小山田小学校・川上小学校・美加の台中学校 

   ・マンホールトイレ用備品購入 ７，２５６，３７０円  業者名：日之出水道機器㈱ 
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     内訳：建屋(車イス用トイレ)１基×３校、建屋(一般用トイレ)４基×３校、 

        便器５基×３校、可搬式ポンプ 1台×３校 

   ・(参考)下水道事業会計 

     工事：マンホールトイレ設置整備工事      ３７，４０９，１００円 

     期間：小山田小学校 

        令和３年１１月９日～令和４年３月２５日      業者名：播磨興業㈱ 

        川上小学校・美加の台中学校 

        令和３年１１月５日～令和４年３月２５日      業者名：大八建設工業㈱ 

  ○令和２年度設置済：楠小学校 

 ③ 事業者からの寄贈 

   ㈱サンプラザから災害発生時等の緊急時に活用することができる長期保存水の寄贈を受け 

た。また、㈱セルビスから空間を効率良く涼しくすることができ、除湿機としても使用するこ 

とができるスポットクーラー３台の寄贈を受けた。 

寄贈日 品名 数量 寄贈者 

令和３年７月１９日 長期保存水（２ℓ） ３００本 ㈱サンプラザ 

令和４年３月２９日 スポットクーラー ３台 ㈱セルビス 

 

(３)災害対応 

 ① 災害対応 

  ア．台風接近や大雨などに伴い、災害警戒本部などを設置して災害対応を行った。 

   令和３年８月 ９日 暴風警報（台風第９号）  事前配備体制 

                       避難所開設なし 

   令和３年８月１２日 大雨警報         事前配備体制 

                       避難所開設なし 

   令和３年８月１３日 大雨警報         事前配備体制 

                       避難所１５箇所開設(最大時０名避難) 

  イ．り災証明書及び被害証明書の交付 

    災害による被害を受け、証明書の交付申請を行った市民に対して、住家についてはり災証

明書を、住家以外については被害証明書を交付した。 

    収入額：２，７００円  り災証明書： ８枚 被害証明書： １枚 

 

(４)国民保護計画事業  

 国民保護法第３５条第１項の規定により、国が定める｢国民の保護に関する基本指針｣及び大阪府

が定める｢大阪府国民保護計画｣に基づき｢河内長野国民保護計画｣を策定している。本計画は、市域

において、武力攻撃等から住民の避難、避難住民の救済、武力攻撃災害への対処等を的確・迅速に

実施できるようにすることを目的としている。 

① 原子力災害発生時広域避難受入マニュアルの策定 

   大阪府では、滋賀県から避難者を受け入れることとしており、本市でも避難元の滋賀県長浜

市民約２万５千７百人のうち約８百人を避難者として受け入れることとなっている。本市にお

ける広域避難の受け入れが迅速かつ円滑に行われるよう、事前の準備や受け入れに必要となる

具体的な対応等について、内閣府策定「美浜地域の緊急時対応」及び「原子力災害に係る滋賀

県広域避難計画」、「原子力災害に係る長浜市広域避難計画」を踏まえ取りまとめた。 

  ア．広域避難受入対象市 滋賀県長浜市 

  イ．避 難 元 の 地 区 名 井口地区・高月尾山地区 

  ウ．人 口 ・ 世 帯 数 ８０１名２６７世帯 
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  エ．受 入 避 難 所 市民総合体育館（収容可能人数１，０５９人） 

 ② 全国瞬時警報システム(Ｊアラート)の全国一斉情報伝達訓練 

   武力攻撃などの発生時に備え、Ｊアラート機器の自動起動装置による情報伝達訓練及び緊急

地震速報訓練を実施した。 

  【情報伝達訓練】 

    令和３年５月１９日、１０月６日、令和４年２月１６日 

  【緊急地震速報訓練】 

    令和３年６月１７日、１１月５日 

③ Ｊアラートの維持管理 

   大規模地震発生時や武力攻撃事態に消防庁から発信される情報を受信するため、全国瞬時警

報システムを配備し、防災行政無線と一体的に維持管理している。【再掲】 
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決算書掲載頁 95 

１．市民相談事業                          

市民が抱える様々な悩みや不安を解消し、安心して生活ができるよう、弁護士、司法書士などの

専門家や相談関係機関との連携を図り、適切な対応に努めた。 

また、社会の多様化に伴う市民ニーズに対応できるよう、庁内関係課との連携に努めた。 

 

（１）法律相談の実施 

市民生活にかかわる問題で､その解決に法的知識を必要とする相談に応じるため法律相談を実施

した｡ 

委 託 料  ２，１５６，６７０円（くらしの総合相談分を含む） 

相談日時  毎週水曜日 午後１時～４時半など 

相談場所 市役所内相談室など 

相 談 員 大阪弁護士会所属弁護士 （委託先：大阪弁護士会） 

 

（２）登記相談の実施 

土地の分･合筆､財産相続などに関する諸手続きや､問題解決を図るために市内の司法書士会並び

に土地家屋調査士会の協力を得て登記相談を年３回実施した｡ 

相談日時  令和３年７月１５日（木）  午後２時～４時 （相談件数５件） 

令和４年１月２０日（木）  午後２時～４時 （相談件数３件） 

及びくらしの総合相談（１０月、相談件数２件）でも実施 

相談場所 市役所内相談室など 

相 談 員  司法書士・土地家屋調査士長野会から各１人 

     相談件数 １０件（くらしの総合相談分２件を含む） 

 

（３）くらしの総合相談の実施 

多岐にわたる市民相談について､各分野の相談員により､あらゆる角度からアドバイスを行い問

題の解決を進めるため､くらしの総合相談（全９項目）を実施した｡ 

相談日時 令和３年５月１８日（火） → 新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止 

 令和３年１０月１９日（火） 午後１時～４時 (相談件数９件) 

相談場所 三日市市民ホール（フォレスト三日市３階） 

 

（４）行政相談の実施 

行政に対する身近な苦情・要望・意見に対応するため行政相談を実施した。(相談件数９件) 

相談日時 毎月第１・３火曜日 午前１０時～正午 

※４月３週目～９月末までと２月、３月は新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止 

相談場所 市役所内相談室など 

相 談 員 行政相談委員３人 

 謝  礼 ８１，０００円（２７，０００円／人・３人分） 

項   目 相談件数 
年間法律相談実施 

日数及び弁護士数 

定 例 相 談         390 63日･ 63人 

くらしの総合相談 4 1日･   2人 

年 間 合 計         394 64日･  65人 

自治協働課 

47



自治協働課 

決算書掲載頁 97 

２．自治推進事業                           

コミュニティ活動の推進 

少子高齢化や核家族化の進行、さらには個人のライフスタイルの多様化などにより、地域におけ

る連帯意識が希薄化する中、市民一人ひとりが地域社会の課題に対して自主的・主体的に取り組め

るよう、コミュニティ活動に関する様々な情報発信や交流の場を提供しながら、より良い地域づく

りのための支援を行った。 

 

① コミュニティ活動の活性化 

ア．自治会交流会の開催 

自治会活動や運営について、市内で活動する他の自治会と気軽に情報交換し交流すること

で、自治会同士のつながりを図ると共により良い地域活動が展開されるよう、自治会活動の

活性化を目的に開催した。 

・開 催 日：令和３年１２月１８日（土） 

・場  所：キタバあやたホール 多目的室 

・内  容：自治会デジタル化ツールの紹介、自治会同士の意見交換会 

・参加人数：３５人 

イ．その他の活性化策など 

・自治会ハンドブックの全自治会への配布。 

・市ホームページによる、自治会支援情報の発信。 

・加入案内チラシの転入者への配布。 

・開発事業者への事前協議における自治会への加入促進指導。 

・不動産仲介業関係団体との自治会加入促進に関する連携協定に基づく、住宅の販売、仲

介、賃借時等における、当該住宅の入居世帯への自治会等への加入促進。 

・自治会活動の負担軽減を図るため、自治会への回覧物配付のルールの庁内周知。 

② コミュニティ活動事業助成金の交付 

連合自治会（対象８地区のうち、５地区）に対して、地域住民の連帯意識の向上と住みよい

まちづくりの促進を図るため助成金を交付した。 

・助成件数：５件（長野、南花台、小山田、天見、美加の台） 

・助成金額：５７０，９９４円 

③ 自治会活動環境整備事業補助金の交付 

自治会の規模に関わらず、自治会活動の充実を図るきっかけづくりや、地域住民の自主的な

活動を推進し、自治会の活性化を促進するため、自治会活動のための備品購入費用に対して補

助金を交付した。 

・補助件数：２９件（旭ケ丘自治会ほか計２８団体） 

・助成金額：２，８３９，０００円 

 

決算書掲載頁 97 

３．市民まつり事業                                   

市民まつり支援事業 

市民のふれあいの場となる市内最大級のイベントとして、市民が企画・運営する「市民まつり」

実施のため、「河内長野市民まつり実行委員会」に対して開催準備費用として助成金を交付したが、

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、やむなく中止となった。また、令和４年３月の幹事会議
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で河内長野市民まつり実行委員会が解散となった。 助成金 １５８，５０４円 

  

 

決算書掲載頁 97 

４．コミュニティ施設管理運営事業                                

（１）ノバティホールの管理運営 

市民文化の向上及び市民サービスに寄与するノバティホールの適正な管理運営に努めた。 

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、施設の臨時休館により使用率や利用人数が減少した。 

・ノバティホール共益費   ７，８２０，５３１円 

＜利用状況＞                   （単位：日） 

 多目的ホール 会議室Ａ 会議室Ｂ 

使用日数（Ａ） 154 176 183 

所定開館日数（Ｂ） 347 347 347 

実開館日数（Ｃ） 292 292 292 

使用率（Ａ／Ｂ）（％） 44.4 50.7 52.7 

実使用率（Ａ／Ｃ）（％） 52.7 60.3 62.7 

＜利用人数＞                          （単位：人） 

 多目的ホール 会議室Ａ 会議室Ｂ 合 計 

利用人数 7,699 1,626 2,564 11,889 

 

（２）三日市市民ホールの管理運営 

市民文化の向上及び市民サービスに寄与する三日市市民ホールについて、「（株）尾崎スイミング

スクール」を令和３年度から新たに指定管理者に指定して、適正な管理運営に努めた。 

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、施設の臨時休館により使用率や利用人数が減少した。 

 ・指定管理委託料       ５，０００，０００円 

 ・三日市市民ホール共益費   ９，３６３，９９５円 

 ・フォレスト三日市修繕負担金 ７，０１４，４３５円 

 ＜利用状況＞        （単位：日）  ＜利用人数＞   （単位：人） 

 多目的ホール 

使用日数（Ａ） 282 

所定開館日数（Ｂ） 347 

実開館日数（Ｃ） 292 

使用率（Ａ／Ｂ）（％） 81.3 

実使用率（Ａ／Ｃ）（％） 96.6 

 

（３）小山田コミュニティセンターの管理運営 

住みよいまちづくりを自主的に展開するコミュニティ活動の促進を図り、潤いのある豊かな地域

社会に寄与する小山田コミュニティセンターについて、管理運営の見直しを図り、平成２８年１月

より市直営で施設の適正な管理運営に努めた。 

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、施設の臨時休館により使用率や利用人数が減少した。 

① 施設の適正な管理運営 

・清掃業務委託料 ㈱リメイン １，２８５，５５２円 など 

  多目的ホール 

利用人数 16,100 
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② 公共下水道接続工事 

・工事請負費 大八建設工業㈱ ２，５０２，５００円 

＜利用状況＞                              （単位：日） 

 
多目的

室 
和室 会議室１ 会議室２ 調理室 広間 娯楽室 

使用日数（Ａ） 160 210 145 45 15 81 7 

所定開館日数（Ｂ） 345 345 345 345 345 345 345 

実開館日数（Ｃ） 289 289 289 289 289 289 157 

使用率（Ａ／Ｂ）（％） 46.4 60.9 42.0 13.0 4.3 23.5 2.0 

実使用率（Ａ／Ｃ）（％） 55.4 72.7 50.2 15.6 5.2 28.0 4.5 

＜利用人数＞                               （単位：人） 

 多目的室 和室 会議室１ 会議室２ 調理室 広間 娯楽室 合計 

利用人数 5,361 1,787 1,955 655 275 668 70 10,771 

 

（４）清見台コミュニティセンターの管理運営 

住みよいまちづくりを自主的に展開するコミュニティ活動の促進を図り、潤いのある豊かな地域

社会に寄与する清見台コミュニティセンターについて、管理運営の見直しを図り、平成２８年４月

より市直営で施設の適正な管理運営に努めた。 

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、施設の臨時休館により使用率や利用人数が減少した。

① 施設の適正な管理運営 

・清掃業務委託料 ㈱アカツキ １，２１２，４６８円 など 

② コミュニティセンター活動事業助成金 

   コミュニティ活動を促進し、潤いのある豊かな地域社会に寄与するためにコミュニティセン

ターを活用して行うコミュニティ活動事業に対して、助成金の交付を行った。 

   くすのかホール活用促進委員会 ２，３１０円 

＜利用状況＞                         （単位：日） 

 多目的室 和室 娯楽室 

使用日数（Ａ） 249 141 20 

所定開館日数（Ｂ） 345 345 345 

実開館日数（Ｃ） 289 289 157 

使用率（Ａ／Ｂ）（％） 72.2 40.9 5.8 

実使用率（Ａ／Ｃ）（％） 86.2 48.8 12.7 

＜利用人数＞                         （単位：人） 

 多目的室 和室 娯楽室 合計 

利用人数 7,794 1,227 74 9,095 

 

（５）美加の台コミュニティルームの管理運営   

美加の台小学校内にコミュニティ活動拠点施設を整備し、地域住民による住みよいまちづくりの

ための自主的な活動や地域の課題解決に向けたコミュニティ活動の促進を図った。 

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、施設の臨時休館により使用率や利用人数が減少した。 

① 施設の適正な管理運営 

・消防設備等点検業務委託料 ㈱マトイ防災 ４２，９００円 など 
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＜利用状況＞        （単位：日）    ＜利用人数＞    （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

※新型コロナウイルス感染拡大防止のための臨時休館について 

 ノ バ テ ィ ホ ー ル  

三 日 市 市 民 ホ ー ル  

小山田コミュニティセンター 

清見台コミュニティセンター 

美加の台コミュニティ 

ルーム 

4月 10日～4月 24日 21 時閉館（夜間利用者は

18 時～21 時まで、使用料

の還付等はなし） 

21 時閉館（夜間利用者は

18 時～21 時まで、使用料

の還付等はなし） 

開館 

4月 25日～6月 20日 休館 休館 休館 

6月 21日～7月 11日 21 時閉館（夜間利用者は

18 時～21 時まで、使用料

の還付等はなし） 

21 時閉館（夜間利用者は

18 時～21 時まで、使用料

の還付等はなし） 

開館 

7月 12日～8月 1日 開館 開館 開館 

8月 2日～8月 19日 21 時閉館（夜間利用者は

18 時～21 時まで、使用料

の還付等はなし） 

21 時閉館（夜間利用者は

18 時～21 時まで、使用料

の還付等はなし） 

開館 

8月 20日～9月 30日 20 時閉館（夜間利用者は

18 時～20 時まで、使用料

の還付等はなし） 

20 時閉館（夜間利用者は

18 時～20 時まで、使用料

の還付等はなし） 

20時閉館 

 

10月 1日～10月 24日 21 時閉館（夜間利用者は

18 時～21 時まで、使用料

の還付等はなし） 

21 時閉館（夜間利用者は

18 時～21 時まで、使用料

の還付等はなし） 

開館 

10月 25日～ 通常開館 通常開館 通常開館 

なお、小山田コミュニティセンター及び清見台コミュニティセンターにおいて、カラオケの利用

を 4月 1日から 10月 11日まで停止した。 

 

 

決算書掲載頁 99      

５．集会所整備補助事業                            

地域住民の自主的な活動を推進し、コミュニティづくりと自治会活動の活性化を促すため、地域

における活動の拠点である集会所※を整備しようとする市内の自治会・町会等に対し、補助を行っ

た。 

     ※ 集会所 

･･･自治会・町会等が所有・管理する地域のコミュニティに供する施設の総称。呼称としては、「自治会

集会所」「自治会館」「老人倶楽部集会所」など様々であるが、市では、呼称に関係なく、所有・管理

形態により補助対象としている。 

 

 合計 

利用人数 937 

 合計 

使用日数（Ａ） 72 

所定開館日数（Ｂ） 359 

実開館日数（Ｃ） 302 

使用率（Ａ／Ｂ）（％） 20.1 

実使用率（Ａ／Ｃ）（％） 23.8 
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下記のとおり、補助金を交付した。 

 ＜集会所整備事業補助金交付実績＞   

主となる事業※ 件数 事業費総額（円） 補助金額（円） 備考 

新築等 0 0 0  

改 修 20 14,618,233 7,781,000  

合 計 20 14,618,233 7,781,000  

 

※ 主となる事業の区分について 

･･･新築等とは、新築、増築、改築、大規模改修（対象経費１０００万円を超える改修事業）をいう。 

改修とは、対象経費１０００万円未満の改修事業をいう。 

新築等事業の補助間隔は１０年、改修事業の補助間隔は５年としている。 

 

 

決算書掲載頁 99 

６．防犯対策事業                          

防犯対策の一環として、まちを明るくし、夜間犯罪を防止するため、防犯灯の整備を進めた。自

治会などの申請に基づいて防犯灯の新設・交換・撤去を行ったほか、市管理防犯灯の適正な維持管

理に努めた。また、自治会などの防犯灯管理コストを軽減するため、防犯灯維持管理費補助金を交

付した。 

 

（１）防犯灯設置・維持管理事業 

自治会などの申請に基づいて防犯灯の新設・交換・移設・撤去を行ったほか、市管理防犯灯の適

正な維持管理に努めた。 

① 防犯灯の設置（新設・取替） 

自治会などの申請に基づき、４５灯の防犯灯を新設・交換・移設・撤去した。 

・工事請負費 ９３６，２４０円 

・申請自治会数  延べ２３団体 

 ＜防犯灯設置等工事内訳＞                       （単位：灯） 

工事種別 
器具新設 器具 

取替 

器具 

撤去 

器具 

移設 
計 

電柱等添架 小柱添架 小柱建立 

灯 数 ２１ ８ ３ １０ １ ５ ４８ 

② 集落間防犯灯の維持管理 

自治会で管理できない集落間防犯灯について市で維持管理を行った。 

・電気料金 １，７４９，２０９円  

 

（２）防犯灯維持管理費補助金の交付 

自治会等の防犯灯管理コストを軽減し、防犯灯の適正な維持管理を促すため、防犯灯維持管理費

補助金を交付した（補助の対象となる管理コストは防犯灯の電気料金および球交換費用）。 

・申請団体数    ３０５団体 

・補助対象防犯灯数 １１，８３３灯 

・合計補助金額   １０，４１５，７００円 
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（３）防犯カメラの設置補助金の交付 

地域の街頭犯罪などの未然防止を図るため、防犯カメラを新たに設置した自治会等に対し、設置

費用の負担軽減を図るため、防犯カメラ設置補助金を交付した。 

対象：１３団体 合計３４台   補助額 ４，１９７，０００円 

 

 

決算書掲載頁 99 

７．市民公益活動支援・協働促進事業                          

（１）市民公益活動の基盤づくり 

① 市民公益活動支援基金（ふれあいるーぷ基金） 

   市民公益活動支援施策の原資となる市民公益活動支援基金（マッチング・ギフト方式※）へ 

  の寄附を広く募り、地域まちづくり支援拠点整備事業に充当した。 

    ・寄附金：７２４，０００円（３３件）  

    ・令和３年度の基金への積立額：８５７，９１１円（マッチング額、基金の利子収入を含 

    む） 

   （参考）算出期間  寄附金：令和３年度（令和３年４月から令和４年３月） 

             マッチング額：令和３年分（令和３年１月から令和３年１２月） 

※ マッチング・ギフト方式 

･･･マッチング・ギフト方式とは、寄付のスタイルの一つであり、本市においては市民などからの寄

附金額と同額の市費を基金に拠出し積み立てる方式を採用している。 

 ② 市民公益活動支援補助金 

   市内における地域や社会の課題解決や新たな公共サービスの充実を図る市民公益活動につ 

  いて、公開プレゼンテーションや審査をふまえ、市民公益活動支援補助金を交付した。 

    ・（地域まちづくり型）交付事業：１件(ソフト事業１件)     

     交付額：１３４，６３９円     交付団体：川上小学校区地域まちづくり協議会 

 ③ 市民公益活動補償制度 

   市民公益活動団体の活動中の事故等に対する補償を行った。 

    ・令和３年度の事故件数 

     賠償補償：０件、傷害補償：７件 

    ・市民公益活動補償制度保険料：１，８８１，０００円 

 

（２）市民相互の協働促進 

市内１１小学校区（長野・小山田・川上・高向・南花台・楠・石仏・三日市・美加の台・千代田・

天見）で設立された「地域まちづくり協議会」の活動に対する支援を行った。 

    ・地域まちづくり支援補助金（１１小学校区、合計：２，８３６，２９４円） 

    ・地域まちづくり協議会連絡会（新型コロナウイルス感染拡大防止のため未実施） 

 

（３）ＮＰＯ法人の設立認証等事務 

大阪府からの権限移譲を受けている特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）の定款変更認証等を実施

した。 

    ・設立認証２件、定款変更認証３件、役員変更等の届出受理１０件、事業報告等の受理等 

    ３４件など 

    ・特定非営利活動法人の設立の認証等に係る大阪府からの交付金：６２８，０００円 
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決算書掲載頁 99 

８．市民公益活動支援施設管理運営事業                        

（１）事業の概要 

令和３年４月１日付で廃止した市民公益活動支援センターについて、施設管理を行った。 

   ・事業委託料：１３５，５５４円 

   ・事業委託先：セコム株式会社 

 

 

決算書掲載頁 99 

９．ボランティア・市民活動センター事業                        

（１）事業の概要 

令和３年４月５日に前身である市民公益活動支援センターの機能をかわちながのボランティ

ア・市民活動センター（イズミヤ河内長野店４階 ゆいテラス内）へ移転した。市民公益活動の活

性化や協働の促進を総合的に進める拠点として、河内長野市社会福祉協議会に委託し、効果的な運

営に努めた。 

 

（２）かわちながのボランティア・市民活動センターの管理運営 

 かわちながのボランティア・市民活動センターの運営管理業務、利用促進に関する業務、拠点の

附属設備、器具備品等の利用に関する業務などを行った。 

    ・事業委託料：１３，９６７，２０５円 

    ・事業委託先：河内長野市社会福祉協議会 

    ・ワークスペースの利用件数：４３０件 

 

（３）市民公益活動活性化事業 

市民公益活動に対する社会的理解の醸成や参加の機会づくりのための啓発活動、市民公益活動に

関する人材の育成やネットワークづくり、各種相談やコーディネート機能の充実など、市民公益活

動のさらなる活性化を図るため各種事業を実施した。 

 ① 情報の収集・提供に関する事業 

   登録団体ガイドブックの作成や、ホームページ・公式 LINE等による情報発信、他市類似施 

  設の調査・研究等、市民公益活動に関する情報の収集・提供に努めた。 

 ② 学習機会の提供に関する事業 

   各種講座やボランティア体験プログラムなどを計画して、ボランティア活動に繋がる機会や 

  ボランティア団体の運営等について学ぶ機会を提供した。 

    ・河内長野地域学講座（令和３年１１月２１日（日）） 

    ・グループ運営講座 

     「傾聴ボランティア養成講座」（令和３年９月３０日（木）、１０月７日（木）、１０月 

    １４日（木）） 

     「要約筆記ボランティア講習会」（令和３年１０月１６日（土）、１０月３０日（土）、 

    １１月６日（土）） 

    ・ボランティア体験プログラム（令和３年１１月２６日（金）～令和３年１１月２８日（日）、 

    参加者：２１１名） 

    ・ステップアップ講座（令和４年１月２９日（土）、３月５日（土）） 

    ・ボランティアサポーター養成講座（令和４年２月５日（土）） 
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 ③ 交流促進に関する事業 

   つながりフェスタを計画するなど、市民と団体の交流を促進するとともに、市内団体交流会 

  などを通じ、団体間の交流促進に努めた。 

    ・つながりフェスタ２０２１ 

     ～展示でつながる市民活動フェスティバル～（令和３年１０月２６日（火）～１０月３ 

    １日（日）、会場：ゆいテラス大多目的スペース、参加団体：３７団体、参加者：４５１ 

    名） 

     ～こころとからだが感じてつながる市民活動フェスティバル～（※コロナウイルス感染 

    症対策により中止） 

     ～わーくわくつながる体験！市民活動フェスティバル～（令和４年３月１２日（土）、 

    参加団体：１７団体、参加者：３００名） 

    ・団体交流会 （令和４年２月２２日（火）、参加団体：７団体、参加者：１２名） 

 ④ 相談・コーディネートに関する事業 

   市民公益活動を実施するうえでの各種課題等に対する相談や助言を行うとともに、より効果 

  的に市民公益活動が展開されるよう、相談・コーディネートの人材育成に努めた。 

    ・令和３年度の相談件数：９１件 

     

 

決算書掲載頁 99 

１０．地域まちづくり支援拠点運営事業                      

エイチ・ツー・オー リテイリング（株）との協定に基づき、イズミヤ河内長野店４階に整備し

た地域まちづくり支援拠点を中心に、多世代の交流を促進し、住民の生活の質を高める多様な取組

みを創出することで、地域の課題解決につなげ、持続可能なまちづくりの実現及び地域の主体的な

まちづくり活動の推進を図った。 

    ・地域まちづくり支援拠点共益費   ２，０００，０００円 

 

（１）河内長野市地域まちづくり支援拠点コーディネート業務 

 河内長野市地域まちづくり支援拠点の運営管理業務、地域まちづくり活動のコーディネート、

産・学・官・民の連携促進に関する業務などを行った。 

    ・事業委託料：３，０００，０００円 

    ・事業委託先：河内長野市社会福祉協議会 

 ① 地域まちづくり支援拠点の運営 

  ア．いつでも、だれでも集える多世代交流の場として、地域まちづくり支援拠点の運営・ 

 管理を行った。また、多目的室の貸室事業の運営・管理を行うとともに、利用促進を図り、多 

 様な主体による地域活動の活性化を図った。 

 

＜利用状況＞                            （単位：人） 

 
大多目的 

スペース 

小多目的 

スペースＡ 

小多目的 

スペースＢ 

小多目的 

スペースＣ 
合計 

利用人数 8,094 1,118 942 724 10,878 

 

  イ．地域まちづくり支援拠点の区分占有者及び、イズミヤ河内長野店を運営する株式会社エイ 

 チ・ツー・オー 商業開発との調整を行い、必要に応じ、関係者による会議等を開催し、取りま 

 とめを行った。 
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    ・地域まちづくり支援拠点運営協議会の開催（令和３年１１月３０日（火）、令和４年３ 

    月１１日（金）） 

 ② 地域まちづくり活動のコーディネート 

   多世代の交流を促進するとともに、健康づくりや生活応援、子育て・教育環境支援など、地 

  域住民主体の多様な取り組みを創出し、地域の課題解決や活性化につなげるため、各種機関・ 

  団体へイベントへの参加を募り、連絡調整を行った。 

    ・ラジオ体操（平日９時４５分～）の地域住民への参加呼びかけ（令和３年７月１日（木） 

    ～令和４年３月３１日（木）） 

 ・教育委員会主催の子供向けイベント「えいご村のえんにち」(令和３年７月２５日（日）) 

 ・かわちながのボランティア・市民活動センター主催「つながりフェスタ２０２１」 

 （活動団体展示など）（令和３年１０月２６日（火）～３１日（日）） 

 ・消防本部主催の小中学生による消防図画の展示（令和３年１１月８日（月）～１６日（火）） 

    ・教育委員会主催の子供向けイベント「えいご村のクリスマス」実施（令和３年１２月１   

    ２日（日）） 

    ・かわちながのボランティア・市民活動センター主催「つながりフェスタ２０２１」（活 

    動体験など）（令和４年３月１２日（土）） 

 ③ 産・学・官・民の連携促進 

   地域住民や事業者、教育機関など、多様な主体による連携を促進し、社会実験的な取り組み 

  などを通じ、地域の活性化や生活利便性の向上を図るため、各種機関・団体との連絡調整を行 

  った。 

    ・地域まちづくり支援拠点参入団体連携会議の開催（年間１２回） 

    ・桃山学院大学主催公開講座パブリックビューイング（令和３年６月２９日（火）） 

    ・ラジオ体操（平日９時４５分～）による地域住民の健康増進および地域の活性化に向け 

    た取り組み（令和３年７月１日（木）～令和４年３月３１日（木）） 

    ・教育委員会主催の子供向けイベント「えいご村のえんにち」に合わせた食育イベントや

桃山学院大学によるイベント実施（令和３年７月２５日（日）） 

    ・献血の実施による地域住民への呼びかけ（令和３年９月１４日（火）） 

    ・ＳＤＧｓの大枠で河内長野市の豊かな自然環境について学ぶイベント「自然の学校」「水 

    の学校」の実施（令和３年１０月１８日（月）～２６日（火）／１０月２８日（木）～１

１月７日（日）） 

    ・教育委員会主催の子供向けイベント「えいご村のクリスマス」に合わせ、地域の大学や

事業者の子ども向けワークショップの実施（令和３年１２月１２日（日）） 

    ・桃山学院大学学生によるゆいテラスの利用体験実施（令和４年３月２７日（日）） 

 

（２）河内長野市地域まちづくり支援拠点運営管理業務 

 地域まちづくり支援拠点の運営について、支援協力を実施した。また、日常清掃と定期清掃を実

施した。 

    ・事業委託料：１，０００，０００円 

    ・事業委託先：株式会社エイチ・ツー・オー 商業開発 

 

決算書掲載頁 185 

１１．消費者啓発事業                         

 消費者が自らの利益の擁護及び増進のため、自主的かつ合理的に行動することができるよう消費

者の自立支援に努めた。その中で、消費者が自らの被害を未然に防止でき、安全・安心な消費生活
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に関する知識を身につけてもらえるよう次の事業を行った。 

 

（１）消費者啓発事業 

地域に根ざした消費者活動を支援することにより、自主的かつ合理的に行動することができる 

消費者を育てるため、消費者行政の最重要課題である消費者啓発事業を、多面的に消費者問題に

取り組んでいる「かわちながの消費者協会」に委託し実施した。 

委託料 ３６６，８２５円      

① 消費生活にかかる市民講座、セミナー、生活情報展 

開催日 テーマ 開催場所 参加者 

R3.11.26(金) 
食を知って 

-「食べる力」をつけよう！- 
ノバティホール ２２人 

R3.9.29(水)～ 

11.12(金) 
くらしのセミナー 全３回 ノバティホール 延５１人 

R4.3.4(金)～ 

3.5(土) 
第 ３ ２ 回 生 活 情 報 展  ノバティホール １４２人 

   ※消費者月間講演会、小学生消費者教室は新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止した。  

② 消費生活啓発機関誌ニュース「くらしＵＰながの」の発行（３回/年） 公共施設等に配布 

③ その他  

・消費生活における諸問題の調査及び研究  

・各地域相互の情報交換等 

 

（２）その他の啓発事業 

 ① 消費生活に関する情報を広報紙及びホームページに掲載し、情報発信を行った。 

 ② 公民館への出前講座で消費者トラブルを防ぐための講座を行った。（３回、参加者：２５人） 

 ③ 義務教育段階における消費者教育の充実を図るため、学校を通じて小学５年生及び中学１年 

  生に消費者啓発冊子を配布した。 

 ④ 各種相談事業窓口に消費者生活冊子を配布し、各窓口との連携を深めた。 

 

 

決算書掲載頁 185 

１２．消費者相談窓口事業                             

消費生活における被害の防止と、その安全を確保することを目的に消費生活センターを設置して

いる。消費生活相談・苦情処理のあっせん、消費者の安全確保のために必要な情報の収集・提供を

行うため、消費生活相談について専門的な知識・経験を有する相談員を配置するとともに、相談員

の資質向上等により相談体制の充実を図った。また、近年、専門化、複雑化する消費生活相談に対

応するため、大阪弁護士会に法的助言や相談員研修などを委託した。 

委託料 ６６０，０００円（大阪弁護士会） 

 

（１）消費生活センター開設 

 月～金（１０時～１６時、祝日は休み）、相談業務の実施にあたり、専門資格を有する相談員 

３名体制を確保し、消費生活センターを２４２日開設した。 
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（２）消費生活センターの管理運営 

 関係機関との連絡・調整を行いながら、消費生活センターの管理運営を適正に行った。 

 

（３）消費生活相談業務 

 消費生活のトラブルの解決に向け、相談員による相談業務を行った。 

    相談受付件数：７０４件 

     ＜当事者の年齢別件数＞       （単位：件） 

年齢 計 

１ ０ 歳 未 満 ２ 

１ ０ 歳 代 １０ 

２ ０ 歳 代 ３９ 

３ ０ 歳 代 ４２ 

４ ０ 歳 代 ７１ 

５ ０ 歳 代 ７８ 

６ ０ 歳 代 １０７ 

７ ０ 歳 代 １５４ 

８ ０ 歳 代 ９７ 

９ ０ 歳 代 １１ 

不 明 ９３ 

合 計 ７０４ 

                  ※相談時の希望で「不明」あり 

 

（４）消費者被害防止業務 

 ① 被害防止に係る情報を提供  

消費者被害を防ぐため、広報紙への「消費生活ウォッチング」隔月掲載やホームページでの 

情報提供を行った。 

② 被害防止のための啓発業務 

出前講座で消費者トラブルを防ぐために知識の普及を図った。 

③ 関係機関・団体との連携、協力 

消費者トラブルへの適切な対応や、被害を防ぐための情報提供など、関係課及び関係団体と 

の連携に努めた。 
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介護保険課 

決算書掲載頁 131 

１．介護保険低所得者保険料軽減繰出金                        

公費による低所得者の保険料軽減 

低所得者の保険料負担に配慮し、制度を持続可能なものとするため、介護保険法第１２４条の２

の規定に基づき、給付費の５割の公費とは別枠で公費（国が１／２、府が１／４、市が１／４を負

担）を投入して、市民税非課税世帯である被保険者（第１段階から第３段階まで）を対象に保険料

軽減を行った。 

 

＜繰出金による保険料軽減内容＞ 

 

軽減額合計 137,714,208円 

   【内訳】 

第１段階 85,245,312円［14,016円（軽減単価）×6,082人（対象者数）］ 

第２段階 44,167,920円［17,520円（軽減単価）×2,521人（対象者数）］ 

第３段階  8,300,976円［ 3,504円（軽減単価）×2,369人（対象者数）］ 

 

 

      ※ 保険料基準額 

    ･･･市で必要な介護保険事業の総額から第１号被保険者（65歳以上）１人当たりの 

     負担額を算定したもので、第５段階の保険料年額（70,080円）となる。 

     

 

2．介護事業所等支援金給付事業                   

介護事業所等支援金給付事業 

 新型コロナウイルス感染症による影響の中、通常とは異なる介護サービス提供や感染拡大防止対

策等を余儀なくされている介護事業者に対し、感染防止対策を行うために要する経費について支援

金を給付した。 

 

・支給介護事業者          １０６ 法人 

・支給金額合計          28,692,524 円 

 保険料基準額※に対する割合 保険料年額（円） 
軽減単価（円） 

軽減前 軽減後 軽減前 軽減後 

第１段階 0.500  0.300  35,040 21,024  14,016  

第２段階 0.700  0.450  49,056  31,536  17,520  

第３段階  0.750  0.700   52,560  49,056  3,504  

介護保険課 

60



保険医療課 

決算書掲載頁 121 

１．保険基盤安定制度繰出金                                

低所得者を多く抱える国民健康保険の構造的な問題から生じる財政への影響に対応するため、法

律等に基づき、保険料軽減分及び保険者支援分の保険基盤安定制度繰出金により公費で財政支援す

ることで、国民健康保険財政の基盤安定を図った。 

保険基盤安定制度操出金合計金額：７５２，２５２，６４３円 

（１）保険料軽減分 

保険料軽減額を基準として、政令で定める金額を一般会計から国民健康保険事業勘定特別会計へ

繰出しを行い、低所得者層の保険料負担の軽減を図った。 

負担割合は都道府県が４分の３、市町村が４分の１である。 

負担区分 金   額 負担割合 

府負担金 ３７５，６００，４３４円 保険料軽減分総額の４分の３ 

市負担金 １２５，２００，１４５円 保険料軽減分総額の４分の１ 

総  額 ５００，８００，５７９円  

 

（２）保険者支援分 

保険料軽減の対象となった低所得者数に応じて、平均保険料の一定割合を一般会計から国民健康

保険事業勘定特別会計へ繰出すことで、主に中間所得層の保険料負担の軽減を図った。 

負担割合は国が２分の１、都道府県が４分の１、市町村が４分の１である。 

負担区分 金   額 負担割合 

国庫負担金 １２５，７２６，０３２円 保険者支援分総額の２分の１ 

府負担金 ６２，８６３，０１６円 保険者支援分総額の４分の１ 

市負担金 ６２，８６３，０１６円 保険者支援分総額の４分の１ 

総  額 ２５１，４５２，０６４円  

 

 

決算書掲載頁 131 

２．後期高齢者医療制度運営事業                                

大阪府後期高齢者医療広域連合規約第 17 条に規定する広域連合の予算で定められた関係市町村

の負担金を広域連合に納入した。 

① 後期高齢者医療給付に要する経費 

後期高齢者医療療養給付費負担金     1,466,623,041円 

（高齢者の医療の確保に関する法律第 98 条に定める市町村の一般会計において負担すべき

額、給付費の 1/12相当額） 

②  共通経費 

大阪府後期高齢者医療広域連合市町村負担金  37,231,037円 

（内訳）均等割     5％ 

高齢者人口割 50％ 前年度の 9 月 30 日現在の住民基本台帳に基づく 75 歳以上 

の人口による 

人口割    45％ 前年度の 9月 30日現在の住民基本台帳に基づく人口による 

 

 

保険医療課 

61



保険医療課 

決算書掲載頁 131 

３．後期高齢者医療保険基盤安定制度繰出金                              

低所得者や被用者保険の元被扶養者の保険料軽減分に係る財源を大阪府と市が 3：1 の割合で負

担し、一般会計から後期高齢者医療特別会計に繰出した後、大阪府後期高齢者医療広域連合に納付

した。 

繰出金   合計   319,618,845円（保険料の均等割軽減対象者 11,064人） 

（内訳）高齢者の医療の確保に関する法律第 99条第 1項   318,498,287円 

（所得の少ない者に係る保険料の減額） 

均等割 7割軽減 6,792人、5割軽減 1,640人、2割軽減 2,579人 小計 11,011人 

高齢者の医療の確保に関する法律第 99条第 2項      1,120,558円 

（被扶養者であった被保険者に係る保険料の減額） 

均等割 5割軽減（被扶養者）53人             小計 53人 

うち府費負担金    239,714,133円 

 

決算書掲載頁 131 

４．老人医療費助成事業                               

（１）事業の概要 

65 歳以上の障がい者等に対し、その健康の保持及び福祉の増進を図る目的で、医療費の助成を

行った。 

① 対象者 

・65歳以上で次の一つに該当する者 

ア．重度障がい者医療費助成事業対象者 

イ．ひとり親家庭等医療費助成事業対象者 

ウ．特定疾患治療研究事業実施要綱（平成 27年 1月改正前）に規定する疾患のうち、国が指

定する疾患を有する者  

エ．感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づく結核に係る医療を受

けている者 

オ．障害者総合支援法施行令に基づく精神通院医療を受けている者 

② 所得制限 

ア．重度障がい者医療費助成事業対象者と同じ 

イ．ひとり親家庭等医療費助成事業対象者と同じ 

ウエオ．本人所得259万円以下（2人世帯の場合） 

③ 一部自己負担額 

1医療機関あたり入通院 各 500円/日、1か月あたり負担限度額 3,000円 

④ 府補助率 1/2 

 

（２）実績 

                        

1,473件に対し、2,742,213円の医療費の助成を行った。（平成 30年 3月 31日で老人医療費助成

事業は廃止され、以降 3年間の経過措置が令和 3年 3月 31日で終了。） 
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                                          決算書掲載頁 133 

５．重度障がい者医療費助成事業                            

（１）事業の概要 

障がい者等に対し、その健康の保持及び生活の安定に寄与し、福祉の増進を図る目的で、医療費

の助成を行った。 

① 対象者 

・次の一つに該当する者 

ア．1～2級の身体障害者手帳所持者 

イ．重度の知的障がい者 

ウ．中度の知的障がい者で身体障害者手帳所持者 

エ. 精神障がい者保健福祉手帳１級所持者 

オ. 特定医療費（指定難病）・特定疾患医療受給者証所持者で障害年金（または特別児童扶養

手当）1級該当者 

② 所得制限  

本人所得が障害基礎年金の全部支給停止の所得基準を準用 

③ 一部自己負担額 

1医療機関あたり入通院 各 500円/日、1か月あたり負担限度額 3,000円 

④ 府補助率 1/2 

 

（２）実績 

                                 令和 4年 3月末現在 

扶助費 
対象者数（人） 

合計 
内訳 

（円） 件数 身体障がい者 知的障がい者 精神通院 指定難病 合併者 

238,196,961 62,116 1,896 1,570 259 55 0 12 

   

 

決算書掲載頁 133 

６．ひとり親家庭等医療費助成事業                                

（１）事業の概要 

ひとり親家庭等に対し、生活の安定と児童の健全な育成を図る目的で、医療費の助成を行った。 

① 対象者 

・18歳に到達した年度の末日までの子 

・上記のものを監護する父又は母及び養育者 

② 所得制限 

児童扶養手当の一部支給の所得基準を準用 

③ 一部自己負担額 

1医療機関あたり入通院 各 500円/日（月 2日限度）、1か月あたり負担限度額 2,500円 

④ 府補助率 1/2 
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（２）実績 

                             令和 4年 3月末現在 

扶助費 
世帯数 

対象者数（人） 
18歳以下人口 

（人） 合計 
内訳 

    （円） 件数 親・養育者 児童 

60,713,601 24,393 825 2,143 825 1,318 13,422 

 

  

決算書掲載頁 133 

７．子ども医療費助成事業                                

（１）事業の概要 

 子どもの健全な育成に寄与し、児童福祉の向上を図る目的で、0 歳から 15 歳までの子どもに対

し、次のとおり医療費の助成を行った。  

① 府の補助事業 

ア．対象者（府の補助基準） 

通院：0～6歳（就学前まで） 

入院（入院時食事療養費を除く）：0～6歳(就学前まで) 

イ．所得制限（府の補助基準） 

高額療養費一般低位基準を準用 

ウ．一部自己負担額 

1医療機関あたり入通院 各 500円／日(月 2日限度)、1か月あたり負担限度額 2,500円 

エ．府補助率 1/2 

② 市の単独事業 

ア．対象者（府の制度超分） 

通院：0歳～中学 3年生まで（15歳に達した日以後、最初の 3月 31日まで） 

入院（入院時食事療養費を除く）：0歳～中学 3年生まで（15歳に達した日以後、最初の 3月

31日まで） 

イ．所得制限（府の制度超分） 

 所得制限なし 

ウ．一部自己負担額 

1医療機関あたり入通院 各 500円／日(月 2日限度)、1か月あたり負担限度額 2,500円 

 

（２）実績 

                                 令和 4年 3月末現在 

扶助費（円） 医療証 

交付数

（枚） 

15歳以

下人口

（人） 
合計 

通院 

件数 
通院費 

入院 

件数 
入院費 

238,181,640 

(192,822,517) 

117,181 

(91,458) 

201,093,854 

(168,451,032) 

876 

(580) 

37,087,786 

(24,371,485) 
9,820 10,889 

※表中の( )内は、全体のうち市単独事業分を示す。 

 

また、委託事業として、令和３年３月から窓口等アウトソーシング業務を開始した。  

委託先：パーソルテンプスタッフ（株）西日本ＯＳ事業本部 委託料 11,454,960円 
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                                    決算書掲載頁 133 

８．母子保健・養育医療給付事業                                

（１）事業の概要 

養育のため病院又は診療所への入院を必要とする未熟児に対して、その養育に必要な医療（以下

「養育医療」という。）の給付を行い、国・府・市が負担して次のとおり助成を行った。 

① 対象者 

出生直後に次に掲げるア又はイの症状を有し、医師が入院養育を必要と認めた者。 

ア．出生時の体重  2,000g以下 

  

イ． 

次に掲げ 

る症状を 

示すもの 

  

  

  

  

A．一般状態 1 運動不安・けいれん 2 運動が異常に少ないもの 

B．体温  摂氏 34度以下  

C．呼吸器・循環器系 

  

  

1 強度のチアノーゼが持続 2 チアノーゼ発作を繰り返す 

3 呼吸数が毎分 50超で増加傾向 4 呼吸数が毎分 30以下 

5 出血傾向が強い   

D．消化器系 

  

1 生後 24時間以上排便がない 2 生後 48時間以上嘔吐が持続 

3 血性吐物・血性便がある   

E．黄疸 

  

 生後数時間以内に現れるか、異常に強い黄疸のあるもの 

 （重症黄疸による交換輸血を含む） 

② 所得制限 

なし 

③ 養育医療自己負担金額 

保護者の所得税額・住民税額に応じて、徴収基準月額が決定される (生活保護法に基づく被

保護世帯は、養育医療自己負担金額なし) 

④ 一部自己負担額 

一部自己負担額は、養育医療自己負担金額から福祉医療費助成制度の公費負担分を差し引い

た額 

1指定医療機関あたり入院 500円／日(月 2日限度)、1か月あたり負担限度額 2,500円 

   

福 祉 医 療
公 費 負 担 分

一 部 自 己 負 担
額 ( 保 護 者 )

健康保険者負担分(8割相当)
養育医療公費負担分
（国・府・市）

費　　　用

養育医療対象分(2割相当・扶助費)

養育医療自己負担金額

 

⑤ 国負担率 1/2、府負担率 1/4、市負担率 1/4 

 

（２）実績 

                                      令和 4年 3月末現在 

扶助費 
対象者数（人） 

1歳未満 

人口（人） 合計 
内訳 

  (円) 件数 子ども医療 ひとり親医療 生活保護 

3,246,399 30 11 11 0 0 450 
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.たいｎ                                 決算書掲載頁 147 

１．地域医療関係事業                        

（１）訪問看護ステーション助成事業 

今後急増が予想される寝たきり高齢者に対し、高齢者の心身の特性を踏まえた良質な医療を効果

的に供給するため、医師会会員の協力体制が整っている一般社団法人河内長野市医師会を中心に地

域医療機関との連携のもとに看護師等を派遣し、在宅の看護サービスを提供できるよう、訪問看護

ステーション事業への助成を行った。  

  ＜訪問看護ステーション事業 実績内訳＞ 

訪問回数 ８，７７６件     

うち 介護 ５，８４４件     

うち 医療 ２，９３２件     

（内訳） 

身障 ６０４回 
４０歳未満 ０回 

４０歳以上 ６０４回 

難病 １，２９１回 
４０歳未満 １１８回 

４０歳以上 １，１７３回 

老人 １，０３７回   
４０歳以上 １，０３７回 

＊河内長野市医師会より報告 

 

（２）保健問題対策協議会 

救急医療・福祉医療・予防保健対策等の保健問題に関する事項について協議するため、河内長野

市保健問題対策協議会規程に基づき、河内長野市保健問題対策協議会を開催した。（書面開催） 

  協議会日程 ：令和４年２月２２日（火） 

  意見書提出者：１８名（市議会議員・医療を担当する者・住民など） 

  議    案：①令和３年度保健事業の実施状況について 

         ②令和４年度保健事業計画（案）について 

         ③その他 

 

（３）薬局薬剤師慰労金 

 新型コロナウイルス感染症蔓延に伴う緊急事態宣言下において、市民の健康な生活を確保する

ため、医薬品の調剤や服薬指導など、事業の継続が求められた薬局薬剤師の方を慰労することを

目的に「新型コロナウイルス感染症対応薬局薬剤師支援金」を給付した。 

 ６８人   ６８０，０００円 

                                   決算書掲載頁 147 

２．母子保健健康診査事業                        

（１）妊婦健康診査の実施 

妊婦の妊娠高血圧症候群※や、糖尿病、貧血その他の合併疾患など母体の変化による異常の早期

発見及び異常出産の早期発見及び未熟児発生の予防等のため適切な保健指導が受けられるよう健

康診査を実施することにより、妊婦の健康管理の向上を図った。 

平成２５年度より、妊婦健康診査にかかる公費負担の費用を１１６，８４０円に増額させた。さ

らに平成２９年度より、多胎妊婦を対象に妊婦健康診査にかかる公費負担の費用を２５，２００円

（５，０４０円×５枚の妊婦健康診査受診券を新たに配布）増額させ、妊婦の経済的負担の軽減も

健康推進課 
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図った。 

また、大阪府外で妊婦健康診査を受診する妊婦を対象として、申請により公費負担を実施した。 

  ※ 妊娠高血圧症候群 

…妊娠２０週以降、分娩後１２週まで高血圧がみられる場合、または、高血圧に蛋白尿を伴う場合の

いずれかで、かつこれらの症状が単なる妊娠の偶発合併症によるものでないもの。 

  ＜妊婦健康診査の実施状況＞ 

事業名 実人数（人） 延人数(人) 

妊婦健康診査 ５０８ ５，９６５ 

府外受診（妊婦健康診査再掲） ３５ ２５４ 

多胎券（妊婦健康診査再掲） ２ ２ 

 

（２）乳幼児集団健康診査の実施 

 令和３年度は新型コロナウイルス感染症等、感染予防対策を行いながら、乳幼児集団健康診査は

予定通り実施した。 

① ４か月児健康診査事業 

生後３か月から６か月未満までを対象として、小児科医師の診察・保健師などによる保健指

導等を行った。 

② １歳７か月児健康診査事業 

１歳７か月児から２歳未満児までを対象として、小児科・歯科医師の診察・保健師・管理栄

養士・歯科衛生士による保健指導等を行った。 

③ ２歳６か月児歯科健康診査事業 

２歳６か月児から３歳未満児までを対象として、歯科医師の診察、カリオスタット検査※・

歯科衛生士による歯科保健指導、フッ素塗布（希望者）・保健師・管理栄養士による保健指導を

行った。 

④ ３歳６か月児健康診査事業 

３歳６か月児から４歳未満児までを対象として、小児科・歯科医師の診察・保健師・管理栄

養士・歯科衛生士などによる保健指導等と視聴覚の健診を行った。 

※ カリオスタット検査 

…むし歯が出来る可能性があるかどうかを判定し、むし歯の予防対策を行うためにおこなう検査 

 ＜乳幼児健康診査の実施状況＞ 

健 診 名 対 象 者 
回数 

（回） 

対象児数 

（人） 

受診者

数（人） 

受診率

（％） 

4か月児健康診査 満 3か月～6か月未満 １２ ４５４ ４３８ ９６．５ 

1歳 7か月児健康診査 満 1歳 7か月～2歳未満 １４ ５０５ ４８９ ９６．８ 

2歳 6か月児歯科健康診査 満 2歳 6か月～3歳未満 １８ ６１３ ５７４ ９３．６ 

3歳 6か月児健康診査 満 3歳 6か月～4歳未満 １８ ５５２ ５１２ ９２．８ 

 

（３）乳幼児経過観察健康診査の実施 

① 経過観察健康診査（約束クリニック） 

乳幼児集団健康診査で経過観察が必要とされた乳幼児について、小児科医師の診察と保健指

導を実施した。必要な乳幼児に対しては、医療機関の紹介を行った。 

② 発達相談 

乳幼児集団健康診査で経過観察になった乳幼児や保護者からの相談に対して、心理相談員が

ことばの遅れや行動面で気になる幼児に関する相談を行った。 

67



健康推進課 

③ 歯科フォロー健診 

乳幼児集団健康診査で経過観察になった乳幼児に、歯科医師の診察と歯科衛生士による歯科

保健指導とフッ素塗布（１歳８か月、３歳７か月歯科フォロー健診対象の希望者）を行った。 

④ 運動発達クリニック 

乳幼児集団健康診査で経過観察になった乳幼児に、小児整形外科医の診察と保健指導を行っ

た。 

⑤ 精神発達クリニック 

乳幼児集団健康診査で経過観察になった乳幼児に、精神発達等に関する診察と保健指導を行

った。 

  ＜経過観察健康診査の実施状況＞ 

健 診 名 回数（回） 延受診者数（人） 

経過観察健康診査 １２ １１２ 

発達相談 １５５ ２４６ 

歯科フォロー健診 ９ １４０ 

運動発達クリニック ５ ７ 

精神発達クリニック ３ ５ 

 

（４）乳児個別健康診査の実施 

乳児の健康の保持・増進・異常の早期発見及び育児支援を目的に、健康診査を個別医療機関に委

託して実施した。 

① 乳児健康診査 

１歳未満の乳児を対象に、個別の医療機関で健康診査を実施した。通常は出産した病院にて、

１か月健康診査として実施した。 

② 乳児後期健康診査 

満９か月～１歳未満の乳児を対象に、個別の医療機関で健康診査を実施した。 

  ＜乳児個別健康診査の実施状況＞ 

健診名 対象者 受診者数（人） 

乳児健康診査 １歳未満 ４２９ 

乳児後期健康診査 満９か月～１歳未満 ４５６ 

                                              決算書掲載頁 147 

３．母子保健推進事業                          

（１）妊婦・乳幼児相談の開催 

来所による面接等で、専門職による相談（妊婦・育児相談、ことば相談、すくすく子育て歯科相

談、離乳食・幼児食相談等）を実施した。 

 ＜相談者数＞ 

相談名 面接延人数（人） 電話延人数（人） 

保健師相談 １３２ ６４３ 

歯科相談 ９７ ３１ 

栄養相談 ７１ ４３ 

 

（２）妊婦、新生児、乳幼児訪問指導の実施 

妊婦に対して訪問を行い、出産に向けた準備等の支援を行い、妊娠に関する不安や疑問の軽減に
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努めた。また新生児・乳幼児を対象に家庭訪問を実施し、保護者の育児不安の解消と、疾病の早期

発見に努めた。 

  ＜訪問指導の状況＞ 

事業 実人数(人) 延人数（人） 

妊婦訪問指導 １３ １９ 

産婦訪問指導 ３８３ ４２３ 

新生児訪問指導（未熟児を除く） ２２ ３４ 

乳児訪問指導（新生児・未熟児を除く） ４０３ ４６０ 

幼児訪問指導 １５ ２１ 

未熟児訪問指導 ２２ ２５ 

 

（３）ママパパ教室の開催 

妊婦やその配偶者を対象に、歯科医師・助産師・保健師・管理栄養士・歯科衛生士・保育士が、

妊娠、出産、育児及び歯科保健に関する知識を伝達・普及するために実施した。虐待予防のため、

ゆさぶられ症候群※防止の啓発も行った。 

  ＜教室参加の状況＞ 

ママパパ教室 開催回数（回） 実人数（人） 延人数（人） 

参加者数 ６ ４５ ５５ 

（内訳）  母親参加者数  ２６ ３２ 

    父親参加者数  １８ ２２ 

       その他（祖父母など）  １ １ 

※ ゆさぶられ症候群 

…乳児の身体を大きく揺することにより網膜出血、硬膜下血腫またはクモ膜下出血が引き起こされ

ること。 

 

（４）母子健康手帳の交付 

全ての妊婦に保健師・助産師がアンケートを活用して、面接を行った。併せて、管理栄養士・歯

科衛生士が面接を行い妊娠生活等への支援を行った。 

家族の妊婦に対する支援や育児参加を促すため、市独自で作成した「すくすく思い出ポケット（父

子手帳）」と「ママと赤ちゃんすこやかサポートブック」も併せて配付した。また、妊婦にやさし

い環境づくりの推進を目的に「マタニティマークボールチェーンマスコット」を配付した。 

  ＜母子手帳交付数＞ 

 ５０８件 

  ＜保健センターで、母子健康手帳交付を受けた妊婦への面接者数（転入者等含む）＞ 

 保健師・助産師 管理栄養士 歯科衛生士 

  相談延人数（人） ５６５ ５ ４８８ 

   

（５）子育て世代包括支援センター事業 

妊娠中から切れ目のない支援をするために、平成２８年度より子育て世代包括支援センター事業

を開始した。 

支援の必要な妊婦を早期に把握して支援プランを作成し、継続的な支援を行った。また、妊娠中

の支援として、交流会を中心とした「プレママあんしんサロン」を開催した。妊娠中から出産後の

支援として、助産師による「助産師あんしん相談」や「おっぱい相談」を、心理相談員による「マ
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マと子どものこころ♥あんしん相談」を実施した。 

また、産後に日帰りや宿泊で医療機関にて助産師等から授乳指導や育児相談を受けることができ

る産後ケア事業を平成３０年度より実施した。 

 ＜支援プラン作成数＞ 

  １３７件 

  ＜助産師あんしん相談者数＞ 

相談名 面接延人数（人） 電話延人数（人） 訪問延人数（人） 

助産師相談 ２４ １８６ ７０ 

  ＜プレママあんしんサロン参加の状況＞ 

開催回数（回） 実人数（人） 延人数（人） 

３ ８ ８ 

＜ママと子どものこころ♥あんしん相談者数＞ 

相談名 面接延人数（人） 電話延人数（人） 訪問延人数（人） 

心理相談員相談 １４３ ２７ １ 

＜産後ケア事業＞ 

利用登録人数：２６人 

利用サービス種別 利用延人数（人） 利用日数 

ショートステイ ９ １９泊 

デイサービス １ １日 

 

（６）特定不妊治療費助成事業 

 平成３０年度より、特定不妊治療を受けた夫婦に対して、治療に要した医療保険適用外費用のう

ち、大阪府の「不妊に悩む方への特定治療支援事業」で受けた助成額を差し引いた金額（上限５万

円）を助成した。 

  申請数（人） 

７３ 

 

（７）不育症治療費助成事業 

 平成３０年度より、妊娠しても流産・死産などを繰り返してしまう「不育症」の治療を受けた夫

婦に対して、治療に要した医療保険適用外の治療費の一部を助成する。  

  申請数（人） 

０ 

 

（８）離乳食講習会（もぐもぐ教室・かみかみ教室）の開催 

乳児の保護者を対象に、管理栄養士が離乳食の作り方を実演しながら、具体的な進め方について

の知識を伝達、普及するために実施した。「もぐもぐ教室」は１２回（生後５か月頃から８か月頃）、

「かみかみ教室」は６回（生後９か月頃から１８か月頃）実施した。 

  ＜教室参加の状況＞ 

 

受講者数（人） 

母親 父親 その他 

もぐもぐ教室 ４８ １ ０ 

かみかみ教室 １９ １ ０ 
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（９）未熟児保健事業の開催 

未熟児で生まれた乳幼児に対して、保護者の育児不安の軽減、成長発達を促すため小児科医師に

よるクリニックや専門職（理学療法士等）による相談を行った。 

また、２，０００ｇ未満で生まれた未熟児の具体的な支援内容を個別に検討するため、未熟児検

討会を実施した。 

  ＜未熟児保健事業の状況＞ 

事業名 開催回数 実人数（人） 延人数（人） 

未熟児クリニック １ ２ ２ 

未熟児検討会 １ ３ ３ 

専門職相談 ７ ９ ９ 

 

（１０）妊産婦タクシー利用助成券の配布 

 新型コロナウイルス感染拡大期において、妊婦健康診査や、乳児の健康診査・予防接種のために、

公共交通機関の利用が必要な妊産婦が、感染の不安なく受診できるように、タクシー利用助成券を

配布した。（1人あたり 10枚の初乗り運賃分(680円)のタクシーチケットを配布。） 
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４．健康増進検診事業                                

河内長野市医師会、河内長野市歯科医師会等に委託し、事業を実施した。 

（１）がん検診事業 

がんの早期発見により、がん死亡率を減らすことを目的として胃・大腸・肺がん検診を４０歳以

上の市民、乳がん検診を４０歳以上の女性市民、子宮がん検診を２０歳以上の女性市民を対象に実

施した。 

① がん検診 

＜がん検診の状況  集団検診：保健センター  個別検診：取扱医療機関＞ （単位：人） 

項  目 受診者数 異常なし 要精密検査 受診率（％） 

胃 が ん ３，１２１ ２，９９５ １２６ １１．６ 

大 腸 が ん ７，５６０ ７,００７ ５５３ １９．１ 

肺 が ん １０，６５１ １０，４９１ １６０ ２６．９ 

乳 が ん ２，８１７ ２，６３３ １８４ ２３．３ 

子 宮 頸 が ん 

２，６９３ 

内、体部受診 

３２３ 

２，６４２ 

判定不能 

３４ 

１７ １４．９ 

② がん検診推進事業 

令和３年４月１日時点で特定の年齢の市民に対して、子宮頸がん検診・乳がん検診に関する

検診手帳及び検診費用が無料となるクーポン券を送付した。 

子宮頸がん検診 

 ２０歳の女性市民  ４８９人 

乳がん検診    

 ４０歳の女性市民  ４９９人 

③ 子宮頸がん検診個別通知による受診勧奨 

事業名 配布人数(人) 利用実人数（人） 利用延人数（人） 

助成券の配布 １，２５６ ３８９ １，７７９ 
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子宮頸がん検診について、２５歳から６０歳の女性市民に対し、受診促進を目的にがん検診

に関する情報提供とがん予防のための啓発を行った。 

   ３年間で一度でも受診したことがある者  ３，３８１人 

④ 乳がん検診個別通知による受診勧奨 

乳がん検診について、当該年度に奇数年齢になる４１歳から７５歳の１３，６２７人の女性 

市民に対し、隔年受診の周知と受診促進を目的に、乳がんに関する知識と検診の重要性につい 

て理解を促すための啓発を行った。 

⑤ 胃がん・大腸がん・肺がん検診個別通知による受診勧奨 

胃がん・大腸がん・肺がん検診について、６５歳から６９歳の７，４４９人の市民に対し、

受診促進を目的にがん検診に関する情報提供とがん予防のための啓発を行った。 

⑥ がん患者医療用ウィッグ購入助成事業 

がん患者の治療と就労の両立、療養生活の質がよりよいものになるよう、抗がん剤治療等に     

よって脱毛が生じた方への見た目の悩みや経済的負担を軽減する観点から、医療用ウィッグの

購入費用の一部を助成した。 

   ２０人 １８８，３７５円 

 

（２）各種検診事業 

① 一般健康診査 

４０歳以上の市民で保険者の実施する特定健康診査等の対象外となり健康診査を受診する機

会のない市民を対象に心臓病・脳卒中等の生活習慣病予防のため、大阪府の特定健康診査と同

一内容の一般健康診査を実施した。 

    実績   受診者 ３４人（積極的支援４人、動機付け支援２人、情報提供２８人） 

② 歯周疾患検診 

高齢期における健康を維持し、食べる楽しみを享受できるよう、歯の喪失を予防することを

目的に、当該年度に４０歳、５０歳、６０歳及び７０歳になる市民を対象に歯科医療機関で検

診を実施した。 

項 目 受診者数 異常なし 要指導 要精検 

歯周疾患検診 ７６０人 １０２人 １４０人 ５１８人 

③ 骨粗しょう症検診 

骨粗しょう症は骨強度が低下し骨折等の基礎疾患となり、高齢社会の進展によりその増加が

予想されることから、早期に骨量減少者を発見し、骨粗しょう症を予防することを目的に、当

該年度に４０歳、４５歳、５０歳、５５歳、６０歳、６５歳及び７０歳になる女性市民を対象

に骨粗しょう症検診を実施した。 

項 目 受診者数 異常なし 要指導 要精検 

骨粗しょう症検診 ８８６人 ４４８人 ２３０人 ２０８人 

④ Ｂ型Ｃ型肝炎ウイルス検査 

感染を早期に発見し、適切な治療や定期的な検診によって、病気の進行を予防するため、当

該年度に４０歳になる市民と、４０歳以上で平成１４年以降に検査を受けておらず、受診を希

望する市民を対象に、Ｂ型Ｃ型肝炎ウイルス検査を実施した。また、肝炎対策強化推進事業と

して、４０歳以降に一度も当該検査を受診していない市民（４０歳以上６０歳までの５歳刻み

の年齢）に個別勧奨を行った。 

項  目 受診者数 結果内訳 

Ｂ型肝炎ウイルス検査 ５０５人 陽性者              １人 

Ｃ型肝炎ウイルス検査 ５０５人 感染している可能性が極めて高い人 ２人 
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⑤ 青年・成人健康診査 

生活習慣病予防を目的とし、１６歳から３９歳までの市民を対象に、健康診査を実施した。 

 実施日 場所 受診者数 

６月２９日 保健センター ５９人 

１１月１９日 保健センター １０７人 

⑥ 心電図検査 

平成２０年度より始まった特定健康診査に併せて、保険者を問わず市内で特定健康診査、及

び大阪府後期高齢者医療広域連合が実施する健康診査を受診する４０歳以上の市民を対象に、

不整脈などの発見を目的に心電図検査を実施し、５，８５６人が受診した。 
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５．健康づくり推進事業                       

（１）健康教育事業 

① 健康教育事業 

生活習慣病の予防やその他健康に関する事項について、正しい知識の普及を図ることにより、

「自らの健康は自らが守る」という認識と自覚を高め、健康の保持増進に資することを目的に、

健康教育を実施した。 

種 類 実施回数（回） 実人数（人） 延人数（人） 

一般健康教育 ８ ２５８ ２７５ 

歯周疾患健康教育 ４ １１ １５ 

② こころの健康づくり啓発事業 

ア.啓発事業 

自殺防止対策の必要性を啓発するために、キックス・保健センターのトイレ、図書館にパン

フレットを設置するとともに、若者向けの啓発として、パンフレットと府・市の相談機関一覧

を河内長野市薬剤師会加入の薬局と図書館、ハローワークに配架した。 

また、９月の自殺予防週間や３月の自殺対策強化月間等に広報紙に記事を掲載。市ホームペ

ージでも１年を通して情報が把握できるようにした。 

イ.自殺対策連絡会議 

総合的かつ効果的な自殺対策を推進し、市及び関係機関の連携と相談員のスキルアップを図

ることを目的として、自殺対策連絡会議とゲートキーパー養成研修を令和３年１１月に開催し

た。 

ウ.こころの悩みに関する相談 

   新型コロナウイルス感染拡大で不安やストレスを感じている人やこころの症状で悩んでい 

る人を対象に、相談体制の確保及び自殺対策計画のこころの相談体制の充実を図ることを目的 

に、公認心理師による相談を令和３年７月に実施した。 

③ 健康啓発事業 

市民一人ひとりが健康に関心を持ち、また実践することによって、健康で明るく住みよいま

ちづくりを目指し、がん検診に関する啓発や集団がん検診等を行った。 

イベント名 開催日 開催場所 主な内容 参加者(人） 

天野山金剛寺に

おける乳がん検診 

啓発イベント 

令和３年 

１０月１日 

 

天野山 

金剛寺 

 

乳がん検診啓発 １８ 
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乳がん講演会 
令和３年 

１０月１日 

保健センター 

オンライン 

乳がんの予防・早期発

見・治療についての講

演 

１９ 

健康の日 

関連イベント 

令和３年 

１１月１３日 
保健センター 

集団がん検診（胃がん、

肺がん、大腸がん、乳

がん、子宮頸がん） 

５７ 

アスマイル   

説明会・登録会 

令和３年６月

から１１月に

４回 

市民サロン 

保健センター 

市内地域 

アスマイルについての

説明、相談、個別登録

支援 

５３ 

 

（２）健康づくり推進員事業 

地域の健康力の向上を図るため健康づくり推進員の活動を支援した。年度末での推進員数は３１

人であった。 

定例会を２回、フォローアップ研修を２回開催し、延４９人の出席があった。養成講座は２回開

催し、延８人の出席があった。また、ウォーキング講師派遣事業は、２回実施した。 
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６．救急医療関係事業                          

（１）広域小児急病診療事業 

日曜日・祝休日・年末年始（１２月２９日～１月３日）の昼間、土曜日・日曜日・祝休日・年末

年始の午後４時～８時、毎日の夜間から早朝における小児の救急医療体制を河内長野市、富田林市、

大阪狭山市、太子町、河南町、千早赤阪村の南河内南部３市２町１村が医師会等の協力を得て実施

した。 

  ＜広域小児急病診療受診状況＞ 

 稼働日数 稼働時間 診療 

病院 

広域体制全

体受診人数 

河内長野市 

在住者受診 

人数（内数） 

日曜   

祝休日 

年末年始 

        

７２日 

午前９時～    

１１時３０分 

午後１時～    

３時３０分 

   

富田林

病院 

      

１，７７３人 

 

４８０人 

夜間 ３６５日 午後８時～午前８時 
指定 

病院 
１,９７０人 ４９３人 

土曜・日曜 

祝休日  

年末年始 

 

１２３日 

 

午後４時～８時 
指定 

病院 

 

７８８人 

 

 

２３７人 

（２）二次救急医療体制運営事業 

南河内圏域における二次救急医療（入院等を必要とする医療）体制の整備を図るため、南河内９

市町村（河内長野市、富田林市、松原市、羽曳野市、藤井寺市、大阪狭山市、太子町、河南町、千

早赤阪村）が共同で一次救急医療を補う二次救急医療体制（日曜日・祝休日・年末年始７２日、夜

間３６５日）及び準夜初期救急医療体制（年間３６５日の午後８時～１１時）への支援を実施した。 

  ＜各市町村負担金＞ 
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市町村名 
二次救急医療体制整備費補助金 

交付事業負担金（円） 
準夜初期救急医療事業負担金（円） 

富田林市 ４,６６９,８６６ ３,１５４,４００ 

河内長野市 ４,３９１,１７７ ２,９６６,１５１ 

松原市 ５,０４６,８０９ ３,４０９,０１７ 

羽曳野市 ４,６７８,６０２ ３,１６０,３０１ 

藤井寺市 ２,７２３,３６８ １,８３９,５８０ 

大阪狭山市 ２,４９０,６４６ １,６８２,３８１ 

太子町 ５６３,１４６ ３８０,３９３ 

河南町 ６５３,６８１ ４４１,５４９ 

千早赤阪村 ２１６,４８０ １４６,２２８ 
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７．食育推進事業                               

（１）食育の啓発及び推進 

「河内長野市食育推進計画」に基づき、生涯を通じた健全な食生活や健康の増進等を実現するこ

とができるよう、市民一人ひとりが、食に関する正しい知識と食を選択する能力を身につけること

をめざした食育の推進について、以下の取組みを実施した。  

①  朝食を欠食する人を減らすため、乳幼児健診、各種健診、健康教育等で、朝食の大切さやレ

シピを記載したチラシを配布し、啓発を行った。 

②  食育を推進する食のボランティア（食生活改善推進員）と一緒に、地域等で使用する食育媒

体を作成した。 

③  離乳食・幼児食相談会を年６回実施し、個別の相談に応じるとともに、望ましい食習慣の普

及や保護者の不安の軽減を図った。 

 

（２）食生活改善推進員の研修会 

 食生活改善推進員を対象に研修会を年１回実施し、食生活改善推進員の資質向上を図った。 

      １月２０日 

参加者数 １８人 

決算書掲載頁 151 

８．保健センター等整備事業                                

（１）施設の移転に伴う工事 

保健センターの移転により、道路の案内標識の新設及び旧標識の撤去を行った。 

工事・業務名等 
執行額(円) 

(契約額) 
受託者 

業務着手日 

業務完了日 
業務概要 

保健センター標識

整備工事 
3,566,200 (株)キング工業 

R2.12.17 

R3.4.30 

保健センターの移転に伴

う新施設標識の新設及び

旧施設標識の撤去工事 

決算書掲載頁 151 

９．予防接種事業                                

河内長野市医師会等に委託し、事業を実施した。 
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（１）予防接種事業の実施   

予防接種法に基づき、定期の予防接種等を実施した。 

＜予防接種の接種状況＞ 

種  別 接 種 年 齢 回数 
実施 

期間 

接種者数

（人） 

ロタウイルス 

生後６週～生後２４週（ロタリック

ス） 
２回 

通年 

７５２ 

生後６週～生後３２週（ロタテック） ３回 １９０ 

ヒブ 生後２か月～５歳未満 ４回 通年 １，７７４ 

小児用肺炎球菌 生後２か月～５歳未満 ４回 通年 １，７６４ 

Ｂ型肝炎 １歳未満 ３回 通年 １，３１１ 

四種混合 (ｼ ﾞ ﾌ ﾃ ﾘ

ｱ・百日せき・破傷

風・不活化ﾎﾟﾘｵ） 

※ﾎﾟﾘｵのみ含む 

1期 生後３か月～７歳６か月未満 ４回 通年 １，８０１ 

ＢＣＧ（結核） １歳未満 １回 通年 ４２２ 

水痘 １歳～３歳未満 ２回 通年 ９５０ 

麻しん風しん 1期 １歳～２歳未満 １回 通年 ４６４ 

麻しん風しん 2期 保育園・幼稚園等の年長児にあたる人 １回 通年 ６１７ 

麻しん風しん救済 1期 ２歳～６歳未満※１期未接種者 １回 通年 ６ 

麻しん風しん救済 2期 小学１年生※２期未接種者 １回 通年 １０ 

二種混合 (ｼ ﾞ ﾌ ﾃ ﾘ

ｱ・破傷風） 
2期 １１歳～１３歳未満 １回 通年 ６２２ 

日本脳炎 

（特例措置含む） 
1期 ６か月～７歳６か月未満 ３回 通年 １，４２０ 

日本脳炎 

（特例措置含む） 
2期 ９歳～１３歳未満 １回 通年 ６０４ 

子宮頸がん 小学６年生～高校１年生の女子 ３回 通年 ４０５ 

高齢者インフルエンザ 
満６５歳以上又は６０歳～６５歳未

満で、厚生労働省令の要件を満たす人 
１回 

10月1日～ 

1月31日 
２０，７１６ 

高齢者用肺炎球菌 

当該年度末で６５歳以上である人及

び 

６０歳～６５歳未満で、厚生労働省令

の要件を満たす人 

１回 通年 １，２８５ 

 

（２）高齢者用肺炎球菌ワクチン等接種費用助成事業 

① 高齢者用肺炎球菌ワクチン    

当該年度末で６５歳以上で定期の予防接種に該当しない人 １６０ 人 

② 成人用等風しん予防接種        

河内長野市民で妊娠を希望する女性、妊娠を希望する女性の配偶者又は妊娠している女性の   

配偶者 ８７人 
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（３）風しん第５期定期予防接種の実施  

 風しんに係る公的な予防接種を受ける機会がなかった、昭和３７年４月２日～昭和５４年４月１

日生まれの男性を対象に風しん第５期定期予防接種を実施した。 

 抗体検査４２１人   予防接種８５人 

 

（４）骨髄移植患者等ワクチン再接種費用助成事業の実施  

骨髄移植等により、従前に受けた定期の予防接種の予防効果が期待できないと判断されたものに

対し、再接種費用の助成を行った。給付件数 ２件（申請者１人） 

 

（５）予防接種費用の償還払いの実施  

他市の医療機関等、本市と委託契約のない医療機関で予防接種を受けたものに対し、対象となる

予防接種の費用について、償還払いを行った。 

小児個別予防接種１９件 高齢者インフルエンザ１２６件 高齢者肺炎球菌１６件 成人用風し

ん２４件 

 

（６）予防接種健康被害関係事業の実施  

予防接種による健康被害者に対して、障がい年金等の給付を行った。給付件数 １件                                 

決算書掲載頁 153

１０．新型コロナウイルス対策事業                           

新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ-１９）の拡大を予防するために、新型コロナウイルス

感染症に関する相談や、自宅療養者への支援、保健所や医療機関と連携して予防・啓発を行うなど

の対策事業を実施した。 

 

（１）新型コロナウイルス相談事業 

① 新型コロナウイルス感染症に関する相談受付の窓口として、保健センターにコールセンターを

設置し、市民からの相談に対応するとともに、相談内容に応じて、大阪府の新型コロナ受診相談

センターや富田林保健所等と連携するなど状況に応じた対応を行った。 

 電話による相談件数 ３,５３３件 

② 新型コロナウイルス感染拡大で不安やストレスを感じている人やこころの症状で悩んでい 

る人を対象に公認心理師による相談を実施し、不安の軽減に努めた。 

 

（２）新型コロナウイルス自宅療養者等支援事業 

① 新型コロナウイルスに感染し、自宅療養を指示された人に、家庭内感染防止等のために置き配

（非対面配達）にて感染予防対策グッズの提供と、お困りごとの相談を行った。必要時にはパル

スオキシメータの貸与や生活用品の提供も行った。 

電話による自宅療養者の相談件数 ６６２人 

② 妊娠中、新型コロナウイルスに感染すると重症化しやすいとされていることから、妊婦に対し

て母子手帳交付時の面接等で感染予防対策グッズの提供を行った。 

感染予防対策グッズ配布   人数（人） 

自宅療養者等 ４６３ 

妊婦 ３４６ 

 

（３）新型コロナウイルスワクチン接種事業 

新型コロナウイルス感染拡大を防止するため、新型コロナウイルスワクチンの接種を実施した。 
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① １・２回目接種実績（１２歳以上対象）             令和４年３月２８日時点 

 
② ３回目接種実績（１８歳以上対象）               令和４年３月２８日時点 

 
③ 年代別接種実績                        令和４年３月２８日時点

 

※VRS（新型コロナワクチン接種記録システム）で年齢・性別が不明の方がいるため、 

   「全体数＝65歳以上の接種数＋12歳以上 64歳以下の接種数」（1・2回目接種）、 

「全体数＝65歳以上の接種数＋18歳以上 64歳以下の接種数」（3 回目接種）にはなりません。 

 

＜新型コロナウイルスワクチン接種に係る委託業務等＞ 

業務名等 
執行額(円) 

(契約額) 
受託者 業務概要等 

清掃業務 1,468,776 ㈱リメイン 旧保健センター定期清掃 

空調機器保守点

検管理業務 
286,000 アイシン空調㈱ 

旧保健センター空調機器保守点

検 

36,491 人 57,616 人 94,107 人

34,735 人 48,134 人 83,408 人

95.2 ％ 83.5 ％ 88.6 ％

34,608 人 47,722 人 82,847 人

94.8 ％ 82.8 ％ 88.0 ％

対象者数
(令和3年12月末日時点)

1回目接種者数

2回目接種者数

. 65歳以上

接種率

接種率

12歳以上
全体

64歳以下

36,491 人 52,698 人 89,189 人

28,449 人 14,152 人 42,658 人

78.0 ％ 26.9 ％ 47.8 ％接種率

3回目接種者数

. 65歳以上
18歳以上

全体
64歳以下

対象者数
(令和3年12月末日時点)

12～14歳 2,417 人 1,300 人 53.8 ％ 1,243 人 51.4 ％ 人 ％

15～19歳 4,360 人 3,309 人 75.9 ％ 3,261 人 74.8 ％ 141 人 3.2 ％

20～29歳 8,619 人 7,011 人 81.3 ％ 6,914 人 80.2 ％ 1,423 人 16.5 ％

30～39歳 8,869 人 7,199 人 81.2 ％ 7,119 人 80.3 ％ 1,584 人 17.9 ％

40～49歳 12,510 人 10,522 人 84.1 ％ 10,459 人 83.6 ％ 2,883 人 23.0 ％

50～59歳 14,066 人 12,563 人 89.3 ％ 12,508 人 88.9 ％ 4,635 人 33.0 ％

60～64歳 6,775 人 6,230 人 92.0 ％ 6,218 人 91.8 ％ 3,486 人 51.5 ％

65歳以上 36,491 人 34,735 人 95.2 ％ 34,608 人 94.8 ％ 28,449 人 78.0 ％

対象者数年代別
接種者数

1回目接種

接種率

2回目接種

接種者数 接種率

3回目接種(18歳以上)

接種者数 接種率
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消防用設備等点

検業務 
26,400 ㈱木村防災設備 

旧保健センター消防用設備等点

検 

自動扉開閉装置

保守点検業務 
22,000 ナブコドア㈱ 

旧保健センター自動扉開閉装置

保守点検 

エレベーター保

守点検業務 
265,100 

日本エレベーター

製造㈱ 

旧保健センターエレベーター保

守点検 

貯水槽清掃点検

業務 
49,500 

㈱河内長野清掃管

理事業所 
旧保健センター貯水槽清掃点検 

電算処理業務 2,761,000 ㈱両備システムズ 
予防接種台帳システムの新型コ

ロナワクチン対応改修業務 

予防接種業務 504,381,603 

河内長野市医師会

等 

（全国知事会と日

本医師会との集合

契約に基づく） 

新型コロナワクチン接種に関す

る業務 

新型コロナウイ

ルスワクチン接

種事業支援業務 

285,614,687 
㈱日本旅行関西法

人営業部 

コールセンター業務 

予約システム構築 

接種券・予診票の作成業務 

事務処理業務 

接種券印刷・発送業務 

集団接種業務 

新型コロナウイ

ルスワクチン配

送業務 

18,747,190 ㈱ロジクエスト 新型コロナワクチンの配送業務 

新型コロナウイ

ルスワクチン集

団接種補助業務 

750,750 
河内長野市シルバ

ー人材センター 

新型コロナワクチン集団接種の

補助業務 

新型コロナウイ

ルスワクチン接

種事務業務 

703,025 

①河内長野市医師

会 

②河内長野市薬剤

師会 

③河内長野市歯科

医師会 

新型コロナワクチン接種に伴う

医師、薬剤師及び歯科医師の出

務調整等事務手数料 

医療廃棄物収集

処理業務 
73,810 

①DINS関西㈱ 

②㈱国中環境開発 

①医療廃棄物処分業務 

②医療廃棄物収集・運搬業務 

決算書掲載頁 155 

79



健康推進課 

１１．休日急病診療関係事業                                

（１）休日急病診療事業 

医療機関の通常の診療日及び診療時間外において、医療を必要とする急病患者に診療を行うため、

医師会・歯科医師会・薬剤師会の協力を得て、日曜日・祝休日・年末年始（１２／３０～１／３）・

土曜日における急病患者の診療を行い、救急医療体制の確立を図ることで市民の安全安心の確保に

努めた。 

  ＜診療日等＞ 

診療科目 診療日 受付時間 

 

内科 

土曜日 午後６時～８時４０分まで 

日曜日・祝休日 

年末年始（12/30～1/3） 

午前１０時～１１時４０分まで 

午後 １時～ ３時４０分まで 

 

歯科 

5/2～5/5 

年末年始（12/30～1/3） 

午前１０時～１１時４０分まで 

午後 １時～ ３時４０分まで 

日曜日・祝休日 午前１０時～１１時４０分まで 

 ＜患者数＞                               （単位：人）                                         

診療日 診療日数 内科 その他 歯科 計 

日曜日等   ７０日 ４６０ １７ ７４ ５５１ 

土曜日   ５０日  ４７  ２ ―  ４９ 

計 １２０日 ５０７ １９ ７４ ６００ 

 診療・検査体制を確保するため、休日急病診療所において新型コロナウイルス感染症の検査を実

施し、発熱患者への迅速な診断・治療に努めた。 

検査実施期間：ゴールデンウィーク５/２・５/４・５/５（３日間）年末年始１２/３０～１/３

（５日間）・１０月以降の日曜日・祝日 検査日数合計：３９日 検査人数：２７１人  

決算書掲載頁 155 

１２．障がい児（者）歯科診療事業                                 

（１）南河内圏域障がい児（者）歯科診療事業 

河内長野市、藤井寺市、羽曳野市、富田林市、大阪狭山市、太子町、河南町、千早赤阪村の南河

内５市２町１村が共同して広域により取り組み、南河内圏域６歯科医師会（河内長野市歯科医師会、

富田林歯科医師会、狭山美原歯科医師会、松原市歯科医師会、藤井寺市歯科医師会、羽曳野市歯科

医師会）の協力のもと、知的・身体・精神障がいがある人で、地域の歯科診療所での診療が困難で

診療介助等を要する方の口腔ケア・治療・予防を目的に以下のとおり診療を実施した。 

また、大阪大学歯学部附属病院の障害者歯科治療部の歯科医師の派遣により、各市町村の担当歯

科医師と共に治療を行うことで各市町村の歯科医師のスキルアップを狙い、各市町村での歯科治療

技術のフィードバックを目的として行った。 

  ＜診療日等＞ 

診療日 診療時間等 診療場所 

木曜日 

（祝休日・年末年始を

除く） 

午後１時～５時 

＊要予約 

予約受付は平日の午前９時～午後５時 

（診療時間外の予約受付は、 

河内長野市立保健センターで実施） 

河内長野市立休日急病

診療所 
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  ＜患者数＞                               （単位：人） 

診療日数 南河内圏域全体 河内長野市民（再掲） 

患者数 初 診 再 診 患者数 初 診 再 診 

４８日 ６６１ １３ ６４８ ３５７ ７ ３５０ 

                                    決算書掲載頁 157 

１３．保健センター施設管理事業                                

（１）保健センター施設管理の実施 

市民に対する健康診査事業や母子保健事業、相談事業等を行うため、保健センターの効率的な維

持管理、運営を行った。また保健センター運営に必要な施設（建物延床面積１８３２．１４㎡）を

維持するため、河内長野市立保健センター条例に基づき適切な施設管理を行った。 

  ＜保健センター施設整備等に係る委託業務等＞ 

業務名等 執行額(円) 

(契約額) 
受託者 業務概要等 

機械警備業務 343,984 

①セコム㈱ 

②近畿ビルサー

ビス㈱ 

①保健センターの機械警備

業務 

②旧保健センターの機械警

備業務 

清掃業務 385,000 ㈱リメイン 保健センターの清掃業務 

空調機器保守点

検管理業務 
357,500 アイシン空調㈱ 

保健センターの空調機器保

守点検管理業務 

消防用設備等点

検業務 
44,000 ㈱木村防災設備 

保健センターの消防用設備

等点検業務 

貯水槽清掃点検

業務 
47,300 

㈱河内長野清掃

管理事業所 

保健センターの貯水槽清

掃点検 

自動扉開閉装置

保守点検業務 
158,400 

寺岡オート・ドア

システム㈱ 

保健センターの自動扉開

閉装置保守点検業務 

エレベーター保

守点検業務 
465,300 

三菱電機ビルテ

クノサービス㈱

関西支社 

保健センターのエレベー

ター保守点検 

電気設備保安管

理業務 
272,800 

①㈱ファシリテ

ィメンテックス 

②宮川電気設備

管理事務所 

①保健センターの電気設備

保安管理業務 

②旧保健センターの電気設

備保安管理業務 
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   決算書掲載頁 83 

１．旅券事業                                                            

旅券（パスポート）発給事務 

大阪府から権限委譲を受け、市役所窓口での旅券の新規・記載事項変更・査証欄増補申請等の各

種申請受付と旅券の交付及び紛失届を受理するサービスを実施するとともに、申請に必要となる戸

籍謄（抄）本の交付（本市に本籍を置く方）及び旅券の取得に係る手数料の支払いに必要となる収

入印紙の販売、府手数料の収納を旅券窓口で一括して行い、市民の利便性を図った。 

 

① 申請件数 

      種  類   件 数 

１０年旅券（２０歳以上）   ２７６ 

５年旅券（１２歳以上）   ８１ 

５年旅券（１２歳未満）     １７ 

記載事項変更旅券     ７ 

査証欄増補旅券      １ 

      合  計   ３８２ 

② 交付件数 

      種  類   件 数 

１０年旅券（２０歳以上）   ２７５ 

５年旅券（１２歳以上）   ８０ 

５年旅券（１２歳未満）     ２３ 

記載事項変更旅券     ７ 

査証欄増補旅券      １ 

      合  計   ３８６ 

③ 紛失届受理件数・・・２件 

＊申請件数と交付件数の差異は、申請から交付まで原則１０営業日かかるとともに、旅券の受

領期限が旅券発行日から６箇月以内となっているため。 

 

 

決算書掲載頁 109 

２．住居表示関係事業                         

（１）住居表示案内板等の維持管理業務 

住居表示実施済区域において、地元自治会からの依頼により、現地調査を行い、住民の生活上支

障をきたすと判断した既設住居表示案内板、街区表示板等について修繕などを行った。 

   案内板取替修繕 清見台１丁目等 ３０６，９００円 

 

（２）新築届等の受理及び表示板の交付業務 

河内長野市住居表示条例第３条第１項に規定する、建築物の新築届がなされた新番号付番分１２

３件及び建築物の建て替えや滅失・欠落等による住居番号表示板の交付申請がなされたもの２３件

について、それぞれ住居番号表示板の交付を行った。 

市民窓口課 
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（３）住居表示証明書の交付業務 

各種の住所変更手続きに際し必要とされる河内長野市住居表示規則第６条の規定による住居表

示証明について１７３件、１９４枚の交付を行った。 

 

 

決算書掲載頁 109 

３．住民基本台帳及び印鑑関係事業                   

（１）住民基本台帳の適正管理 

住民基本台帳は、制度の発足以来、選挙人名簿の整備、課税権の行使、国民健康保険、介護保険､

国民年金、児童手当、予防接種等住民の権利義務にも広く利用されているので、正しく反映される

ように、転出入届出の受付、住民票の写しの交付など適正かつ円滑な事務処理に努めた。 

また、届出受付や諸証明交付などの窓口事務を行うにあたっては、個人情報保護の立場から本人

確認等厳正な審査に努めた。 

① 人口及び世帯数の推移（各年度末現在） 

年度 世帯数 人 口 男 女 
対前年度比 

増減数 (人） 増減率（％） 

２９ 47,379 106,713 50,504 56,209 -1,250 -1.2 

３０ 47,409 105,377 49,757 55,620 -1,336 -1.3 

１ 47,453 104,031 49,071 54,960 -1,346 -1.3 

２ 47,690 102,920 48,467 54,453 -1,111 -1.1 

３ 47,503 101,276 47,693 53,583 -1,644 -1.6 

② 人口動態（各年度末現在） 

年度 人口増減 
自 然 動 態  社 会 動 態  

増 減 出 生 死 亡 増 減 転 入 転 出 その他記載 その他消除 

２９ -1,250 -570 555 1,125 -680 2,569 3,289 66 26 

３０ -1,336 -625 533 1,158 -711 2,568 3,297 36 18 

１ -1,346 -746 504 1,250 -600 2,629 3,245 35 19 

２ -1,111 -798 446 1,244 -313 2,552 2,887 33 11 

３ -1,644 -940 458 1,398 -704 2,366 3,091 31 10 

 

（２）住民異動の処理 

各種の住民異動届により、住民基本台帳への記載及び消除の事務を行った。 

① 住民異動届等の件数 

種別 転入 転出 転居 
世帯 職権 

計 
主変更 分離 合併 変更 修正 記載 消除 

件数 1,748 2,572 1,039 29 207 79 17 1,785 33 10 7,519 

② 通知による処理件数 

種別 転入通知 住変通知 
職権 

修正等 出 生 死 亡 

件数 2,947 4,971 425 12 95 
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（３）印鑑登録事務 

印鑑登録事務は市民の財産権に直結する重要な事務であり、市民の経済活動を円滑に行うため、

適正かつ慎重な事務処理に努めた。 

印鑑登録件数 67,253 

新規登録件数 2,730 

除 印 件 数  3,461 

 

（４）窓口業務 

窓口業務は、行政事務の基礎となる個人の身分関係や居住関係を登録し、公証する窓口としての

役割を担っていることから慎重かつ適正な事務処理に努めた。 

特に、個人の身分・居住関係の登録、公証業務に関しては利害関係や人権問題に抵触する重要な

業務であるので事務処理については、慎重かつ厳正な審査・指導を実施した。 

また市民の利便性に配慮して市民窓口課の業務だけでなく、出生届に際しては児童手当、子ども

医療の案内、予防接種手帳の配布、新規転入者に対しては保健センター年間事業案内、広報紙、市

勢要覧などの配布等にも努めた。 

なお、窓口業務については、旅券事業の窓口業務と共に令和元年９月よりマニュアル作成などの

準備を開始し、翌２月よりアウトソーシングを開始した。  

委託先：パーソルテンプスタッフ（株）西日本ＯＳ事業本部 委託料 48,925,800円 

 

① 窓口の主な事務処理件数 

種別 
戸籍関係 

届  出 

住民異動 

届 出 

印鑑登録 

申  請 

印鑑登録 

廃    止 
計 

件数 2,922 8,168 2,730 841 14,661 

② 諸証明交付件数及びその内訳 

項 目 手 数 料 有  手数料無（公用等） 

住 民 票 関 係  33,819 1,979 

戸 籍 の 附 票  2,179 3,196 

戸 籍 関 係  18,583 5,922 

印鑑関係（登録及び証明）  27,702 38 

そ の 他 諸 証 明 540 5 

年 金 現 況 証 明 0 185 

税 証 明 11,173 3,596 

件 数 合 計  93,996 14,921 

③ 死体（胎）埋火葬及び改葬許可事務 

火葬、埋葬、改葬が公衆衛生上、社会通念上、支障なく行われるように適正な事務処理を行

った。 

 ＜許可件数＞ 

種  別 死 体 死 胎 改 葬 解剖提供 計 

件  数 1,434 10 81 0 1,525 

 

（５）「住民基本台帳ネットワークシステム」の適正管理 

「住民基本台帳ネットワークシステム」※を適正に管理、運用するとともに、同システムを利用

したサービスを提供した。 
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外国人住民について、日本人と同様に住民基本台帳ネットワークを運用することにより、関連サ

ービスを提供した。 

広域交付住民票の交付 

住民基本台帳ネットワークシステムを利用して、河内長野市以外の市区町村の住民票の交付

を行った。 

 広域交付住民票の交付件数 ４６件 

※ 住民基本台帳ネットワークシステム 

 ･･･市区町村が行う各種行政サービスの基礎である住民基本台帳データのうち４情報（氏名、性別、住所、

生年月日）、住民票コード及びこれらの変更情報を全国規模でネットワーク利用を図るシステム。 

 

（６）マイナンバーへの対応 

希望者に対し個人番号カードを交付、もしくは再交付した。 

 

個人番号カードの交付・再交付件数 １４，８５６件（うち、再交付１２９件） 

 

（７）証明書コンビニ交付サービスの運用 

個人番号カード（利用者証明用電子証明書を搭載しているカードに限る）を利用して、コンビニ

エンスストアのキオスク端末（マルチコピー機）から各種証明書を取得できるサービスの運用をし

ている。 

諸証明交付件数 

項 目 件  数 

住 民 票 の 写 し 4,119 

印 鑑 登 録 証 明 書  3,531 

住民票記載事項証明書 296 

住民税所得（課税）証明書  605 

件 数 合 計  8,551 

 

 

決算書掲載頁 111 

４．戸籍事業                                                            

（１）戸籍事務 

 戸籍事務は日本国民たる国籍とその親族・身分関係を登録し、公証する唯一の制度として古い

歴史を有し、幾多の変遷を経てきた。戸籍はその利害関係人に広く利用されると共に、人口動態調

査、住民基本台帳等幅広い行政の基礎資料となっているほか、我が国における社会・経済活動の上

で重要な役割をはたしている。 

このような背景のもと、法務局と連携を図り、民法や戸籍法をはじめ、その他関係法規に沿って、

戸籍事務の適正かつ円滑な事務処理に努めた。 

① 本籍数及び本籍人口の推移（各年度末現在） 

     年 度 

区 分 
２９ ３０ １ ２ ３ 

 
本籍数（籍） 37,356 37,587 37,757 37,864 37,862 

本籍人口（人） 94,532 94,765 94,569 94,322 93,888 
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② 事件の取扱状況 

種   別 件 数 種   別 件 数 種   別 件 数 

出 生 806 養 子 離 縁 14 失 踪 1 

認 知 15 婚 姻 991 法７７・７５条の２ 112 

養 子 縁 組 69 離 婚 252 親権・後見・保佐 9 

法７３・６９条の２ 1 国 籍 取 得 0 死 亡 1,654 

復 氏 5 帰 化 5 訂 正 ・ 更 正 47 

姻 族 関 係 終 了 1 氏 の 変 更 18 追  完  等 0 

入 籍 186 名 の 変 更 5 不 受 理 申 出 32 

分 籍 27 転 籍 420 そ の 他 3 

国 籍 留 保 10 国 籍 選 択 1 計 4,684 

 ③ 事務処理内訳の状況 

種   別 件 数 種   別 件 数 種   別 件 数 

新 戸 籍 編 成 649 違 反 通 知 0 そ の 他 0 

戸 籍 全 部 消 除 650 戸籍の再製・補完 0 計 1,299 

 

（２）人口動態調査票作成事務 

戸籍届が出された際に、国の主要統計でもある人口動態調査令に基づき、出生・死亡・婚姻・離

婚・死産の各調査票を作成し、富田林保健所に提出した。 

 

 ＜人口動態調査票作成件数＞ 

種  別 出 生 票 死 亡 票 死 産 票 婚 姻 票 離 婚 票 計 

件  数 479 1,435 10 269 150 2,343 

 

（３）犯罪人名簿調製事務 

犯罪人名簿は本籍地で作成し、選挙人名簿をはじめ各種資格認定、叙位叙勲褒章等に必要とされ

ており、関係官署と連携を密にし、適正かつ厳格な事務処理に努めた。 

    計  ２３７ 件 

 

 

決算書掲載頁 135 

５．国民年金事業                            

（１）被保険者の適用の推進 

本格的な高齢化社会の到来を迎え、国民年金制度は国民の老後の所得保障の中核を担う制度とし

て、果たす役割は一層重要なものになってきており、市町村においても効率的かつ効果的な事務処

理の実施が求められている。 

このような背景のもと、年金事務所との協力連携のもとに、２０歳到達者の完全適用をはじめと

する未加入者の適用推進に努めた。 

 

（２）保険料の免除の適正化 

保険料の免除(法定免除・申請免除)及び学生納付特例などの適正化に努めた。 
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（３）広報活動等の推進 

国民年金制度に対する正しい知識と理解を深めるため、積極的な広報活動を行った。 

 

年度末における国民年金の被保険者数等は、下記のとおりである。 

① 被保険者数                     （単位：人） 

第１号強制 第１号任意 第３号 合計 

１１，７７０ ２５６ ６，２９０ １８，３１６ 

② 適用（加入）状況                                （単位：人） 

第１号強制 

学生 適用もれ ２０歳 

到達 

第 2号から 

移行 

第3号から移行及び

任意加入から移行 

外国から

の転入 

合 計 

０ ４７７ ９４０ １，３１５ ３６５ ６６ ３，１６３ 

③ 免除状況                                  （単位：人） 

免除被保険者数 

法定免除 
申請免除 学生 

納付特例 
納付猶予 合計 

全額 3/4免除 1/2免除 1/4免除 

１，３２１ ２，１２７ １８３ ８２ ４４ １，６２８ ６３６ ６，０２１ 

④ 裁定請求状況 

＜基礎年金等（市受付分）＞ 

年 金 の 種 別 請求件数 

老 齢 基 礎 年 金 ６件 

障 害 基 礎 年 金 ３０件 

特 別 障 害 給 付 金 ０件 

遺 族 基 礎 年 金 １件 

寡 婦 年 金 ２件 

死 亡 一 時 金 ５件 

年金生活者支援給付金 ３６件 

合    計 ８０件 
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決算書掲載頁 119 

１．平和祈念事業                            

（１）平和祈念事業 

市内出身の戦没者９４７名の霊を慰め、哀悼の意を表し、恒久平和を祈願するため、戦没者追

悼式を実施した。また、市内戦没者墓地１９ケ所への供花を行った。 

① 委託業務 

業務名 受託者 委託料 

戦没者追悼式祭壇等設営業務 河内長野市遺族会 490,000円 

② 戦没者墓地巡拝   供花代    48,400円 

 

（２）戦没者墓地管理事業 

 市内戦没者に哀悼の意を表し、市内戦没者墓地の清掃や日常維持管理等を行った。 

委託業務 

業務名 受託者 委託料 

戦没者墓地管理委託料 河内長野市遺族会 545,472円 

 

決算書掲載頁 119 

２．社会を明るくする運動事業                               

（１）社会を明るくする運動事業 

 犯罪や非行の防止と罪を犯した人たちの更生について理解を深め、それぞれの立場におい

て力を合わせ、犯罪や非行のない明るい社会を築くため、７月を「社会を明るくする運動」

強調月間として、啓発活動を実施した。 

なお、例年は関係機関・団体・地域の連携の下、街頭啓発や市民集会などの地域に根差し

た幅広い活動を展開しているが、令和３年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、

イベント等は中止し、中学校・高校へリーフレット等を配布するなど密を避ける方法で啓発

活動を実施した。 

 

受託者        河内長野市社会を明るくする運動推進委員会  

委託料       179,586円 

 

 

決算書掲載頁 119 

３．地域福祉推進事業                               

（１）地域コミュニティソーシャルワーカー配置事業 

制度の狭間や複数の福祉課題を抱えるなど、既存の福祉サービスだけでは対応困難な事案の解決

に取り組む地域コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）を、「いきいきネット相談支援センタ

ー」に配置し、地域における見守りや課題の発見、必要なサービスや専門機関へつなげるなどの支

援を行った。また、地域で支えあい、誰もが住みやすいまちづくりに向けたネットワークの構築に

取り組んだ。  

① 相談件数 延べ１，９２１件 

② 受託者及び委託料等 

地域福祉高齢課 
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受 託 者 委 託 料 配置人数 

社会福祉法人河内長野市社会福祉協議会 17,251,411円 ６人 

河内長野市人権協会 4,444,142円 １人 

 

（２）地域福祉計画推進事業 

地域福祉を総合的・計画的に推進するために「河内長野市地域福祉推進協議会」を開催し、「河

内長野市第３次地域福祉計画及び河内長野市社会福祉協議会第２次地域福祉活動計画」の進行管理

を行った。 

① 地域福祉推進協議会の開催 

開催日 内 容 出席委員 

令和３年 

11月30日（火） 

・第３次地域福祉計画・第２次地域福祉活動計画 

令和２年度の取り組み状況及び評価について 

・第４次地域福祉計画・第３次地域福祉活動計画に

ついて 

11人 

（委員数14人） 

② 委員報酬  90,000円 

 

（３）包括的支援体制整備事業 

地域共生社会の実現を目指し、年齢、性別、生活環境等にかかわらず、身近な地域において誰も

が安心して生活を維持することができるよう、地域住民による支え合いの活性化を図り、支援が必

要な人と地域とのつながりを確保できる体制の整備を図った。 

① 業務名 地域力強化推進事業 

② 受託者 社会福祉法人河内長野市社会福祉協議会 

③ 委託料 7,415,000円 

④ 事業内容 

ア．地域住民が主体的に地域課題を把握し解決を試みることができる環境を整備するため、各

小学校区に地域パートナ―を１３名配置した。 

イ．地域懇談会：地域生活課題について議論する場として各小学校区において地域懇談会を開

催した。 

開催数 参加人数（延べ） 

１１カ所 ２５７名 

ウ．みじかサロン：地域生活課題に関する相談を地域で包括的に受け止める体制として、民

生委員等の地域住民による相談会を開催した。 

開催数 参加人数（延べ） 

９カ所 ７２名 

エ．テーマ型サロン：地域に関わる支援者間で「困っているのでは」という気づきを共有し、

解決する方法を探る場を持つために、テーマ型サロン「ほっとかへん」を開催し、民生委

員や専門職などが参加した。 

開催数 参加人数（延べ） 

３カ所 ４０名 
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決算書掲載頁 119 

４．民生児童委員関係事業                               

（１）民生委員・児童委員関係事業 

地域福祉の中心的な担い手である民生委員・児童委員の活動を支援するため､河内長野市民生委

員児童委員協議会に対し､補助金を交付した。 

① 民生委員児童委員協議会補助金  1,454,000円 

② 民生委員児童委員協議会の主な活動状況 

地区委員長会議、全体研修会、地区民生委員児童委員協議会研修会、高齢者・児童・障がい・ 

主任児童委員各部会活動、各地区での活動を行った。 

広報委員会においては広報紙「みじか」及び機関紙「なごみ」を発行し、民生委員・児童委 

員活動の周知を図った。 

③ 民生委員・児童委員相談・支援件数  ４，３７７件 

   ＜分野別相談・支援件数＞ 

高齢者に関すること １，９２６件 

障がい者に関すること １８０件 

子どもに関すること １，５２３件 

その他 ７４８件 

   

 

           決算書掲載頁 119 

５．地域福祉促進事業                               

（１）社会福祉協議会支援事業 

地域福祉推進の中心的な役割を担う社会福祉法人河内長野市社会福祉協議会の活動を支援する

ために補助金を交付し、小地域ネットワーク活動を始めとした住民による地域福祉活動の充実・推

進を図った。 

 社会福祉協議会補助金         76,387,000円 

  ＜補助対象事業内訳＞ 

   協議会運営事業          6,927,000円 

   事務所解体撤去費          7,205,000円 

   人件費等                 62,255,000円 

 

（２）地域福祉活動支援事業 

地域福祉計画に基づき、地域福祉の推進と地域福祉ネットワークの構築を目指して、地区（校区）

福祉委員会の活動や地域福祉人材育成などの事業に対して補助金を交付した。 

 地域福祉活動支援事業補助金     10,430,000円 

  ＜補助対象事業内訳＞ 

  小地域ネットワーク活動推進事業   9,035,000円 

  地域福祉人材育成事業        595,000円 

  地域福祉ワークショップ事業     800,000円 
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決算書掲載頁 119 

６．地域福祉施設管理運営事業                     

地域主体で運営している「南花台ふれあいプラザ」の活動を支援するため補助金を交付し、高齢

者の生きがいづくりや健康増進を図った。 

 南花台ふれあい活動支援事業補助金   343,000円 

  ＜利用状況＞ 

 開館日数 利用者数 １日平均利用者数 

年 間 １７８日 ２，９０２人 １６人 

  ※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、例年に比べ開館日数及び利用者が減少。 

 

決算書掲載頁 119 

７．地域福祉援護事業                          

（１）成年後見制度利用支援事業 

① 市長申立てによる成年後見審判請求 

  成年後見制度※の利用にあたり、親族等による申立て請求ができない人のために市長申立て 

を行った。 

・申請件数     ３件 

・需用費（申立てにかかる収入印紙代）         10,200円 

・役務費（申立てにかかる切手代、鑑定費用等）   116,796円 

※ 成年後見制度 

…認知症や知的障がい、精神障がい等により、判断能力が不十分になった本人に代わり、家庭裁判所が 

選任した後見人等が財産管理や身上監護を行い、本人が安心して生活できるよう保護支援する制度。 

 

② 権利擁護人材育成事業 

大阪府社会福祉協議会の大阪後見支援センターに業務委託を行い、将来市民後見人として活 

動する市民を養成するとともに、円滑に後見活動を行えるよう市民後見人バンク登録者に対す 

る研修会の開催や、受任した後見人に対する司法書士等への専門相談の実施など支援を行った。    

・市民後見人バンク登録者１１人、受任者４人（令和４年３月３１日現在） 

ア．業務名 権利擁護人材育成事業（市民後見人の養成等） 

  イ．受託者 社会福祉法人 大阪府社会福祉協議会 

  ウ．委託料 731,000円 

 

決算書掲載頁 123 

 

８．住民税非課税世帯等臨時特別給付金事業               

令和３年 11月 19日に閣議決定された「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」による「住

民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金」を対象者に対し迅速かつ適正に給付を行った。 

① 給付額  １世帯あたり 10万円 

② 基準日  令和３年 12月 10日 

③ 対象者  基準日において住民基本台帳に記載されているもので以下のいずれかに該当する 

世帯の世帯主 

93



地域福祉高齢課 

       ・令和３年度分の住民税均等割が非課税である世帯 

       ・令和３年１月以降の家計急変世帯 

④ 受付期間 令和４年２月 28日～令和４年５月 31日 

⑤ 給付件数 （令和４年３月 31日までに給付した件数） 

 給付件数 給付金額 

非課税世帯（プッシュ型） 7,616件 761,600,000円 

非課税世帯（申請型） 9件 900,000円 

家計急変世帯 38件 3,800,000円 

合計 7,663件 766,300,000円 

※４月１日以降の給付については、令和４年度予算で執行 

⑥ 給付事務経費 

費目 金額 概要等 

職員手当 1,882,946円 時間外勤務手当 

需用費 69,900円 事務用消耗品 

役務費 3,407,705円 

コールセンター電話代 

確認書発送及び返信郵送代 

支給決定通知書、現金書留等郵送代 

振込手数料 

委託料 

15,996,200円 
住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付業務

（株式会社日本旅行大阪営業統括部） 

3,850,000円 
臨時特別給付金事業に係るシステム改修等業務 

（株式会社日立システムズ関西支社） 

2,734,050円 
臨時特別給付金支給要件確認書作成等業務 

（株式会社イセトー営業統括本部） 

 

決算書掲載頁 127 

９．福祉施設管理運営事業                                

（１）福祉センター「錦渓苑」 

福祉センター錦渓苑にて高齢者等の生きがいづくり、交流の拠点として、健康の増進や教養の向

上などを目的とした多様な事業を実施した。また、新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言等によ

る事業中止・縮小のため生じた余剰金については、老朽化した設備の修繕に充当し適切な施設管理

に努めた。 

 指定管理者      社会福祉法人河内長野市社会福祉協議会 

 管理運営委託料      62,547,000円 

  

① 利用者の状況 

開館日数 利用者数 １日平均利用者数 浴場利用者数 

２４７日 ２４，８１３人 １００人 １８，１８６人 

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、開館日数が減少。 

② 事業内容 

ア．生きがいづくりに関する事業 

・生涯学習および教養の向上を図るため、健康運動教室を開催した。 

講座開催回数 ２回  参加者数 １５人 
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イ．医療・健康に関する事業  

・理学療法士・看護師による健康運動教室、血圧測定、機能回復維持訓練を行うとともに  

医師やケアマネジャー、地域ＣＳＷによる福祉なんでも相談を実施した。 

機能回復訓練等参加者 ５３人  福祉なんでも相談者数 ４人   

ウ．自主活動の拠点づくりに関する事業  

・センタークラブが活発に活動できるように支援を行うとともに、各センタークラブの紹   

    介ポスターを掲示し、会員の増加を図った。 

      

（２）小山田地域福祉センター 

高齢者の社会参加や生きがい活動の場である小山田地域福祉センター（通称キタバあやたホール）

の適正な管理運営を行った。 

① 利用者の状況 

開館日数 利用者数 １日平均利用者数 浴場利用者数 

２４６日 １３，２７３人 ５４人 ７，２７２人 

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、開館日数が減少。１日は設備の故障にて休館。 

② 委託業務一覧 

業務名 受託者 委託料 

定期清掃業務 株式会社リメイン 604,981円 

浄化槽維持管理業務 株式会社河内長野清掃管理事業所 296,084円 

浄化槽最終清掃点検業務 株式会社河内長野清掃管理事業所 2,145,000円 

貯水槽清掃点検業務 株式会社河内長野清掃管理事業所 80,300円 

給排水設備管理業務 大八建設工業株式会社 493,900円 

濾過装置保守点検業務 鶴亀温水器工業株式会社 155,430円 

給湯用温水ボイラー保守点検

業務 

株式会社ヒラカワ 293,333円 

ヘルストロン保守点検業務 株式会社サンオート 55,000円 

簡易専用水道検査業務 一般財団法人大阪防疫協会 8,250円 

 

（３）清見台地域福祉センター 

高齢者の社会参加や生きがい活動の場である清見台地域福祉センター（通称くすのかホール）の

適正な管理運営を行った。 

① 利用者の状況 

開館日数 利用者数 １日平均利用者数 浴場利用者数 

２４７日 １１，５８２人 ４７人 ７，７０４人 

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、開館日数が減少。 

② 委託業務一覧 

業務名 受託者 委託料 

定期清掃業務 株式会社アカツキ 712,092円 

貯水槽清掃点検業務 株式会社河内長野清掃管理事業所 62,370円 

給排水設備管理業務 大八建設工業株式会社 493,900円 

濾過装置保守点検業務 ローレル株式会社 94,050円 

給湯用温水ボイラー保守点検業務 パーパス株式会社大阪テクニカルサー 132,000円 
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ビスセンター 

マイクロガスコージェネレーション

保守点検業務 

河内長野ガス株式会社 105,600円 

ヘルストロン保守点検業務 株式会社サンオート 55,000円 

簡易専用水道検査業務 一般財団法人大阪防疫協会 8,250円 

 

決算書掲載頁 127 

10．高齢者生きがい対策事業                                

（１）いきいき情報誌の作成・支援 

地域におけるボランティア・地域活動を広く紹介し、高齢者の社会参加促進を目的とした情報誌

の作成を支援した。 

① 情報誌作成活動支援業務委託料  250,000円 

②  受託者   社会福祉法人河内長野市社会福祉協議会 

③ 事業内容  ボランティアによる情報誌作成スタッフの募集 

        取材方法や記事校正能力、編集技術等の向上のための講座の開催 

        情報誌作成に関する企画の提案、編集会議の開催 

        情報誌の配布先・配布方法の提案及び発送 

④ 発行回数  ２回（１１月、４月） 

 

（２）高齢者相互支援推進事業 

介護、援助を要する在宅高齢者とその家族に対する支援を目的として、寝たきりやひとり暮らし

の高齢者宅を訪問する「友愛訪問」を進めるため、市老人クラブ連合会に対して補助金を交付した。 

① 高齢者相互支援推進事業補助金 1,800,000円 

② 訪問回数 70,778回 

 

（３）老人クラブ等活動支援事業 

多くの高齢者がお互いに交流を深めながら、地域に根ざした仲間意識を持って活動を共にするこ

とにより、孤独感を遠ざけ、仲間とともに生きる喜びを高めていくことができるよう、老人クラブ

が行う社会奉仕活動や、教養講座の開催あるいは健康増進事業などに対し補助金を交付し、その活

動を支援した。 

単位老人クラブ補助金（７７クラブ）    4,207,000円                      

老人クラブ連合会補助金          2,037,922円 

 

（４）老人福祉行事開催事業 

 多年にわたって社会に貢献してきた高齢者の長寿をお祝いし、高齢者相互の交流を深めるために

例年実施してきた「いきいき長寿福祉大会」「いきいき長寿スポーツ大会」などの行事は新型コロ

ナウイルス感染症拡大予防のため中止とし、地域高齢者福祉功労者に対して、感謝の意を表するた

め感謝状を贈呈した。 

 

（５）シルバー人材センター支援事業 

高齢者が働くことを通じて生きがいを感じ、積極的な社会参加を促すため、地域に密着した臨時

的・短期的な仕事を提供するシルバー人材センターに対して補助金を交付した。 

① シルバー人材センター補助金 27,669,000円 

② 会 員    ６８５人（男５０６人・女１７９人） 
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③ 平均年齢  ７３．７歳（令和４年３月３１日現在） 

 

 

決算書掲載頁 129 

11．長寿ふれあい基金事業                                

（１）長寿ふれあい基金事業 

生きがいとふれあいのある思いやりに満ちた長寿社会を目指して、在宅福祉の向上、健康づくり、

地域福祉にかかわる人材の確保、育成等の高齢者福祉の推進に資するため、平成３年１２月に「河

内長野市長寿ふれあい基金」を設置した。 

高齢者福祉に対する寄附金収入を基金に積み立てるとともに、高齢者福祉の推進を目的とした重

点事業に基金を活用した。 

 

  ＜長寿ふれあい基金の現状＞ 

 金 額 内  訳 

令和３年度当初基金額 722,186,980円  

令和３年度基金取崩し金額 22,240,840円 

高齢者公共交通利用促進事業 

住民主体による複合型生活支援サービ

ス事業 

地域共生社会の実現に向けた包括的支

援体制構築事業 

河内長野市社会福祉協議会事務所跡地

活用事業 

都市公園等整備事業 

令和３年度基金積立額 5,323,953円 高齢者福祉に対する寄附金 

令和３年度末基金総額 705,270,093円  

令和３年度基金利子収入 418,869円 
長寿ふれあい活動助成金 

在宅老人介護支援金 

 

（２）長寿ふれ愛活動助成事業 

高齢者福祉の推進を目的とした活動に対し助成金を交付した。 

① 助成対象事業の概要 

高齢者の独り暮らし世帯等の見守り、地域住民相互の助け合いの推進 

② 助成金交付団体数    １団体        助成金     25,000 円 

 

 

決算書掲載頁 129 

12．敬老祝事業                                

（１）敬老祝事業 

９月に１００歳、男女最高齢者に長寿を祝う敬老品を贈呈した。 

年 齢 人 数 報償費（記念品） 

１００歳 ３４人 126,786円 

最高齢 ２人 19,008 円 
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決算書掲載頁 129 

13．在宅高齢者支援事業                                

（１）在宅高齢者訪問等支援事業  

住みなれた地域で自立した日常生活を継続することができるよう、ひとり暮らし高齢者や緊急通

報システム登録者の自宅を訪問し、身体状況や生活状況、緊急連絡先の把握を行った。 

 受託者  （福）博光福祉会、（福）長野社会福祉事業財団、（医）生登会 

  委託料  5,400,000 円 

  

＜訪問件数＞  

事業名 
緊急通報シ

ステム出動 

住宅改修支

援 事 業 

ひとり暮らし高

齢 者 実 態 調 査 

緊急通報システム

登録者訪問調査 

件 数 ３７件 ８４件 ３３８件 ４７３件 

 

（２）在宅高齢者支援事業 

① 寝具洗濯乾燥サービス助成事業 

寝たきり状態や失禁などにより頻繁に寝具の洗濯乾燥が必要な６５歳以上の在宅高齢者に 

対し、掛け布団・敷き布団・毛布の寝具洗濯乾燥に係る費用の一部を助成した。 

（利用件数 ９ 件 受託者：河内長野クリーニング協力会  委託料 22,275円） 

② 訪問理容サービス事業 

寝たきりなどの理由から理容店に出向くことが困難な高齢者に対し、登録理容店から自宅

へ訪問し、理容サービスを行った。 

（利用件数８７件 受託者：大阪府理容生活衛生同業組合河内長野支部 委託料 261,000 円） 

③ 短期ベッド貸出事業 

病院または介護保険施設に入院または入所中の高齢者が一時的に居宅へ帰るために必要 

となる特殊寝台等の貸出を行った。 

（利用回数２件 受託者：株式会社 グリーンケア 委託料 11,700 円） 

④ 高齢者緊急シェルター事業 

虐待等により緊急に保護を必要とする高齢者を一時的に高齢者緊急シェルターへ入所させ

た。また、そのために必要となる居室を確保した。 

（実利用者数１人  利用日数 ９日間  委託料 825,089 円） 

⑤ 高齢者住宅改造助成事業 

日常生活の基盤となる住宅について、手すりの設置や床段差の解消などの改造にかかる経

費を助成した。 

  （助成件数２件 助成金額 333,000 円） 

⑥ 老人日常生活用具給付等事業 

ひとり暮らし高齢者などに対し、日常生活用具の給付、貸与を行った。 

・給付 電磁調理器 ５件 55,000円 

    自動消火器 ２件 61,600円 

    火災報知器 ２件 13,200円 

・貸与 老人用電話 （新規）０人（廃止）０人  

       （３月末利用件数)２人 年間 44,154円 

⑦ 認知症高齢者等個人賠償責任保険事業 
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認知症の人やその家族が住み慣れた地域で安心して生活ができるよう、市が保険契約者と

して個人賠償責任保険に加入し、被保険者が損害賠償責任を負う場合などに保険金の支払い

を受けることができる事業を令和３年８月から実施した。 

（被保険者数５０人 保険料 52,000円） 

⑧ 新型コロナウイルス感染症に係る自宅療養者への食のつなぎ等支援事業 

新型コロナウイルス感染症による自宅療養者のうち食事の調達が困難な方を対象として、

保健所が対応するまで間、河内長野市医師会地域連携室等関係機関と連携のもと、必要な数

食のパッケージを配達した。 

（配達件数 １５３件 ５２７セット(内９０セット寄付等)消耗品費 1,143,560円） 

 

 

 

決算書掲載頁 129 

14．在宅老人介護支援金給付事業                                

要介護４または要介護５の認定を受けた高齢者を在宅で介護している家族を対象に、介護にかか

る経済的負担を軽減するため、月額 10,000円の給付金を支給した。 

 

＜支給人数及び支給金額＞ 

支 給 月 ７月 １０月 １月 ４月 随時払 合計 

対 象 月 ４～６月分 ７～９月分 １０～１２月分 １～３月分 ― ― 

支 給 延 対

象 者 数 

４２人 ４３人 ３９人 ３６人 １６人 １７６人 

支 給 金 額 420,000円 430,000円 390,000円 360,000円 160,000円 1,760,000円 

 

 

決算書掲載頁 129 

15．老人ホーム入所措置事業                        

経済的及び環境上の理由により居宅での生活が困難な高齢者に対し、養護老人ホームへの入所措

置を行った。 

扶助費 27,044,114円（年間延べ入所者数１４１人） 

 

  ＜措置状況＞                          

新規入所者数 退所者数 年度末措置者数 

０人 １人 １１人 

 

 

決算書掲載頁 129 

16．南河内広域高齢者福祉事業                                

大阪府からの権限移譲のうち「指定居宅サービス事業者の指定等」「有料老人ホーム設置届等各

種届出の受理等」「特別養護老人ホーム（定員２９名以下）の設置の認可等」等の事務について、

河内長野市、富田林市、大阪狭山市、太子町、河南町及び千早赤阪村の３市２町１村で共同で事務
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を処理することで、円滑に高齢者福祉等にかかる業務を推進した。 

負担金 11,669,000円 

指定居宅サービス事業者の指定等 ７０２件 

有料老人ホーム設置届等各種届出の受理及び運営指導等 ２４件 
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決算書掲載頁 121 

１．生活支援扶助事業                                

これまでの日本では、安定的雇用を土台とした社会保険制度や労働保険制度（いわゆる第一のセ

ーフティネット）が機能した上で、最終的に困窮に至った場合には生活保護制度（いわゆる第三の

セーフティネット）が国民の最低生活の保障を行ってきた。 

近年は市人口の減少に伴い生活保護受給世帯も減少しているが、家庭の核家族化やニート、ひき

こもり等の家庭内事情による困窮リスクの増大並びに新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ

る経済活動の停滞、非稼働年齢層である「高齢者世帯」の増加などの社会的な要因もあり、依然と

して生活困窮者への支援ニーズは高いままである。 

このため本市では、生活困窮者自立支援法に基づき、生活保護に至る前の段階から早期に支援を

行うという、いわゆる第二のセーフティネットとして、生活困窮者自立支援相談員等により生活に

困窮している人や将来的に生活に困窮するおそれがある人に寄り添って相談を受けるなどの自立

に向けた支援に取り組んだ。 

 

（１）生活困窮者自立支援事業 

生活福祉課の窓口において生活困窮者自立支援相談員２名及び就労支援員２名（生活保護受給者

就労支援を兼務）を配置して、生活上の経済的な困りごとや悩みごと、不安等を抱えている人に対

して、相談者に寄り添った形で相談を受けるとともに、就労支援等の実施や関係機関の紹介及び連

携等の支援を行った。 

また、生活困窮者等の支援対象者の掘り起しを行うため、チラシを作成し市関連施設等へ配架し

た。 

令和３年度の延相談支援回数は１，７５７回となった。なお、生活困窮者に対する延就労支援回

数は８３回、就労支援の実施により増収又は就職に至った件数は９件となった。 

 

（２）住居確保給付金 

厳しい経済・雇用情勢の中で、離職者が再就職できるよう、生活や住宅の支援を行う第二のセー

フティネットの一環として、住居確保給付金の給付を実施した。 

この制度は、離職者であって就労能力及び就労意欲のある人のうち、住宅を失った又は失うおそ

れのある人を対象として、原則３カ月を限度として家賃相当額（限度額あり）を給付するとともに、

住宅及び就労機会の確保に向けた支援を行うものである。 

令和３年度は令和２年度に急増した新型コロナウイルス感染症の影響による給付件数も、申請が

一段落したことにより減少に転じた。 

令和３年度  支給件数：２６件 

支給総額：３，００３，０００円 

 

（３）学習・生活支援事業 

生活困窮に起因する子どもへの貧困の連鎖が取りざたされる中、経済的理由による学習機会の欠

如を防止し、小中学生では高校に進学できる基礎学力を身に付けること、高校生では中途退学を防

止するための卒業に必要な学力を身に付けることや更に小中高生の進学・就職等の進路に対する意

識を高めるための相談の受付や居場所づくりによる支援が重要となっている。 

このことから、生活保護受給世帯及び生活困窮者世帯の子どもとその家族を対象に学習・生活支

援を行った。 

令和３年度  委託金額：３，２３４，０００円 

受託者：特定非営利法人子ども若もの支援ネットワークおおさか 

生活福祉課 
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延支援回数：５１１回 

 

（４）ひきこもり支援事業 

① ひきこもりは、過去の様々な要因によって、自宅にひきこもるなどして社会から孤立した状

態が続くことにより、現に経済的に困窮し、または、将来的に困窮から最低限度の生活を維持する

ことができなくなるおそれがあることから、ひきこもりの状態にある方の社会性や協調性を育み、

将来的な自立を図ることを目的に、ひきこもりの状態にある方とその家族に対して来所型相談、訪

問型相談、居場所づくりの支援を行った。 

  令和３年度  委託金額：１，８３３，８００円 

受託者：特定非営利活動法人青少年自立支援施設淡路プラッツ 

延支援回数：１９４回 

② また、自宅に引きこもりがちな人とその対応に悩む家族を対象に、原則として毎月第２木曜

日 1 人 1 時間程度、予約制による無料相談を実施した。相談には、特定非営利活動法人青少年自立

支援施設淡路プラッツの専任相談員があたった。 

  令和３年度  延支援回数：８回 

         支援費用総額：１２０，０００円 

 

（５）家計改善支援事業 

一定の収入はあるものの借金や住宅ローンを抱えた人、光熱費等に滞納がある人、収支のバラン

スが崩れている人など様々な課題を抱えた人からの相談に応じ、相談者と共に家計の現状や困窮し

ている原因を考え、その状況に合わせて、キャッシュフロー表を作成するなど分かりやすく整理し、

自立に向けて情報提供やアドバイス、関係機関の紹介等を行った。 

令和３年度  委託金額：３，６６１，７４９円 

受託者：社会福祉法人河内長野市社会福祉協議会 

延支援回数：２６２回 

 

（６）新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金 

令和３年７月より新たに支給を開始。都道府県社会福祉協議会が実施する緊急小口資金等の特例

貸付における総合支援資金の再貸付を借り終わった、または不承認や申し込みに至らなかった世帯

で一定の要件を満たしている者を対象に、求職活動を行うことなどを条件に支援金の給付を行った。 

 令和３年度 支給件数：１２２件  

支給回数：延べ２９４回（再支給を含む） 

       支給総額：２４，８４０，０００円 

 

（７）生活困窮者等関連事業所支援給付金 

新型コロナウイルス感染症による影響の中、従来と異なる業務対応や感染症拡大防止対策等を余

儀なくされている生活困窮者等関連事業所に対し、その要する経費について、規模などに応じ支援

金の給付を行った。 

 令和３年度 支給事業所数：３法人 

       支給総額：４００，０００円 

 

決算書掲載頁 121 

２．地域福祉援護事業                          

（１）行旅病死人関係事業 
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行旅死亡人（こうりょしぼうにん）とは、病気または自殺と推定される原因で死亡し、遺体の氏

名、住所、本籍地等が判明せず、遺体の引き取り人が存在しない死者を表す法律上の名称であり、

行旅死亡人または、身元は判明しているが引き取り人が存在しない死亡人が発生した場合には、「行

旅病人及行旅死亡人取扱法」及び「墓地、埋葬等に関する法律」並びに「河内長野市行旅病人及び

行旅死亡人取扱要綱」に基づき、遺体を火葬することとなる。 

火葬等の費用については、遺留品に現金や有価証券があればそれを費用に充てるが、遺留金銭で

足りない時には、本事業費によって、費用負担することとなる。令和３年度は行旅死亡人取り扱い

１件２６８，４８０円で実施した。 

また、行旅病人の救護や居住地のない者で所持金等を持っていないため、帰郷できない者に対し

て、帰郷する交通費として、令和３年度は３名に対して、２，５００円を支給した。 

 

 

決算書掲載頁 145 

３．生活保護事業                               

（１）生活保護事業 

生活保護事業は、生活保護法に基づく制度で、真に生活に困窮する者に対し、その最低限度の生

活を支える最も基本的な社会保障制度であり、同時に自立を促進することを目的とした社会福祉の

制度であることから、常に個別ケースごとの保護の必要性を的確に判断し、健全かつ適正な運営に

努めた。 

 

①  令和３年度における生活保護受給状況 

令和４年３月末の被保護世帯数は１，１１６世帯、人員は１，４３３人、保護率※は１４．

３９‰となっている。 前年同月と比べると世帯数で９世帯の減少、人員は３９人の減少であ

り、保護率は０．２７ポイントの減少となっている。 

    ※ 保護率…大阪府統計調べの推計人口に占める被保護人員の割合（人口千人当たり） 

 

＜生活保護受給世帯数・人員の月別推移（保護停止世帯を含む）＞        保護率の単位は‰ 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

世帯数 1，118 1，119 1，115 1，114 1，109 1，105 1，111 1，111 1，111 1，115 1，115 1，116 

人員 1，460 1，451 1，439 1，434 1，432 1，428 1，437 1，426 1，425 1，429 1，430 1，433 

保護率 14.58 14.51 14.41 14.24 14.23 14.21 14.31 14.22 14.23 14.29 14.33 14.39 

 

 

 ＜生活保護費扶助別支出状況＞ 

扶 助 名 支出額（円） 構成比(%)  扶 助 名 支出額（円） 構成比(%) 

生活扶助 696,910,081   30.93 葬祭扶助 6,568,906    0.29 

住宅扶助 365,686,315 16.23 就労自立給付金   417,543    0.02 

教育扶助 7,221,491   0.32 進学準備給付金 800,000    0.04 

介護扶助 58,478,057     2.59 施設事務費 39,239,139    1.74 

医療扶助 1,073,052,484 47.62    合 計 2,253,277,149 100.00 

出産扶助 0      0.00 月平均 187,773,096  

生業扶助 4,903,133 0.22  
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②  保護の開始・廃止の状況 

保護を開始したケース数は１２５世帯で令和２年度と比べて１世帯の増加、廃止ケース数は

１３０世帯で令和２年度と比べて１２世帯の減少となった。 

 

 

＜開始理由別状況＞                          ＜廃止理由別状況＞ 

理   由 件数 構成比(%)  理   由 件数 構成比(%) 

世 帯 主 ・ 員 の 疾 病 9 7.2 就労及び収入増による自立  14 10.8 

働きによる収入の減少、

喪失 

11 8.8 転 出 29 22.3 

引 取 扶 養  4 3.1 

働いていた者の死亡、離別   2 1.6 死 亡 54 41.5 

預金等の減少、喪失  58 46.4 施 設 入 所  0 0.0 

年金・仕送り等の減少、喪失  8 6.4 そ の 他 29 22.3 

他 市 か ら の 転 入  32 25.6 計 130 100.0 

そ の 他 5 4.0  

計 125 100.0 

 

 

決算書掲載頁 145 

４．中国残留邦人等生活支援扶助事業                                

 「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律」に基づき、今次の大戦に起因して生じた混乱等により、日本国に引き揚げる

ことができずに引き続き日本国以外の地域に居住することを余儀なくされた中国残留邦人等のう

ち、永住帰国した中国残留邦人等に対して、自立の支援を行った。  

 

 

（１）中国残留邦人生活支援給付金事業 

永住帰国した中国残留邦人等に対して、生活支援給付・住宅支援給付・医療支援給付・介護支援

給付を実施し、生活安定のための支援を行った。なお、支援対象者は、２世帯・４人であった。 

また、平成２５年度より中国残留邦人等地域生活支援事業委託業務（自立支援通訳派遣事業）を

実施し、中国残留邦人等の自立を支援するため通訳の派遣等を行った（河内長野市国際交流協会に

委託）。 

① 支援給付の支給状況 

給付項目 生活支援給付 住宅支援給付 医療支援給付 介護支援給付 合  計 

給付金額 1,955,277  418,658 1,632,988 180,000 4,186,923 

 

③  通訳派遣回数実績 

       2回（＠5,500×2回＝11,000円）        
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決算書掲載頁 123 

１．障がい者施策啓発事業                               

障がい者及び障がい施策についての理解と関心を深めるため、障がい者雇用推進フォーラムを開

催し啓発を行った。 

 

（１）障がい者雇用推進フォーラムの開催 

障がい者雇用の推進を図るため、障がい者雇用推進フォーラム iｎ南河内実行委員会が主催し「障

がい者雇用推進フォーラム」を開催した。 

ただし、新型コロナウイルスの感染拡大状況も踏まえ、集合形式の開催は中止し、動画視聴によ

る講演会を行った。 

   内 容 ：講演 企業実例「無印良品難波の雇用・定着支援について」 

        講師 株式会社良品計画 無印良品難波 館長 

                   やっちゃん商会 代表 柳澤 英夫氏 

 

 

決算書掲載頁 123 

２．自立・社会参加促進事業                                

（１）意思疎通支援事業 

聴覚障がい者福祉指導員の設置、手話通訳者・要約筆記者の派遣等の聴覚障がい者のコミュニケ

ーションを支援するための事業を行った。 

① 聴覚障がい者福祉指導員設置事業  

福祉事務所内に聴覚障がい者福祉指導員を２名配置し、聴覚障がい者等の生活相談、手話通

訳によるコミュニケーション援助等を行った。 

相談者数      31人      通訳延べ件数       218件 

相談延べ件数    370件      報酬等    6,609,703円 

② 手話通訳者・要約筆記者派遣事業 

聴覚障がい者の社会生活におけるコミュニケーションの確保を図るため、手話通訳者及び要

約筆記者を派遣した。 

  ＜手話通訳者派遣事業＞            ＜要約筆記者派遣事業＞ 

  派遣依頼件数 221件 派遣時間数   368時間   派遣依頼件数  0件 派遣時間数  0時間 

  延べ派遣者数 224人  派遣費用  610,030円    延べ派遣者数  0人  派遣費用 0円 

③ 手話・要約筆記奉仕員養成事業 

ア．手話奉仕員の養成・現任研修を行った。 

 ・手話奉仕員養成講座（入門課程） 開催日数 20日 受講修了者数  5人 

 ・手話奉仕員養成講座（基礎課程） 新型コロナウイルス感染症予防対策のため入門課程の

開催時期を延期したことにより基礎課程の開催は中止 

講師料         220,000円 

 ・手話ステップアップ講座     開催日数  5日   受講者数  8人 

講師料         100,000円 

 ・現任研修会           開催日数  3日 延べ受講者数 38人 

講師料          20,000円 

イ．パソコン要約筆記者の養成につなぐ講座・現任研修を行った。（大阪入力に委託） 

 ・体験講座       開催日数   9日   受講修了者数   7人 

障がい福祉課 
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 ・現任研修会      開催日数  15日        受講者数   9人 

委託料        487,620円 

④ 手話言語啓発事業 

手話及びろう者に対する理解促進並びに手話の普及を図るため、手話体験教室の実施及び手

話言語啓発パンフレットの作成を行った。 

 ・手話体験教室     開催日数 2日    延べ受講者数  27人 

講師料        25,000円 

 ・手話言語啓発パンフレット（印刷業者：小原頌印堂） 

作成部数 35,000部    サイズ A3 2つ折り  両面フルカラー 

印刷製本費        335,940円 

 

（２）重度障がい者タクシー料金助成事業 

重度障がい者に対し、タクシー料金を助成した。 

助成件数   9,766件    助成金額   6,636,290円 

 

（３）移動支援事業 

自力での外出が困難な障がい者に対し、ガイドヘルプサービスを提供する移動支援を行った。 

実利用人数  199人    利用時間数  2,486時間/月    60,620,300円 

 

 

決算書掲載頁 123 

３．法定給付・手続き関係事業                                

（１）障がい者手帳交付事業 

河内長野市、富田林市、大阪狭山市、太子町、河南町及び千早赤阪村の３市２町１村で共同設置

した広域福祉課で交付された身体障がい者手帳、精神障がい者保健福祉手帳及び大阪府で交付され

た療育手帳の経由事務を行い、交付者に障がい福祉制度について説明した。 

 令和３年度末における障がい者の状況 

  ＜身体障がい者手帳所持者数＞                   （単位：人） 

等 級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 合計 

人  数 1,222 530 580 1,101 332 277 4,042 

  ＜療育手帳所持者（知的障がい者）数＞         （単位：人） 

等 級 重 度（Ａ） 中 度（Ｂ１） 軽 度（Ｂ２） 合 計 

人  数 411 182 325 918 

  ＜精神障がい者保健福祉手帳所持者数＞         （単位：人） 

等 級 １ 級 ２ 級 ３ 級 合 計 

人  数 83 765 338 1,186 

  ＜自立支援医療（精神通院）制度対象者数＞ 

人  数 2,167人 

 

（２）介護・訓練等給付事業 

介護給付費等（居宅介護・重度訪問介護・行動援護・同行援護・短期入所・生活介護・施設入所

支援・療養介護等）や訓練等給付費（共同生活援助・自立訓練（生活・機能訓練、宿泊型）・就労

移行支援・就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）等）や障がい児通所給付費等（児童発達支援・放課後等デ
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イサービス・保育所等訪問支援等）を支給した。 

① 介護・訓練等給付費                 2,354,952,966円 

（介護給付費等 12,504件、訓練等給付費 8,516件（延べ件数）） 

② 療養介護医療    9人/月                 7,470,057円 

③ 障がい児通所給付費等    9,753件（延べ件数）    620,749,577円 

 

（３）自立支援医療（更生・育成医療）支給事業 

身体上の障がいを軽減し、日常生活を容易にするために、更生・育成医療に係る医療費を支給し

た。 

① 更生医療     189件       109,906,004円 

② 育成医療          9件            616,858円 

  合 計     198件         110,522,862円 

 

（４）補装具費支給事業 

身体上の障がいを補うために、身体障がい者（児）等に対して補装具(支給・修理)費を支給した。 

226件（うち障がい児分  55件、障がい者分  171件） 26,647,063円 

 

（５）特別障がい者手当等給付事業 

在宅の重度障がい者（児）で、日常生活が著しく制限され、常時介護を要する状態にある者に対

して手当を支給し、重度障がい者（児）の福祉の向上を図った。 

＜支給延べ人数及び金額（令和 3年 2月～令和 4年 1月分）＞ 

1,871人（支給延べ人数）      45,535,410円 

 

 

決算書掲載頁 125 

４．地域生活支援事業                                

（１）障がい福祉サービス等事業所支援金給付事業 

新型コロナウイルス感染症による影響の中、通常とは異なる障がい福祉サービス提供や感染拡大 

防止対策等を余儀なくされている障がい福祉サービス等事業者に対し、感染防止対策を行うために 

要する経費について支援金を給付した。 

 

・支給障がい福祉サービス等事業者        43法人 

・支給金額合計              14,555,000円 

 

（２）重度障がい者入浴サービス事業(みなと寮等に委託) 

居宅において入浴が困難な重度身体障がい者に対して、施設の特殊浴槽等を用いて入浴サービス

を行った。 

   利用延べ人数 138人    委託料 1,656,000円 

 

（３）重度障がい者等住宅改造助成事業 

在宅の重度障がい者等が、住み慣れた家で自立し、安心して生活ができるよう、また介護者の負

担軽減を図るために、住宅改造費の助成を行った。 

   助成件数    4件  助成金額    2,908,000円 
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（４）日常生活用具給付事業 

在宅生活がより円滑に行われるために、障がい種別及び程度により身体障がい者等に日常生活用

具を給付した。 

   給付件数       2,608件   給付金額  28,959,368円 

 

（５）日中一時支援事業 

 日中 1人で留守番が困難な障がい者等に対して、日中の居場所を提供することを行った。 

実利用人数   10人    利用日数        20日／月    2,003,457円 

 

（６）障がい者相談支援事業 

① 障がい者相談支援事業（河内長野市社会福祉協議会に委託） 

基幹相談支援センター「ピアセンターかわちながの」において、生活相談・ピアカウンセリ

ング・在宅サービスの利用援助・情報の提供・就労相談及び関係機関とのネットワークの推進

などの各事業を実施した。 

また、関係機関・事業者・当事者団体等で構成される地域自立支援協議会において、関係機

関等を集めて全体会議・運営会議等を開催するとともに、就労支援部会、地域定着部会、子ど

も部会の３部会を定期的に開催した。 

     相談件数 19件    利用延べ人数 497人   委託料  23,362,000円 

 

（７）地域活動支援センター事業（つばさの会※に委託） 

地域活動支援センターⅠ型として、相談支援専門員を配置するとともに、精神障がい者相談支援

事業並びに創作的活動・生産活動の機会を提供する等の基礎的事業を実施した。  

委託料 26,697,000円 

① 相談支援事業   相談件数 93件  利用延べ人数 1,218人 

② 基礎的事業    利用延べ人数  707人     

 

   ※つばさの会 

･･･本市内の精神障がい者の家族が中心となって、平成 16年 3月に設立した社会福祉法人。 

相談支援事業を中心に地域活動支援センターこころッと（本町）、就労継続支援Ｂ型事業所 

フレッシュながの（小山田町）を運営している。 

 

 

（８）地域生活支援拠点等の整備事業 

障がい者の地域での生活を支援するため、富田林市、大阪狭山市と共同で面的整備型の地域生活

支援拠点等の整備として、障がい者生活支援コーディネーターを１名設置し、保護者の不測の事態

に対応するため障がい者緊急時居室を１室確保した。又、グループホーム等での生活を希望する在

宅知的障がい者に対して、日常生活訓練等の必要な指導を行った。 

① 障がい者生活支援コーディネーター設置事業（いずみ野福祉会に委託） 

  相談者数 9人（延 53人）       委託料 1,926,135円 

② 障がい者グループホーム等移行支援事業（いずみ野福祉会に委託） 

  実利用人数  5人  利用延べ日数  11日   委託料  2,100,000円 

 

（９）精神障がい者地域支援事業（つばさの会に委託） 

精神障がい者理解促進事業と精神障がい者グループワーク事業をあわせて実施するものである

が、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、令和３年度は実施せず、令和４年度以降の実施に向 
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けて消耗品及び備品購入等の準備を行った。 

委託料 1,200,000円 

① 精神障がい者理解促進事業 

  作品展や講演会などを実施し、精神疾患及び精神障がい者への正しい理解を広めようとした

が、新型コロナウイルス感染拡大防止のためイベントを中止した。 

② 精神障がい者グループワーク事業 

  グループワーク（集団援助技術）を用いて、障がい者が地域や社会との交わりのきっかけと

なるよう支援を行う予定であったが、新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止した。 

    

（10）障がい者緊急一時保護居室確保事業（大阪府障害者福祉事業団に委託） 

障がい者虐待の防止のため、虐待を受けた障がい者を一時的に保護する居室を南河内南６市町村

共同で１室確保した。 

   利用日数  0日               委託料 1,763,348円 

 

（11）発達障がい児等療育支援事業（大阪府障害者福祉事業団に委託） 

発達障がい児等の療育支援のため、月２回個別療育指導、保護者指導、保育所等訪問支援、相談

業務、及び障がい児支援利用計画の作成を行い、サポートブック「はーと」の活用促進を図った。 

                              委託料 21,000,000円 

① こども発達支援センターｍｕｍ 

  個別療育      利用者数 61人  延べ回数  1,106回 

  集団療育      利用者数  5人  延べ回数    52回 

  保育所等訪問支援  利用者数  6人  延べ回数     29回  

② 相談支援センターｍｕｍ 

  相談件数 59件  利用延べ人数 275人 

 

（12）障がい者福祉センター事業（河内長野市社会福祉協議会に委託） 

市立障がい者福祉センター「あかみね」において、障がい者の社会参加促進を図りながら地域と

の自由な交流の場づくりを可能とする在宅障がい者のデイサービス事業等を実施した。 

委託料  67,378,000円  

① デイサービス事業の実施 

障がい者の自立の促進、生活の改善、身体機能の維持向上等を図ることができるよう、機能

訓練、医療・福祉・生活相談、クラブ・教室・レクリエーション事業等の創作的活動の提供を

行った。 

＜利用延べ人数＞            （単位：人） 

区  分 障がい者数 健常者数 合 計 

延べ人数 1,367 1,229 2,596 

② 生活介護事業 

常時介護を必要とする医療的ケアが必要な重度の在宅障がい者等に対して、日中活動をす

る上で必要な排泄、食事、移動の介護を行うとともに、嘱託医師や理学療法士の指導のもと

機能訓練を実施した。また、喫茶コーナーの運営、名刺等のパソコン印刷の受注、手工芸品

の作成等の作業訓練を実施した。 

通所者数  20人      通所延べ人数  2,686人 
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決算書掲載頁 125 

５．障がい者施策推進事業                                

障がい者施策推進事業 

「自立と共生の社会の実現、障がい者が地域で暮らせる社会」をめざすことを目的とし、障がい

者が必要とする福祉サービスの提供等が、「河内長野市第３次障がい者長期計画」（平成３０年度～

令和９年度）及び「河内長野市第５期障がい福祉計画・河内長野市第１期障がい児福祉計画」（平

成３０年度～令和２年度）における適正な目標の進行管理等に基づいて行われているかを審査する

ため、「河内長野市障がい者施策推進協議会」を開催した。 

 

 

決算書掲載頁 127 

６．南河内広域障がい者福祉事業                                

南河内広域行政共同処理事業 

大阪府からの権限移譲事務のうち、「身体障がい者手帳の交付」「精神障がい者保健福祉手帳の交

付」「指定障がい福祉サービス事業者の指定」等の事務について、河内長野市、富田林市、大阪狭

山市、太子町、河南町及び千早赤阪村の３市２町１村で共同で事務を処理するために負担割合に基

づく市の負担金を支出し、共同処理する事務を円滑に処理した。 

        負担金        11,668,000円 

① 身体障がい者手帳事務件数          881件 

② 精神障がい者保健福祉手帳事務件数     803件 

③ 指定障がい福祉サービス事業者の指定等事務件数 

             新規指定等      14件 

            実地指導等      16件 
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決算書掲載頁 137 

１．子育て支援事業                           

新型コロナウイルス感染症の感染予防対策を講じつつ、子ども・子育て総合センターあいっくを

拠点として、地域とのつながりを重視しながら、関係機関と連携し、子育て・子育ちしやすい仕組

みの整備を新しい生活様式に対応して行った。 

・ あいっくはもとより、地域に出向き子育て世代へのきめ細やかな寄り添う支援を通して虐待の

未然防止と家庭の子育て力を高める取り組みを目的とした事業を行った。 

・ 感染予防対策として、子ども・子育て支援交付金を活用し、玩具や施設の消毒用品を購入し、

あいっくが安心して利用できる施設となるよう環境整備を行った。 

・ あいっくの利用制限中対応策として、オリジナル動画を配信し情報発信に努めた。 

・ 配慮の必要な親子に対して、「子育ち」できる環境を整えるため就園（学）先と情報共有を行

い、地域の社会資源とつながる「親育ち」を促進し、「家庭の力(養育力)」を付けていくため

に継続した支援を実施した。 

（１）ファミリー・サポート・センター事業  

地域において、育児の援助を受けたい人と行いたい人が会員となり、子育てと仕事や介護などの

両立ができる環境を整備する相互援助活動の利用調整等を行った。また、各会員の資質向上、特に

事故防止の観点から受講が必須となった普通救命講習やその他の講習会を開催した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域子育て支援拠点事業   

① あいっく「わくわく広場」 

多くの子育て家庭が気軽に利用できるわくわく広場で、専門のスタッフが寄り添う支援を実施

することにより、各家庭によって異なるニーズに対応し、子どもの発達段階や年齢に応じた相談

を気軽にできる場を提供した。令和 3年度は、休館期間及び開館時も市内在住限定、一日の利用

定員を設け運営したため、利用者数はコロナ禍以前よりは減少している。 

開放日数 延べ利用家庭数 延べ利用者数 

259日 5,307家庭 13,721人 

＜会員数＞（単位：人） 

依頼会員 304 

提供会員 191 

両方会員 29 

合  計 524 

＜講習会＞ 

日 程 R3.10.13～11.24 

合計時間数 26時間 

延べ参加者数 149人 

救命講習日程 R3.7.24 

合計時間数 4時間 

参加人数 15人 

＜ひとり親家庭サポート券＞ 

交付会員数 17人 

利用活動数 83件 

補助金額 103,350円 

＜援助内容＞           （単位：件） 

内 訳 件数 

保育所・幼稚園・認定こども園の登園前・

帰宅後の預かり 
102 

保育所・幼稚園・認定こども園の送迎 127 

放課後児童会終了後の預かり 28 

放課後児童会の迎え 32 

学校登下校時の送迎 89 

学校の放課後の預かり 28 

保育所・学校等休みの時の援助 24 

保護者外出時の送迎・預かり 14 

保護者の短時間・臨時就労時の援助 108 

子どもの習い事等の場合の援助 226 

保護者の病気、通院時の援助 7 

その他 34 

合   計 819 

子ども子育て課 
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② 子育て情報の発信 

 ・子育て情報サイト「キラキラねっと」や市役所公式 LINEからあいっくメンバーの登録を 

促し、様々な子育て情報を発信した。 

あいっくメンバー登録者数 
令和 4年 3月末 

  1,507件 

  ・子育てはがき通信  

市内在住の子育て家庭へ定期的に「はがき通信」の発送を行った。 発送数： 1,620通  

（第 1子：0か月、5か月、8か月、1歳、2歳計 5回、第 2子以降：0か月、１歳計 2回） 

・育児講座の開催  

子どもとともに成長するための学びを支援する育児講座を開催した。 

 講師は資格を取得している職員や講座講師ボランティア登録者に依頼し実施 

育児講座回数 

BPプログラム 

親子の絆づくり 
28回 

参加者数 内訳 

 390人 大人 195人 子ども 195人 

上記以外の講座 6回 78人 大人 48人 子ども 30人 

 

③ 一時預かり事業 

あいっく内の一室で 6ヶ月～就学前の子どもを対象に、有料で短時間の一時保育を実施。保護

者がリフレッシュすることや短時間の用事を済ませることで、育児負担の軽減に寄与する乳幼児

一時預かり事業を実施した。（令和 3年度は、市内在住の子どもに限定して預かりを実施した。） 

年間利用者数 529人 新規登録者数 102人 

 

④ 利用者支援事業 

 地域で子どもが育つために必要な支援者との出会うきっかけ作りや、地域の社会資源の充実に

向けた取り組みを行った。 

・主任児童委員との赤ちゃんつながり訪問を実施。 

・市内各地域の公園へ出向き親子が友だちに出会う機会となる取り組みを行った 

・利用者支援事業を地区担当制にし、地区別民生委員研修の実施等により連携の充実を図った。 

事業名 件数 備考 

おでかけわくわく広場 

[地域の公園で実施 回数] 
10回 

延べ参加者数  131人 

（大人 64人・子ども 67人） 

赤ちゃんつながり訪問 家庭数 130家庭 訪問同意書受け取り数 159枚 

利用者支援事業 ケース数 209ケース 新規ケース  11ケース 

民生児童委員研修 実施回数 6回 地区別に実施「見守り訪問について」 

 

⑤ 地域子育て支援センター事業（つどいの広場）に要した委託料は、下表のとおりである。 

広場名称 委託先 委託料 

ふぁんふぁーれ三日市 NPO法人 人権教育啓発センターKEF 3,583,000円 

ほのぼのルーム大矢船 大阪いずみ市民生活協同組合 3,583,000円 

合計 7,166,000円 
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（３）幼児健全発達支援事業  

① 「いち・に・の ジャンプ！」教室 

・ 乳幼児定期健康診査（1歳 7か月、2歳 6か月、3歳 6か月）などにおいて、要経過観察と

なった幼児とその保護者に対して集団指導を行い、幼児の健全な発達を促し保護者の不安

解消を図るとともに、卒室時には就園先への申し送りを実施した。 

・ 健康診査受診後の本事業への勧奨児のみならず、子育て支援事業と連携し、早期から参加

できる発達支援事業を企画し、継続的な支援の体制を整えた。 

＜幼児健全発達支援事業 教室実施状況＞  

 分 類 実施日数 延べ参加児童数 

経 過 観 察 教 室       31日 196人 

健 全 発 達 支 援 教 室     27日 192人 

療 育 教 室 27日 120人 

合  計 85日 508人 

＜早期 発達支援事業実施状況＞  

 事業名 実施日数 延べ参加児童数 

親子でホップ！       20日 117人 

みんなでステップ   9日 92人 

合  計 29日 209人 

  

② サポートブックはーとの会 

小学校低学年までの児の保護者を対象にサポートブック“はーと”の活用等について学び、 記 

入を支援する「サポートブックはーとの会」を 8回実施し、延べ 42家庭の参加があった。 

 

③ 相談業務 

電話相談や来室相談に加え、必要に応じて担当者が保育所、幼稚園や認定こども園に出向き、

児の行動観察を実施し、児の発達支援と共に保護者への支援の方向性を先生方と検討、助言を

行った。また、年長児については、就学相談（教育支援委員会）を案内する等、支援が就学後

も継続していくよう連携を図った。（サポートブックはーとの活用促進を含む） 

 

電話相談 84件 来室相談 60件 

   

園訪問相談支援 21園（78人） 

巡回相談（小田先生） 11園（61人） 

行動観察 40人 

 

④ 障がい児通所支援利用調整事務等 

しょうとく園入園前の面接申請を 6人に実施。（知的枠 5人、肢体枠 1人） 

南河内 6市町村の入園調整会議で、令和 4年 4月からの入園が 4人決定した。 

（6人のうち、1人は年度途中の入園。1人は面接申請後、辞退） 

 

（４）子ども家庭総合支援拠点事業 

① 児童虐待の防止と虐待につながる可能性のある世帯の早期発見のため、啓発活動などを実施
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するとともに、虐待の疑いがある旨の通告等に対しては、訪問調査等を行うなど必要な対応を

行った。 

ア. 児童虐待防止月間に伴う啓発活動 

児童虐待防止月間（11月）に合わせて、市民一人一人の児童虐待防止に対する意識を高め

るため、児童虐待防止のメッセージが込められた「オレンジリボン」を表示したマグネット

を公用車に貼付し市内を走行し、啓発に努めた。 

イ．家庭訪問支援事業 

 児童の養育の支援が必要な家庭に子育て支援アドバイザー及びホームヘルパーを派遣し、対 

象家庭が安定した乳幼児の養育を行い、もって児童福祉の向上を図った。 

支 援 の 種 類  訪 問 回 数  

ヘ ル パ ー 支 援  9回 

 委託先 公益社団法人河内長野市シルバー人材センター 委託料 33,660円、 

社会福祉法人河内長野市社会福祉協議会 委託料 0円 

ウ．産前産後ヘルパー事業 

 妊婦又は生後 4箇月未満の乳児を養育する産前産後の母等の家庭に家事や育児を支援する 

ヘルパーを派遣し、当該家庭の生活の安定を図った。 

支 援 の 種 類  支援回数（時間） 委託料 委託先 

育児・家事援助ヘルパー派遣 57回（104時間） 246,200円 こうのとり倶楽部 

  ＊産前産後ヘルパー養成講座 計 3回実施  延べ参加者数  54人 

 

② 支援や見守りの必要な児童に関する情報を共有し、適切な対応を行うため河内長野市要保護

児童対策地域協議会※を開催した。 

 

  ※ 河内長野市要保護児童対策地域協議会 

･･･河内長野市内で発生する児童虐待などの要保護児童の問題に対し、地域の各関係機関及び団体間に

おける連携及び連絡を密にし、適切な対応を行うため、児童福祉法第 25 条の 2 の規定により設置され

た機関。構成は、①子ども子育て課、②子ども・子育て総合センター、③生活福祉課、④障害福祉課、

⑤健康推進課、⑥人権推進課、⑦消防総務課、⑧教育指導課、⑨地域教育推進課、⑩大阪府富田林子ど

も家庭センター、⑪大阪府富田林保健所、⑫大阪府河内長野警察署、⑬一般社団法人河内長野市医師会、

⑭一般社団法人河内長野市歯科医師会、⑮河内長野市私立幼稚園連絡協議会、⑯河内長野市民間保育園

連絡協議会、⑰河内長野市民生委員児童委員協議会、⑱河内長野市主任児童委員で組織し、うち、①、

②、③、④、⑤、⑧、⑩、⑪で実務者会議を開催する。 

 

ア．代表者会議、実務者会議等の開催 

河内長野市内で発生する児童虐待に対し、地域の各関係機関及び団体間における連携及び

連絡を密にし、適切な対応を行うため、河内長野市要保護児童対策地域協議会を開催した。

開催回数は次表のとおりであった。 

会 議 種 別  開 催 回 数  

代 表 者 会 議   1回 

実 務 者 会 議   12回 

事 例 検 討 会 議  50回 

イ．実務者会議研修会の開催 

実務者会議の担当者を中心に対応困難ケースなどを事例とした研修会を実施した。 

研修会は計 3回実施し、参加者は延べ 101人であった。 
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③ 家庭児童相談室事業（あいっく内にて実施） 

18歳未満の子どもとその家庭を対象に、子どもの発達、不登校、虐待、家族関係の不安や心

配ごと等について、心理相談員が面接相談やプレイセラピー、家庭訪問及び電話相談で対応す

るとともに、必要に応じて学校等の関係機関とケース会議や電話による情報共有を実施した。      

   ＜相談内容＞                              ［単位：回］ 

 

 児
童
虐
待 

養
護
相
談 

発達・障害相談 

非
行
相
談 

育成相談 そ
の
他(

家
庭
問
題
等
） 

合  
    

計 

言
語
発
達
障
害 

重
度
心
身
障
害 

知
的
障
害 

Ａ
Ｓ
Ｄ
等 

性
格
行
動 

不
登
校 

ケース数 194 0 9 0 7 31 2 21 29 1 294 

面接相談 1,558 0 28 0 69 313 0 110 145 1 2,224 

電話相談 2,797 0 28 0 68 322 0 85 165 0 3,465 

合  計 4,355 0 56 0 137 635 0 195 310 1 5,689 

 

 

決算書掲載頁 139 

２．ひとり親家庭福祉推進事業                       

（１）児童扶養手当支給事業 

離婚、未婚などによるひとり親家庭等について、18歳に達する日以後の最初の 3月 31日まで（政

令で定める程度の障がいがある場合は 20 歳未満）の児童をその母若しくは父又は祖父母等の養育

者が監護（監督・保護）しているとき、生活の安定と自立の促進に寄与することにより児童の健全

な育成を図ることを目的とし、その母若しくは父又は養育者に児童扶養手当を支給した。 

＜令和 3年度児童扶養手当支給状況＞   

受給者区分 
受給者数（延べ） 

支給額 
全部支給者 一部支給者 

母 5,586人 3,913人 400,508,730円 

父 195人 154人 12,589,030円 

養育者 24人 48人 2,418,490円 

合計 5,805人 4,115人 415,516,250円 

 

（２）母子生活支援施設入所事業 

児童の福祉を図ることを目的とし、死別、離婚、遺棄等による母子家庭や夫の暴力等によって家

出をし、婚姻の実体が失われている家庭が、経済的困窮や精神的不安定による生活破綻の恐れを持

つ場合等に、相談を受け母子保護の実施を行った。 

新規入所件数 延べ入所人員 入所措置費 

0件 104人 13,614,458円 

 

（３）母子・父子自立支援員による相談事業 

ひとり親家庭の父母の自立のために、離婚、生活での困り事、生活設計、資格取得、就労等につ

いて、また母子福祉資金の貸付について週 5日母子・父子自立支援員が相談を受けた。 

なお、相談件数は、256件、延べ 1,069回であった。 
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（４）自立支援訓練給付金事業 

① 教育訓練給付金 

ひとり親家庭の父母が自立のために雇用保険制度の教育訓練給付の対象となる講座等を受

講した場合、講座終了後に受講料の 6割相当額【上限 20万円､下限 12千円】（雇用保険法によ

る一般教育訓練給付金が支給される場合は、その額を差し引いた額）の補助を行い、自立の促

進を図った。なお、支給人数は 1人、支給金額は 19,580円であった。 

 

② 高等職業訓練促進給付金等 

ア．高等職業訓練促進給付金 

ひとり親家庭の父母が看護師等の資格を取得するため 2 年以上養成機関で修業する場合、

資格取得を支援するため 4 年を上限とし、修業期間について訓練促進給付金を支給し、生活

費の負担軽減を図った。なお、支給人数は 14人、支給金額は 18,138,000円であった。 

イ．高等職業訓練修了支援給付金 

上記の養成機関で修業を開始し、所定の課程を修了した者に 50,000円（市民税課税世帯は

25,000円）を支給する事業を実施した。なお、支給対象者数は 4人、支給金額は 150,000円

であった。 

 

（５）母子・父子自立支援プログラム策定事業 

プログラム策定員が、ひとり親家庭の父母の個々の実情に応じて、自立に向けてどのようなステ

ップを踏んでいくかについて計画をつくり、ハローワークとタイアップしながら、就労につなげて

いく母子・父子自立支援プログラム策定事業に取り組んでおり、その実績は以下のとおりである。 

支援内容別 ハローワーク連携 資格・技能習得紹介 一般職業相談 合計 

策定件数 14件 8件 3件 25件 

うち就職件数 9件 0件 3件 12件 

 

（６）日常生活支援事業 

ひとり親家庭の父母等が、疾病などにより一時的に生活援助が必要な場合や生活環境等の激変に

より日常生活を営むのに支障が生じている場合など、ひとり親家庭の生活の安定を図ることを目的

としたヘルパー派遣事業を実施したが、本年度の利用はなかった。 

支 援 の 種 類  訪 問 回 数  

ヘ ル パ ー 支 援  0回 

 委託先：公益社団法人河内長野市シルバー人材センター、社会福祉法人河内長野市社会福祉

協議会   

 

決算書掲載頁 139 

３．児童福祉事業                           

（１）児童手当支給事業 

次代の社会を担う児童の健やかな育ちを応援するという趣旨のもとに、中学校修了前の児童を養

育する者に対し手当の支給※1を行った。 

本年度の支給者数と支給額は次表のとおりであった。 

 

＜令和 3年 4月分～令和 4年 3月分＞                （単位：円） 

区    分 月額 延べ支給者数 支給額 
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児
童
手
当 

被用者 

3歳未満 15,000円 12,430人 186,450,000円 

3歳以上～ 

中学校修了前 

10,000円 65,701人 ※2 657,090,000円 

15,000円 6,977人 ※2 104,735,000円 

計 85,108人 948,275,000円 

非被用者 

10,000円 15,716人 157,160,000円 

15,000円 5,123人 76,845,000円 

計 20,839人 234,005,000円 

特例給付 5,000円 6,547人 32,735,000円 

合 計 112,494人 1,215,015,000円 

 

     ※１ 被用者    厚生年金等に加入する保護者 

 非被用者   農業・自営業者等の保護者 

 手当月額   支給対象者の所得が所得制限を超えない場合 

 3歳未満          15,000円 

 3歳以上小学校修了前 10,000円（第 3子以降は 15,000円） 

 中学生          10,000円 

 支給対象者の所得が所得制限額を超える場合 

 特例給付       一律 5,000円 

     ※２ 認定区分変更による差額支給分を含むため、月額 × 延べ支給者数 ＝ 支給額に 

        一致しません。 

   

 また、委託事業として、令和2年4月から窓口等アウトソーシング業務の運用を開始した。 

    委託先 パーソルテンプスタッフ株式会社 令和3年度 委託料 29,474,280 円 

 

（２）助産施設入所事業 

保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由により入院助産を受けることができない妊産婦に

対して助産の実施を行い、助産費用の助成を行った。 

助産の実施件数 6件 入所措置費 2,879,350円 

 

（３）心身障がい児通園施設運営費補助事業 

しょうとく園（児童発達支援センター）の一層の推進を図るために、3市 2町 1村（河内長野市、

富田林市、大阪狭山市、河南町、太子町、千早赤阪村）が連絡協議会を設けて調整を図り、運営補

助を行っている。令和 3年度、3市 2町 1村が交付した運営補助金は、39,900,000円であり、本市

は 9,429,700円の補助を行った。 

なお、通園した児童数（市町村別）は次表のとおりであった。 

 ＜通園児童数（令和 3年 10月 1日現在）＞                   （単位：人） 

 総数 河内長野市 富田林市 大阪狭山市 河南町 太子町 千早赤阪村 

第１しょうとく園 52 11 17 15 5 2 2 

第２しょうとく園 22 7 9 4 0 2 0 

 

 

決算書掲載頁 141 

４．子育て世帯生活支援特別給付金給付事業                           

117



子ども子育て課 

 新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、低所得のひとり親世帯・ひとり親世帯

以外の子育て世帯に対し生活の支援を行う観点から、児童 1 人につき 50,000 円の子育て世帯生活

支援特別給付金を支給し、生活の安定を図った。 

  ＜ひとり親世帯分（児童扶養手当受給世帯等・家計急変世帯＞ 

 支給対象者 支給対象児童 支給金額 

857人 1,375人 68,750,000円 

  ＜ひとり親世帯以外の子育て世帯分（非課税世帯・家計急変世帯）＞ 

 支給対象者 支給対象児童 支給金額 

591人 1,057人 52,850,000円 

 

 

決算書掲載頁 141 

５．子育て世帯臨時特別給付金給付事業                        

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、子育て世帯（所得制限有り）に対する支援事

業として、児童 1人につき 100,000円を支給した。 

  ＜児童手当受給世帯分＞ 

支給対象者 支給対象児童 支給金額 

5,269人 9,680人 968,000,000円 

  ＜公務員世帯・高校生のみ世帯・新生児世帯分＞ 

支給対象者 支給対象児童 支給金額 

1,951人 2,688人 268,800,000円 

 

 

決算書掲載頁 141 

６．保育推進事業                                

（１）特定教育・保育施設給付費 

特定教育・保育の利用に要した費用は下表のとおりである。 

保 育 所 1,191,308,250円 

認 定 こ ど も 園 等  1,500,943,286円 

地 域 型 保 育 事 業  995,540円 

合 計 2,693,247,076円 

 

（２）施設等利用費（無償化） 

幼児教育・保育の無償化の対象となる特定子ども・子育て支援の利用に要した費用は下表のとお

りである。 

従 来 型 幼 稚 園 39,223,540円 

預 か り 保 育 事 業  3,026,560円 

一 時 預 か り 事 業 75,970円 

認 可 外 保 育 施 設 2,471,200円 

 

（３）補足給付事業（無償化） 
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従来型幼稚園等において、所得階層が一定基準以下及び第３子以降の子どもに係る副食費の全部

又は一部を助成する事業を行った。 

対 象 児 童  21人 

給 付 額 合 計  484,188円 

 

（４）保育所・認定こども園利用業務 

保育所・認定こども園における利用者数は、下表のとおりである（市外の利用園児は含まない。）。 

障がい児の利用については、児童面接、行動観察を経て障害児等保育審査会で協議し、障がい児

の受入れを行った。 

  ＜１号※＞                 （単位：人） 

  １号 合 

計 満３歳 ３歳 ４歳 ５歳 

認 定 こ ど も 園 等  98 175 210 242 725 

他 市 の 施 設  0 1 1 2 4 

合 計 98 176 211 244 729 

  ＜２・３号※＞                              （単位：人） 

  ３号 ２号 
合 計 

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 

保 育 所 
標 準 100 153 142 146 159 155 855 

短時間 11 15 23 15 12 12 88 

認 定 こ ど も 園  
標 準 65 115 110 183 214 201 888 

短時間 4 20 19 28 26 17 114 

他市の 

施 設 

保 育 所 
標 準 1 0 1 0 0 1 3 

短時間 0 0 0 0 0 0 0 

認定こども

園 等 

標 準 1 2 2 1 3 4 13 

短時間 0 0 0 0 0 0 0 

地域型  

保育事業 

標 準 0 1 0 0 0 0 1 

短時間 0 0 0 0 0 0 0 

合  計 182 306 297 373 414 390 1962 

     ※ 教育・保育給付認定区分 

（１号認定）・・満３歳以上のこども（２号認定除く） 

（２号認定）・・満３歳以上で「保育の必要な事由」に該当するこども 

（３号認定）・・満３歳未満で「保育の必要な事由」に該当するこども 

利用時間 

（１号認定）・・教育標準時間（４時間程度） 

（２号・３号認定）・・保育短時間（８時間程度）、保育標準時間（１１時間程度） 

 

（５）民間保育所・認定こども園運営支援事業 

民間保育所に、民間保育所保育促進事業費補助金・民間保育所小規模改善費補助金等を交付した。

また、地域の子育て家庭に対する育児不安等についての相談指導及び子育てサークル等の支援など

を行う地域子育て支援センター事業を、民間保育所に事業委託した。 

認定こども園に、認定こども園保育・教育促進事業費補助金を交付した。 
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子ども子育て課 

民間保育所・認定こども園・認可外保育施設に、新型コロナウイルス対策支援事業補助金、地域

子ども・子育て支援事業補助金（コロナ対策）を交付した。 

民間保育所・認定こども園に特定教育・保育施設整備費補助金、ＩＣＴ化推進事業補助金、保育

士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業費補助金を交付した。 

さらに、新型コロナウイルス対策支援として、幼児教育・保育施設等事業者へ福祉関係事業所等

支援金（幼児教育・保育施設支援給付金）を支給した。 

①  民間保育所・認定こども園への促進事業費補助金に要した費用は、下表のとおりである。 

保 育 所   106,876,870円 

認 定 こ ど も 園 62,483,431円 

計 169,360,301円 

② 民間保育所小規模改善費補助金に要した費用は、下表のとおりである。 

 

③ 地域子育て支援センター事業委託料に要した費用は、下表のとおりである。 

高 向 保 育 園 3,583,000円 

観 心 寺 保 育 園 3,583,000円 

計 7,166,000円 

④ 特定教育・保育施設整備費補助金に要した費用は、下表のとおりである。 

高 向 保 育 園 202,604,000円 

清 教 学 園 幼 稚 園  13,428,000円 

計 216,032,000円 

⑤ 新型コロナウイルス対策支援事業補助金に要した費用は、下表のとおりである。 

保 育 所   5,499,204円 

認 定 こ ど も 園 500,000円 

認 可 外 保 育 施 設  487,000円 

計 6,486,204円 

⑥ ＩＣＴ化推進事業補助金に要した費用は、下表のとおりである。 

保 育 所   4,215,225円 

認 定 こ ど も 園 750,000円 

計 4,965,225円 

⑦ 保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業費補助金に要した費用は、下表のとおりである。 

保 育 所   6,052,580円 

認 定 こ ど も 園 4,839,820円 

計 10,892,400円 

⑧ 地域子ども・子育て支援事業補助金に要した費用は、下表のとおりである。 

高 向 保 育 園 300,000円 

観 心 寺 保 育 園 300,000円 

あ ゆ み 保 育 所   70,000円 

計 670,000円 

聖 愛 保 育 園 2,497,000円 

ち づ る 保 育 園 1,900,000円 

計 4,397,000円 
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子ども子育て課 

 ⑨ 福祉関係事業所等支援金（幼児教育・保育施設支援給付金）に要した費用は、下表のとおり 

  である。 

保 育 所   1,991,400円 

認 定 こ ど も 園 2,400,000円 

幼 稚 園 200,000円 

地域子育て支援拠点事業   245,892円 

認 可 外 保 育 施 設   336,850円 

計 5,174,142円 

 

（６）病後児保育事業 

市内に在住する小学校 6年生以下の年齢の児童で、病気の回復期にあって、かつ、保護者の勤務

の都合や社会的にやむを得ない事由により、家庭で育児を行うことが困難な児童の保育及び看護を

行う病後児保育事業を委託（委託相手先：独立行政法人 国立病院機構 大阪南医療センター）し、

「あゆみ保育所」（認可外保育施設）内にて実施した。 

なお、新型コロナウイルスの影響で、利用児童数は 5人であったが、受け入れ態勢を整えるため

の人員配置は行っていたため、委託料は生じた。 

 利 用 年 齢 
一日当たり 

平均利用人数 
０

歳 

１

歳 

２

歳 

３

歳 

４

歳 

５

歳 
小学生 

計 

（人） 

年間利用延べ児童数 2 2 0 0 1 0 0 5 0 

委託料 6,599,000円 

 

 

決算書掲載頁 143 

７．南河内広域児童福祉事業                                

大阪府からの権限移譲事務のうち、「児童福祉施設（保育所）の設置に係る認可等」「認可外保育

施設からの届出の受理等」について、河内長野市、富田林市、大阪狭山市、太子町、河南町及び千

早赤阪村の 3市 2町 1村での共同による事務を円滑に行うため、負担割合に応じて市から負担金を

支出した。 

  南河内広域行政共同処理事業負担金    11,668,000円 

① 児童福祉施設（保育所）の設置に係る認可等件数   22件 

② 認可外保育施設からの届出の受理等件数       22件 
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環境政策課 

決算書掲載頁 153 

１．飼犬等管理支援事業                       

（１） 飼犬登録及び狂犬病予防注射の実施事業 

狂犬病予防法に基づき、飼犬登録による適正管理と狂犬病の予防を図った。犬の所有者から

登録の申請があった場合は、原簿に登録するとともに犬の鑑札を交付した。 

また、狂犬病予防注射を受けた犬の所有者から注射済証の提示があった場合は、注射済票を

交付した。さらに、登録を受けている犬の所有者が、死亡等の届出事項の変更申請をした場合

は、登録の消除や変更を行った。 

（公社）大阪府獣医師会所属の市内 5つの動物病院と連携して実施している狂犬病予防注射

集合接種は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止した。 

 

犬の登録及び狂犬病予防注射済票交付等に係る手数料は次のとおりであった。 

内 容 件 数（件） 金 額（円） 

犬の登録手数料 

（3,000円/件） 

市民総合窓口 200 600,000 

動物病院 219 657,000 

計 419 1,257,000 

狂犬病予防注射 

済票交付手数料 

（550円/件） 

市民総合窓口 677 372,350 

動物病院 2,250 1,237,500 

計 2,927 1,609,850 

犬の鑑札再交付手数料（1,600円/件） 市民総合窓口 25 40,000 

狂犬病予防注射済票再交付手数料（340円/件） 市民総合窓口 0 0 

 

飼犬登録及び狂犬病予防注射を推進するため、犬の鑑札及び狂犬病予防注射済票の交付につ

いて、市民総合窓口での業務に加え、（公社）大阪府獣医師会所属の市内 5つの動物病院に次の

とおり委託した。 

＜委託業務＞ 

 登録申請数（件） 
注射済票交付件数

（件） 

死亡届出数

（件） 

年度末登録頭数 

（件） 

予防注射接種率 

（％） 

平成 29年度 307 3,489 736 5,769 60 

平成 30年度 303 3,336 318 5,762 58 

令和元年度 331 3,401 482 5,499 62 

令和 2年度 432 3,323 420 5,404 61 

令和 3年度 419 2,927 392 5,380 54 

業務名 受託者 鑑札（件） 済票（件） 金額（円） 

飼犬等手数料徴収業務委託 

 220円/件 

川端どうぶつ病院 19 252 59,620 

千代田動物病院 32 289 70,620 

三日市動物病院 26 440 102,520 

ココア動物病院 87 603 151,800 

さくら動物病院 55 666 158,620 

合計 219 2,250 543,180 

環境政策課 

124



環境政策課 

（２）動物愛護等の普及啓発事業 

動物の愛護及び管理に関する法律に基づき、動物の愛護や適正な飼養に係る普及のため、大

阪府と連携し、市内 1地域で「大阪府所有者のいない猫対策支援事業」を実施した。また、地

域猫用捕獲器貸出要領を制定し、同事業に応募した地域を対象に捕獲器を貸与した。 

ペット防災冊子「たすかるノート」を購入し、市内動物病院へ配架を依頼することで、ペッ

ト防災の啓発を図った。 

 

 

決算書掲載頁 157 

２．環境監視事業                                

（１）河川等水質測定事業 

環境基本法に基づき、定められた人の健康の保護及び生活環境の保全に関する環境基準※1の

達成状況確認のため、また、市内主要河川における汚濁状況を把握し、工場・事業所等への指

導に資するため、年間 4回 4地点において、河川水の水質検査を実施した。 

なお、汚染発生源としては、人為的なものでは、工場・事業所等からの産業系排水と、家庭

からの生活系排水に大別されるが、近年の河川汚濁に起因する割合は、生活系排水が大部分を

占めている。 

また、自己水源を所有する専用水道※2の指導のために水源の原水及び浄水の水質検査を実施

した。 

＜委託業務＞ 

 

 ※1 環境基準 

…環境基準とは、環境基本法に基づき、国が定めた大気の汚染や水質の汚濁、土壌の汚染及び騒音に係る

環境上の条件について、人の健康の保護及び生活環境の保全のために維持されることが望ましい基準の具

体的な数値目標のこと。 

※2 専用水道 

…専用水道とは、水道事業以外の水道で、100 人を超える居住者に水を供給するもの、若しくは一日最大

給水量が 20㎥を超えるもの。ただし、市の水道から供給される水のみを水源とする場合は、施設要件があ

る。 

 

 

 

 

 

業務名 受託者 金  額 概  要 

水質調査分析業務    

 

河川水質測定業務 
㈱エヌ・イーサポート大

阪支店 
1,199,000円 

市内主要河川に

おける採水、水質

検査 

 

専用水道等の行政分析委託業務 エスク㈱ 134,860円 

自己水源を所有

する専用水道の

水質検査 

計  1,333,860円  
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 河川の検査結果は、次のとおりである。 

［人の健康の保護に関する環境基準について］ 

項 目 

カドミウム、全シアン、鉛、六価クロム、砒素、総水銀、アルキル水銀、ＰＣＢ、ジクロロメ

タン、四塩化炭素、1,2-ジクロロエタン、1,1-ジクロロエチレン、シス-1,2-ジクロロエチレ

ン、1,1,1-トリクロロエタン、1,1,2-トリクロロエタン、トリクロロエチレン、テトラクロロ

エチレン、1,3-ジクロロプロペン、チウラム、シマジン、チオベンカルブ、ベンゼン、セレン、

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素、ふっ素、ほう素、1,4-ジオキサン 

地 点 千代田橋、錦水橋、平和橋、天野橋 

評 価 全２回の検査で、すべての地点において環境基準を満たしている。 

 

［生活環境の保全に関する環境基準について］ 

項 目 水素イオン濃度、生物化学的酸素要求量、浮遊物質量、溶存酸素量、大腸菌群数 

地 点 千代田橋、錦水橋、平和橋、天野橋 

評 価 

 全４回の検査で、すべての地点において、水素イオン濃度、生物化学的酸素要求量、浮遊物

質量及び溶存酸素量について環境基準を満たしている。 

 また、大腸菌群数について、全４回の検査のうち環境基準を満たさない場合があったが、概

ね環境基準を満たしている。 

 

（２）騒音振動監視測定事業 

発生源としては、工場・事業所・建設作業・自動車や鉄道の交通機関などがあり、近年では、

カラオケ等の近隣生活騒音が問題になることもしばしばある。工場・事業所等に対しては、騒

音規制法・振動規制法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく、届出指導や立入検

査等を行い、騒音・振動の防止に努めた。 

＜委託業務＞ 

 

①道路交通騒音調査 

騒音規制法の定めに基づき、幹線交通を担う道路における自動車騒音の実態を把握するた

め、騒音測定を実施した。測定は、24時間連続して自動測定を行い、昼間と夜間の結果をそ

れぞれ平均して測定結果とした。 

道路騒音測定を行った 4地点すべてにおいて昼間、夜間とも騒音は環境基準を達成した。 

②道路交通振動調査 

振動規制法の定めに基づき、幹線交通を担う道路における道路交通振動の実態を把握する

ため、道路交通騒音調査と同時に振動測定を実施した。 

振動には環境基準はないが、道路振動測定を行った 4 地点のすべての地点において昼間、

夜間とも振動レベルは振動規制法に定める要請限度※を超えることはなかった。 

③環境騒音・振動調査 

環境騒音・振動の実態を把握するため、市内全域（市街化区域）を調査区域として環境騒

音の測定を実施した。測定は、騒音に係る環境基準で定める昼間（午前 6 時から午後 10 時

まで）及び夜間（午後 10 時から翌午前 6 時まで）の時間帯で行い、それぞれの結果を平均

して測定結果とした。 

環境騒音測定を行った 10 地点のすべての地点において昼間、夜間とも騒音は環境基準値

を達成した。また、振動には環境基準はないが、環境振動測定を行った 10 地点のすべての

業務名 受託者 金  額 概  要 

道路交通騒音測定業務 ダイネツ環境リサーチ㈱ 605,000円 
道路交通の騒音振動調査及び

環境騒音振動調査 
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地点において昼間、夜間とも振動レベルは、人が揺れを感じないとされる 55db 以下であっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

決算書掲載頁 157 

３．自然保護事業                                

 恵まれた自然環境を保全・活用し、自然環境と共生できるまちづくりの浸透を図るため、河川

の水質向上、生物多様性の確保、自然環境の保護に関する施策を実施した。 

 

（１）地域環境保全事業 

 ①路上喫煙行為の制限 

  河内長野市路上喫煙の制限に関する条例に基づき、市内主要 3駅である、千代田駅、河内長

野駅、三日市町駅周辺に路上喫煙禁止区域を設定し、喫煙所を設置した。また、禁止区域や喫

煙所を周知するとともに、パトロール等を実施することで、条例の適切な運用に努めた。 

＜委託業務＞ 

 

②生活排水対策実践活動 

市民の環境に対する意識向上とその理解を深めるため、生活排水対策実践活動事業を「河川

を美しくする市民の会」に委託して実施した。事業内容は下記のとおり。 

  ア．廃食用油の回収等 

    生活排水対策の啓発のため、市内各所を拠点に廃食用油回収等を実施した。 

  イ．「きれいなまちをつくろう！！」はがき絵コンクール 

河川浄化を始め、広く自然保護や循環型社会の形成等、環境への関心を高めてもらうた

め毎年実施している。応募者数は 5,692人であった。 

  ウ．河川一斉清掃 

    河川の美化活動・啓発のため、毎年 3 月の第 1 日曜日に、市内 17 会場で一斉に実施し

ている。※新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止した。 

  エ．水辺クリーンアップキャンペーン 

    第１回水の日（1991年 3月 1日）から 30年経過したことから、水の日 30周年事業とし

て、水辺環境の保護・啓発を目的に２会場で清掃活動を実施した。 

     実 施 日：令和 3年 11月 7日（日） 

     場  所：第１会場：奥河内くろまろの郷 宮山橋周辺 第２会場：落合橋周辺 

 

 

業務名 受託者 金  額 概  要 

看板・パネル等製作業務 ㈱シーエム大阪 495,000円 

路上喫煙禁止区域及び喫煙所

の位置を周知するための看板

の作成及び設置業務 

※ 要請限度 

…振動規制法に基づき環境省令で別に定められている道路交通振動の限度のことをいい、道路交

通振動がその限度を超えていることにより、道路の周辺の生活環境が著しく損われていると認め

られるときに、市町村長が道路管理者に振動防止のための道路の修繕等の措置を要請し、又は都

道府県公安委員会に道路交通法の規定による措置を執るよう要請する際の限度をいう。 
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＜委託業務＞ 

 

③広域的な生活排水対策 

 大和川水環境協議会※に加入し、国・府・各市町村と連携して河川環境改善の啓発に努めた。 

ア．親と子のふれあい自然学習会 

 身近な河川の自然に触れることによって、子どもたちの河川に対する豊かな感受性を育

てるため、環境教育の一環として毎年 8 月に実施している。※新型コロナウイルス感染

拡大防止のため中止した。  

  イ．生活排水対策パネル展示・チラシ設置 

 河川の水質改善啓発するため、展示等を実施した。 

  実 施 日：令和 4年 1月 28日（金）～2月 3日（木） 

  場  所：市民サロン 

  

※ 大和川水環境協議会 

…平成 17年９月に大和川のさらなる水質改善を目的として、流域・地域と連携・協働した活動を展開

していくために発足した協議会。国土交通省近畿地方整備局、大阪府、奈良県、流域 36市町村で構成

される。 

 

④啓発活動 

 ア. 山地美化キャンペーン 

 市民の環境保全、自然保護に対する意識向上とその理解を深めるため、大阪府と連携

し、令和 3年 11月に山地美化の啓発を行った。 

 

（２）有害鳥獣対策事業 

①鳥獣保護業務 

農林業被害や生活環境被害の防止を目的に、有害鳥獣（イノシシ）の捕獲を許可するとと

もに、特定外来生物に指定されているアライグマの捕獲・措置を実施した。 

 ア．イノシシの捕獲許可による捕獲 

    ・銃による捕獲数    年間  4頭 

    ・檻による捕獲数    年間  51頭 

 イ．アライグマの捕獲・措置 

    ・檻による捕獲     年間  151頭 

    ※年間捕獲頭数の内、141頭について大阪府に措置委託を実施し、150頭について報償 

費を支払った。 

＜報償費＞ 

 

 

業務名 受託者 金  額 概  要 

生活排水対策実践活動事業 河川を美しくする市民の会 825,081円 

廃食用油の回収など河川浄化

の実践及びはがき絵コンクー

ルの開催などによる啓発活動 

報償費 金  額 概  要 

アライグマ捕獲協力者報償費 300,000円 
河内長野市アライグマ捕獲に係る報償費支払要領

に基づき報償費を支給 2,000円/頭×150頭 
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＜委託業務＞ 

 

（３）自然保護推進事業 

恵まれた自然環境を次世代に継承し、市民の自然に対する理解を深めるため、自然保護推

進事業を「自然環境保護協議会」に委託して実施した。事業内容は下記のとおり。 

①市民参加事業 

河内長野市自然環境保護協議会の各部会の指導のもと市民参加の観察会などを行い、身

近な環境の保全について啓発を行った。 

ア．野鳥の観察 

令和 3年 11月 23日（火・祝）、寺ケ池公園においてバードウォッチングを行った。 

イ．植物の研究  

毎年 3 月に、三日市公民館において市内で採取した野草を使った料理教室を開催して

いる。※新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止した。 

ウ．水生生物観察会 

毎年 7 月に、加賀田小学校付近の加賀田川において水生生物の観察を行っている。  

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止した。 

エ．石けんづくり教室 

令和 3年 8月 1日（日）、河内長野ガス株式会社ショールームの一室において廃食用油

を材料とした石けんづくり教室を開催した。 

 

  ②自然保護展 

市内の恵まれた自然環境について、市民はもとより市外の方々にも情報発信するため、

自然環境調査に関する内容等を発表した。 

実施日：令和 3年 11月 6日（土）から 11月 7日（日） 

場 所：ノバティホール 

 内 容：野鳥、食草薬草、水生生物及び特定外来生物など自然環境調査に関する資料

を展示した。 

＜委託業務＞ 

業務名 受託者 金  額 概  要 

自然環境保護事業 
河内長野市自然環境保護

協議会 
300,000円 

市民等を対象とした体験教室

の開催、自然環境調査、調査

内容の展示 

 

（４）生物多様性保全推進事業 

 サクラなどバラ科の樹木を主に食害し、枯死させる特定外来生物である「クビアカツヤカ

ミキリ」の生息が、平成 29 年に河内長野市域で確認され、被害が拡大しつつあることから、

環境省の生物多様性保全推進支援事業交付金等を活用することで 防除効果の検証、被害状

況調査、被害木に対する措置、市民への普及啓発などを実施し、サクラなどを守るとともに

生息域拡大防止に努めた。 

 

 

業務名 受託者 金  額 概  要 

特定外来生物措置委託 大阪府 648,600円 
大阪府アライグマ等捕獲個体措置業務実施要領に

基づき措置を委託 4,600円/頭×141頭 
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＜委託業務＞ 

業務名 受託者 金  額 概  要 

生物多様性保全推進支援業務 ㈱総合計画機構 600,000円 
クビアカツヤカミキリ対策事業に係る

防除効果の検証、被害状況調査 

 

 

決算書掲載頁 159 

４．環境推進事業                                

地球温暖化対策をはじめ、限りあるエネルギーを有効に使うことで、環境負荷の少ない循環型

社会の実現を目指して、第 3次環境基本計画に基づく取り組みを実施した。 

 

（１）環境基本計画推進事業 

①ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ普及啓発事業  

脱炭素社会づくりに貢献する「製品への買換え」、「サービスの利用」、「ライフスタイルの

選択」など地球温暖化対策に資するあらゆる「賢い選択」について、小学生やその保護者、

ファミリー層を主な訴求対象とし、意識変容、行動喚起につなげるため、普及啓発を行った。 

＜委託業務＞ 

業務名 受託者 金  額 概  要 

ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ

普及啓発事業委託業務 

（一財）大阪府

みどり公社 
5,000,000円 

自然保護展、関西サイクルロハス等イベ

ントでの普及啓発、英語村フェスタ 2021、

放課後子ども教室での体験学習を通した

普及啓発、公共交通機関でのポスター掲

示による普及啓発等 

 

 

 

    決算書掲載頁 161 

５．市営斎場関連事業                       

（１）市営斎場の運営及び管理 

 市営斎場が良好な状態で機能するよう、指定管理者と綿密な連携を図りながら、周辺の環境

保全に配慮し、施設の適正な運営及び維持管理に努めた。 

＜委託業務＞ 

指定管理者 市営斎場管理運営業務委託料 

富士建設工業㈱ 51,578,000円 

 

（２）運営業務 

 指定管理者において、火葬業務及び証明書発行業務並びに斎場使用料及び斎場関係証明手数

料の徴収業務を実施した。市営斎場の使用状況等は次のとおりであった。 
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斎場使用料 斎場関係 

証明手数料 火葬室 動物 告別収骨室 待合室 霊安室 

件数（件） 1,565 721 102 362 55 159 

 市内（件） 1,429 
 

97 331 49 
 

 市外（件） 136 5 31 6 

金額（円） 39,089,000 2,137,000 346,500 398,000 85,000 47,700 

 市内（円） 28,379,000  

 

307,500 335,000 65,000  

  市外（円） 10,710,000 39,000 63,000 20,000 

計 （円） 42,055,500 47,700 

 

（３）管理業務 

 市営斎場が良好な状態で機能するよう、指定管理者において、次のとおり、施設の適正な維

持管理に努めた。 

業務区分 内容 

設備等保守点検 

・火葬炉設備維持管理業務 

・自家用工作物保安管理業務 

・電気設備業務 

・自動扉装置保守管理業務 

・空調・換気機器設備保守点検業務 

・機械・電気・衛生設備保守点検業務 

・太陽光発電設備保守点検業務 

・浄化槽保守点検業務 

・地下オイルタンク貯蔵所定期点検業務 

・消防用設備定期点検業務 

・防火対象物定期報告業務 

・建築物環境衛生管理業務 

・エネルギーの使用の合理化等に関する法律に基づく報告 

清掃・植栽・警備等 

・植栽管理業務 

・建築物保守管理業務 

・清掃業務 

・警備業務 

 

（４）高瀬地区テレビ受信施設維持管理事業 

 高瀬地区テレビ受信施設については、平成 20年度に共同受信施設を設置している。 

 平成 23 年度の放送デジタル化に伴い一部のチャンネルに受信不良が発生したため、平成 24

年度に受信地点の増設を行い受信状態の改善を行うとともに施設の適切な維持管理業務を行っ

てきた。機器の経年劣化による受信不良が発生したことから、修繕業務を行うとともに、今後

の修繕、改修の方針を検討するため、受信状況調査を実施した。 

＜修繕業務＞ 

 

業務名 受託者 金  額 概  要 

高瀬地区テレビ共同受信施設

全域全ｃｈ受信不良修繕業務 

㈱NHKテクノロジーズ大

阪総支社 
234,300円 受信不良に伴う応急復旧 
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＜委託業務＞ 

 

 

決算書掲載頁 161 

６．南河内広域公害対策事業                                  

（１）南河内広域公害対策事業 

南河内 6 市町村に大阪府より権限移譲された公害規制関係法令及び条例 7 事務※1 について

「富田林市、河内長野市、大阪狭山市、太子町、河南町及び千早赤阪村の公害規制等に関する

事務を行う職員の共同設置規約※2」に基づき処理を行う。市民に求められる生活環境の実現を

目指すため、公害規制関係法令及び条例 7 事務を適切に運用した結果、6 市町村における規制

基準達成事業所割合は 98％であった。 

なお、規制基準を超過した事業所に対しては文書指導を行い、改善を促した。 

 

＜委託業務＞ 

 

※１ 公害規制関係法令及び条例 7事務 

…大気汚染防止法、ダイオキシン類対策特別措置法、水質汚濁防止法、瀬戸内海環境保全特別措置法

（指定物質排出者への指導等）、土壌汚染対策法、ＰＲＴＲ法、特定工場における公害防止組織の整

備に関する法律、及び大阪府生活環境の保全等に関する条例 

 ※２ 富田林市、河内長野市、大阪狭山市、太子町、河南町及び千早赤阪村の公害規制等に関する事務

を行う職員の共同設置規約 

…南河内６市町村に大阪府より権限移譲された公害規制関係法令及び条例７事務については河内長

野市を分担市として事務処理を行う。 

 

 

①南河内 6市町村の公害規制関係法令等に基づく届出等の処理 

  239件の届出等がなされ、すべて適正に処理を行った。 

②南河内 6市町村の対象事業所への立入検査 

ア．対象事業所数：大気関係 181件、水質関係 198件、ダイオキシン類関係 9件（延べ数） 

イ．立入事業所数：192件（延べ数） 

ウ．指導等件数：44件 

エ．規制基準達成事業所数：302件 

オ．規制基準達成事業所割合：98％ 

③南河内 6市町村のアスベスト排出作業等への立入検査 

  121ヶ所の現場に立入検査を実施し、うち 15ヶ所の現場に対し法令順守等の指導を行った。 

業務名 受託者 金  額 概  要 

施設管理業務 
㈱NHKテクノロジーズ大

阪総支社 
165,000円 

テレビ共同受信施設の長期的

な修繕、改修の方針を検討す

るための詳細調査 

業務名 受託者 金  額 概  要 

環境行政分析業務 
エヌエス環境㈱西日本支

社 
912,010円 

事業所排水分析測定、事業所

排出ガス分析測定、アスベス

ト除去工事現場の敷地境界で

のアスベスト分析測定 
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決算書掲載頁 165 

７．日野コミュニティセンター管理運営事業                                

（１）日野コミュニティセンターの施設管理運営 

日野獅子舞をはじめとする伝統文化の伝承と市民相互のふれあい及びコミュニティ活動の促

進を図り、ふるさと意識の向上と潤いのある豊かな地域社会の形成に寄与することを目的に建

設した「河内長野市立日野コミュニティセンター」の管理運営について、施設の建設目的を達

成するため地元住民で組織された「日野コミュニティセンター管理運営委員会」を指定管理者

に指定して適正な施設管理運営に努めた。 

 

＜主な委託業務＞ 

指定管理者 日野コミュニティセンター管理運営業務委託料 

日野コミュニティセンター管理運営委員会 8,525,197円 

 

 

 ＜施設の利用状況＞ 

 多目的室 和室（Ａ） 和室（Ｂ） 調理室 

利用日数 224日 66日 101日 99日 

利用率 79.4％ 23.4％ 35.8％ 35.1％ 

利用人数 6,717人 787人 905人 1,064人 

 

 娯楽室 獅子舞練習場 獅子舞準備室 施設合計 

利用日数 101日 61日 75日 263日 

利用率 35.8％ 21.6％ 26.6％ 93.3％ 

利用人数 1,232人 877人 627人 12,209人 

   ※利用率の算定：開館日数 282日、小数点第 2位以下四捨五入 

   ※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、4/25～6/20は休館した。また、適宜施設の利

用制限を実施した。 

 
 

決算書掲載頁 165 

８．合併浄化槽設置費補助事業                        

（１）合併浄化槽設置費補助事業 

 快適な生活環境の確保と公共用水域の水質保全のため、公共下水道事業計画区域外において

合併処理浄化槽の普及を促進するため、既存のくみ取り便所又は単独処理浄化槽から合併処理

浄化槽への改造に対し、設置費用の一部について補助金を交付した。 

 

  ①補助金交付実績 

    ・設置基数  2基 

業務名 受託者 金  額 概  要 

空調機器保守点検管理業務 サンコービルサービス㈱ 286,000円 空調機器等点検、清掃等 

薪ストーブ移設業務 ㈲憩暖 610,000円 

滝畑レイクパークから日野

コミュニティセンターへ移

設 
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    ・設置地区  天野町（1基）、高向（1基） 

    ・交付金額  664,000円 

 

     ＜交付実績＞ 

 

 

 

 

 

 

②補助金限度額 

 

 

年度 5人槽 6～7人槽 8～10人槽 計（基） 補助金（千円） 

平成 29年度 1 6 0 7 2,816 

平成 30年度 1 1 0 2 746 

令和元年度 1 3 0 3 1,242 

令和 2 年度 0 3 1 4 1,790 

令和 3 年度 

nenn 

2 0 0 0 664 

人槽区分 5人槽 6～7人槽 8～10人槽 

補助限度額 332,000円 414,000円 548,000円 
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決算書掲載頁 159  

１．環境対策事業                          

一般廃棄物不適正処理対策事業 

 ごみの不法投棄防止対策として、定期的な巡回監視の実施や不法投棄防止看板の作成等、不法投 

棄の防止に努めるとともに、警察署などの関係機関と連携を密にすることで、不法投棄問題に対し、 

自然環境及び生活環境の悪化防止に努めた。 

 

＜不法投棄の件数及び収集量の推移＞ 

 H29 H30 R1 R2 R3 

収集件数（件） 43 62 100 39 25 

収 集 量（トン） 4.52 4.85 16.76 8.63 8.94 

  

また、ごみ集積場所に適正に排出された資源物等は、「河内長野市廃棄物の減量化、資源化及び 

適正処理等に関する条例」により市の所有物として、市または市から収集運搬の委託を受けた者以 

外の者が持ち去る行為を禁止している。 

 ごみの抜き取り防止対策として、シルバー人材センターに委託し、夕方・夜間等に資源ごみ・粗

大ごみ置場の巡回パトロールを行うとともに、抜き取りが予想される粗大ごみについて、事前に回

収し、河内長野市資源選別作業所へ搬入を行っている。 

また、警察署と連携を図り、抜き取り行為者に対して警告書による指導を行うなど、抜き取り防

止対策に努めた。 

 

 ごみ置場巡回パトロール業務委託料  １，１６２，１９１円 

 受託者            公益社団法人河内長野市シルバー人材センター 

 

＜ごみ置場巡回パトロール実施状況＞    

  H29 H30 R1 R2 R3 

パトロール回数 192 138 119 122 119 

車両発見回数 1,022 508 369 433 361 

警告件数 1 0 0 2 6 

  

 

決算書掲載頁 無し 

２．衛生害虫等対策事業                       

衛生害虫等対策事業 

益虫ではあるが、ハチ毒によるアレルギーによって刺された人間に危険を生じる可能性があるハ

チ類に関する注意喚起、駆除に関する情報や関係団体の紹介を行った。また、特定外来生物の内、

衛生害虫であるセアカゴケグモ、ヒアリやアカカミアリに関する注意喚起、相談先に係る情報提供

を行った。 

さらに、自らハチの巣の駆除を行う市民及び市内建築物等の管理者に対し、巣の駆除作業の際に

着用する防護服の貸し出しを行った。 

 

環境衛生課 
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＜防護服の貸出件数＞ 

種  類 H29 H30 R1 R2 R3 

防護服の貸出件数 29件 19件 22件 19件 21件 

＜ハチ・セアカゴケグモ等に関する相談件数＞ 

種  類 H29 H30 R1 R2 R3 

ハチ 

ミツバチ 1 件 3 件 1件 8 件 2件 

スズメバチ 84 件 54 件 65件 85 件 88件 

アシナガバチ 51 件 50 件 43件 79 件 57件 

その他(種類不明) 39 件 10 件 4 件 0 件 8件 

セアカゴケグモ 10 件 8 件 4 件 3 件 2件 

ヒアリ・アカカミアリ 13 件 3 件 0 件 2 件 1件 

合  計 198 件 128 件 117 件 177 件 158件 

 

 

決算書掲載頁 159 

３．環境啓発推進事業                        

環境啓発推進事業 

地域における清掃活動を支援するため、自治会等、地域清掃を行う団体に対し地域清掃袋を配布 

し、集積されたごみを収集した。また、個人がボランティア活動として道路等公共施設の清掃を行

う場合にボランティア袋を配布し、ごみを収集した。 

 ① 地域清掃支援事業 

地域の美化意識の高揚と地域のコミュニティ形成の一環として、行政と地域が一体となり次

のとおり地域清掃を実施した。 

 

 地域清掃ごみ収集運搬委託料 ４，３２９，６００円 

 受託者    株式会社河内長野衛生事業所 

     林環境株式会社 

 

 ＜地域清掃の実施状況＞ 

 H29 H30 R1 R2 R3 

千代田 147件 157件 155件 173件 166件 

長 野 115件 114件 117件 105件 115件 

三日市 87件 87件 88件 83件 82件 

加賀田 46件 46件 53件 59件 57件 

天 見 5件 5件 3件 4件 7件 

川 上 7件 9件 8件 9件 14件 

高向・日野・滝畑 52件 51件 43件 33件 42件 

小山田・天野 73件 67件 77件 62件 68件 

合 計 532件 536件 544件 528件 551件 

ごみ回収量 1,081ｔ 1,068ｔ 1,037ｔ 701ｔ 787ｔ 
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 ＜地域清掃袋等の配付枚数＞ 

 H29 H30 R1 R2 R3 

地 域 清 掃 袋 37,940枚 39,155枚 31,490枚 25,192枚 24,188枚 

ボランティア袋 23,204枚 24,827枚 24,510枚 23,047枚 27,600枚 

合  計 61,144枚 63,982枚 56,000枚 48,239枚 51,788枚 

 

決算書掲載頁163 

４．ごみ減量化・資源化推進事業                   

（１）陶磁器製・ガラス製食器リユース・リサイクル事業 

ごみの減量とリユース（再使用）・リサイクル（再利用）の推進を図るため、家庭で不用となっ

た陶磁器製・ガラス製食器の回収を令和４年６月まで行った。 

なお、「もったいない市※」については、新型コロナウイルス感染症の影響により開催することが

できなかった。しかし、リユースに回せないものについては、継続してリサイクルを行い資源の有

効活用に努めた。 

 

 陶磁器資源化処理委託料  ６７，７１５円 

 受託者    藤野興業株式会社 

 ガラス資源化処理委託料  １４，９６８円 

 受託者    藤野興業株式会社 

 

 陶磁器等受付・選別業務委託料 １９７，９２５円（選別業務のみ実施） 

 受託者    河内長野市作業所連絡協議会 

 

（２）子ども服・子ども靴のリユース・リサイクル事業 

ごみの減量とリユース（再使用）・リサイクル（再利用）の推進を図るため、家庭で不用となっ

た子ども服・子ども靴の回収を令和４年６月まで行った。 

なお、「ぐるぐるマルシェ※」については、新型コロナウイルス感染症の影響により開催すること

ができなかった。しかし、その代替策として、府内の児童養護施設、市内の幼児教育・保育施設お

よび障がい児支援施設ならびに放課後児童会等へアンケートを実施し、希望する施設に対して、回

収した衣類を寄贈した。 

 

前年度繰越量 回収量  リユース リサイクル 廃棄処分 材料活用 次年度繰越量 

13,056着 

(2.34t) 

2,167着 

(0.29t) 

1,840着 

（0.24t） 

480着 

（0.05t） 

0着 

(0t) 

0着 

(0t) 

12,903着 

(2.34t) 

 ※回収量には子ども靴 62足を含む 

  

子供服選別業務委託料      ３９，７５０円 

 受託者     河内長野市作業所連絡協議会 

前年度 

繰越量 

回 収 量  活 用 ・ 処 分 量 
次年度 

繰越量 
資源選別 

作 業 所 
衛生処理場 もったいない市 計 ﾘﾕｰｽ ﾘｻｲｸﾙ 

廃棄 

処分 

18.45t 2.53t 1.64t 0.00t 4.17t 0.00t 4.64t 0.00t 17.98t 
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（３）資源集団回収助成事業 

自治会等の公共的団体が自主的に資源ごみを回収した場合に、１kg あたり３円の助成金を交付

し、ごみの減量化・資源の再利用や廃棄物処理に対する市民の意識向上等に努めた。 

なお、前年度と比較して、実施団体数は同じであったが、回収量は減少した。減少の要因として

は、人口減少やペーパーレス化などの影響が考えられる。 

＜回収量の内訳＞ 

内     訳 古紙類 古布類 金属類 計 

回 収 量(t) 2,565 273 40 2,878 

＜実施団体の内訳＞ 

団 体 内 訳 自治会 子供会 女性団体 老人会 ＰＴＡ等 計 

件    数 111 18 1 12 3 145 

 

 

 

※ もったいない市 

  …家庭で不要となった食器を回収し、使えるものをその場で陳列し、欲しい人が無料で持ち帰 

ることができる取り組みのこと。 

※ ぐるぐるマルシェ 

  …家庭で不要となった子ども服・子ども靴を回収し、使えるものを選別してイベント時に陳列 

し、欲しい人が無料で持ち帰ることができる取り組みのこと。 
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（４）資源再生事業 

資源ごみ等の分別収集等を行い、再資源化を行った。    ※環境衛生課が直接資源化を行った分 

種 類 ビン類 
紙    類 

布 類 
新聞 雑誌 ﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙ 紙パック 庁内古紙 

資源化量(ｔ) 652 170 196 381 7 38 181 

売却収入額(千円) 131 170 196 381 36 38 0 

 

金  属  類 
ペット 

ボトル 

プラスチック製 

容器包装 

陶磁器製 

食器 

ガラス製

食器 

小型 

家電 
計 

スチール アルミ 
小型 大型 

金属 金属 

127 130 21 232 225 770 4 1 5 3,140 

3,464 16,736 559 0 7,038 0 0 0 0 28,749 

 

 

（５）小型家電リサイクル事業 

平成２９年４月より小型家電リサイクル法に基づく国の認定事業者であるリネットジャパン

(株)と協定を結び、家庭のパソコン・小型家電の宅配便回収サービスを開始し、同年７月より、市

役所１階の市民ホールへ携帯電話・スマートフォンの回収ボックスを設置した。また、パソコン・

携帯電話等の小型家電について、資源選別作業所への持ち込み回収を継続して行い、大栄環境（株）

へ引き渡し、希少金属の有効活用の促進に努めた。 

さらに令和２年８月から、リチウムイオン電池等の小型充電式電池について、市役所 1階市民ホ

ールに回収ボックスを設置し、一般社団法人ＪＢＲＣへ引き渡し、資源化に努めた。 

 

＜小型家電回収量＞ 

 回収件数 パソコン 携帯電話 パソコン 携帯電話 その他 合計重量 

H29 166件  222台 160台 1,249kg 19kg 769kg 2,037kg 

H30 200件 280台 783台 1,304kg 89kg 737kg 2,130kg 

R1 271件  487台  547台  2,508kg  63kg  1,122kg  3,693kg  

R2 387件  701台 760台 3,271kg 85kg 1,837kg 5,193kg 

R3 323件 672台 770台 3,107kg 87kg 1,325kg 4,519kg 

 

＜小型充電式電池回収量＞ 

 小型充電式電池 

R2 40kg 

R3 30kg 

※小型充電式電池とは、リチウムイオン電池、ニッケル水素電池、ニカド電池を指す。 

 

決算書掲載頁 163 

５．死獣収集運搬事業                        

死獣収集運搬事業 

所有者が不明である死獣を、公衆衛生の観点から収集するとともに、愛玩動物の死体についても、

飼い主の依頼により引き取りを行い、市営斎場まで運搬した。 
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＜死獣収集件数一覧＞ 

 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 

犬 
飼 44件 44件 39件 39件 38件 

野良 1件 3件 4件 2件 5件 

猫 
飼 42件 28件 31件 32件 38件 

野良 341件 332件 324件 292件 238件 

その他 
飼 12件 4件 5件 5件 6件 

野良 149件 172件 187件 179件 227件 

合 計 
飼 98件 76件 75件 76件 82件 

野良 491件 507件 515件 473件 470件 

総 合 計 589件 583件 590件 549件 552件 

 ※上表は、委託業者により収集運搬した件数である。 

 

愛玩動物等収集運搬委託料 ４，２１２，１２０円 

受託者   株式会社河内長野衛生事業所 

 

決算書掲載頁 165 

６．ごみ収集・処理事業                       

ごみ収集事業 

① 家庭系ごみ収集事業 

家庭系ごみシール制のもとで、ごみの減量化・資源化の推進に努めた。また、資源の有効利

用を図り循環型社会の構築を推進するため、ペットボトルやプラスチック製容器包装の分別収

集を実施した。なお、令和３年度におけるごみの総排出量（約３１，５０５ｔ）に占める資源

ごみ（資源集団回収を含む）の割合は、約２２．２％（約６，９９４ｔ）であり、ごみの総排

出量とともに資源ごみの量についても年々減少傾向にある。 

家庭系ごみ収集運搬業務委託料     ５２８，４３０，９８９円 

受託者        株式会社河内長野衛生事業所 

         林環境株式会社 

 

140



 

環境衛生課 

 ＜ごみ排出量年度別推移＞                      （単位：トン） 

 H29 H30 R1 R2 R3 

もえるごみ 23,509 23,374 23,667 22,556 21,942 

もえないごみ・粗大ごみ 2,855 3,477 3,375 3,428 3,069 

資源ごみ 
3,614 

※526 

3,554 

※578 

3,421 

※564 

3,684 

※592 

3,616 

※500 

集団回収 3,753 3,565 3,376 2,969 2,878 

合  計 33,731 33,970 33,839 32,637 31,505 

※の数値は南河内環境事業組合において、焼却・破砕処理した後に発生した資源化量である。 

 

高齢者や障がい者などのごみ出しが困難な世帯に対して、玄関前でごみを収集するとともに

安否確認を兼ねたふれあい収集を実施した。また、高齢化が進行する本市の状況を踏まえ、平

成２９年度から河内長野市シルバー人材センターへ委託して実施している。 

なお、収集品目及び回数については、もえるごみが週 1 回、資源ごみが月 1 回、もえないご

み・粗大ごみが月 1 回（予約制）で実施している。 

 

＜各年度末におけるふれあい収集利用世帯数＞ 

年 度 要介護 身体障がい 知的障がい 精神障がい その他 合 計 

H29 126 16 0 0 86 228 

H30 139 13 0 0 93 245 

R1 143 13 0 0 106 262 

R2 149 17 0 0 109 275 

R3 152 18 0 0 109 279 

 ふれあい収集業務委託料  ３，６９５，８３６円 

 受託者    公益社団法人河内長野市シルバー人材センター 

 

今後、高齢化社会を迎えるにあたり効率的効果的なごみ収集方式の検討・研究を行うため、

家庭ごみ戸別収集方式検討調査業務として、現在のごみ収集方法等（ごみステーションの位置、

収集時間、収集ルート）の把握や狭隘地など戸別収集が困難な世帯の調査、必要経費の算定な

どを行った。 

 

家庭ごみ戸別収集方式検討調査業務委託料  ６，１６０，０００円 

受託者                  株式会社地域計画建築研究所大阪事務所 

 

市民生活に必要不可欠なサービスである一般廃棄物（ごみ・し尿）の収集運搬業務に従事す

る作業員に対し、新型コロナウイルス感染防止対策としてアルコール手指消毒液やマスク、手

袋などの物品を購入し支給した。 

＜消耗品の購入＞ １，４８９，８８４円 

品  名 数量 購 入 金 額 

アルコール手指消毒液（５リットル入り） ６０個 ６５３，４００円 

不織布マスク １４，４００枚 １５８，４００円 

手袋 １，０８０双 ３３７，７８８円 

除菌クロス（本体及び詰め替え用） １３２個 ３４０，２９６円 
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② 事業系ごみ収集事業 

事業系ごみシール制のもとで、事業系ごみの適正な排出を指導するとともに、ごみの減量 

化・資源化の推進に努めた。また、多量排出者には、本市のごみ減量化・資源化施策の重要な

役割を担うべく、一般廃棄物の減量化・資源化計画書の提出を求めた。 

 

 事業系ごみ収集運搬業務委託料 １４４，０２２，４２８円 

 受託者    株式会社河内長野衛生事業所 

     林環境株式会社 

 

③ 資源選別作業所運営管理事業 

資源選別作業所において、家庭から排出される粗大ごみのうち金属類が含まれるごみについ

て、更なる資源化を推進した。また、不法投棄で回収したごみや家電４品目（エアコン、テレ

ビ、冷蔵庫・冷凍庫、洗濯機・衣類乾燥機）の一時保管場所として活用した。 

さらに家庭や事業所からの資源ごみ（カン・ビン・古紙・古布・小型金属類）について、直

接持ち込みの受け入れを行い、中間処理施設へ搬送し、資源化を行った。 

 

大型金属等選別資源化業務委託料 ３，３２８，８８０円 

 受託者    有限会社北崎商店 

 

④ 特定家庭用機器再商品化回収業務 

特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）に基づき、家庭から出される家電４品目の

収集・運搬及び不法投棄された家電４品目の回収を行い、リサイクルの推進に努めた。 

 

 特定家電製品収集運搬業務委託料 ３０３，６００円 

 受託者    株式会社河内長野衛生事業所 

     林環境株式会社 

品  目 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 

エアコン 19 台 15 台 17台 13台 14台 

テ レ ビ 51 台 65 台 61台 39台 37台 

冷蔵庫・冷凍庫 41 台 65 台 65台 54台 32台 

洗濯機・衣類乾燥機 36 台 56 台 40台 58台 33台 

合  計 147 台 201 台 183台 164台 116台 

※上表は義務外品及び不法投棄の台数（原型を留めない不法投棄回収品を除く） 

 
 

 

 

 

⑤  容器包装廃棄物分別収集業務 

容器包装リサイクル法に基づき、ペットボトル・プラスチック製容器包装・飲料用紙パック・

缶・ビン等の分別収集を行った後、選別・梱包等の中間処理を委託により行い、ペットボトル・

プラスチック製容器包装・その他ガラスびんについては、（公財）日本容器包装リサイクル協

会※へ引き渡し、再商品化を行った。 

 

※ 義務外品 ･･･ 特定家電の買い替えによる排出ではなく、また回収義務を負う販売小売業者が 

         不明、閉店、遠隔地にある等の理由により販売店以外が回収を行う家電４品目 
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容器包装廃棄物収集運搬業務委託料 ２８，７９７，８１７円 

 受託者     株式会社河内長野衛生事業所 

      林環境株式会社 

 

 ペットボトル中間処理委託料  １６，３３２，８２２円 

 受託者     株式会社河内長野衛生事業所 

 

 プラスチック製容器包装中間処理委託料 ３２，５８８，３２３円 

 受託者     藤野興業株式会社 

 

 資源ごみ（缶・ビン・小型金属類・古紙・古布類）中間処理委託料 

      ４１，７１２，０００円 

 受託者     藤野興業株式会社 

 

 容器包装廃棄物再商品化業務委託料 ７７４，３３５円 

 受託者     公益財団法人日本容器包装リサイクル協会 

 

決算書掲載頁 167 

７．南河内環境事業組合関係事業                   

南河内環境事業組合関係事業 

６市町村で構成される南河内環境事業組合でごみを効率的に処理し、生活環境の保全に努めた。 

＜分担金の推移＞       （単位：千円） 

 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 割合（％） 

均 等 割 5,108 5,058 5,116 5,155     5,941 ― 

人 口 割 94,869 93,631 94,241 94,481   108,492 ― 

処理量割 428,125 415,887 418,156 415,377   395,930 ― 

処理手数料相殺分 ▲15,169 ▲15,925 ▲17,605 ▲20,004  ▲19,948 ― 

共通事務費 20,961 20,906 21,998 20,066    16,769 ― 

当市分担金額 533,894 519,557 521,906 515,075 507,184 31.86％ 

富田林市 630,283 621,565 634,132 619,990 601,640 37.79％ 

大阪狭山市 313,898 299,428 304,375 297,081 292,430 18.37％ 

河 南 町 91,968 90,495 93,160 89,435 89,406 5.61％ 

太 子 町 65,684 65,191 66,226 67,825 69,502 4.37％ 

千早赤阪村 35,792 33,290 32,715 31,912 31,892 2.00％ 

合  計 1,671,519 1,629,526 1,652,514 1,621,318 1,592,054 100.00％ 

※（公財）日本容器包装リサイクル協会 

  ･･･「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律」に基づく特定事業者等からの

受託による分別基準適合物の再商品化を行い、併せて、容器包装廃棄物の再商品化に関する普

及及び啓発並びに情報の収集及び提供を行う公益財団法人 
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決算書掲載頁 167 

８．衛生処理場管理事業                       

（１）施設管理事業 

 し尿等の処理施設として、市内で排出されるくみ取りし尿と浄化槽汚泥、特定環境保全公共下

水道施設である滝畑浄化センターより排出される汚泥の受入及び処理を行い、固形分は脱水汚泥

として肥料化施設に搬出し、水分は基準値を満たす値であることを確認の上、河川放流を行った。

また、衛生処理場の維持管理に必要な設備機器等の点検整備などを業者委託により実施した。 

  衛生処理場施設管理業務委託料  ４４，８８０，０００円 

  受託者                 ＪＦＥ環境サービス株式会社 

 

衛生処理場プラント設備点検整備業務委託料  １６，７２０，０００円 

受託者                  ＪＦＥエンジニアリング株式会社大阪支店 

 

一般廃棄物（し尿汚泥）運搬及び肥料化処理業務 ４，４３３，０００円 

受託者                    大栄環境株式会社 

                         三重中央開発株式会社 

① し尿等形態別受入実績      （単位：トン） 

 H29 H30 R1 R2 R3 

くみ取りし尿 6,141.9 5,976.6 5,760.3 5,603.2 5,118.3 

浄化槽汚泥 3,743.6 3,685.7 3,422.4 3,680.5 3,539.9 

滝畑浄化センター汚泥 156.9 169.1 161.6 158.4 169.4 

合計受入量 10,042.4 9,831.4 9,344.3 9,442.1 8,827.6 

 

② 脱水汚泥搬出量            （単位：トン） 

年 度 H29 H30 R1 R2 R3 

 246.83 235.34 212.23 185.50 201.50 

       脱水汚泥とは受け入れたし尿等から水分とごみ等を取り除いた固形分 

 

③ 放流水水質及び排水基準値 

 水素イオン濃度 
【ＰＨ】 

浮遊物質量 
【ＳＳ】 

生物化学的酸素 

要求量【ＢＯＤ】 
大腸菌群数 

単  位 － (㎎/L) (㎎/L) （個/mL） 

年間平均値 7.8 1.0 2.3 0 

排 水 基 準 値 ５.８～８.６ １２０ 以下 ３０ 以下 ３,０００ 以下 

 

④ 維持管理用経費の推移                           （単位：千円） 

  H29 H30 R1 R2 R3 

施設管理 60,168  74,185 76,719 76,408 73,090 

電 力 21,691  16,393 15,301 14,226 15,866 

処理用薬品 6,070  4,765 4,617 5,395 3,509 

その他 18,023  6,884 4,110 5,767 7,380 

合 計 105,952  102,227 100,747 101,796 99,845 
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決算書掲載頁 167 

９．し尿収集事業                           

し尿収集事業 

本市のし尿くみ取り対象世帯及び人口は、公共下水道と浄化槽設備の普及及び人口減少にともな

い年々減少している。市内の各家庭及び事業所からのし尿収集運搬を月 2回あるいは月 1回実施の

定期収集と申し込みに基づき行う臨時収集の２種の方法により実施した。業務の遂行は業務委託と

し、実施にあたり関係者との連携を密にし、円滑な処理に努めた。 

 

 し尿汲取委託料  ２９，０５３，２００円 

 受託者   株式会社河内長野清掃管理事業所 

 

＜処理方法別世帯数・人口＞ 

区 分 くみ取り 自家処理 合併式浄化槽 単独式浄化槽 下水道 合計 

世帯数（戸） 1,476 5 1,973 1,173 42,876 47,503 

人口（人） 2,771 10 4,518 2,421 91,556 101,276 

 

 

＜し尿収集（家庭・定期）実施世帯数・人口推移＞ 

区 分 H29 H30 R1 R2 R3 

世帯数（戸） 1,682 1,642 1,594 1,512 1,476 

人口（人） 3,521 3,270 3,112 2,872 2,771 

委託料額 39,602,088 37,677,744 34,956,588 32,920,140 29,053,200 

 委託料は、事業所の定期収集及び臨時収集にともなう費用を含む。 

 

決算書掲載頁 169 

１０．衛生処理場関係事業                           

衛生処理場関係事業 

衛生処理場の処理水を河川への放流から下水道放流に変更するため、これまでの周辺道路整備の

際に敷設してきた新放流管を下水道管として活用すべく現状把握及び書類整備を行い、未着工区間

の実施設計を行った。 

 

衛生処理場関連施設台帳作成及び実施設計業務委託料  ７，７００，０００円 

受託者                       株式会社セリオス大阪南営業所 

 

衛生処理場管路調査業務委託料            ３，４１０，０００円 

受託者                       管清工業株式会社大阪支店 
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決算書掲載頁 169 

１．勤労者福利厚生事業                       

市内の事業所・商店等に勤務する勤労者等の福利厚生の向上と、事業所・商店等の健全な振興・

発展を支援するため、公益財団法人河内長野市勤労者福祉サービスセンター※に対し、事業運営の

健全化と団体組織の自立化に向けた育成指導を行うとともに、事業運営補助金を交付した。 

 

・補助金交付先   公益財団法人河内長野市勤労者福祉サービスセンター 

・補助金交付額   事業運営補助金  ２,０２７,０００円 

・会員数      １９０事業所   ８９２人 （令和４年３月末日現在） 

・法人事業内容   

   【福利厚生事業】  利用者件数 ３，３０３件 給付総額 ６，３５６，９９１円 

     ・人間ドック・生活習慣病予防検診の補助、宿泊補助、各種イベントの割引斡旋等 

   【慶弔給付事業】  給付件数 ４５７件 給付総額 ８，２３０，６４０円 

     ・結婚・出生祝金、傷病休業見舞金、死亡弔慰金等の給付 

 

  ＜年度別状況表＞ 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

入会者数（人） ５８  ４５  １１６  

退会者数（人） ７４  ５１  ４９  

増減（人） ▲１６  ▲６  ６７  

年度末会員数（人） ８３１  ８２５  ８９２  

年度末事業所数（事業所） １９１  １９０  １９０  

 

 

 ※ 公益財団法人河内長野市勤労者福祉サービスセンター（（旧）財団法人勤労市民互助会） 

   ･･･昭和５４年４月に発足、市内の事業所・商店等に勤務する勤労者等の福利厚生の向上と、事業所・

商店等の健全な振興・発展に資することを目的としている団体。 

平成２５年４月には公益財団法人格を取得し、同時に事務局体制を商工会に移譲。以後、会員拡大

の取り組みを進め、安定的な組織運営を行っている。 

 

 

 

決算書掲載頁 169 

２．地域就労支援事業                                

働く意欲や希望がありながら、就労の実現ができない就職困難者等に対して、地域就労支援セン

ター（産業観光課内に設置）を中心に、就労に関する情報提供、相談の実施など様々な支援事業を

実施した。 

 

（１）就労相談事業 

就職困難者の状況に応じて、専門機関等による就労相談を実施した。 

① 就労相談 

 ア．就労支援コーディネーター（産業観光課職員）による就労相談 

産業観光課 
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  ・相談先   河内長野市地域就労支援センター 

  ・相談件数  １０件 

 イ．就労支援相談員による就労相談 

  ・委託先   一般社団法人大阪青少年支援機構ポラリス 

  ・委託料   １００，０００円 

  ・相談件数  ２０件 

② 就労をめざす若者等（４９歳以下）のための相談会【厚生労働省委託事業】 

  ・相談先   南河内地域若者サポートステーション 

  ・相談件数  ２３１件 

 

（２）就労相談交通費補助事業 

本市在住の求職者がＯＳＡＫＡしごとフィールド※へ就労相談に行った際の交通費の半額を補助

し、当該施設の積極的な利用を促進することにより就労の実現を図った。 

・補助件数  ４件 

・補助金額  ３，０８０円 

   

 ※ ＯＳＡＫＡしごとフィールド 

   ･･･平成２５年９月より大阪市内（天満橋）に開設された、常勤のキャリアカウンセラーが複数配置

された大阪府の総合就業支援施設。 

同施設は、ハローワークを併設し、働くママ・パパ、障がいのある方、シニア層など年齢や状況を

問わず「働きたい」と思っているすべての方を対象に就労支援サービスを提供している。 

 

 

（３）雇用促進広域連携協議会事業 

国・府や地域の関係機関と連携し雇用促進広域連携協議会※にて、雇用促進事業を実施した。 

   ・負担金額  ３０，０００円 

 

 ※ 雇用促進広域連携協議会 

   ･･･近隣市町村（南河内３市２町１村）・ハローワーク・府などの関係機関が連携し、南河内地域の労

働環境の向上や、雇用の促進に広域的に取り組み円滑に実施するために設立された組織。 

協議会では求人・求職情報フェアなど、就労促進に向けた広域的な事業を実施している。 

   

 

＜事業実施状況＞ 

イベント名 日   程 会   場 来場者数 

介護面接会＆相談会 令和３年７月２０日（火） 
ハローワーク 

河内長野 
８名  

介護就職デイ２０２１ 令和３年１１月１２日（金） 
ハローワーク 

河内長野 
９名  

求人・求職情報フェア 

in南河内 
令和３年１２月２日（木） 

レインボーホール 

(富田林市) 
１８名  

働き方改革推進セミナー 令和４年３月３日(木) オンライン開催 ２８名  
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決算書掲載頁 169 

３．勤労者対策事業                                

 職場における労働条件、雇用問題やハラスメント等の労働に関する問題について、早期に解決し

勤労者が安心して働き続けられる環境をつくるため、産業観光課職員による相談対応のほか、市内

の社会保険労務士と委託契約し、随時労働相談（初回６０分のみ無料）が受けられる体制を整え、

勤労者が抱える労働問題の解決に向けた支援を行った。 

 

・開催日    随時 

・相談場所   各社会保険労務士の市内事務所等 

・業務委託先  市内の社会保険労務士（３名） 

・委託料    ２９，４８０円 

  

 ＜相談対応状況＞ 

相談受付 社会保険労務士  4 業種別 建築業 1 

区分    製造業 0 

 職員対応 14  運輸・通信業 4 

    卸売・小売・飲食業 1 

労使別 労働者 

 

18 

 

 サービス業 2 

  医療・福祉 6 

 使用者 0  その他（不明を含む） 4 

   相談内容別 労働組合・労使関係 0 

規模別 従業員 30人未満 2  労働条件に関すること 11 

 従業員 30～99人 2  雇用に関すること 1 

 従業員 100人以上 2  職業能力に関すること 0 

 不明 12   勤労者福祉に関すること 5 

    その他 1 

 

 

決算書掲載頁 181 

４．商工業経営支援事業                                     

市内小規模事業者及び中小企業者の金融円滑化を図るため、事業活動に必要な資金融資をより低

利で受けられるよう、取扱金融機関に対して預託を行った。 

また、㈱日本政策金融公庫融資利用者に対して利子補給を実施した。 

（１）小規模事業者等資金融資事業 

 ① 河内長野市小規模資金融資 

市内の小規模事業者が事業活動に必要な資金に係る融資をより低利で受けることにより、経営の

安定及び発展に資するよう、大阪府制度融資と連携を図った。 

 ＜融資条件＞ 

・融資限度額  ５,０００千円 

・融資利率    年１．０％（大阪府小規模資金：年１．６％） 

・融資期間   ７年以内 
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  ＜融資実行件数＞ 

・融資実行件数  ３１件 

・預託金額    １６，３３４，０００円（預託先：市内５金融機関） 

② 河内長野市設備投資応援融資 

市内の中小企業者が設備導入に必要な資金に係る融資をより低利で受けることにより、経営

基盤の強化に資するよう、大阪府制度融資と連携を図った。 

＜融資条件＞ 

・融資限度額  ３０,０００千円 

・融資利率    年１．０％以下（大阪府設備投資応援融資：年１．２％以下） 

・融資期間   １０年以内 

   ※融資実行実績はなし。 

 

（２）事業資金融資利子補給事業 

市内の中小企業者が、㈱日本政策金融公庫の一部融資を利用した場合に、支払った利子の半額を

３年間補助し、新規開業者に対する支援及び中小企業者の負担軽減や経営安定に努めた。 

＜制度概要＞ 

・対象融資 ㈱日本政策金融公庫による以下の融資 

①小規模事業者経営改善資金 

②新企業育成貸付（新規開業資金、女性・若者／シニア起業家支援資金） 

③生活衛生貸付（一般貸付、振興事業貸付、特例貸付） 

・補助額  支払利子の半額（上限５万円／年） 

・補助期間 ３年間 

  ＜補助実績＞ 

利用融資制度名 補助件数（件） 補助金額（円） 

小規模事業者経営改善資金 １６  １７９，８００  

新企業育成貸付（新規開業資金） ３  １８，６００  

生活衛生貸付 １  １２，２００  

合計 ２０  ２１０，６００  

 

 

決算書掲載頁 181 

５．商業振興事業                                

本市の商業の発展を図ることを目的に、河内長野市商店連合会が消費者と一体となって実施した

商業活性化事業や、商店街に設置された商業灯の電気料金に対して補助金を交付した。 

 

（１）地域商業活性化事業補助金   

本市の商業の発展を目的として、河内長野市商店連合会が実施した事業費の一部に補助金を交付

した。 

 

補助金交付先 事業実施内容 総事業費（円） 補助金交付額（円） 

河内長野市商店

連合会 

ホームページの制作・

運営、奥河内フルーツ

ラリーの実施など 

３，０３３，２７４ １,５００,０００ 
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（２）商業灯電気料金補助金 

商店街における安全・安心で快適な環境整備を促進するため、市内商業団体が負担する地域商業

活性化を目的として設置された電灯の電気料金に対し、補助金を交付した。 

 

団体名 補助対象（本） 補助金交付額（円） 

千代田西商店会 ８  ２４，５００  

千代田駅前東商店会 １２  ２３，４００  

河内長野駅前大通り商店街 ２２  ５６，２００  

 

 

決算書掲載頁 181 

６．商工業振興事業                                

 河内長野市商工会と連携し、人材育成支援などにより市内事業者の経営基盤の強化を図るととも

に、市外からの企業誘致の推進、市内での起業支援などの各種施策を実施することで、市内商工業

のさらなる振興を図った。 

 

（１）創業支援事業補助金 

河内長野市商工会が実施する中小企業診断士による創業セミナーの開催などに要する経費に対

して補助金を交付した。 

・補助金額  ７００，０００円（補助金交付先：河内長野市商工会） 

 ＜創業セミナーの開催状況＞ 

  第１回 １日目 令和３年  ８月２１日（土） 参加者数：１４人 

２日目 令和３年  ８月２８日（土） 参加者数：１３人 

  第２回 １日目 令和３年 １２月 ４日（土） 参加者数：１５人 

２日目 令和３年 １２月１１日（土） 参加者数：１４人 

 

（２）中小企業等経営基盤支援補助金・起業家支援事業補助金 

本市の補助金制度について、市広報並びに企業訪問やセミナー等で周知し、活用促進を図った。 

① 中小企業等経営基盤支援補助金 

市内中小企業者の経営基盤の強化や技術力の向上を図り、市内産業の発展に寄与することを

目的として、市内中小企業者が人材育成に要した経費に対し補助金を交付した。 

・補助金交付件数  ６件（６社） 

・補助金交付額   ２１０，０００円 

② 起業家支援事業補助金 

  市内産業の振興に繋がる起業促進を図ることを目的として、市内起業家が起業に必要な広告

宣伝費に要した経費に対し、補助金を交付した。 

  ・補助金交付件数  ３件（３社） 

・補助金交付額   １３１，０００円 

 

（３）商工会事業補助金 

経営指導員が本市の小規模商工業者を総合的に支援する小規模事業経営支援事業等、河内長野市

商工会が行う事業に対して、事業補助金を交付した。      

・補助金交付額  １７，５４９，０００円 （補助金交付先：河内長野市商工会） 
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（４）企業立地促進奨励金 

市内産業の振興及び市民の雇用機会の拡大を図るため、市内で事業所の新設や拡張等を行う事業

者に対し、奨励金を交付した。      

・奨励金交付件数  ６件（５社） 

・奨励金交付額   ４，３３１，０００円 

 

（５）新型コロナウイルス感染症対策支援補助金 

 新型コロナウイルス感染拡大予防と経済活動の両立を図るため厚生労働省が示した「新しい生活

様式」を踏まえ、感染症対策に取り組む事業者に対し、補助金を交付した。 

・補助金交付件数  ２９件（２９社） 

・補助金交付額   １，０５１，０００円 

 

（６）河内長野市事業者一時支援金 

 新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言等に伴う飲食店の時短営業、不要不急の外出・移動の自

粛又は休業要請などにより、深刻な影響を受ける市内の中小企業等に対し、事業継続を下支えする

ことを目的とし、本市独自に支援金を交付した。 

 ① 支援金 

・交付件数  ４６８件（法人：１３０件、個人事業主：３３８件） 

  ・交付額   ５９，８００，０００円 

② 支援金審査・コールセンター業務 

・委託料   ２５，３８５，８００円（委託先：㈱日本旅行） 

 

（７）河内長野市事業者応援支援金 

 新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言等に伴う飲食店の時短営業、不要不急の外出・移動の自

粛又は休業要請などにより、深刻な影響を受ける市内の中小企業等で売上の減少率等の要件で、こ

れまで国や市等の支援金等の申請要件を満たさなかった事業者に対し、事業継続を下支えすること

を目的とし、本市独自に支援金を交付した。 

  ・支援金交付件数  ６２件（法人：２４件、個人事業主：３８件） 

  ・支援金交付額   ８，６００，０００円 

 

（８）産業用地化サポート業務  

産業用地を確保し、まちの活力の維持・向上につなげることを目的に、赤峰市民広場の産業用地 

化に係る事業手法を検討するとともに、企業ニーズ調査などを実施した。  

・委託料  ４，８７３，０００円（委託先：㈱ＵＲリンケージ） 

 

（９）企業紹介ガイドブック事業 

 若手人材の雇用を検討している市内事業者を紹介するガイドブックを作成し、企業の人材確保や

魅力発信を支援した。 

・印刷製本費  ２９７，０００円 

・掲載企業数  ２８社 
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決算書掲載頁 181 

７．キャッシュレス決済プレミアム事業                

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける市内事業者を応援するため、民間事業者が提供するキ

ャッシュレス決済サービスを利用し、本市独自のポイント還元キャンペーンを実施した。 

・負担金額  ９３，１２５，７８８円 

（内訳）ポイント還元相当額：９２，３７８，９９３円 

プロモーション費用：   ７４６，７９５円 

＜事業概要＞ 

・利用サービス  ＰａｙＰａｙ（提供元：ＰａｙＰａｙ㈱） 

・実施期間    令和３年８月１日（日）から ８月３１日（火） 

・還元率     ２０％  

・付与上限    ５，０００円相当／期間（５，０００円相当／回） 

・対象店舗数   ８００店舗 

 

決算書掲載頁 181 

８．観光振興事業                                

本市における観光の振興と発展を図るため、河内長野市観光振興計画に基づき、市内外に本市の

観光魅力を発信するとともに、広域連携を図ることで、スケールメリットを生かしたＰＲ事業を展

開した。 

 

（１）観光情報発信事業 

 本市の魅力ある観光資源を PR するため、観光ポータルサイトや Facebook、Instagram、広告掲

出などのツールを活用した情報発信を行うとともに、観光ボランティアガイドを現地に派遣し、観

光客の受け入れ体制の整備に努めた。また、奥河内観光写真コンクール事業を実施した。 

 ① 観光情報発信 

   ・委託料  ９，２４９，０００円（委託先：河内長野市観光協会） 

  ア．観光ポータルサイト、Facebook及び Instagramの企画運営 

    A.観光ポータルサイトアクセス件数 

     ・延べ４３３，９２９件（前年度実績：延べ４１０，１６５件） 

    B.SNS投稿件数 

     ・Facebook   ２６５件（前年度実績：２０７件） 

     ・Instagram  ２６８件（前年度実績：１９４件） 

  イ．観光ボランティアガイドの派遣 

   ・延べ２４２人（前年度実績：３４７人） 

  ウ．温泉施設ＰＲ強化 （天然温泉河内長野荘、あまみ温泉南天苑） 

 ② 奥河内観光写真コンクール事業 

   ・委託料   ２８０，０００円（委託先：河内長野市観光協会） 

   ・応募点数  写真部門３１７点、動画部門 ３点 

   ・入賞点数  写真部門 ２６点、動画部門 １点 

    （前年度実績：【写真部門】応募３５９点・入賞２５点 【動画部門】応募２点・入賞１点） 

 

（２）観光魅力プロモーション事業 

 日本遺産をはじめとする本市の観光資源を市内外で PR し、本市への観光誘客を図るため、広告
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掲載や鉄道事業者と連携したプロモーションを実施した。 

 ① 観光キャンペーン事業 

   市内の宿泊施設や観光施設を利用した府民に対し、電子地域通貨（ポイント）を発行するキ

ャンペーンを実施し、本市の観光魅力の発信につなげた。 

   ・実施期間    令和３年１１月１日（月）から令和３年１１月３０日（火） 

   ・使用有効期間  令和３年１１月１日（月）から令和４年３月１５日（火） 

   ・発行店舗数   ９店舗 

   ・加盟店舗数   ７８店舗 

    ※地域通貨促進事業の一環として実施したため、予算は政策企画課にて執行した。 

（P257「政策企画課 2.政策推進事業(2)地域通貨促進事業」参照） 

 ② 観光ツアー造成支援事業 

   市内の観光施設等を利用する観光ツアーの企画やツアー参加者の市内での食事・土産物購入

に係る費用に対して補助を実施し、観光客の誘致を図った。 

   ・補助件数    １０件（前年度実績：２件） 

   ・補助金交付額  ６８７，１５０円 

 ③ 高野街道まつり事業 

   新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止。 

 

（３）歴史文化を活用した観光推進事業 

歴史文化を活用した観光推進と普及啓発等に寄与する協議会の事業に対し、補助金を交付した。

また、日本遺産パンフレットの作成等を行った。 

 ① 日本遺産推進協議会補助金 

  ・補助金交付額  １，９２９，４６０円（補助金交付先：河内長野市日本遺産推進協議会） 

  ・補助事業内容  デジタルサイネージへの掲出（ＪＲ新大阪駅、大阪駅、三ノ宮駅、京都

駅）、PRパンフレット作成、嗜好性調査（モニターツアーを含む）、等 

 ② 日本遺産を活用した観光振興業務 

  ア．ホテル設置型情報誌への広告掲載 

    府内を訪れる観光客に向け本市への観光誘致を効率的に進めるため、大阪市内のホテル設

置型情報誌への広告掲載を行った。 

   ・広告掲載料  ３３０，０００円  

 イ．南海電鉄駅構内における観光ＰＲ放送制作業務 

    映画「鬼ガール!!」の劇中歌として使用された楽曲「TRAIN-TRAIN」を用いた観光ＰＲ放

送音源を制作し、市内主要駅（南海高野線 河内長野駅、千代田駅、三日市町駅）で放送す

ることで、鉄道利用者に対し、「日本遺産のまち河内長野」等本市の観光ＰＲを実施し、観

光誘客を図った。 

   ・音源制作業務委託料        ２５８，５００円（委託先：㈱ジャグラー） 

・観光ＰＲ放送に係る著作権使用料   ８８，０００円 

 

（４）広域観光ＰＲ事業 

 ① 華やいで大阪・南河内観光キャンペーン協議会 

   華やいで大阪・南河内観光キャンペーン協議会※に加盟し、観光デジタルスタンプラリー、

みなみかわち物産市等を広域連携で実施した（みなみかわち歴史ウォーク、南河内観光ＰＲキ

ャラバンは、新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止）。 

   ・負担金額  ３００，０００円 

 ＜事業例＞  
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 ○みなみかわち観光デジタルスタンプラリー 

  ・実施期間  令和３年１０月１日（金）から１２月２８日（火） 

  ・参加人数  延べ１，６３２人 

   ○みなみかわち物産市 

   ・開催場所  道の駅奥河内くろまろの郷 

  ・実施期間  令和３年１１月１３日（土）、１４日（日） 

 

  ※ 華やいで大阪・南河内観光キャンペーン協議会 

   ･･･ＮＨＫ大河ドラマ「太平記」の放映を契機に、南河内を中心とする大阪の観光魅力のＰＲを行う

とともに、観光客の受け入れ体制の充実と観光客の誘致を促進することを目的とした協議会（大阪

府、大阪観光局、南河内８市町村、南海電鉄、近畿日本鉄道、河内長野市観光協会等２０団体で構

成） 

 

 ② 西高野街道観光キャンペーン協議会 

   西高野街道観光キャンペーン協議会※に加盟し、観光デジタルスタンプラリー等を広域連携

で実施した（愉快・爽快・空海ウォーク、誘客イベントは、新型コロナウイルス感染拡大防止

のため中止）。 

   ・負担金額  １５０，０００円 

   ＜事業例＞ 

   ○愉快・爽快・空海ウォークデジタルスタンプラリー 

    新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止した「愉快・爽快・空海ウォーク」の代替事

業として、アプリを活用したデジタルスタンプラリーを実施した。 

  ・実施期間  令和３年１２月１日（水）から令和４年２月２８日（月） 

  ・参加人数  延べ６３４人 

 

 ※ 西高野街道観光キャンペーン協議会 

   ･･･「紀伊山地の霊場と参詣道」が世界遺産に登録されたことを契機に西高野街道を中心とする地域

の観光魅力のＰＲを行うとともに、観光客の受け入れ体制の充実と観光客の誘致を促進することを

目的とした協議会（大阪府、堺市、大阪狭山市、南海電鉄、河内長野市観光協会等 8団体で構成） 

 

 

決算書掲載頁 183 

９．観光施設管理事業                             

本市における観光の拠点となる施設の運営や維持管理を行うことで、観光客の受け入れ体制の充

実を図った。 

 

（１）観光案内所運営管理事業 

 ① 河内長野駅前観光案内所の運営・維持管理 

   河内長野駅前観光案内所の運営や維持管理を行い、観光客の受け入れ体制の充実を図った。 

・案内時間     午前９時００分～午後４時００分 

・休館日      第２水曜日（第２水曜日が祝日の場合は翌日）及び年末年始 

・案内件数     年間３，９１１件（うち電話・FAXでの案内は４３３件） 

（前年度実績：３，６１６件） 

※複数の問い合わせについてはそれぞれ１件としてカウント。 
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・外国人案内者数  年間１０人（昨年度実績：１６人） 

・事業費内訳    委託料 １，４７６，０００円（委託先：河内長野市観光協会） 

賃貸料 ２，４６１，４４０円 

＜観光案内所 案内種別一覧表＞ 

案内種別 
案内件数 

案内種別 
案内件数 

令和 3年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 

歴史・文化財  751件  642件  観光行事・イベント 148件  61件  

自然休養村 93件  89件  ハイキングコース 218件  245件  

レジャー施設 347件  257件  車・電車・バス 363件  457件  

宿泊施設 53件  65件  観光相談 440件  488件  

自然・花・景観 315件  306件  その他（食事処等） 1,183件  1,006件  

 

（２）テクルート管理事業 

歩きながら自然・歴史・文化にふれる場として、また、健康増進の場として利用してもらうため、

テクルート※を整備し、施設の維持・管理に努めた。 

 ＜テクルート管理業務一覧表＞ 

種 別 金 額 委託先 業 務 名 及 び 内 容 

テクルート 

清掃 

1,834,800円  近畿ビルサービス㈱ 

テクルートトイレ清掃業務 

（日野・神納・観心寺・金剛寺の

計４トイレ） 

2,783,000円  大阪府森林組合南河内支店 

テクルート清掃等管理業務 

（清掃、草刈・落葉処理、保全・

確認） 

テクルート 

トイレ 

浄化槽管理 

649,000円  ㈱河内長野清掃管理事業所 

テクルートトイレ浄化槽維持管

理・清掃業務 

（観心寺・金剛寺トイレの浄化槽

の定期清掃、保守点検、法定検査、

汚泥引抜処分、槽内の清掃等） 

 

  ※ テクルート 

   ･･･安全かつ快適に、市内の文化財・スポーツレクリエーション施設・景観地などをテクテク歩いて

巡る自然歩道 

 

（３）観光ふれあいトイレ事業 

 民間施設が有するトイレを広く一般に開放する「観光ふれあいトイレ」に指定し、観光客が市内

を巡る環境の整備を図った。 

 ・観光ふれあいトイレ指定先  ５か所 

 ・謝礼金           ２５０，０００円 

 

（４）観光宿泊施設管理事業 

河内長野荘の宿泊客や日帰り利用客が、より快適で安心して利用できるよう、設備の修繕等を行

った。 

  ・修繕費（累計）  １，１３７，４００円 

  ・修繕箇所     温泉ポンプ吸込口取替等修繕業務 
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内湯用比例三方弁取替業務 

排煙装置取替業務 等 

・空調機器の更新    ４１１，４００円 

 

（５）地域活性・交流拠点事業 

道の駅来訪者が快適に過ごすことができる施設管理と環境整備を行った。 

 ① 指定管理者（一冨士ケータリング㈱）による施設管理 

  指定管理者によりイートイン工房や物販コーナー、レストランの運営、駐車場や施設の維持

管理等の業務を実施した。 

 ・地域活性・交流拠点管理運営業務委託料  ３９，４１６，６００円  

・指定管理者からの納入金（歳入）      １０，４４７，１００円 

 ② 花の文化園前駐車場法面の維持管理 

  奥河内くろまろの郷から花の文化園方面へ向かう通路に面する法面において、周辺地域の交

通や歩行者の安全を図るとともに、一帯の景観向上を図るために除草等を行った。 

 ・委託料  ５７２，０００円（委託先：高向造園土木㈱） 

 ③ 河川清掃 

  奥河内くろまろの郷に隣接する河川敷に放置されたゴミの清掃及び撤去を行った。 

  ・委託料  ３２５，１０８円（委託先：公益社団法人河内長野市シルバー人材センター） 

 ④ 道の駅機能強化事業 

  大阪府都市緑化を活用した猛暑対策事業補助金を活用して、道の駅奥河内くろまろの郷バス

停に屋根及び植栽等を設置し、暑熱環境の改善を図った。また、ビジターセンターの大雨時の

浸水対策として、排水設備等の改修を実施した。 

 ア．バス停屋根設置工事 

 ・屋根設計及び工事監理業務    ４０７，０００円（委託先：㈱松村設計） 

 ・屋根設置工事        ２，２７０，４００円（請負業者：㈱幸伸） 

 ・建築確認等申請手数料       ５７，８００円 

 ・植栽業務            ４１３，６００円 

（委託先：公益財団法人河内長野市公園緑化協会） 

 ・ベンチ購入費          １８１，２８０円 

  イ．雨水排水設備等改修工事 

 ・工事請負費           ７７３，３００円（請負業者：㈱谷組） 

 ⑤ 施設修繕 

  ・蓄電システム修繕業務      ９３１，０４０円 

（請負業者：NECフィールディング㈱南大阪支店） 

 

 

 

決算書掲載頁 185 

10．自然公園施設管理事業                             

自然休養村トイレ（滝畑）とダイヤモンドトレールの各種施設について、観光客が快適に利用で

きるよう維持管理を行った。 
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＜業務内容一覧表＞ 

種 別 金 額 委託先 業 務 名 及 び 内 容 

自然休養村トイレ 

管理業務 
611,111 円  

滝畑湖畔観光農

林組合 

滝畑トイレ清掃業務（トイレ清掃） 

大阪府自然公園施設の

維持等に関する業務 

 812,900 円 

  

大阪府森林組合

南河内支店 

自然公園管理業務 

（清掃、草刈・落葉処理、標識等確

認等） 

495,880 円  
㈱河内長野清掃

管理事業所 

岩湧山頂トイレ清掃管理業務 

（トイレ清掃等） 

37,400 円  
大阪府森林組合

南河内支店 

岩湧山頂トイレ敷設電気配線確認

業務 

（埋設電気配線の通電確認、電線 

の確認・補修） 

 464,640 円  
㈱河内長野清掃

管理事業所 

ダイヤモンドトレール紀見峠地区

公衆トイレ清掃業務（トイレの清掃

等） 

 

 

決算書掲載頁 253 

11．公共施設災害復旧事業                             

 奥河内くろまろの郷から花の文化園方面へ向かう通路に面する法面において、大雨による崩落 

の復旧工事を実施した。 

 

・応急復旧工事       ８２０，６００円（請負業者：高向造園土木㈱） 

 ・復旧工事（前払金）  ９，９００，０００円（請負業者：㈱松坂組） 
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決算書掲載頁 171 

１．滝畑ダム関連事業                        

 大阪府が実施する滝畑ダム維持管理に係る負担金を大阪府に支払った。 

  滝畑ダム維持管理負担金  6,833,500円 

   負担金に係る維持管理経費 

   管理職員費、庁舎管理委託料、施設管理委託料等 

 

決算書掲載頁 171 

２．営農支援推進事業                        

（１）女性・高齢者対策事業 

農家女性の豊かな経験や知識等を活かし、市民との交流を進めるため、ＪＡ大阪南女性会河内長

野支部農産加工部会員を講師とした、市主催の味噌づくり講演会を実施した。 

  味噌づくり講演会：令和 3年 12月 15日開催  参加者：12名 

 

（２）農作物被害防止対策事業 

① 農作物被害防止対策事業補助制度（市からの直接執行分） 

ア．鳥獣害防護資材の補助 

イノシシやアライグマ等による農作物被害の防止を図り、農家の経営安定を図るため、各 

地区の実行組合等を対象に、複数の農家で取り組む防止対策に必要な防護資材等（電気柵等） 

の購入にかかる経費に対する補助金を交付した(1/2補助 上限あり)。 

農作物被害防止施設設置補助金 32件 958,804円 

イ．わな猟免許本試験に対する補助 

狩猟（わな猟）免許を取得して箱わなや囲いわなによってイノシシの捕獲を行おうとする 

者のうち、狩猟免許試験の合格者及び更新者に対し、狩猟免許本試験の受験料または更新料 

及び診断書作成料の半額を補助した。 

本試験受験料等   合格者 2名  5,200円   更新者 8名  17,965円 

 ② 有害鳥獣対策協議会補助事業（河内長野市有害鳥獣対策協議会に対する補助金執行分） 

ア．施設賠償保険料補助 

わな猟による有害鳥獣捕獲を行う際の事故等に備え狩猟者が加入する施設賠償責任保険 

について、その保険料を河内長野市有害鳥獣対策協議会を通じて、全額補助(上限 1万円) 

した。 

27件     補助総額：100,470円 

イ．わな猟免許取得準備補助 

狩猟（わな猟）免許を取得して箱わなや囲いわなによってイノシシの捕獲を行おうとする 

者に対し、予備講習受講料を補助した。 

予備講習   受講者 2名   24,000円   (国補助 1/2 市補助 1/2) 

ウ．有害鳥獣捕獲機材購入補助事業 

河内長野市有害鳥獣対策協議会が実施する有害鳥獣捕獲檻貸出事業に用いる箱わな購入 

費用を補助した。また、捕獲者の作業負担軽減を図るため、捕獲情報を通知する機器の導 

入を補助した。 

箱わな   62,700円／基 * 2基   125,400円  (国補助 1/2 市補助 1/2) 

発信機 * 9台、受信機 * 3台      58,740円  (国補助 1/2 市補助 1/2) 

暗視カメラ 14,850円／台 * 2台       29,700円  (国補助 1/2 市補助 1/2) 

農林課 
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エ．緊急捕獲等対策事業 

河内長野市有害鳥獣対策協議会を通じて、捕獲頭数に応じて、捕獲者に対し捕獲活動経費 

の助成を行う緊急捕獲等対策事業を実施し、同協議会に支払われる国費割り当てを超える捕 

獲分について、市費により補助を行った。 

市全体の捕獲頭数は成獣 53頭、幼獣 6頭、合計 59頭 

（うち、市費分： 15,000円） 

焼却：8,000円× 1頭 通常：7,000円× 1頭 幼獣：1,000円× 0頭 

（うち、国費分： 375,000円） 

焼却：8,000円×12頭 通常：7,000円×39頭 幼獣：1,000円× 6頭 

※参考 国費分については大阪府から同協議会を通して直接支払い 

オ．有害鳥獣被害防止柵管理補助事業 

河内長野市有害鳥獣対策協議会がイノシシ等による農作物被害の防止を図るため、天野地 

区に設置した防護柵等の維持管理に対する補助をした。 

天野山猪防護柵管理事業委託金：30,000円（大阪府猟友会河内長野支部へ委託） 

③ 有害鳥獣捕獲事業（市からの直接執行分） 

市長による許可に基づいて、銃とわなによる有害鳥獣の捕獲等を委託するとともに、捕獲隊

による有害鳥獣捕獲を実施した。 

委託料：1,737,000円 

受託者：公益社団法人大阪府猟友会河内長野支部 

内 容：捕獲活動  銃による捕獲頭数 4頭  わなによる捕獲頭数 17頭 

その他活動 農地及び隣接市街地出没時の緊急出動 

捕獲わなの管理指導業務 

わな、柵設置場所等に関する技術的助言 

 

（３）新規就農者育成支援事業 

農業者の高齢化や後継者不足が進む中、就農希望者を対象に、大阪府を始め各関係団体の協力の

もと農業研修講座を実施し、農産物を栽培するための必要な基礎知識、栽培管理技術等の修得を図

り、地域農業における担い手の育成及び確保を図った。また、研修講座修了生により組織されたボ

ランティア団体においてステップアップコースを実施することで、新たな農業の担い手の拡充、ボ

ランティアの育成を図った。 

・新規就農者農業研修講座（日野大堂前地区ほ場等にて実施） 

講義：5回    実習：11回    参加者：14名 

・ステップアップ農業研修講座（日野大堂前地区ほ場等にて実施） 

実習：随時     定例会：6回     参加者：14名 

・新規就農者育成支援事業除草等委託業務 

委託料：78,000円 

受託者：河内長野野菜づくりお助けクラブ 

内 容：現地実習農地に係る除草及び施肥等の事前準備 

 

（４）広域農政推進事業 

① 農業共済組合負担金 

農業者が、災害や鳥獣害等の不慮の事故によって受ける農作物等に係る損失を補填すること 

により、農業経営の安定を図り、農業生産力の発展に資するため、大阪府農業共済組合が農業 

災害対策として農業保険法に基づき実施している共済事業に対し負担金を支払った。 

・大阪府農業共済組合負担金    1,321,000円 
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② 農空間整備推進協議会負担金 

本協議会は、府域の農業振興地域を中心とする農空間において、府民ニーズに応えた農空間 

の整備を推進するとともに地域の振興を促進することを目的とするものであり、農空間の整備 

推進に関する研究・調査や農空間の資源の保全、活用に向けた啓発及び事業の推進を府域で共 

同して行うため、会費を支払った。 

・大阪府農空間整備推進協議会会費  20,000円 

 

（５）営農支援推進事業 

① 営農支援推進事業 

農業改良普及員を配属し、各農家及び各地区への栽培指導、営農相談等を実施した。 

② ６次産業化促進支援事業補助金事業 

農業所得の向上や生産物の付加価値の増大を目的として、農業の６次産業化に取り組む農家 

に対し機械購入や施設整備に係る経費に対し補助を行った。 

1件  補助額 277,000円（冷蔵施設） 

 ③ 新規就農者支援事業補助金 

   新規就農者が営農開始に際して、農業用機械を導入するために要する経費に対し補助を行っ

た。 

   1件  補助額 39,000円（草刈機） 

④ 推奨作物栽培支援事業 

病害虫にも強く、軽量で比較的栽培が容易でありながら収益性の高い作物を推奨作物として 

奨励し、栽培講習会の開催や種子の支給を行った。 

＜推奨作物栽培講習会の開催＞ 

場所：市民交流センター（キックス）大会議室ＡＢ 

 日 時 品 目 参加者 

令和 3年 11月 19日 除草作業の省力化 40名 

令和 3年 11月 19日 トウモロコシ・枝豆 48名 

※令和 3年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、開催は 2回（例年は 4回／年） 

⑤ 特定外来生物被害対策支援事業 

特定外来生物「クビアカツヤカミキリ」による桃被害対策として、被害調査を行うととも 

に、令和 2 年度に引き続き、未被害樹用の０.４㎜目合いを農家に配布し、被覆による対策に

取り組んだ。 

 

（６）農業地域力創造推進事業 

市内の集落や地域が抱える「人と農地」の問題解決のため、集落や地域における話合いにより、

今後の地域の中心となる経営体の位置付け、中心経営体への農地の集約等について定めた「人・農

地プラン」を、新たに石見川地区において作成した。作成に際しては、農業者の営農意向の把握、

集落等における合意形成、関係機関や農業者代表等による検討会の開催、人・農地プランの周知等

を併せて行った。 

 

決算書掲載頁 173 

３．都市農村交流推進事業                        

多面的機能支払交付金事業 

地域の共同活動を支援し、水源の涵養、環境の保全、景観の形成等、食糧生産にとどまらない農

業の有する多面的な機能の維持及び発揮を図るため、草刈りやイノシシの駆除等の農地の維持活動
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等に取り組む、非農家を含む地域住民による団体に対し、交付金を交付した（国補助 1/2 大阪府

補助 1/4 市補助 1/4）。 

１団体  田 915a×3,000円／10a＋畑 71a×2,000円／10a ＝ 288,700円 

 

決算書掲載頁 173 

４．経営所得安定対策事業                                

経営所得安定対策は、担い手農家の経営の安定に資するよう、諸外国との生産条件の格差から生

ずる不利の補正や農家経営のセーフティネット対策、食料自給率・食料自給力の維持向上のための

戦略作物の生産促進などを通じて、農業経営の安定を図るものであり、市においても市内農家の経

営の安定化に向けて本件事業の加入促進を行った。 

現在の日本の農業は、農業従事者の減少・高齢化などにより生産力を安定的に確保することが厳

しい状況にある。そのような状況下において国は経営所得安定対策※を展開し、本市においても営

農意欲のある農業者が農業を継続できる環境を整え食料自給率の向上に資するため、農業協同組合

など関係機関の協力を得て農業者に本制度の加入促進を行った。 

  ※ 経営所得安定対策 

 …・水田活用の直接支払交付金：食料自給率向上のために、国は水田で水稲以外の作物を生産する

当市の販売農家の方に対して、令和 3 年度は作付面積 10 アール当たり作付種類別に 9,410 円

から 34,590円を交付した。 

  ・交付金は国より農家へ直接支払い。 

＜令和３年度経営所得安定対策実施状況＞ 

      戦略作物助成「作付面積」 (a) 

麦 大 豆 

23.0 11.60 

      産地交付金助成「作付面積」(a) 

そ ば 野 菜 花き・花木 果 樹 麦（二毛作） 合 計 

14.9 743.95 50.75 39.9 21.7 871.2 

       ※「作付面積」は制度申請者が作付けする面積のうち交付金交付対象面積をいう。 

 

決算書掲載頁 173 

５．広域農道整備事業                          

 本市山間部の農業集落を結びつけることにより、農林産物輸送の効率化をはじめ、地域交流の促

進や利便性の向上を図るため、大阪府が実施する広域農道整備事業に対し、大阪府に負担金を支払

った。 

ふるさと農道整備事業負担金 

 令和２年度繰越分 14,000千円（大阪府事業費 80,000千円） 

 令和３年度現年分 47,250千円（大阪府事業費 270,000千円） 

   負担金に係る工事 

  ・広域農道岩湧地区２道路整備工事 

   概要：伐採工、切盛土工 V=33,600m3、法面保護工、小段排水工、付帯工 

  ・広域農道岩湧地区３道路整備工事 

   概要：切盛土工 V=21,800m3、法面保護工、流末排水工、作業道付替工、小段排水工、 

付帯工 
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決算書掲載頁 173 

６．一般土地改良事業                        

農業用施設等の農業生産基盤の補修、整備を行うため、水利組合や地元団体への補助金交付や改

修等の工事を行った。また、関係団体等へ事業負担金等を支払った。 

（１）土地改良管理事業 

   土地改良管理事業負担金 

土地改良事業の推進を目的とする大阪府土地改良事業団体連合会へ負担金を支払った。 

   ・大阪府土地改良事業団体連合会負担金（広域農道、ため池防災等）712,698円 

 

（２）農道管理事業 

① 農道の除草、剪定の施設管理                      （単位：円） 

委託業務名  委 託 概 要 委 託 料 

令和３年度 農道敷除草清掃業務 

受託者：高向造園土木㈱ 

宮の下農道、滝尻農道 

 除草業務 A=360㎡ 
212,080 

合 計 1 件 212,080 

② 農道改修工事                                                 （単位：円） 

工 事 名 工 事 概 要 工 事 費 

令和３年度ふるさと農道安全対策整備

工事 

請負業者：勝喜土木 
歩車道境界ブロック据付 L=28.8m 583,000 

ふるさと農道桝蓋設置等応急復旧工事 

請負業者：勝喜土木 
道路付帯構造物応急復旧工  一式 500,500 

合 計 2 件 1,083,500 

 

（３）水路整備事業 

① 世界かんがい施設遺産申請英語翻訳事業委託料             （単位：円） 

委託業務名  委 託 概 要 委 託 料 

世界かんがい施設遺産申請英語翻訳業

務 

受託者：㈱ファニースクエア 

寺ケ池・寺ケ池水路の世界かんがい 

施設遺産登録申請のための英語翻訳 

一式 

110,000 

合 計 1 件 110,000 

② 土地改良事業補助金 

 水路の改修を行う、下記団体に補助金を交付した。              （単位：円） 

団 体 名 工 事 名 工 事 概 要 市補助金 
備   考 

工事費 府補助金 

高向丹保井路

水利組合 

高向丹保井路水路

改修工事 

ゲート設置 3ヶ所 

ゲート修繕 1ヶ所 

蓋設置工 L=25m 

800,000 2,000,790 1,000,000 

 合 計 1 件 800,000 2,000,790 1,000,000 

 

（４）農道整備事業 

① 農道整備工事                                                 （単位：円） 

工 事 名 工 事 概 要 工 事 費 
財 源 内 訳 

国府補助金 地元分担金 一般財源等 
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工 事 名 工 事 概 要 工 事 費 
財 源 内 訳 

国府補助金 地元分担金 一般財源等 

堂ノ浦農道整備工事 

請負業者：㈲松本商店 

擁壁工 

ブロック積 L=25m 

 A=27.6㎡ 

水路工(PU180) 

L=28.9m 

仮設工 一式 

3,682,800 － 552,400 3,130,400 

合 計 1 件 3,682,800 － 552,400 3,130,400 

 

（５）ため池整備事業 

① ため池ハザードマップ作成業務 

農業用ため池のハザードマップを作成した。               （単位：円） 

委 託 業 務 名 委 託 概 要 委 託 費 

河内長野地区ため池ハザードマップ

作成業務 

受託者：キタイ設計㈱大阪支社 

ため池ハザードマップ作成 一式 

6地区 7池：原大池、ひょうたん池、 

猿又池、庄代池、丹保池、

トンボ池、西浦池 

 10,480,800 

河内長野地区ため池ハザードマップ

作成業務（その２） 

受託者：国際航業㈱大阪支店 

ため池ハザードマップ作成 一式 

5地区 6池：灰原池、下里今池、 

日野新池、梅ケ谷池、 

黒原大池、千代田池 

8,976,000 

合 計 2 件 19,456,800 

② ため池改修工事                                                （単位：円） 

工 事 名 工 事 概 要 工 事 費 
財 源 内 訳 

国府補助金 地元分担金 一般財源等 

アララギ池ゲート取付

工事 

請負業者：㈱アグリ工

業 

ゲート取付 1基 1,578,500 － 78,900 1,499,600 

西浦池改修工事 

請負業者：㈲緑勢美建 

土留め工 一式 

余水吐改修工  

L=3m 

1,376,100 － 137,600 1,238,500 

小塩下池改修及びアラ

ラギ池防護柵設置工事 

請負業者：㈱泰光 

小塩下池 

法面工 A=229.3㎡ 

附帯工 一式 

アララギ池 

防護柵設置工  

一式 

2,090,000 － 

小塩下池

157,900 

アララギ

池 25,500 

1,906,600 

合 計 3 件 5,044,600 － 399,900 4,644,700 

 

（６）原材料等支援事業 

複数の受益者を有する小規模な農業用施設の維持補修に必要な材料支給や重機支援を行い、施設

整備及び営農意識の向上を図った。 

① 原材料支援                                  （単位：円） 
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支 給 件 数  材 料 名 支給額合計 

 34件 
セメント・Ｕ字溝・塩ビ管・ＰＮＣ板・生コンクリート

土のう袋・砂・砕石等 
3,553,916 

② 重機借上支援                                  （単位：円） 

件 数 重 機 名 借上料合計 

 4件 バックホー 0.03m3、0.1m3、0.2m3級 308,000 

 

決算書掲載頁 175 

７．森林・林業振興対策事業                     

（１）「岩湧の森」森林体験推進事業 

ボランティア団体に管理運営委託を行い、「岩湧の森」及び「四季彩館」の園地や施設の管理を

実施した。 

森林の持つ公益的機能を普及・啓発するため、四季彩館を中心にイベントを開催した。なお、新

型コロナウイルス感染拡大防止のため、「森のカフェ」のように実施できないイベントもあったが、

工夫しながら森林の普及・啓発に繋げた。 

・委託経費 「岩湧の森」管理運営業務 4,228,000円 

受託者：ＮＰＯ法人森林ボランティアトモロス 

イベント（時期） 実施回数（日数） 参加者数 

ムササビウォッチング  2回（ 2日間） 29人 

炭焼き体験  1回（ 1日間） 17人 

合 計  3回（ 3日間） 46人 

 

（２）治山事業推進事業 

治山治水に関する事業を積極的に推進するため、会費による林道賠償保険への加入や治山事業、

林道事業に関する資料・情報提供及び森林災害の現地研修会等を実施している大阪府治山治水協会

に負担金を支払った。 

・大阪府治山治水協会負担金                       210,000円 

 

（３）「岩湧の森」園地管理事業 

「岩湧の森」及び「四季彩館」の園地や施設の管理を実施した。また、ボランティア団体との協

働により、森林所有者、大阪府等各関係団体と調整を行い、登山路中にある危険木の除去等を実施

した。 

・「四季彩館」管理用経費 需用費（消耗品費・光熱水費・修繕料） 309,525円 

役務費（通信運搬費・手数料） 129,684円 

・委託経費 園地管理業務   3,795,000円 

       受託者：大阪府森林組合南河内支店 

機械警備業務   40,656円 

 受託者：近畿ビルサービス㈱ 

      薪ストーブ保守点検管理業務   33,000円 

       受託者：㈲憩暖 

      給排水衛生設備保守点検管理業務 433,400円 
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       受託者：ミチハタ水道工業㈱ 

      貯水槽清掃点検業務 182,600円 

       受託者：ミチハタ水道工業㈱ 

      水質管理業務 195,800円 

       受託者：㈱ＨＥＲ大阪営業所 

      枯損木伐採等業務 

       受託者：大阪府森林組合南河内支店             990,000円 

       

・使用料及び賃借料（土地借上料及び電波利用料） 5,594,800円 

・活動報償費 「岩湧の森」魅力向上事業 報償費（間伐等活動報償費） 80,000円 

活動内容 作業日数 参加者数 

危険木除去  （活動報償費対象） 4日  36人 

 

決算書掲載頁 177 

８．森林・林業振興施設管理事業                    

森林の持つ公益的機能の普及・啓発及び林業従事者の地位向上を目的とした森林・林業振興施設

や、市民の利便に資するための施設の管理運営を行った。 

（１）太井山村広場管理業務 

太井山村広場は、地域住民の交流の場として整備された施設であり、除草等の維持管理を実施し

た。 

 令和３年度太井山村広場除草清掃業務  73,400円 

    受託者：大阪府森林組合南河内支店 

 

（２）林業総合センター管理運営業務 

市立林業総合センターは、林業の発展と林業従事者の地位の向上に資するため設置され、木材の

普及・啓発を図るため、指定管理者制度により運営を行っている。令和３年度は令和２年度の指定

管理者である大阪府森林組合に１年間再指定した。施設運営においては、施設の維持管理及び林業

従事者の相談業務、多目的実技実習室でおおさか河内材を使用した木工指導やイベント等を実施し、

都市住民に対する木材・林業・おおさか河内材の普及・啓発を行った。また、林業総合センター屋

根の修繕、バリアフリートイレ設置に係るアスベスト調査を行った。 

林業総合センター管理運営業務委託料   10,869,476円 

指定管理者：大阪府森林組合 

 ＜令和３年度年間利用状況＞ 

区分 
多目的実技 

実習室 
大会議室 小会議室 

年間利用人数 1,539人  339人  16人  

  

林業総合センター屋根雨漏り修繕料         399,300円 

石綿含有成形板等アスベスト分析調査委託業務     25,300円 

 受託者：エヌエス環境㈱西日本支社 

 

決算書掲載頁 177 
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９．市所有森林管理事業                        

平成３０年に発生した台風第２１号が原因による風倒木について令和元年度に地拵えを行った

箇所の造林を行った。 

滝畑千石谷地区の市所有森林管理事業 

           （単位：円） 

委託業務名  委託概要 委 託 料 

財源内訳 

国府補助金 
豊かな森林 

づくり基金 

特定森林再生業務 

受託者：㈱南河内林業 

造林（忌避剤散布を含

む）0.33ha 
431,200 － 431,200 

合 計 1件 431,200 － 431,200 

 

決算書掲載頁 177 

10．森林プラン推進事業                       

本市の森林は、市域面積の約 70％を占め、古くから河内林業地帯と呼ばれ、林業生産活動が活

発であり、林業関係者により適正に管理されてきた。しかし、長びく林業・木材産業の不振等によ

り林業生産活動は沈滞し、森林の荒廃による多面的機能の低下が懸念されている。 

 このため、平成１９年度を初年度とする１０年間の計画として策定した「かわちながの森林プラ

ン」（平成２９年度より第２期かわちながの森林プランに更新）に基づき、「河内長野の豊かな森林

づくり基金」を財源の一部に活用し、森林林業の振興に係る施策を行った。 

 また、森林環境譲与税を活用し、森林整備及びその促進に関する事業を行っている。 

（１）森林プラン推進事業 

 委員報酬（森林プラン推進協議会 ２回）84,000円 

 職員旅費（研修等）       32,440円 

① 森林環境保全整備事業補助金・森林総合整備事業補助金交付業務           （単位：円） 

事業名 事業内容 査定事業費 

財 源 内 訳 

国府補助金 地元負担金 
豊かな森林 

づくり基金 

森林環境保全整備

事業（国・府上乗せ

事業）    ※１ 

間伐等 

74.74ha 
37,783,120 15,113,255 17,002,406 5,667,459 

作業道の開設等 

754m 
3,772,354 1,508,945 1,697,559 565,850 

下刈等 5.86ha 4,014,308 1,605,728 2,268,085 140,495 

地拵・林外搬出

等 6.23ha 
88,502,697 35,401,083 50,004,026 3,097,588 

森林総合整備事業

（市単独事業）※２ 

間伐等 

20.72ha 
3,570,680 － 2,433,419 1,137,261 

合 計 137,643,159 53,629,011 73,405,495 10,608,653 

 ※１ 大阪府森林組合南河内支店、㈱南河内林業、クリエイション㈱に交付 

 ※２ 大阪府森林組合南河内支店、クリエイション㈱、その他森林所有者等に交付 
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② 森林ボランティア活動補助金交付業務                                   （単位：円） 

事業名 事業概要 
補助対象事

業費 

財 源 内 訳 

国補助金 
事業主負担(活

動収入含む) 

豊かな森林 

づくり基金 

森林ボランティ

ア活動補助金 

森林ボランティ

ア活動への補助 
942,482 － 672,482 270,000 

※ＮＰＯ法人森林ボランティアトモロスと烏帽子里山保全クラブに交付 

③ おおさか河内材活用支援事業補助金交付業務                             （単位：円） 

事業名 事業概要 対象工事内容 利用河内材積 

財 源 内 訳 

豊かな森林 

づくり基金等 

おおさか河内材

活用支援事業補

助金 

「おおさか河内材」

を使った新築・リフ

ォーム費用への補助 

リフォーム 4件 

新築 5件 
合計 41.3㎥ 3,590,000 

※法人 2件、個人 7件に交付 

④ 森林への関心向上プログラム推進事業 

木のある暮らし推進事業 

ア．木のある暮らしコンテスト開催 

「第３回木のある暮らしコンテスト」受賞１作品の商品化を行った。 

委託料：445,500円 （豊かな森林づくり基金：445,500円） 

木のある暮らしコンテスト受賞作品の商品化及び広告作成に係る委託業務 

受託者：㈲デコラティブモードナンバースリー 

イ．木のある暮らし productカタログ印刷 

商品化作品のカタログ印刷を行った。 

印刷製本費：29,478円 （豊かな森林づくり基金：29,478円） 

ウ．森林所有者関心向上に係る事業 

森林所有者の森林への関心向上を目指して、森林に関する冊子を配布した。 

配布用冊子購入費（消耗品費）：46,182円 （豊かな森林づくり基金：46,182円） 

 

（２）森林経営管理事業 

 事業費：9,397,507円（森林環境譲与税：9,397,507円） 

  令和２年度に作成した計画に基づき森林経営管理制度における森林所有者の意向調査・境界確

認・経営管理権集積計画案作成業務を実施した。 

 また、森林経営管理の一環として林道改良事業への補助を行った。 

 ・森林経営管理法に係る経営管理意向調査業務 

   受託者：クリエイション㈱                      1,973,415円 

   内 容：意向調査対象森林所有者リストを作成し、対象者に意向調査を実施 

 ・森林経営管理法に係る経営管理権集積計画案作成業務 

受託者：クリエイション㈱                      6,724,092円 

内 容：意向調査結果を元に経営管理権集積計画作成対象地で境界明確化及び計画案を作成 

 ・森林経営管理事業補助金 

   補助対象事業者 ：大阪府森林組合南河内支店 

   補助額     ：700,000円 

      補助対象工事内容：林道改良工事（排水工・舗装工等） 
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（３）森林整備促進事業 

森林を活用したＥＳＤ「森林ＥＳＤ事業」を提供することにより、森林問題や環境問題等を身近

に捉え、より広く自主的に森林に親しみ、自ら進んで社会問題学習の習慣を身につけ、ひいては持

続可能な社会に活躍できる人材に育つ児童生徒の育成を河内長野市立小学校５年生対象に行った。 

また、森林ＥＳＤの考えに沿った授業を行う河内長野市立小学校への授業支援として謝礼の支払

を行った。 

①  森林ＥＳＤ事業 事業費：3,186,161円（森林環境譲与税：3,186,161円） 

（単位：円） 

実施学校名 授業実施形式 支給額合計 

河内長野市立加賀田小学校 出前授業形式 125,895 

河内長野市立美加の台小学校 現地研修形式 486,625 

河内長野市立三日市小学校 現地研修形式 894,698 

河内長野市立楠小学校 現地研修形式 582,328 

河内長野市立天見小学校 現地研修形式 209,829 

河内長野市立小山田小学校 現地研修形式 553,846 

河内長野市立川上小学校 現地研修形式 332,940 

   ※現地研修形式：バスで森林等現場に行き、間伐体験等を通して森林ＥＳＤ授業を行う。 

   受託者：大阪府森林組合南河内支店・㈱農協観光共同企業体 

   ※出前授業形式：講師が学校の木工室等に出向き、木工体験等を通して森林ＥＳＤ授業を行う。 

   受託者：大阪府森林組合南河内支店 

 ② 森林ＥＳＤ授業支援（１校） 謝礼額：30,000円（森林環境譲与税：30,000円） 

   実施学校：高向小学校５年生 講師：ＮＰＯ法人森林ボランティアトモロス 

 

決算書掲載頁 177 

11．林道整備事業                            

  木材需要を高める生産体制を強化し林業関係者の収益性を改善するために、森林施業の基盤とな

る小規模な林業用施設の維持補修に必要な材料を支給した。 

（１）原材料等支援事業 

複数の受益者を有する小規模な林業用施設の維持補修に必要な材料支給や重機支援を行い、施設

整備及び営林意識の向上を図った。 

① 原材料支援                              （単位：円） 

支 給 件 数  材 料 名 支給額合計 

 1件 セメント系固化材、シスイエース（木製横断溝）等 149,160 

② 重機借上支援                             （単位：円） 

件 数 重 機 名 借上料合計 

 1件 バックホー0.2㎥級 68,200 

 

（２）林道整備事業 
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  市内の基幹林道であるとともに、岩湧山頂へ通じる唯一の路線である林道千石谷線を安全に通行

するため、路面の整備（コンクリート舗装）工事を行った。 

 また、滝畑地区（横谷地区）に通ずる林道本谷横谷線について、既設アスファルト舗装の老朽化

が著しい箇所の補修を行った。 

                    （単位：円） 

工 事 名 工 事 概 要 工 事 費 

財 源 内 訳 

国補助金 
豊かな森林 

づくり基金等 

林道千石谷線外整備工事 

請負業者：㈱谷組 

施工延長 L=340m 

 アスファルト舗装工 

      A=609.9㎡ 

 コンクリート路面工 

       A=495.7㎡ 

8,237,900 － 8,237,900 

合 計 1件 8,237,900 － 8,237,900 

 

決算書掲載頁 179 

12．林道管理事業                           

効率的な林業経営や、適切な森林整備を行う上で必要不可欠な林道の施設管理を実施するため、 

市管理林道において草刈・倒木撤去・土砂撤去・アスファルト補修等を実施した。 

 維持管理業務                                （単位：円） 

委託業務名  委託概要 委 託 料 
財源内訳 

国府補助金 一般財源等 

令和３年度林道機能維

持管理業務 

受託者：大阪府森林組合    

南河内支店 

草刈・倒木撤去・土砂

撤去・アスファルト補

修等 

2,925,450 － 2,925,450 

合 計 1件 2,925,450 － 2,925,450 

 

決算書掲載頁 183 

13．滝畑ダム関連施設管理事業                    

 滝畑ダム上流の自然景観の保全のため、清掃活動及び啓発等を行った。 

公園等管理事業 

・滝畑ダム周辺管理  

 滝畑ダム上流周辺の緑豊かな自然景観の保全のため、清掃活動及び啓発を実施した。 

 滝畑ダム上流周辺清掃業務   2,940,000円 

受託者：滝畑湖畔観光農林組合 

・滝畑コミュニティセンター管理 

滝畑コミュニティセンターの維持管理を実施した。 

消防用設備等点検業務 

受託者：㈱福原総合防災    31,900円 

 

決算書掲載頁 251 
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14．農地・農業用施設災害復旧事業                  

 台風及び豪雨により被害を受けた農地及び農業用施設の農業生産基盤の回復を図るため、災害復

旧事業を行った。 

農地・農業用施設災害復旧事業 

測量設計委託業務                                                       （単位：円） 

委託業務名 委託概要 委託料 

令和３年８月豪雨農地災害復旧

測量設計業務 

受託者：㈱近代技研 

測量業務 農地 1箇所 

現地測量、縦断測量、横断測量 

設計業務 農地 1箇所 

実施設計 

770,000 

合 計 １件 770,000 

 災害復旧工事（繰越） 

令和２年７月の豪雨及び１０月の台風第１４号で被災した農地及び農業用施設の復旧事業を実

施した。                                 （単位：円） 

工 事 名 工 事 概 要 工 事 費 

財 源 内 訳 

国府 

補助金 

地元 

分担金 

一般財源 

等 

タカヤマ水路復旧

工事 

請負業者：㈱太伸 

ブロック積工  

A=14㎡ 

側溝工 L=5.0m 

1,306,800 － 130,600 1,176,200 

1・2/238 小山田町

外農地復旧工事 

請負業者：緑遊園 

1/238 

施工延長 L=5.0m 

ブロック積工  

A=9㎡ 

2/238 

施工延長 L=8.0m 

ブロック積工 

 A=26㎡ 

2,202,200 1,996,185 205,900 115 

神納水路改修工事 

請負業者：㈱建匠 

施工延長 L=23m 

アンカー式もたれ 

擁壁工 

L=16.5m 

A=120.5㎡ 

水路工（PU360B） 

L=23m 

6,467,400 

(R2年度 

前払金 

 6,000,000) 

－ 1,246,700 11,220,700 

合 計 3件 9,976,400 1,996,185 1,583,200 12,397,015 

災害復旧工事（現年） 

令和３年７月に被災した農業用施設の復旧事業を実施した。          （単位：円） 

工 事 名 工 事 概 要 工 事 費 

財 源 内 訳 

国府 

補助金 

地元 

分担金 
一般財源等 

向井溝水路土砂等撤去

応急復旧工事 

請負業者：高向造園土

木㈱ 

土砂等撤去 一式 176,000 － 17,600 158,400 
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農林課 

大塚水路土砂等撤去応

急復旧工事 

請負業者：㈱西端組 

土砂等撤去 一式 369,600 － 36,900 332,700 

猿股池水路土砂等撤去

応急復旧工事 

請負業者：㈱谷組 

土砂等撤去 一式 451,000 － 45,100 405,900 

合 計  3 件 996,600 － 99,600 897,000 
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クリーンセンター環境事業推進課 

決算書掲載頁 162 

１．日野・滝畑地区環境整備事業                   

(１)協定書に基づく環境整備事業 

南河内環境事業組合第２清掃工場建設に際し日野地区並びに滝畑地区と締結した協定書に基づ

き、地区内の道路整備や災害防止対策、地域活性化など、両地区との協定項目の履行完了に向け環

境整備事業に取り組んだ。 

① 事業の進捗状況 

両地区との協定書に基づく環境整備事業の進捗状況は以下のとおりである。 

  ＜協定項目の事業完了状況＞ 

 協定項目数 事業完了 完了率 

日野地区 10 7 70％ 

滝畑地区 19 19 100％ 

合 計 29 26 90％ 

    ※遵守中及び整理済の項目は事業完了に含む。 

 

 ② 日野地区環境整備事業 

委 託 名 委託料(円) 受 託 者 

南青葉台及び日野(その３)耐震性

防火水槽新設設計業務 
1,457,500円 倉測建設コンサルタント㈱大阪支店 

日野ほ場整備内第７支線道路外１

件舗装測量設計業務 
3,979,800円 五洋設計㈱大阪支店 

日野地区防災行政無線施設戸別受

信機設置及びスピーカー改修業務 
16,832,697 円 

㈱日電商会 

令和２年度繰越事業 

     合   計 22,269,997 円  

 

 ③ 滝畑地区環境整備事業 

委 託 名 委託料(円) 受 託 者 

滝畑専用水道施設管理等業務 5,170,000円 日本メンテナスエンジニヤリング㈱ 

滝畑専用水道施設受水槽電解消

毒装置点検整備業務 
176,220 円 エヌエスシステム㈱ 

合   計 5,346,220円  

 

 

  工 事 名 工事費(円) 請負者名 工事概要 

石川河川敷転落防止柵設置工

事 
5,592,400円 清谷苑㈱ 

転落防止柵設置 L=105m 

路肩 Co舗装 L=45m 

市道日野５号線道路改良工事 12,443,200円 ㈲長野建設 ブロック積 A=65.6㎡ 

下美濃出橋補修工事 25,806,000円 ㈲栄晃舗装 
上下部工補修 橋面補修工 

令和２年度繰越事業 

日野(その２)耐震性貯水槽設

置工事 
7,988,200円 拓翔工業㈱ 耐震性貯水槽 40ｍ3 １基 

合   計 51,829,800円  

クリーンセンター環境事業推進課 
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(２)日野・滝畑地区環境整備基金 

南河内環境事業組合第２清掃工場基幹的設備改修工事に際し、新たに協定を締結して基金を積み

立てた。 

各々の地区の環境整備基金の一部を取り崩し、地区の発展と活性化を目的として地区が取り組む

事業に要する資金に充てるため、日野・滝畑地区環境整備事業交付金を交付した。 

また、各々の地区の環境整備基金の運用利子収益について、地区の発展と活性化を図る事業及び

地区の運営活動に要する費用に充てるため、日野・滝畑地区活性化事業等交付金を交付した。 

① 日野地区環境整備基金 

区    分 金 額 備    考 

令和２年度末基金現在高① 458,600,000 円  

令和３年度とりくずし額② 4,500,000円 日野地区環境整備事業交付金※1 

令和３年度末基金現在高(①-②) 454,100,000 円 
 

令和３年度運用利子収入 410,599円 日野地区活性化事業等交付金 

   ※1：日野地区環境整備事業及び地域活動事業(墓地改修、テレビ共同受信設備改修費等) 

② 滝畑地区環境整備基金 

区    分 金 額 備    考 

令和２年度末基金現在高① 303,000,000 円  

令和３年度とりくずし額② 26,000,000 円 滝畑地区環境整備事業交付金※2 

令和３年度末基金現在高(①-②) 277,000,000 円  

令和３年度運用利子収入 236,426円 滝畑地区活性化事業等交付金 

   ※2：滝畑地区環境整備事業及び地域活動事業(トイレ設置、護岸防護等) 

決算書掲載頁 164 

２．第２清掃工場公害防止対策事業                  

(１)南河内環境事業組合第２清掃工場周辺での環境測定 

第２清掃工場の操業に伴う周辺環境への影響を把握するため、周辺地域(日野・滝畑・天野・和

泉市南面利)において、大気質測定(年 4 回四季測定)や水質・土壌等測定(年 1 回秋季測定)及びダ

イオキシン類測定(年 1 回秋季測定)が南河内環境事業組合※により実施され、いずれの測定値も環

境基準等を下回るものであった。 

 

  ※ 南河内環境事業組合 

…河内長野市、富田林市、大阪狭山市、河南町、太子町、千早赤阪村のごみ処理を広域行政で行うた 

めに設立された組合。平成 22年 4月からは河内長野市以外の市町村のし尿処理も同組合で行われて 

いる。 

 

(２)南河内環境事業組合第２清掃工場河内長野市公害防止対策委員会 

第２清掃工場の操業に伴う公害の発生を防止し、周辺地域の生活環境や自然環境の保全を図るこ

とを目的として、令和２年度環境測定結果の報告並びに令和３年度測定計画等を議題として同委員

会に測定結果資料を送付し、第２清掃工場の操業に伴う公害等の発生がなく、周辺地域の生活環境

や自然環境への影響が見られないことを確認した。 
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決算書掲載頁 103 

１．交通安全啓発事業                               

市民に交通安全思想の普及･浸透を図り、交通ルールの遵守と正しい交通マナーの実践を習慣づ

けることにより交通事故防止の徹底を図った。  

 

（１）交通事故をなくす運動事業（委託先：河内長野交通安全自動車協会 1,470,000円） 

① 全国交通安全運動の推進 

春と秋に全国一斉に実施される交通安全運動期間中（4/6～4/15、9/21～9/30）に関係機関の

協力を得ながら、次の内容で実施した。 

ア．街頭啓発活動 

朝の通勤通学者を対象に、交通安全意識の高揚をアピールした。 

イ．運転者講習会 

ドライバーを対象とした交通安全運転者講習会を実施（秋 7 回、春 7 回 ※新型コロナウ

イルス感染拡大防止のため資料配布により実施）した。 

② 交通安全教育 

ア．市内の幼稚園・保育所（園）・認定こども園、小学校等における交通安全教室 

年代に応じた講話、歩行実技、自転車走行実技等の講習会を実施した。 

実施回数：幼稚園 1回、保育所（園）1回、小学校 1回 

イ．事業所・団体等における交通安全教室 

日常業務を通じての交通安全対策を奨励するとともに、最新の交通安全ビデオの貸出を実

施した。 

ウ．運転適性検査 

交通事故防止対策の一環として、診断機器を使ったハンドル操作や反応の検査、交通安全

運転のための危険予測トレーニングを実施した（2回）。 

 ③ 交通安全の啓発活動 

ア．早朝街頭指導 

市内約４０ヶ所の主要交差点及び通学路において、通学児童・生徒の交通安全街頭指導を

実施した。 

イ．交通安全街頭キャンペーン 

振り込め詐欺防止等防犯活動と協同して、交通安全街頭キャンペーンを実施した。 

ウ．交通安全広報活動 

小学校の社会見学学習に合わせて、交通安全広報活動を実施した。また、交通安全フェス

タ（ロハス）に参加し、交通安全広報活動を実施した。 

 

（２）高齢者運転免許証自主返納支援事業 

運転に不安を感じられる 75歳以上の市内在住の運転免許証保有者に対し、運転免許証の自主的

な返納のきっかけを提供することで、痛ましい交通事故を減少させるとともに、返納後の公共交通

への円滑な移行や利用の促進を図ることを目的に、バス・タクシーで利用できる支援券（6,000円

分）を配布した。 

    ・支援者数      254人 

    ・負担金   1,335,800円 

    ・郵送料     100,042円 

     

 

都市計画課 
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決算書掲載頁 103 

２．交通対策事業                                

自立した市民生活を営む上で移動は欠かせないものであり、公共交通はその大切な手段である。

高齢者や、運転免許・自動車を保有しない人等、誰もが安心して生活できるよう、モックルコミュ

ニティバス、日野・滝畑コミュニティバス、楠ケ丘地域乗合タクシーの運行経費を負担するととも

に、一般乗合バス路線（岩湧線）の存続のため補助金を交付した。また、地域公共交通会議に対し

て補助金を交付し、本市の状況に即し持続できる公共交通網の確保を目指して、様々な利用促進や

利便性向上に繋がる取り組みを支援した。 

 

（１）バス路線維持費（南海バス㈱） 

岩湧線の運行継続のため、運行補助を行った。 

① 利用者数 

 

 

 

② 運行経費として、9,000,000円の補助を行った。 

 

（２）日野・滝畑コミュニティバス運行（南海バス㈱） 

日野・滝畑地区の生活交通手段を確保するため、日野・滝畑コミュニティバスの運行を行った。

また、奥河内くろまろの郷や滝畑ダムなどへの唯一の公共交通手段として、沿線施設とも連携しな

がら利用促進に努めた。 

① 利用者数         

 

 

 

② 運行経費として、28,169,437円を負担した。 

 

（３）モックルコミュニティバス運行（南海バス㈱） 

バス路線ネットワークの充実によるバス利用者の増加及び主要公共施設へのアクセスの向上の

ため、モックルコミュニティバスの運行を行った。 

① 利用者数         

 

 

 

② 運行経費として、26,068,010円を負担した。 

 

（４）地域公共交通サービス運行（大阪第一交通㈱） 

公共交通空白・不便地域※の解消のため、楠ケ丘地域乗合タクシー「くすまる」の運行を支援し

た。 

① 利用者数         

                

 

 

② 運行経費として、4,331,872円を負担した。 

年度 利用者数 

令和２年度 １５，８８２人 

令和３年度 １２，５３２人 

年度 利用者数 

令和２年度 ６３，０９２人 

令和３年度 ６２，５５５人 

年度 利用者数 

令和２年度 ４８，１０９人 

令和３年度 ５０，７９４人 

年度 利用者数 

令和２年度 １９，７５６人 

令和３年度 １９，６４０人 
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  ※ 公共交通空白・不便地域 

…駅から８００ｍ、バス停から４００ｍ以上離れた住宅地域を公共交通空白地域、駅・バス停の 

 両方から４００ｍ以上離れている住宅地域を公共交通不便地域としている。 

 

（５）地域公共交通会議事業 

本市の状況に即し持続できる公共交通体系を構築するため、河内長野市地域公共交通会議※に対

して補助金を交付し、「河内長野市地域公共交通網形成計画」などに基づく具体的な取り組みの検

討や実施を推進した。以下は主な取り組み。 

 ※令和３年度中の開催回数：5回（内 2回は書面開催） 

① 市民の積極的な参加を促進する働きかけ 

モックルコミュニティバス車内において、小学生による乗車マナーの啓発アナウンスを放送

することにより、利用者のマナー向上や事故防止に役立てるとともに、次世代を担う子ども達

に市民生活に欠かせないバスをより身近に感じてもらうことで愛着を醸成し、今後の利用促進

に努めた。（新型コロナウイルス感染拡大防止のため、音声収録は未実施） 

② モックルコミュニティバス上限２００円運賃の試行運行及び日曜日限定同伴者割引の実施 

上限２００円運賃の試行運行を継続することで、公共施設や病院等へ移動しやすい利用環境

を維持した。また、利用者１人につき同伴者１人を無料にするという同伴者割引（日曜日限定）

も外出機会の創出や交流人口の増加を目的に継続実施した。 

    ・上限２００円運賃の試行運行及び同伴者割引実施に伴う経費 1,336,000円 

③ 路線バス千代田線上限２００円運賃の試行運行  

モックルコミュニティバスと約半分程度ルートが並走する路線バス千代田線においても上限

２００円運賃の試行運行を継続実施することで、運賃格差の不均衡を解消し、利用者にとって

の利便性の向上を図った。 

    ・上限２００円運賃の試行運行実施に伴う経費 800,680円 

 ④ その他事務経費 330円 

 

（６）高齢者公共交通利用促進事業 

公共交通の利用料金を助成することで、公共交通の利用を促進するとともに、高齢者の外出支援

や健康増進、介護予防等に寄与することを目指して、市内在住の７５歳以上の高齢者にタクシー等

で利用できる助成券（通称：おでかけチケット）を配布した。 

  ・対象者    20,120人 

  ・負担金 6,820,000円 

  ・郵送料 1,321,046円 

  ・委託料 1,274,900円 

   （契約先：東洋紙業㈱、業務内容：バス・タクシー利用助成券作成等業務） 

 

（７）石見川・小深・太井・鳩原地域バス運行 

令和４年３月をもって、南海バス小深線（石見川系統）が廃線することを受け、本路線を利用し

ている遠距離通学の児童・生徒の通学手段や、沿線の地域住民の移動手段を確保するため、令和４

年４月より、石見川・小深・太井・鳩原地域バス「楠坊」を運行することとし、その準備を行った。 

  ・マイクロバスに取り付けるオプション品の調達 

   （ドライブレコーダー、無線機、降車ボタン等） 1,793,000円 

  ・バス停留所標柱改修負担金 418,000円 

  ・シンボルキャラクター「楠坊」等マグネット 44,200円 
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（８）高齢者新型コロナウイルスワクチン接種交通支援事業 

６５歳以上の高齢者の新型コロナウイルスのワクチン接種にあたり、医療機関までの公共交通に

よる移動手段を確保することで、円滑なワクチン接種を推進するとともに、周辺道路や駐車場の渋

滞緩和を図った。また、コロナ禍で打撃を受けた公共交通利用の需要喚起を図った。 

 ① 対象者 

  ・ワクチン接種 1,2回目：37,810人 

  ・ワクチン接種 3回目 ：35,399人（※令和３年度中の発送分） 

 ② 執行状況 

  ・ワクチン接種 1,2回目 

 

  ・ワクチン接種 3回目 

 

（９）地域公共交通事業者支援給付金 

新型コロナウイルス感染症の蔓延により、移動が制限され通勤などの公共交通利用者やインバウ

ンド需要が激減し、また３密対策や消毒等の経費が嵩み、交通事業者の経営状況が深刻な状況に陥

っていることから、給付金を交付し、市内の公共交通の維持を図った。 

① バス事業者 

南海バス㈱：12,720,000円 

② タクシー事業者 

大阪第一交通㈱：930,000円 

近鉄タクシー㈱：210,000円 

 

決算書掲載頁 195 

３．都市計画推進事業                          

（１）都市計画の決定・変更 

都市計画法に基づき、河内長野市都市計画審議会の審議等を経て、次のとおり変更を行った。 

項 目 金 額 備 考（相手先） 

高齢者新型コロナウイルスワクチン接種

交通支援事業負担金 

         バス 

         タクシー 

         介護・福祉タクシー 

 

 

10,214,400円 

18,043,800円 

 669,620円 

 

 

南海バス㈱ 

大阪第一交通㈱、近鉄タクシー㈱ 

介護・福祉タクシー 12社 

高齢者新型コロナウイルスワクチン接種

乗車券作成等業務委託料 
1,144,636円 ㈱日本旅行 

ＰＲポスター作成 13,200円 ㈱写真総合センター 

項 目 金 額 備 考（相手先） 

高齢者新型コロナウイルスワクチン接種

交通支援事業負担金 

         バス 

         タクシー 

         介護・福祉タクシー 

 

 

4,139,520円 

2,789,360円 

218,800円 

 

 

南海バス㈱ 

大阪第一交通㈱、近鉄タクシー㈱ 

介護・福祉タクシー 19社 

高齢者新型コロナウイルスワクチン接種

乗車券作成等業務委託料 
1,225,137円 ㈱日本旅行 
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① 市が変更した都市計画 

都市計画の種類 決定・変更理由 内  容 告示日 

生産緑地地区の

変更 

生産緑地地区における指

定申出・買取申出に伴う制

限解除による地区の変更 

地区数：237→235地区 

面積：約 65.62ha→約 65.30ha 

縮小面積：0.32ha 

令和 3年 

12月 9日 

（２）特定生産緑地の指定 

生産緑地法に基づき、河内長野市都市計画審議会の意見聴取を行い、次のとおり特定生産緑地

の指定を行なった。 

対象の生産緑地 指定理由 内  容 告示日 

平成 4 年 11 月 30

日告示の生産緑地 

指定から 30 年経過する生産緑地を保

全し、良好な都市環境の形成を図る。 

地区数：51地区 

面積：約 8.61ha 

令和 3年 

12月 22日 

（３）国土利用計画法及び公有地の拡大の推進に関する法律による届出等 

①国土利用計画法による届出 

一定面積以上の土地の売買等について、次のとおり届出があった。 

市街化区域（2,000㎡以上・一団の土地として 2,000㎡以上となるものを含む）  ３件 

市街化調整区域（5,000㎡以上）       ０件 

合    計         ３件 

 ②公有地の拡大の推進に関する法律による届出等 

  都市計画施設区域内等の土地所有者が一定面積以上の土地を有償で譲渡する場合は、あらかじ

め届け出ることが義務付けられている。また、地方公共団体に買取希望の申出ができるとされて

いる。 

   届 出   ２件 

   申 出   １件 

   合 計   ３件 

（４）都市計画施設等の明示並びに各種証明書の発行 

① 都市計画施設等の明示 

都市計画法第５３条許可申請等のため、次のとおり都市計画施設等を明示した。 

都市計画施設     １件 

用途地域界     ６件 

合    計     ７件 

② 各種証明の発行 

農地等該当証明等のための証明書等を次のとおり発行した。 

農地等該当証明       ４件 

生産緑地地区内外証明願        １件 

用途地域証明願       １件 

合    計     ６件 

 

 

決算書掲載頁 195 

４．開発指導事業                          

（１）開発指導事業 

都市計画法等の関係法令に基づく調査、経由、帰属等に関する事務を行うとともに、河内長野市

開発事業の手続等に関する条例に基づく関係各課協議や地域の特性に応じた良好な住環境へ誘導

180



都市計画課 

するための指導を行った。 

河内長野市開発事業の手続等に関する条例に

伴う事前協議 
５３件 

都市計画法開発許可申請 １６件（府分 ２件、市分１４件） 

建築物の新築、改築、用途の変更、第一種特定

工作物の新設許可申請 
０件（府分 ０件、市分 ０件） 

宅地造成等規制法許可申請 ９件（府分 １件、市分 ８件） 

建築基準法道路位置の指定及び変更・廃止の承

認申請 
３件 

 

 

決算書掲載頁 195 

５．建築指導事業                            

（１）建築指導事業 

① 建築基準法に基づく申請などの経由事務を行った。 

ア．大阪府取扱分 

確 認 申 請 書 ０件 

中 間 検 査 申 請 書 ０件 

完 了 検 査 申 請 書 ０件 

許 可 申 請 書 ６件 

認 定 申 請 書 １件 

計 画 通 知 ０件 

工 事 完 了 通 知 書 ９件 

イ．確認検査機関取扱分 

・確認申請書    ２６４件 

② 大阪府特定設備事故届出条例に基づき、届出を経由するとともに現地調査を行いその調書を

大阪府に提出した。 

・届出件数       ４件 

③ 各建築協定地区と建築協定に関する意見交換等を、書面にて実施した。 

 

（２）窓口検索システム作成等業務 

 市が保有する地図情報を、市民や事業者等がインターネットを利用して、自宅や職場等で閲覧で

きる窓口検索システムを導入し、地形図、都市計画図、宅地造成工事規制区域図、都市施設等区域

図、下水道台帳図、地番図の６地図を公開しており、メンテナンス等の運用を行った。 

      

 

決算書掲載頁 197 

６．景観形成推進事業                         

業務名称 委託業者 契約金額 

窓口検索システム作成等業務委託料 

（メンテナンス業務） 

(株)セイコム 55,000円 
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（１）屋外広告物許可事務 

市域内で表示・掲出される屋外広告物の申請に対し、大阪府屋外広告物条例に基づき審査・許可

を行った。 

 処理件数 

許可区域内における屋外広告物の許可  ８件 

完 了 の 届 出 の 受 理  ０件 

屋 外 広 告 物 の 変 更 の 許 可  ３件 

屋 外 広 告 物 の 許 可 の 更 新 ９１件 

変 更 届 出 の 受 理  ０件 

 

 

決算書掲載頁 197 

７．南河内広域まちづくり事業                     

（１）南河内広域まちづくり事業 

大阪府からの大阪版地方分権推進制度により権限移譲された事務について、各市町村のまちづく

り部門と連携を図りつつ、都市計画法に基づく開発行為の許可等の処分を行った。 

① 都市計画法に基づく開発行為の許可 

  

 都  市  計  画  法 

事前 

相談 

事前 

協議 

29条 

許可申請 

35条の 2 

変更許可 
完了届 

37条 

建築承認 

45条 

地位承継 

60条 

証明 

53条 

許可 

開発登録簿 

交付枚数 

富 田 林 市 21 8 7 5 8 0 0 6 1 67 

河内長野市 19 9 11 6 9 1 1 5 5 106 

大阪狭山市 22 10 10 2 11 1 0 2 13 91 

太 子 町 3 2 2 0 2 0 0 0 0 41 

河 南 町 1 0 0 0 0 0 0 0 0 5 

千早赤阪村 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 

計 67 29 30 13 30 2 1 14 19 310 

 

② 宅地造成工事規制区域内における宅地造成工事の許可等・採石法に基づく岩石採取計画の認

可等 

 

宅地造成等規制法 採 石 法 

事前 

相談 

事前 

協議 

8条 

申請 

変更 

許可 

完了前 

建築承認 

完了 

申請 

認可 

申請 

変更 

認可 

立入 

検査 

富 田 林 市 7 3 3 0 0 1 0 0 0 

河内長野市 6 6 5 2 0 4 0 0 0 

大阪狭山市 2 1 0 0 0 0 0 0 0 

太 子 町 1 0 0 0 0 0 0 0 4 

河 南 町 1 1 1 0 0 1 0 0 0 

千早赤阪村 0 0 0 0 0 1 0 0 0 

計 17 11 9 2 0 7 0 0 4 
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決算書掲載頁 197 

８．既存民間建築物耐震化事業                     

（１）既存民間建築物耐震化事業 

平成２８年度に策定した第２期河内長野市耐震改修促進計画に基づき、令和７年度末の住宅の耐

震化率を９５％にするために、補助制度の啓発用チラシを作成し耐震化の普及啓発に努めるととも

に、所有者が実施する耐震診断・改修設計・改修に要する費用の一部を補助した。 

また、平成２８年度より実施している木造住宅除却補助制度についても、耐震性のない木造住宅

の除却工事に要する費用の一部の補助に努めた。 

① 民間建築物耐震診断、民間木造住宅耐震改修設計・改修（シェルター設置）補助事業 

昭和５６年５月３１日以前に建築された建築物の耐震診断を行う場合に、木造住宅１戸あた

り診断費用の１１分の１０の額（最大５０，０００円）を診断費用の一部として補助した。 

また、耐震診断の結果、耐震性能が低い木造住宅については、耐震改修設計を行う費用の１

０分の７の額（上限１００，０００円）を、耐震改修設計に基づき耐震改修を行う費用の１０

分の８（上限４００，０００円（申請世帯の月額所得が２１４，０００円以下の場合は、上限

６００，０００円））を、耐震シェルターを設置する費用の２分の１（上限２００，０００円）

をそれぞれ補助した。 

② 木造住宅除却補助事業 

昭和５６年５月３１日以前に建築された木造住宅で耐震性が不足し、１年以上居住または使

用していない空き家について、除却工事費用の２分の１の額（上限２００，０００円）を補助

した。 

③ ブロック塀等撤去補助事業 

地震発生時におけるブロック塀等の倒壊等による災害を未然に防止し、安全かつ迅速な避難

のための経路を確保するため、道路等に倒壊する可能性のあるブロック塀等の撤去工事につい

て、撤去に要する工事費用の１０分の８の額（上限１５０，０００円）を補助した。 

  ＜耐震関連補助金の交付状況＞                （単位：件、千円） 

補 助 内 容 
令和２年度 令和３年度 

交付件数 補助金額 交付件数 補助金額 

耐 震 診 断 １０ ５００ ４ ２００ 

耐 震 改 修 設 計  ０ ０ １ １００ 

耐 震 改 修 ２ １，２００ ３ １，６００ 

耐震シェルター設置  ０ ０ ０ ０ 

木 造 住 宅 除 却  １０ ２，０００ １３ ２，６００ 

ブ ロ ッ ク 塀 等 撤 去 ６ ７１７ ２５ ２，２９６ 

 

決算書掲載頁 197 

９．住宅政策関係事業                        

（１）定住・転入促進等補助事業 

人口減少の著しい若年層の本市への転入・定住及び親子世代間の相互扶助を促進するため、平成

２３年度から３年毎に実施してきた社会実験を基に、令和２年度から、新たに近居同居促進マイホ

ーム取得補助事業を実施し、補助対象世帯に補助金の交付を行うとともに、補助制度のＰＲを行っ

た。 
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① 制度概要 

市内に祖父母、親又は兄弟姉妹世帯が１年以上居住しており、住宅の敷地を個人から取得し

た世帯で、小学生未満の子どもがいる世帯又は夫婦ともに４０歳未満の夫婦のみの世帯に対し、

住宅取得費用の一部を補助するもの。 

補助金額は要件によって異なり、下記のとおり補助した。 

 近居 同居 

市内転居 １０万円 ２０万円 

市外から転入 ２０万円 ３０万円 

  ＜申請件数及び補助金額＞        （単位：件、千円） 

年度 申請件数 補助金額 

令和３年度 ４０  ６，０００  

  ＜制度利用者＞                         （単位：人） 

年度 転入者 転居者 合計 

令和３年度   ５８    ７３    １３１ 

② 制度ＰＲ 

  通年      ホームページ掲載 

  令和３年４月  かわちながの家と暮らしの相談マルシェ 

 

決算書掲載頁 201 

１０．市営住宅関係事業                         

（１）市営住宅維持管理事業 

公営住宅法の趣旨に沿って、市営住宅の維持補修と適正かつ合理的な管理に努めた。 

① 管理戸数及び入居戸数 

令和４年３月３１日現在の管理戸数は１８６戸で、入居戸数は１７８戸だった。 

② 維持管理業務 

令和３年度において、住宅の維持管理業務を次のとおり実施した。 

ア．維持補修業務 

A. 消耗品費                     ２１６，５００円 

B. 燃料費                       ４２，２００円 

C. 光熱水費                   １，１８１，８１６円 

D．修繕料                    ８，３１８，０１９円 

 ＜修繕料 内訳＞ 

住 宅 金 額 

市営桜ケ丘住宅維持補修 １，６９３，７９１円 

市営栄町住宅維持補修 １，５１２，５７２円 

市営昭栄住宅維持補修 ２，８３３，３５８円 

市営三日市西住宅維持補修 ２，１９５，１９０円 

その他維持補修（車検等） ８３，１０８円 

イ．保守点検等委託業務 

A．消防用設備等点検業務委託料            ２５６，３００円 

住 宅 契 約 先 契約金額 

市営桜ケ丘住宅 （株）木村防災設備 ２２，０００円 
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市営栄町住宅 （株）福原総合防災 ４１，８００円 

市営昭栄住宅 （株）福原総合防災 ５５，０００円 

市営三日市西住宅 小西防災設備（株） １３７，５００円 

   業務内容 設備の保守点検 

B．貯水槽清掃点検業務委託料             ８６０，７５０円 

住 宅 契 約 先 契約金額 

市営桜ケ丘住宅 川本サービス １３２，０００円 

市営栄町住宅 河内長野清掃管理事業所 ２６２，９００円 

市営昭栄住宅 河内長野清掃管理事業所 ２２７，１５０円 

市営三日市西住宅 河内長野清掃管理事業所 ２３８，７００円 

   業務内容 設備の保守点検 

C．エレベーター保守点検業務委託料          ９１０，８００円 

契 約 先 三菱電機ビルテクノサービス（株）関西支社 

業務内容 保守点検及び運行状態の監視 

D．駐車場等管理委託料              ３，５４８，２００円 

駐車場管理業務 

契 約 先 河内長野木戸住宅地区第７町会     １２６，０００円 

        河内長野栄町住宅自治会        ２１６，０００円 

        河内長野昭栄住宅自治会        １３８，０００円 

        河内長野三日市西住宅自治会       ２９４，０００円 

業務内容 駐車場内の迷惑駐車の巡回・点検、清掃 

市営住宅樹木等管理業務            ２，７７４，２００円 

契 約 先 公益社団法人 河内長野市公園緑化協会  

業務内容 市営住宅の樹木管理 

E．テレビ電波障害対策施設等保守点検業務委託料  １，２３２，０００円 

契 約 先 （株）ＮＨＫテクノロジーズ大阪総支社 

業務内容 設備の保守点検及び故障修理 

F．特殊建築物定期調査業務委託料           ４９９，４００円 

契 約 先 （株）松村設計 

業務内容 建築基準法に基づく定期調査、報告 

ウ．市営住宅管理システム運用業務 

A．電算システム賃借料                ９７８，０００円 

 

（２）市営住宅使用料収納事業 

市営住宅の安定的な経営を図るために、住宅使用料等の適切な収納業務を実施した。 

① 口座振替の推進 

納期限に自動的に引き落とされる口座振替を推進することで、住宅使用料等の納め忘れを防

止し、市営住宅経営の安定化に努めた。 

ア．口座振替の世帯数 

 令和４年３月３１日現在において、口座振替世帯数は１０５世帯。 

イ．口座振替の件数 

＜令和３年度 口座振替件数及び口座振替手数料＞ 

口座振替件数 口座振替手数料 

延べ１，２３１件 合計１０，４３０円 
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② 生活保護受給世帯への住宅扶助及び共益費の代理納付の推進 

  福祉事務所と連携して、生活保護法に基づく生活保護受給世帯への住宅扶助及び共益費の代

理納付を推進することで、保護金品の適正な取扱及び市営住宅経営の安定化に努めた。 

 ア．生活保護の受給世帯数 

  令和４年３月３１日現在において、生活保護受給世帯数は２６世帯（うち代理納付２１世帯）。 

 イ．代理納付の件数 

 ＜令和３年度 代理納付件数及び代理納付金額＞ 

代理納付件数 代理納付金額 

延べ２５５件 合計６，８４１，９１０円 

③ 納付指導 

納期限を過ぎた住宅使用料等について、督促状の送付や戸別訪問等による納付指導及び徴収

等を実施した。 

  ＜令和３年度 納付指導状況＞ 

督促状 戸別訪問等 徴収金額 

延べ４４件 延べ３５件 合計１，４２２，３１８円 

 

決算書掲載頁 253 

１１．公共施設災害復旧事業                        

 令和２年 10月 26日に発生した南花台第８緑地の法面崩落について、復旧工事を含めた大規模盛

土造成地内の対策工事範囲を決定するため、現地調査を実施した。 

また、宅地耐震化推進事業の対象事業となるため、事業費の１/２について、補助金の交付を受

けた。 

（１）第二次スクリーニング調査 

業務内容：盛土範囲の測量調査、ボーリング及び表面波探査による地質調査 

業務名称 委託業者 履行期間 契約額 

南花台大規模盛土造成地第 

二次スクリーニング調査業務 

中央開発（株） 

関西支社 

令和３年５月 14日 

～令和４年３月 31日 

16,420,800円 

 

補助基本額 補助率 交付決定額 

16,420,000 1/2 \8,210,000 
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決算書掲載頁 191 

１．道路新設改良事業                        

本市の道路整備は、未だ不十分な状況であり、引き続き、道路拡幅及びバイパスの新設等により、

安全で快適な道路整備を進めていかなければならない。 

そこで、令和３年度においては、清水地蔵寺線をはじめとする市道の改良工事等を行った。 

 

（１）工事 

 道路新設改良工事 

工 事 名 工事費（円） 工 期 請負業者 工 事 概 要 

市道清水地蔵寺線

道路改良工事 
39,458,100  

R3.7.1 

～ 

R4.3.11 

谷勇建設（株) 

施工延長  L=85.0m 

 土工     一式 

 重力式擁壁工     L=25m 

 ブロック積擁壁工 L=55m 

 排水工      L=72m 

 舗装工 車道  A=307m² 

合  計 39,458,100     

 

（２）委託 

 測量設計等委託 

委 託 名 委託料（円） 委託期間 受託者 委 託 概 要 

市道三日市高向線

予備設計業務 
2,415,600  

R3.8.17 

～ 

R3.12.17 

(株)ＣＴＩウ

イング 

道路予備設計（A）L=0.55km 

登記調査    一式 

市道下里大野線外

３線交通量調査業

務 

990,000  

R3.9.30 

～ 

R4.1.31 

(株)グリーン

エコ 

交通量調査 N=5箇所 

下里大野線   N=1箇所 

日野加賀田線  N=1箇所 

鳴尾中 1号線  N=1箇所 

貴望ケ丘病院住宅線 

  N=2箇所 

古野町事業用地分

筆登記業務 
864,600  

R3.12.17 

～ 

R4.3.18 

公益社団法人

大阪公共嘱託

登記土地家屋

調査士協会 

用地測量    一式 

分筆登記    一式 

合  計 4,270,200     

 

 

  

都市整備課 
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決算書掲載頁 197 

２．中心市街地活性化推進事業                    

（１）中心市街地活性化拠点運営事業 

 河内長野駅周辺を本市の玄関口としてふさわしい中心市街地とすることを目的として、河内長野

駅周辺における人的交流やにぎわいの創出等の活動拠点となる施設について、新型コロナウイルス

感染症予防対策を実施のうえ、以下のとおり運営した。 

 また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う市の休館要請等に応じた受託者に支援金を交

付し、事業の継続を支援した。 

委 託 名 委託料（円） 委託期間 受託者 委 託 概 要 

中心市街地活性化

拠点運営業務 
1,719,800  

R3.4.1 

～ 

R4.3.31 

特定非営利活

動法人にぎわ

い河内長野 21 

拠点施設運営   一式 

合  計 1,719,800  （うち新型コロナ感染症関連経費分 219,800 円） 

① 施設運営内容 

運 営 場 所 河内長野市本町 11-8  1F  にぎわいプラ座 

施 設 設 備 内 容 交流サロン＆ギャラリー、多目的室 2室、小教室 2室他 

施 設 運 営 日 月曜日～土曜日 ※日曜日、祝日及び年末年始等は原則休館 

施 設 運 営 時 間 午前 10時～午後 5時 ※利用状況によって時間延長可 

そ の 他 新型コロナウイルス感染拡大防止のため、令和 3年 4月 25日

から令和 3年 6月 20 日までは休館 

② 利用実績 

 市民による音楽、工芸、ヨガや体操等の文化・スポーツ活動の場として多く利用されるこ

とに加え、中心市街地で活動する民間活動他団体への協力、支援の拠点施設として利用され

るなど、河内長野駅周辺地域の活動拠点として多くの市民が集い、活動を行った。 

施 設 利 用 者 数 約 11,000人 

貸 室 利 用 回 数 866 回 

貸 室 利 用 者 数 8,087人 

イベント開催数 3 回 

イベント参加者数 約 160人 

 

（２）中心市街地活性化推進事業 

 河内長野駅前平面駐車場用地の活用に向けた具体的な取組の検討に必要な土壌汚染調査及び地積

測量等の業務を実施し、中心市街地活性化に向けた取組みを行った。 

委 託 名 委託料（円） 委託期間 受託者 委 託 概 要 

河内長野駅前平面

駐車場用地土壌汚

染調査業務 

2,717,198  

R3.11.24 

～ 

R4.3.25 

エヌエス環境

（株）西日本

支社 

地歴調査     一式 

土壌汚染状況調査 一式 

河内長野駅前平面

駐車場用地地積更

正・現況測量業務 

1,640,100  

R3.10.26 

～ 

R4.3.31 

公益社団法人

大阪公共嘱託

登記土地家屋

調査士協会 

地積測量     一式 

現況測量     一式 

合  計 4,357,298     
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決算書掲載頁 197 

３．地域活性化促進事業                       

（１）小山田西地区地域活性化促進事業 

 都市計画道路大阪河内長野線沿道の小山田西地区において、都市計画道路の整備と併せた堺アク

セス道路及び産業地創出の実現を目的に以下の業務を実施した。 

① 事務支援業務  

 活性化協議会が実施する役員会及び全体勉強会の開催や、全協議会員に全体説明会等の内容

を報告するための活性化だよりの発行等の事務運営について支援を行った。 

委 託 名 委託料（円） 委託期間 受託者 委 託 概 要 

地域活性化促進支

援業務（小山田西

地区分） 

684,400  

R3.5.8 

～ 

R4.3.31 

公益財団法人

大阪府都市整

備推進センタ

ー 

会議運営等支援   一式 

合  計 684,400     

② 事業促進業務 

 都市計画道路大阪河内長野線や堺市域へのアクセス道路の整備及び産業地創出の早期実現に

寄与することを目的に土地利用計画（素案）等の作成及び道路の予備設計を実施し、事業の促

進を行った。 

委 託 名 委託料（円） 委託期間 受託者 委 託 概 要 

小山田西地区土地

利用計画（素案）

等作成業務 

3,399,000  

R3.8.12 

～ 

R4.3.22 

（株）都市・

計画・設計研

究所大阪事務

所 

土地利用計画（素案）作成 

一式 

小山田地区道路予

備設計業務 
2,699,400  

R3.6.8 

～ 

R4.3.18 

（株）エヌイ

ーエス 
道路予備設計（A）L=0.6km 

合  計 6,098,400     

 

（２）上原・高向地区地域活性化促進事業 

 大阪外環状線沿道の上原・高向地区において、将来に向けて魅力あるまちの創造を目的に土地区

画整理事業の実施に向けた取組みを行っている河内長野市上原・高向土地区画整理準備組合に対し、

事業を実現させることで、雇用創出や交流人口増加等、市域全体の活性化を図ることを目的に以下

の業務を実施した。 

① 事務支援業務  

 準備組合が実施する役員会及び全体説明会等の開催や、全準備組合員に全体説明会等の内容

を報告するためのニュースレターの発行、各準備組合員等との連絡、調整等の事務運営につい

て支援を行った。 

委 託 名 委託料（円） 委託期間 受託者 委 託 概 要 

地域活性化促進支

援業務（上原・高

向地区分） 

814,900  

R3.5.8 

～ 

R4.3.31 

公益財団法人

大阪府都市整

備推進センタ

ー 

会議運営等支援   一式 

合  計 814,900     
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決算書掲載頁 199 

４．都市整備課管理事業                       

 三日市町駅西地区第二種市街地再開発事業により建設されたフォレスト三日市のオープン時に、

南海高野線三日市町駅とフォレスト三日市を接続するデッキが未完成であったことから利用者の利

便性確保のために設置された仮設階段について、フォレスト三日市の大規模修繕工事にあわせ、撤

去及び原状回復の工事を実施した。 

工 事 名 工事費（円） 工 期 請負業者 工 事 概 要 

フォレスト三日市

屋外階段撤去工事 
5,797,000  

R4.2.14 

～ 

R4.3.28 

南海辰村建設

（株） 

鉄骨階段撤去   一式 

歩道復旧         A=13.5m² 

鋼製手すり設置   L=4.4m 

合  計 5,797,000     
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                                          決算書掲載頁 91 

１．公共用地取得事務事業                                

計画的に公共施設等が建設できるよう、事業に必要な用地を取得する。 

公共用地取得事務業務 

公共事業用地取得業務に必要な専門的知識を習得するため、用地関係研修を受講し、職員の実践

知識向上を図った。 

 

決算書掲載頁 101 

２．交通安全対策事業                        

 交通安全思想の普及・浸透を図り、交通ルールの遵守と正しい交通マナーの啓発を行った。 

啓発看板の作製 

 交通マナーを徹底し事故を防止する目的で啓発看板を作製した。また三日市駅前ロータリーに設

置している自転車等放置禁止区域指定表示看板のリニューアルを実施した。 

委 託 名 委託料（円） 受 託 者 

自転車等放置禁止区域指定表

示看板作製及び設置業務 
  71,000円 ニシオ看板創芸 

交通安全対策看板作製業務  116,050円 ㈱シーエム大阪 

 

決算書掲載頁 101 

３．放置自転車対策事業                                

道路その他公共の場所における自転車等の放置を防止するための対策を講ずることによって市

民の良好な生活環境を保全し、街の美観を維持するとともに通行の障害を除去し、市民生活の安全

を図った。 

（１）放置自転車等撤去業務及び放置自転車等保管所管理業務 

駅周辺の駅前広場等に無秩序に放置された自転車は、歩行者の通行障害や美観の低下の問題だけ

ではなく、災害が発生したときの救助活動の妨害にもなるため、放置自転車対策として放置禁止区

域内で、啓発及び撤去活動を実施した。 

①  委託 

委 託 名 委託料（円） 受 託 者 

放置自転車等撤去業務 3,609,581円 （有）北崎商店 

放置自転車等保管所管理業務 2,414,297円 
公益社団法人 

河内長野市シルバー人材センター 

②  放置自転車等撤去及び返還台数 

項    目 自転車 原動機付自転車 計 

撤去台数 81 18 99 

返還台数 
65 

(1) 

21 

(0) 

86 

(1) 

（ ）内は放置自転車等保管料免除台数 

③  撤去自転車の海外供与 

撤去した自転車等で引き取りのないものについては、資源の有効活用及び発展途上国の福祉

向上に資することを目的に、公益財団法人自転車駐車場整備センターに譲渡し、海外供与事業

道路課 
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に協力している。令和３年度はコロナ禍の影響で海外供与事業は休止している。 

  

（２）駐輪場管理業務 

駅周辺の放置自転車対策として、自転車等駐車場の用地を継続して借地するとともに、ノバティ

ながの管理組合に修繕積立金(地下駐輪場面積分)及び共益費を負担した。 

汐の宮駅前駐輪場においては、管理清掃を公益社団法人河内長野市シルバー人材センターに委託

し、適切な管理を実施した。 

自転車等駐車場用地借地料（千代田）           1,019,400円 

（汐の宮）           224,640円 

（千早口）           253,920円 

ノバティながの修繕積立金（河内長野駅前地下駐輪場）    3,487,860円 

ノバティながの共益費（河内長野駅前地下駐輪場）     5,189,887円 

駐輪場管理及び清掃業務委託料(汐ノ宮駅前駐輪場）     1,139,017円 

 

美加の台駅前駐輪場の維持管理及び安全対策のため、防護柵の塗装工事を行った。 

工 事 名 工事費（円） 請負業者 工事概要 

美加の台駐輪場防護柵塗装工事 3,726,800 ㈱ 日動 
施工延長 L＝45.1m 

防護柵塗装 119.2m2 

合  計 3,726,800   

 

 決算書掲載頁 187 

４．都市景観向上事業                          

違法簡易広告物の撤去 

平成１６年４月から違法屋外広告物の簡易除却事務を大阪府から権限委譲を受けており、まちの

良好な景観、歩行や通行の安全性を確保するため、ボランティアによる推進団体や委託等により、

道路上にある違法広告物の撤去に努めた。また、悪質な違法簡易広告物を掲載している業者に対し

て、撤去指導を行った。 

① 違法簡易広告物の撤去実績（全体） 

ボランティアによる推進団体や委託等による、撤去実績は次のとおりである。 

ア．撤去数量等 

種  別 はり紙 はり札等 立看板 広告旗 合計 

数  量 ５１５ ６ ０ ０ ５２１ 

イ．活動日数     １８日 

② 推進団体及び構成人数 

推進団体 推進団体の構成人数 

９団体 １０９人 

③ 違法広告物の撤去業務の委託 

違法広告物の撤去業務を公益社団法人河内長野市シルバー人材センターに委託し、まちの良

好な景観、歩行や通行の安全性を確保に努めた。 

 

ア．委託による撤去数量 

種  別 はり紙 はり札等 立看板 広告旗 合計 

数  量 ４５９ ５ ０ ０ ４６４ 
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イ．活動日数     １４日 

ウ．委託料      ３３２，３３２円 

 

決算書掲載頁 187 

５．法定外公共物管理事業                               

法定外公共物とは、道路、河川等の公共物のうち、道路法、河川法、下水道法等で定められてい

ないものをいう。法定外公共物の多くは、明治期以前に自然発生的に形成されたか、地域住民等に

よって作られ公共の用に供されていたもので、明治初期の地租改正に伴う官民有区分の実施により

国有地に分類された。 

その後、平成１７年に国から市町村に譲与された。 

令和３年度においては、法定外公共物について以下の業務を実施した。 

（１）法定外公共物明示業務 

法定外公共物（里道、水路等）の境界確定業務を次のとおり行った。 

件     数 手 数 料 

39件(手数料免除分除く)      97,800円 

 

（２）法定外公共物占用許可業務 

法定外公共物の占用許可業務を次のとおり行った。 

区     分 占 用 物 件 内 訳 占 用 料 

関西電力送配電(株) 電柱等           257本 468,750円 

西日本電信電話㈱ 電話柱等          34本     52,690円 

河内長野ガス㈱ ガス管              5,297ｍ    490,200円 

その他 インターネット関連共架線等    29,070円 

合   計 1,040,710円 

 

（３）法定外公共物管理工事の実施 

老朽化した里道の維持管理、安全対策のため復旧工事を行った。 

工 事 名 工事費（円） 請負業者 工事概要 

日野里道敷擁壁改修工事 1,049,400 (株)建匠 
ブロック積み擁壁工 L=7.0m 

側溝改修工 L=7.0m 

合  計 1,049,400   

 

決算書掲載頁 無し 

６．道路管理事業                               

市道と民有地との境界確定、地権混乱箇所の地権整理等を行い、行政財産の確保を行うことを事

業目的として、道路管理事業を行った。 

（１）道路明示事業 

民有地の権利者からの申請により、道路の境界確定業務を行った。 
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件     数 手 数 料 

38件（手数料免除分除く）      68,400円 

 

（２）道路地権整理事業 

市道を構成する土地は公有地だけではなく、民有地も多く存在する。道路整備及び上下水道整備

などの際に土地境界や地権に関る問題が生じることがあり、これらを解決するために、測量及び土

地家屋調査、時には法律相談など行い解決した。 

令和３年度は、地図訂正を４件行った。 

 

決算書掲載頁 189 

７．道路維持事業                             

高度経済成長期に整備した道路施設の多くが、今後一斉に更新時期を迎えるため、多くの予算が

必要となっている。そのため、各道路施設の現在の老朽化状況を調査把握し、その上で計画的な維

持管理計画を策定し実施することにより、道路の安全性・信頼性を確保していく。 

 

（１）舗装修繕 

施設の長寿命化計画を策定し、将来必要な維持管理費用の平準化を図る。現在の本市の状況を把

握し、予防保全の考えに基づき修繕計画策定を行い、その結果に基づき施工箇所を決定する。令和

元年度に管理すべき市道 481.4kmについて路面性状調査を実施。この結果をもとに今後の修繕計画

の見直し・改訂を行った。 

実績 

市道原町狭山線をはじめ、大規模団地及び一般市道の舗装修繕等３９路線、道路の維持改修

工事を１６路線で実施した。（令和２年度補正予算による繰越事業を含む。） 

車道舗装 L＝8,018.7m、 A=43,180.4m2  

歩道舗装 L=715.9m、  A=1,201.3m2 

工 事 名 工事費(円) 請負業者 工事概要 

市道原町狭山線舗装工事 10,292,700   ㈱井上建設 施工延長 L＝203.9m 

市道千代田南向野 2 号線外 1 線舗

装工事 
14,388,000   ㈱友希 施工延長 L＝269.7m 

市道貴望ケ丘小山田線舗装工事 9,750,400 IKロード㈱ 施工延長 L＝160.0m 

市道三日市青葉台線舗装工事 16,930,100 ㈱カワタニ 施工延長 L＝290.0m 

市道天野滝畑線舗装工事 31,259,800   青葉建設(有) 施工延長 L＝1000.0m 

市道片添美加の台線舗装工事 11,306,900 ㈱牧野建設 施工延長 L＝193.7m 

市道野作台 2号線外 1 線舗装工事 14,286,800 ㈱カワタニ 施工延長 L＝245.7m 

市道野作錦町線舗装工事 7,639,500 ㈱慶 施工延長 L＝202.0m 

市道広野団地 1号線舗装工事 5,600,100 永光建設㈱ 施工延長 L＝257.6m 

市道サニーガーデンヒルズ 2 号線

外 1 線舗装工事 
7,276,500 ㈱メイテック 施工延長 L＝292.7m 

市道清見台美加の台線外 1 線舗装

工事 
9,120,100 ㈱緑尚苑 施工延長 L＝285.6m 

市道グリーンヒルズ 1 号線舗装工

事 
8,099,300 ㈱建匠 施工延長 L＝252.0m 
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市道小塩青葉台線舗装工事（その

１） 
16,879,500 谷勇建設㈱ 施工延長 L＝432.4m 

市道南花台 1号線外 1 線舗装工事 15,214,100 ㈱Wa.tec 施工延長 L＝469.7m 

その他舗装工事１４件 125,943,400  施工延長 L＝4,179.6m 

市道高瀬天野線外 1 線法面改修及

び道路改修工事 
4,485,800 高向造園土木㈱ 施工延長 L＝57.0m 

市道向野線道路改修工事 990,000 ㈱陶山工務店 施工延長 L＝4.0m 

その他維持工事１３件 13,727,079  
舗装修繕工事(単契) 

施工延長 L＝141.0m 

応急復旧工事３件 6,420,700   

道路改修測量及び詳細設計業務外

委託業務１件 
5,852,000   

合  計 335,462,779     

 

（２）トンネル修繕 

市道で４箇所のトンネルを管理しており、本年度においては令和２年度補正予算を繰越し、「倉

掛トンネル」と「鳩原トンネル」の照明施設更新工事を実施予定であったが、コロナウイルスの影

響で工事が中断し、令和４年度へ事故繰越となった。 

 

決算書掲載頁 189 

８．道路維持管理事業                                

（１）道路施設の維持管理 

生活に欠かせないライフラインの道路占用に係る業務を実施した。また、道路の維持において街

路樹の剪定、道路法面の除草及び駅前広場の清掃を実施するとともに、住民参加による道路美化に

努めることにより道路環境の向上に努めた。さらに、道路の区域、道路の構造等の基礎的事項を把

握するため道路台帳の修正業務を実施した。 

 

（２）道路の占用・掘削許可及び道路環境の維持 

① 道路は、生活に欠かせない公益施設を始め、多様な物件、施設を収容する空間として利用さ

れており、これらの占用に係る業務を実施した。 

 

道路占用数量及び占用料 

区  分 許可件数・数量 継続件数・数量 占用料(円) 

関西電力㈱・NTT西日本㈱ 

 

河内長野ガス㈱・大阪ガス㈱ 

電柱・電話柱等 新設111本 

        廃止 39本 

管路       新設1,454.2m 

           廃止 569.7m 

 

電柱等       10,051本 

電話柱等     4,379本 

管路      507,310.0m 

マンホール等2,594.4m² 

 125,820,450 

一般占用 一時占用を含む  250件 42件 21,486,930 

合  計    147,307,380 

② 道路管理者として、道路法に規定する道路構造の原則に基づき、安全かつ円滑な交通の確保

を図るほかに、道路景観の向上や沿道の生活環境の保全、道路交通の快適性の向上が求められ
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る中、うるおいのある豊かな道路空間の形成を図るため、街路樹の剪定、道路法面等の除草及

び駅前広場の清掃を実施し、良好な道路環境の維持に努めた。 

道路環境の整備 

委 託 名 委託料（円） 受託者 委託概要 

市道路街路樹管理業務 39,978,400   

公益財団法人

河内長野市公

園緑化協会 

高木剪定  N=3,150本 

寄植剪定  A=22,130 m² 

除草    A=123,455 m² 

令和３年度道路清掃業務 4,180,000   
㈱近畿ハイウ

ェイ 

路面清掃  L=240.86km 

歩道清掃  L= 54.97km 

市道敷等除草業務 26,430,099    

公益社団法人

河内長野市シ

ルバー人材セ

ンター 

延べ延長  L=191,148.0km 

延べ面積  A=237,233.5 m² 

令和３年度道路側溝管理業

務 
6,769,539   世和建設㈱ 

自治会清掃土砂処分 V =130.0m3 

側溝清掃      L =274.9m 

河内長野駅前広場清掃業務 3,302,607 
南海ビルサー

ビス㈱ 

駅前広場清掃     2 回/日

A=5,265㎡ 

三日市町駅前広場清掃業務 2,600,400 
金剛警備保障

㈱ 

西側駅前広場清掃 2 回/日

A=3,020㎡ 

東側駅前広場清掃 1 回/日 

A=850㎡ 

千代田駅前広場清掃業務 2,006,400 
南海ビルサー

ビス㈱ 

西側駅前広場清掃 2 回/日

A=3,750㎡ 

東側駅前広場清掃 1 回/日 

A=223㎡ 

市道野作錦町線テレビ電波

障害対策設備保守点検業務 
165,000   

マスプロ電工

㈱大阪支店 

受信増幅器レベル測定 

分岐増幅器レベル測定 

合  計 85,432,445     

 

（３）駅前エレベーターの管理 

河内長野駅及び三日市町駅の歩行者の円滑な移動に資するため、エレベーターの適正な管理に努

めた。 

駅前エレベーターの管理 

委 託 名 委託料（円） 受託者 委託概要 

河内長野駅前エレベーター

保守点検管理業務 
987,360   

日本オーチス・

エレベータ㈱ 

関西支社 

遠隔点検 1 回/月 

訪問点検 1 回/3ヶ月 

河内長野駅前エレベーター

監視カメラ定期点検業務 
46,200 

日本オーチス・

エレベータ㈱ 

関西支社 

遠隔点検 1 回/月 

訪問点検 1 回/3ヶ月 

河内長野駅前エレベーター

日常監視業務 
536,800    

河内長野都市開

発㈱ 

運転停止時のモニター監視 

1回/日 
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河内長野駅前エレベーター

非常時対応業務 
2,783 

河内長野都市開

発㈱ 
非常連絡時の出動  1回 

三日市町駅前エレベーター

保守点検管理業務 
818,400 

三菱電機ビルテ

クノサービス㈱ 

関西支社 

遠隔点検 1 回/月 

訪問点検 1 回/3ヶ月 

三日市町駅前エレベーター

日常監視業務 
311,300 

三日市都市開発

㈱ 

運転停止時のモニター監視   

1回/日 

三日市町駅前広場エレベー

ター運転非常時対応業務 
0 

三日市都市開発

㈱ 
非常連絡時の出動  0回 

合  計 2,702,843     

 

（４）道路台帳の整備 

道路法第２８条の規定により、道路管理者はその管理する道路の台帳を調整し、これを保管する

こととされていることから、前年度分の道路拡幅工事箇所や、新規認定路線等について修正を行っ

た。 

道路台帳の整備 

委 託 名 委託料（円） 受託者 委託概要 

令和３年度道路台帳修正及

び統合型 GIS データ修正業

務 

1,798,500   
㈱パスコ 

大阪支店 

道路台帳平面図修正 L=1.0km 

道路現況調書作成   L=1.0km 

道路台帳図項目データ入力

L=1.0km 

路線認定データ入力   

N=10路線 

路線変更データ入力 N=3路線 

 

（５）アドプト・ロードによる清掃美化活動 

住民参加による道路美化の向上を図り、まちの美化に対する市民意識の向上を図る目的で、「河

内長野市※アドプト・ロード・プログラム」及び「大阪府※アドプト・ロード・プログラム」に基

づき、道路の一定区間を地元自治会や企業等の団体が本市及び大阪府と協力して清掃美化活動を行

った。 

※アドプト・ロード・プログラム 

  ･･･道路（歩道部）の一定区間を地元自治会や企業等のボランティア団体が河内長野市や大阪府と協力

し合いながら、継続的に清掃や緑化などの活動を実施し、地域に愛されるきれいな道路づくりや地域

の環境の美化に取り組む制度。 

①  役割 

参加団体（自治会・企業等） 道路管理者（河内長野市等） 

・月１回以上の道路美化活動 

・ゴミは市指定の分別方法で分別 

・ゴミ置場は一定の箇所 

・認定書の交付 

・清掃用具の貸出し 

・回収ゴミの処分 

・傷害保険の加入 

② 参加団体 

ア．河内長野市アドプト・ロード・プログラムへの参加団体 

団体数 参加人数（人） 道路延長（ｍ） 

１８ ６１８ １３，４３８ 
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イ．大阪府アドプト・ロード・プログラムへの参加団体 

団体数 参加人数（人） 道路延長（ｍ） 

１２ ３７７ ３，４４０ 

③ 清掃実績 

ア．ゴミ袋の回収実績     １４０袋 

イ．塵芥処理手数料      ３３，６００円 
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９．橋梁整備事業                                

現在、市道上の橋梁１１９橋と歩道橋１０橋の合計１２９橋を管理しているが、これらの橋梁の

安全性、信頼性を確保することは、日常の市民生活にとって必要不可欠であり、特に跨線橋や跨道

橋、防災上の緊急交通路上の橋梁などは安全性に対する重要度が高く、一定の耐震性能を有してい

ることが求められている。 

平成２４年度に、橋梁の長寿命化と修繕に要する費用の平準化を図り、道路橋の安全性・信頼性

を確保することを目的に「橋梁の長寿命化修繕計画」を策定し、平成２５年度以降、本計画に基づ

き補修・補強工事を実施している。 

また平成２６年度には橋梁について、５年に１度の近接目視による法定点検が義務化されたため、

直営による点検も含め、計画的に点検を実施している。令和３年度には、「橋梁の長寿命化修繕計

画」の改定を行い、この法定点検の結果を反映させた。 

（１）橋梁補修・補強工事の実施 

「橋梁の長寿命化修繕計画」に基づき、那古谷橋補修補強工事(第２期)、錦水橋補修補強工事、

おおかわ橋補修工事を実施した。 

工 事 名 工事費(円） 請負業者 工 期 工 事 概 要 

那古谷橋補修補強

工事(第２期) 

（令和３年度分） 

71,223,300 
山本建設工業

㈱ 

 R2. 8.12 

～ 

 R3. 6.30 

施工延長 L=71.6m 

●補修工 

橋梁補修工 一式 

 表面保護工    A= 808.6m² 

 橋梁塗装工     A= 2100.7m² 

●補強工 

耐震補強工 一式 

 落橋防止構造   N=16基 

 水平力分担構造  N=24基 

 RC巻立工      N=1橋脚 

錦水橋補修補強工

事 
19,896,800 豊成建設㈱ 

R3. 8.12 

～ 

R4. 1.28 

施工延長 L=27.3m 

●補修工 

橋梁補修工 一式 

 断面修復工    V= 1.47m3 

 表面含浸工     A= 107.8m² 

 塗装塗替工   A= 105.5m2 

●補強工 

耐震補強工 一式 

 沓座拡幅工     A=3.7m2 

 落橋防止工      N=12基 
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おおかわ橋補修工

事 
11,894,300 清谷苑㈱ 

R3. 9. 9 

～ 

R4. 1.31 

施工延長 L=16.5m 

●補修工 

 伸縮装置取替工   L=28.0m 

小  計 103,014,400    

 

（２）補修・補強設計委託業務、橋梁の点検 

業務委託により、天滝橋外３橋の補修・補強設計、および１８橋の法定点検と橋梁長寿命化修繕

計画の改定を実施した。 

業 務 名 委託費(円） 契約相手先 履行期間 委託概要 

天滝橋外３橋補修補

強設計委託業務 
22,268,400 

倉測建設コンサ

ルタント㈱ 

R3. 7. 7 

～ 

R3. 3.25 

天滝橋（橋長 L=72.4m） 

補修設計   一式 

耐震補強設計 一式 

４号桟道橋（橋長 L=35.0m） 

補修設計   一式 

耐震補強設計 一式 

５号桟道橋（橋長 L=90.4m） 

補修設計   一式 

耐震補強設計 一式 

南花台３０号線１号橋（橋長

L=3.8m） 

補修設計   一式 

市町村道施設の維持

管理業務の支援に関

する協定書(河内長

野市 令和３年度 

橋梁点検） 

14,019,500 

公益財団法人大

阪府都市整備推

進センター 

R3. 6.10 

～ 

R4. 3.10 

車作橋外 

１７橋の点検 

市町村道施設の維持

管理業務の支援に関

する協定書(河内長

野市 令和３年度 

橋梁長寿命化修繕計

画策定） 

7,332,600 

公益財団法人大

阪府都市整備推

進センター 

R3.10. 7 

～ 

R4. 3.10 

１１９橋の長寿命化修繕計画

策定 

小  計 43,620,500    

合   計 146,634,900    
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10．生活道路整備事業                                

地域の生活環境の整備と住民の福祉の向上に寄与することを目的に、市道認定路線以外の道路で、

一般交通の用に供されており、公共性が高く、かつ整備する必要のある道路については、生活道路

整備要綱に基づき、地域等からの要望を受け、舗装工事を中心とする道路整備工事を実施している。 

また条件により、市による道路整備工事が不可能な場合にも、生活道路整備要綱に基づき、整備

のための原材料を支給している。 

令和３年度においては、道路整備工事の要望が５件、材料支給の要望が１件あった。また、以前
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から整備申請のあった２箇所において、下記のとおり整備工事を実施、令和３年度に要望があった

材料支給を１件実施した。 

 

（１）生活道路整備工事の実施 

工 事 名 工事費（円） 請負業者 工 事 概 要 

古野町生活道路(635)

整備工事 
1,558,700 ㈱フィールドイン 

施工延長   L=129.6m 

ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装工 A=290.0m² 

木戸西町３丁目(637)

整備工事 
676,500 ㈱メイテック 

施工延長   L=39.4m 

ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装工 A=123.7m² 

小  計 2,235,200   

 

（２）生活道路原材料支給の実施 

原材料支給箇所数 金額（円） 原材料名 

１箇所 100,000 

笠木（２スパン用）アルミ製  ２本 

笠木（３スパン用）アルミ製  ３本 

標準柱Ｔ８０        １３本 

小  計 100,000  

合  計 2,335,200  
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11．交通安全整備事業                                

（１）人にやさしい安全で歩きやすい道路の整備 

道路の機能を維持し、歩行者や一般車両が安全・安心・快適に通行できるよう、交通安全施設の

設置や歩道の段差改良等の整備を行った。 

 
 

（２）交通安全道路整備工事 

 歩行者の移動を円滑化するために、交差点部における歩道改良工事及び歩道の側溝蓋設置工事を

行った。 

工 事 名 工事費 請負業者 工 事 概 要 

市道小塩青葉台線舗装工

事（その２） 
1,714,900 ㈱谷組 

施工延長     L=75.4m 

縁石工      L=75.4m 

市道島の谷線溝蓋設置工

事 
1,474,000 峯樹造園㈱ 

施工延長     L=136.0m 

溝蓋設置工    L=136.0m 

合  計 3,188,900   

 

（３）交通安全施設設置工事 

市内の市道において交通安全施設の設置を行った。 

工 事 名 工事費（円） 請負業者 工 事 概 要 

令和３年度交通安全

施設（道路反射鏡・

区画線等）設置工事 

第１期～第２期 

5,369,787 
ジョイントロー

ドサービス㈱ 

道路反射鏡設置    N=8基 

区画線設置      L=9,349.06m 

グリーンベルト設置  L=1,354.00m 
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令和３年度交通安全

施設（防護柵等） 

設置工事 

第１期～第２期 

4,781,009 末博安全㈱ 

ガードレール設置    L=15.10m 

転落防止柵設置        L=46.35m 

ネットフェンス設置   N=25.3基 

視線誘導標設置     N=9   基 

令和３年度交通安全

施設（道路照明灯）

設置工事 

第１期～第２期 

4,294,950 ㈱森花電気商会 

テーパーポール取替え  N= 3  基 

照明器具取替え（LED）  N= 45 基 

管球取替え       N= 5  基 

合  計 14,445,746   
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12．交通安全施設整備・管理事業                                

交通安全施設の維持管理 

通行の安全を確保するための交通安全施設の良好な維持補修を行い、適正な管理に努めた。 

内  容 金  額（円） 

光熱水費（道路照明灯の電気料金） 9,435,001 

修繕料（道路照明灯及びカーブミラー） 314,270 

ＬＥＤ道路灯リース料 3,459,636 

原材料費 85,250 

合  計 13,294,157 
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13．道路橋梁災害復旧事業                                

近年、台風の降雨や線状降水帯の発生に伴う集中豪雨等に起因する崩土や冠水等により、一般の

通行が不可能となる場合がある。 

本事業は、災害により通行が不可能、あるいは危険となった道路の早急な機能復旧を行うことに

より、市民生活の安全・安心を確保するものである。 

道路災害は必ずしも毎年発生するわけではないが、発生した場合には早急な対応が求められる。 
 

災害復旧工事の実施 

下記のとおり、令和３年度は、市道車作神納線において、本復旧工事を繰越事業にて実施した。

また、市道貴望ケ丘住宅１号線が、豪雨による法面崩壊のため、緊急復旧工事を実施した。その他、

豪雨による応急復旧工事を２件実施している。 

工 事 名 
工 事 費

（円） 
請負業者 工 事 概 要 

神納水路及び市道車作神納線復

旧工事（道路課） 
3,945,700 ㈱建匠 張出床版工 L=8.0m 

市道長野小塩線応急復旧工事    480,000 (有)緑勢美建 崩土撤去工   V=8.0m3 

市道葛野線緊急復旧工事 431,200 ㈱陶山工務店 PNC板設置工  L=2.5m 
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市道貴望ケ丘住宅 1 号線緊急復

旧工事 
9,750,000 西山建設 

擁壁工       V=21.5m3 

ブロック積工 A=55.0m2 

   合 計 14,606,900   
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14．法定外公共物災害復旧事業                                

地域に密着している法定外公共物（里道及び水路等）が集中豪雨等の災害により、通行できない、

通水できない状況となった場合、地域住民の生活を確保するため、機能復旧するものである。 

法定外公共物の災害復旧工事及び委託業務の実施 

下記のとおり、降雨により崩落した里道水路敷法面の保護工を緊急復旧工事にて実施した。 

工 事 名 工 事 費（円） 請負業者 工 事 概 要 

原町里道水路敷法面応急復旧

工事 
1,461,900 ㈱タナシン 

法面保護工   L=7.0m 

ＰＮＣ板設置工 A=7.2㎡ 

   合 計 1,461,900   
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１．排水路維持補修事業                                

排水路の浚渫清掃や除草等、補修が必要な箇所の修繕を行うことで、浸水を防止し、雨水や生

活雑排水を速やかに排水し、市民生活の安全と衛生的な生活環境の確保に寄与できた。 

① 排水路施設の修繕 

件   名 金額（円） 

栄町排水路修繕 99,000 

大矢船南町排水路修繕 88,000 

計 187,000 

② 排水路管理業務委託 

委  託  名 金額（円） 受 託 者 名 委 託 概 要 

河川水路等管理区域

浚渫清掃等業務 
 3,467,601 ㈱朋和 排水路の浚渫・清掃 

河川水路等管理区域

植物管理業務 
1,048,424 ㈱匠英庭苑 排水路の植物管理（除草等） 

計 4,516,025   
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２．水路改修事業                                

排水路は、地域の雨水・生活排水等を排除するための施設であり、市民生活に欠くことのでき

ない重要な役割を果たしている。 

測量設計のための消耗品を購入した。 
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３．河川管理事業                                

（１）河川の維持管理 

普通河川の機能を確保するため、浚渫清掃と除草等を行うことで、河川災害の防止と流水の正常

な利用や機能維持を確保することができた。 

 管理対象河川の現況  １６河川  流路延長：６３，９３５m 

 河川管理業務委託 

委  託  名 金額（円） 受 託 者 名 委 託 概 要 

河川水路等管理区域浚

渫清掃等業務 
1,141,404 ㈱朋和 排水路の浚渫・清掃 

河川水路等管理区域 

植物管理業務 
969,096 ㈱匠英庭苑 河川の植物管理（除草等） 

計 2,110,500   

公園河川課 
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（２） 石川あすかふれあいゾーンの清掃 

石川と天見川の合流点である石川あすかふれあいゾーンにおいて、清掃及び除草を行うことで、

河川の親水空間の保全及び河川環境の保全を図ることができた。 

委託料     632,500 円 

受託者名    Grows green 

委託業務内容  清掃：1回以上／月（実績：20回）  除草：年 1回（実績：1回） 

委託対象範囲  錦水橋（イズミヤ下）から諸越橋（国道 310号）まで 

        清掃面積：1.1ha  除草面積：0.45ha 

 

（３）調整池の管理 

河川水量を調整するため、大規模開発団地の造成に伴い設けられた調整池において、浚渫清掃や

除草・樹木伐採を行うことで、調整池の機能保全を図ることができた。 

管理対象調整池の現況  31箇所（15団地） 面積：110,628.04㎡ 

調整池管理業務委託 

委  託  名 金額（円） 受 託 者 名 委 託 概 要 

河川水路等管理区域浚渫

清掃等業務 
4,778,743 ㈱朋和 

調整池の浚渫・清掃 

・北貴望ケ丘調整池 

・大矢船第３調整池 

河川水路等管理区域植物

管理業務 
4,774,785 ㈱匠英庭苑 調整池の植物管理（除草等） 

計 9,553,528   
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４．河川改修事業                            

 普通河川において、護岸等の改修工事を行うことで、河川の洪水による災害の発生防止や軽減、

適正な利用及び流水の正常な機能の維持、河川環境の整備と保全の向上を図ることができた。 

 

 準用河川加賀田川の管理用通路は、市民の散策道になっており、また、周辺の土地利用である農

耕作業等に使用される通路となっていることから、通行や河川利用の際の安全を図るため、舗装工

事を行った。 

 工  事  名 金額（円） 請負者名 工事期間 工 事 概 要 

加賀田川擁壁応急

復旧工事 
378,400 

㈱メイテッ

ク 

R3.6.9 

～ 

R3.7.30 

コンクリート斜路工 

A=6.3㎡ 

 工  事  名 金額（円） 請負者名 工事期間 工 事 概 要 

普通河川天見川改

修工事 
11,411,400 峯樹造園㈱ 

R3.12.7 

～ 

R4.3.31 

施工延長  L=31.9m 

ブロック積工 L=32.8m 

A=118.4㎡ 
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５．砂防及び急傾斜地崩壊防止事業                                

土砂災害から国民の生命及び身体を保護するため、平成 13年 4月に「土砂災害警戒区域等に

おける土砂災害防止対策の推進に関する法律」（通称：土砂災害防止法）が施行されました。 

市内では土砂災害警戒区域が 1,679箇所、土砂災害特別警戒区域が 1,654箇所指定されており、

広域な範囲を安全かつ短時間で効率的に確認できるように無人航空機（ドローン）を購入した。 
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６．都市公園整備事業                             

 都市公園は都市の緑の中核として、レクリエーションや自然観察、環境学習の場、都市景観の向

上など様々な効用があり、市民生活にゆとりやうるおい・安心をもたらす施設である。そこで、公

園利用者が安全かつ安心して利用できるよう、また快適に利用できるよう多様化する市民ニーズに

も配慮し業務を実施した。 

 なお、本市の都市公園の多くは、昭和時代の住宅開発に伴って整備・帰属された公園が多いこと

から、施設の老朽化等が進み、通常のメンテナンスでは対応できない箇所から補修工事を実施した。 

 

① 測量設計計画委託業務 

委 託 名 金額（円） 受託者名 業務期間 業 務 概 要 

河内長野市緑の

基本計画改訂業

務 

6,695,700 
㈱オオバ大

阪支店 

R3.5.13 

～

R4.3.25 

人口減少や少子高齢化等、本市
を取り巻く社会情勢の変化等
に対応するため、総合的・計画
的にみどりのまちづくりの推
進を目指すための基本計画の
改定を実施した。 

都市公園等遊器

具点検業務 
533,500 

㈱トーテッ

ク 

R3.12.27 

～ 

R4.3.31 

点検施設数 90基 

（対象公園数 56箇所） 

② 都市公園等改修・整備工事 

工 事 名 金額（円） 請負者名 工事期間 工 事 概 要 

旭ケ丘第５緑地

整備工事（その

２） 

16,517,600 ㈱緑尚苑 
R3.5.7 
～ 

R3.12.28 

施工延長 L=40.0ｍ 
ブロック積工 L=38.7m 
       A=100.9㎡ 
排水工    L=114.4m 

項  目 内  容 金額（円） 

管理用備品 ドローン、可搬型モニター、ポータブル電源等 575,370 

消耗品 ドローン用バッテリー等 224.620 

計  799,990 
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都市公園施設

（その３）改修

工事 

7,453,600 野田建設 

R3.7.8 
～ 

R3.12.24 

＜清見台第１公園＞ 

施工延長  L=229.1m 

ﾈｯﾄﾌｪﾝｽ設置工(H=1.2m） 

L=63.8m 

ﾊﾟｲﾌﾟﾌｪﾝｽ設置工（H=1.5m） 

L=161.9m 

ﾊﾟｲﾌﾟﾌｪﾝｽ設置工（H=1.8m） 

L=3.4m 

都市公園施設

（その４）改修

工事 

16,186,500 
㈲青山造園

土木 

R3.8.17 
～ 

R4.1.31 

＜寺ケ池公園＞ 

施設改修工（八つ橋） 

A=78.7㎡ 

施設改修工（展望台） 

N=1箇所 

寺ケ池公園園路

灯改修工事 
2,174,700 

㈱森花電気

商会 

R3.5.7 
～ 

R3.8.31 
園路灯改修工 N=2基 

公園緑地等(そ

の１)改修工事 
1,045,000 ㈱太田造園 

R3.6.25 
～ 

R3.9.17 

＜緑ケ丘緑道＞ 

施工延長  L=18.6m 

ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装工（t=5㎝） 
A=35.1㎡ 
雨水管布設工（VUΦ150mm） 

L=18.6m 

公園緑地等(そ

の２)改修工事 
827,200 清谷苑㈱ 

R3.6.25 
～ 

R3.10.29 

＜西高ちびっこ老人憩いの広
場＞ 
ﾈｯﾄﾌｪﾝｽ設置工（H=1.8m） 
L=38.6m 

健康器具設置工

事 
1,714,900 白川園芸㈱ 

R3.9.13 
～ 

R4.1.31 

＜南ケ丘第３公園＞ 
健康器具設置工 
背のばしベンチ N＝1基 
ツイストボード N＝1基 
スプリングバー N＝1基 
ピクトパネル  N＝1基 

③ 都市公園等維持補修工事 

工 事 名 金額（円） 請負者名 工事期間 工 事 概 要 

公園緑地施設

(その３)改修工

事 

2,338,600 ㈱緑遊園 
R3.12.9 

～ 
R4.2.28 

＜中片添第３公園＞ 

手摺設置工（H=0.85m） 

L=26.2m 

＜緑ケ丘緑道＞ 

手摺設置工（H=0.85m） 

L=14.5m 

＜小山田ちびっこ老人憩いの

広場＞ 

ベンチ設置工 N=2基 
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決算書掲載頁 199 

７．緑化推進事業                                

緑化基金を活用し、緑化啓発を図るとともに市民参加の支援を行う等、花と緑のあふれるまちづ

くりを推進した。 

① 緑化基金の状況 

区 分 金額(円) 内 訳 金額(円) 

令和２年度末緑化基金現

在高 ① 
298,257,075   

令和３年度取り崩し額 

② 
16,859,639 

アドプトパーク団体支給消耗品 261,503円 

保護樹保険料 27,040円 

ふれあい花壇助成金 360,000円 

ボランティア研修費 133,130円 

都市公園等管理運営業務（緑化推

進・啓発業務） 
8,150,000円 

都市公園管理用資材 8,966円 

森林病害虫等防除事業委託料

（内、基金充当額） 
69,300円 

クビアカツヤカミキリ対策（公園

緑地管理事業） 
700,000円 

クビアカツヤカミキリ対策（自然

保護事業） 
454,000円 

緑の基本計画改定業務 6,695,700円 

令和３年度緑化基金利子

③ 
172,989 緑化基金積立金  

令和３年度緑化基金に対

する寄附金積立額 ④ 
4,200,552 緑化基金積立金  

令和３年度末基金現在高 

①－②＋③＋④ 
285,770,977   

② ふれあい花壇 

 令和３年度末ふれあい花壇団体数                 39  団体 

 令和３年度助成金申請団体                    36  団体 

  1団体あたり 10,000円助成×36団体            360,000  円 

※ふれあい花壇団体数推移 

 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 R2 R3 

団体数 38 38 37 38 39 

（新規） 1 0 1 1 2 

（廃止等） 1 0 2 0 1 

 

決算書掲載頁 199 

８．公園緑地管理事業                        

（１）都市公園等管理運営業務 

市民が公園・緑地を安心かつ安全に憩いの場として利用できるよう、指定管理者制度を導入し、
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公益財団法人河内長野市公園緑化協会により、業務を実施した。 

業   務   名 摘       要 

維持管理業務 

 ・都市公園等植物管理業務 

 ・都市公園樹林管理業務 

 ・都市公園等清掃業務 

 ・都市公園等施設保全業務 

 ・寺ケ池公園管理事務所等施設管理業務 

 ・都市公園花壇植栽管理業務 

 ・都市公園及びゲートボール場の管理運営 

 

園地管理、除草、樹木手入れ、支障木伐採等 

公園内樹林地における枯木伐採、間伐等 

園内清掃、便所及びモニュメント等の清掃 

遊具等公園施設の点検及び修繕 

エレベータ、空調設備等施設管理 

都市公園の花壇の植栽、灌水、除草、剪定等 

使用許可受付業務及び使用料徴収 

緑化推進業務 

 ・緑化意識啓発業務 

 ・ふれあい花壇団体への花苗提供等支援 

 ・駅前花壇・プランター植栽管理業務 

 ・指定保護樹木等に関する業務 

 ・ボランティア団体等の活動支援業務 

 

「緑」に関する相談への対応等 

花苗配布、堆肥や資材の提供、助言等 

駅前花壇等への花苗植栽及び維持管理 

保護樹指定看板の設置、樹木医の派遣等 

ボランティア団体の育成支援、助言等 

金額         225,719,000 円  

 

（２）森林病害虫等防除業務 

被害が拡大しているナラ枯れ対策として、森林病害虫等防除事業補助金を活用してカシノナガキ

クイムシによる被害木の伐倒・くん蒸処理を実施した。 

   森林病害虫等防除業務（烏帽子形公園：補助金対象事業）  277,200 円 

  ・請負者名：大阪府森林組合南河内支店 

  ・業務期間：R3.11.29～R4.2.25 

  ・実  績：被害木 6 本（7.46㎥）について伐倒及びくん蒸処理を実施。 

  

（３）クビアカツヤカミキリ防除業務 

桜等のバラ科の樹木を枯死させるクビアカツヤカミキリ被害の拡大防止を目的として、生物多様

性保全推進支援事業補助金を活用して被害木に対する薬剤注入による樹木内の幼虫の駆除を実施

した。 

  ・委託料  1,400,000 円 

  ・請負者名：公益財団法人河内長野市公園緑化協会 

  ・業務期間：R3.12.4～R4.2.25 

  ・実  績：被害木 39 本について薬剤樹幹注入を実施。 

※業務箇所一覧表 

 公園・緑地名 処置樹木数 備 考 

1 荘園町第３公園 2  

２ 荘園町緑地１ 9  

３ 荘園町緑地３ 2  

４ 千代田南第５公園 5  

５ 木戸住宅公園 8  

６ 桐ケ丘第１公園 6  

７ 寺池台公園 7  

 合  計 39  
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（４）都市公園等修繕業務 

市民が安心かつ安全に都市公園を利用できるよう、老朽化した施設の修繕業務を実施した。 

業 務 名 金額（円） 請負者名 工事期間 工 事 概 要 

寺ケ池公園噴水

設備修繕業務 
3,377,000 

大野塗装工
業所 

R4.1.27 
～ 

R4.3.25 

かがみの噴水 
 バルブ調整工 N=3基 
 シール補修工 N=3基 
ピラミッド型噴水 
 バルブ調整工 N=5基 
中央噴水池 
 シール補修工 一式 
 バルブ調整工 一式 

寺ケ池公園休憩

施設修繕業務 
968,000 ㈱谷組 

R4.1.28 
～ 

R4.3.25 

ベンチ石取り外し据え付け工 
 N=123基 
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９．公園遊具等安全対策事業                                

H30年度に策定した「河内長野市公園施設長寿命化計画」及び公園遊具安全点検業務の点検結果

に基づいて、公園利用者が安全かつ安心して利用できるよう、老朽化した遊具の撤去や更新・修繕

を行い、遊具施設の機能保全や安全性の確保を図った。 

① 修繕業務 

業 務 名 金額（円） 請負者名 業務期間 概 要 

都市公園遊具修繕

業務 
7,679,452 

㈱トーテ

ック 

R3.8.20 

～ 

R4.2.18 

修繕遊具数 67基 

（対象公園数 44箇所） 

② 測量設計計画委託業務 

業 務 名 金額（円） 請負者名 業務期間 概 要 

都市公園等遊器具

点検業務 
3,844,500 

㈱トーテ

ック 

R3.12.27 

～ 

R4.3.31 

点検施設数 655基 

（対象公園数 169箇所） 

③ 工事の状況 

工  事  名 金額（円） 請負者名 工事期間 工 事 概 要 

都市公園施設（その

１）改修工事 
7,353,500 

㈱ ニ シ オ

カ 

R3.6.2 
～ 

R3.11.30 

複合遊具設置工 N=1基 

ﾘﾝｸﾞﾗﾀﾞｰ設置工 N=1基 

2連ﾌﾞﾗﾝｺ設置工 N=1基 

すべり台設置工 N=2基 

ｼｰｿｰ設置工 N=1基 

3連低鉄棒設置工 N=1基 

（対象公園数 6箇所） 

都市公園施設（その

２）改修工事 
10,631,500 

㈱ 弘 翔 建

工 

R3.6.8 
～ 

R3.12.28 

象形遊具設置工 N=2基 

4連ﾌﾞﾗﾝｺ設置工 N=1基 

2連ﾌﾞﾗﾝｺ設置工 N=2基 
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ｼﾞｬﾝｸﾞﾙｼﾞﾑ設置工 N=1基 

ｼｰｿｰ設置工 N=2基 

回転すべり台設置工 N=1

基 

（対象公園数 7箇所） 

※市内公園遊具数（令和３年度末） 

 遊 具 名 公園・緑地・緑道数 遊具数 備 考 

1 一方向ブランコ 70 73  

２ サンドピット型砂場 96 99  

３ シーソー 36 38 (ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞｼｰｿｰ含む) 

４ ジャングルジム 22 26  

５ すべり台 89 98  

６ スプリング遊具 39 70 着座型 

７ ロッキング遊具 19 31  

８ 動物造形・着座型遊具 20 46  

９ 鉄棒 46 48  

10 複合遊具 30 32  

11 その他遊具 33 55  

 合計 - 616  
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10．遊具安全対策事業                                

ちびっこ老人憩いの広場は、自治会等が幼児の適切な遊び場を確保し、その健全な育成に資する

ために整備されたものである。平成２６年度に子ども子育て課より移管された。 

令和３年度は、定期点検の結果に基づいて、遊具６基の修繕を実施した。 

① ちびっこ老人憩いの広場遊具修繕業務 

業 務 名 金額（円） 請負者名 業務期間 概 要 

ちびっこ老人憩

いの広場遊具修

繕業務 

499,400 ㈱トーテック 

R4.1.25 

～ 

R4.2.25 

修繕遊具数   6基 

（対象広場数 5箇所） 

② 原材料費 

  ちびっこ老人憩いの広場フェンス補修用の歩み板、フェンス基礎等  70,396円 
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11．河川等災害復旧事業                                

普通河川・排水路において、台風や集中豪雨等の異常気象により、被災した箇所の災害応急復旧

工事を行うことで、機能回復を図ることができた。 

① 測量設計委託業務 

令和３年度災害において、被災した箇所の測量設計業務を委託した。 

委 託 名 金額（円） 受託者名 業務期間 業 務 概 要 
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普通河川石見

川災害復旧測

量設計業務 

3,960,000 晃和調査設計㈱ 

R4.1.11 

～ 

R4.3.28 

測量業務 

河川測量 L=0.06㎞ 

現地測量 A=0.005k㎡ 

設計業務 

護岸詳細設計 L=34m 

② 河川等災害復旧工事 

令和２年度災害において、被災した箇所の復旧工事 

工 事 名 金額（円） 請負者名 工事期間 工 事 概 要 

普通河川石見

川災害復旧工

事 

3,221,900 ㈱K.C 

R3.12.2 

～ 

R4.3.22 

施工延長  L=10.0m 

ブロック積工 L=10.0m 

      A=33.5㎡ 

③ 令和３年度災害において、被災した箇所の復旧工事 

工 事 名 金額（円） 請負者名 工事期間 工 事 概 要 

普通河川石見

川応急復旧工

事 

119,900 ㈱谷組 

R3.6.17 

～ 

R3.7.20 

土工   一式 

高向排水路災

害復旧工事 
385,000 ㈱幸伸 

R3.10.25 

～ 

R3.12.15 

施工延長  L=3.0 m 

桝設置工 N=1箇所 

板柵工  L=3.0m 

上田町排水路

災害復旧工事 
1,780,900 播磨興業㈱ 

R3.12.8 

～ 

R4.2.28 

施工延長  L=5.0 m 

ブロック積工 L=5.0m 

       A=19.3㎡ 

計 2,285,800    
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12．公園緑地災害復旧事業                                

公園・緑地において、台風や集中豪雨等の異常気象により、被災した箇所の災害応急復旧工事を

行うことで、機能回復を図ることができた。 

工 事 名 金額（円） 請負者名 工事期間 工 事 概 要 

烏帽子形公園

応急復旧工事 
1,436,600 ㈱谷組 

R3.8.11 

～ 

R3.10.22 

ｺﾝｸﾘｰﾄ板柵工（H=0.4m） 

L=48.0m 
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後期高齢者医療特別会計 

 その他の減免 
新型コロナ影響分 

令和３年度分 

件 数 12件  10件  

金 額 766,752円  1,093,165円  

  

 

３．後期高齢者医療広域連合納付金                    

大阪府後期高齢者医療広域連合規約第 17 条に基づき、大阪府後期高齢者医療広域連合が行う後

期高齢者医療に要する費用に充てるため、高齢者の医療の確保に関する法律第 105条に定める市が

納付すべき額（市が徴収した保険料等の実額及び低所得者等の保険料軽減額相当額）を納付した。 

①  保険料市町村負担金         1,860,687,959円 

②  後期高齢者医療保険基盤安定負担金    319,618,845円 

低所得者や被用者保険の被扶養者の保険料軽減部分に係る財源を大阪府と市が 3：1の割合で

負担し、一般会計から後期高齢者医療特別会計に繰り入れた後、広域連合に納付した。 
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